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まえがき

韓国は 1962年に始まる第 1次 5カ年計画以来､年率 8.5%とい う高率の経

済成長を達成 した.韓国の経済発展の要因に関 しては､世銀 ･IMFの主張す

る輸出主導型の経済政策が成長の主要要因とする分析が主流であるが､近年､

Young,Krugmanの要素投入型発展論､Amsdenの政府介入論､｢東アジアの

奇跡｣に見 られる折衷主義および青木 ･金 ･奥野 らの制度論の登場など､輸

出要因を肯定 しつつその基礎をなす根本要因を究明する理論が様々に提出さ

れている｡本論文は､韓国が制限労働供給状態に移行 したとされる 1975年

からOECD入 りを果たす前段階の 1990年までを対象 として､基準年価格で

表示された韓国産業連関表 と国際産業連関表を用いて､需要面より韓国の総

生産 と投入構造の変化および付加価値誘発度の変化など､発展に関係 したと

思われる要因を多面的に分析 し､その発展メカニズムを解明することが 目的

である｡韓国の経済の発展に関して Rodrikは､投資活動の結果 として輸出

が増加 し､成長を促進 したとする見解を示 したが､本論文では投資に加え中

間財 ･資本財の輸入代替 と産業間の リンケージの緊密化が成長要因と考え､

それを産業連関表により分析 した｡ 1章では､韓国の経済発展に関するこれ

までの見解を分析 し､本論文で証明すべき仮説を提示 した｡また､2章では､

韓国のマクロ経済指標 と経済政策に関して 1962年以降を中心に分析 し､仮

説を根拠付けた｡3章以降は本論文の主要部分である｡まず 3章においては､

1975-90年の韓国の産業連関表をSyrquinの比例成長よりの帝離モデルによ

り分析 し､総生産の増加の要因を､産業部門､需要部門およびそれ以外の項

に分解 し､期間別の発展要因を抽出した｡ 4章では､これを受けて分析期間

の韓国の生産構造と市場構造を､産業連関分析上の乗数分析を利用 して分析

し､成長要因と関連付けた｡ 5章では､Syrquinの比例成長よりの帝離モデ

ルにより抽出された主要な成長要因である技術変化を産業間の リンケージの

変化 と考え､これを産業連関分析では一般的な分析である影響力係数および

感応度係数 とレオンチェフ準行列を用いて産業間の連関度の変化を計測する

とともに､個別の産業の投入構造に関 して尾崎の単位構造系を観測 し､成長

との関連を検討 した｡また､開発政策 としての工業化政策には本来的に輸入

代替を含んでいると考えられるが､これを韓国表に加えて国際産業連関表を

用いて韓国の国産化率の変化を計測 し､成長要因との関連を調べた｡ 6章で

は､韓国の民間投資における輸入代替の推移を､韓国の経済政策 と関連付け

なが ら分析 し､成長 との関係を検討 した｡ 7章では､韓国の発展 してきた

1975-90年における国際環境の変化を､主に米国の経済政策を中心に分析 し

韓国の発展 と関連付けた｡ 8章では､以上の分析を受けて､韓国の発展に関



する結論 (仮説の支持性)を述べるとともに､本論文の分析に関する今後の

課題を取 りあげた｡

結論的には､韓国では成長要因としての輸出以外に､旺盛な設備投資の需

要の増加 と産業間 リンケージの緊密化および国産化を通 じた生産の増加があ

った｡また､韓国経済は需要面において輸出とともに投資に依存する体質で

あり､設備投資が成長を牽引したとともに産業の内部構造を変化 させ､国外

に漏出していた需要が内生化されたことが成長の要因であったと考えられる｡

最後に､本論文を作成するにあた り神戸大学経済経営研究所西島教授には､

終始温かいご指導をいただいた｡教授のご指導なくしては本論文は到底完成

しえなかったと考える｡先生にここで改めてお礼申しあげる｡また､甲南大

学藤川教授からは､アジア経済研究合同学会を通 じて本論文に関する有益な

コメン トをいただいた｡また､神戸大学大学院国際協力研究科の諸先生方に

は､日頃より講義を通 じて国際協力に関する最新の論点を示 していただいた｡

また､関西国際大学に移 られた Cho教授からは､産業連関論に関する興味深

い応用事例を講義 していただいた｡ここに､これ らの先生方にお礼申しあげ

る｡また､国際協力研究科の同僚諸兄姉および勉学途中で天折された同僚の

竹内さんからは日頃より温かい励ましの言葉をいただいた｡また､同僚の院

生である千 さんには韓国文献の翻訳に貴重な時間をさいていただいた｡ ここ

にお礼申しあげる｡最後に､末筆ながら6年間にわた り筆者を支えてくれた

家族に感謝を表 したい｡
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1章

第 1章 研究目的と方法

1-1飾 研究目的と方法

(1) 研究目的

1)問題の提起

東アジア地域は､1960年より1995年まで世界経済の中で最もダイナ ミック

に発展した地域である｡中でも 1960年以降のアジア NIEsの発展の成果は開

発経済学的にみても､また現実の開発援助政策を検討する上でも興味あるもの

である｡アジア NIEs(NIEs)とASEANの発展に対 しては､輸出主導型の政

策運営をその要因とする学者が多い1｡世界銀行 (世銀)も韓国を含む 8カ国の

持続的成長の要因の一つに製品輸出の高い伸びと生産性の向上をあげた2｡世銀

は 『東アジアの奇跡』の中でこれ らの国の生産性の向上の要因を成長会計によ

り分析 し､総要素生産性(TFP)の増加をあげる3｡世銀は､各国の 1960-1989年

のTFP成長率とGDP成長率の関係を分析 し､東アジア各国 (特に韓国､台湾)

は GDP成長に対する TFPの寄与度が高いとした㌔ この要因として世銀は､

輸出主導と技術の spilloverによる生産性の上昇を指摘 した0

世銀の見解 に対 して Young､Krugman､Rodorik は別の見方 を取 る｡

Young【19931は､NIEsは一般には輸出指向政策に基因する生産効率の上昇に

より発展 したとされているが､NIESの生産性の増加は特には高くないとし､

NIEsの 1人当たりの生産の年間成長率は 118ケ国中2-5位にあるが､人的 ･

物的投入を除いた TFPの成長率ではその値は 6-63位に低下する｡ したがっ

て､NIEsの成長の要因は資本 と労働の集中的投入の結果であるとす る｡

Krugman[19961も同様の見解をとり､東アジア諸国の急速な経済発展は 1950

年代の物量投入によるソ連の高度成長と類似するとし､その経済成長は投入の

1A.0.Kreugerを中心 とする全米経済研究所(NBER)とB.Balassaを中心とする世界銀行の研

究者である｡

2他の要因 として農業部門の生産性の向上､人口増加率の低下､国内貯蓄の増 と物的資本の増

加､人的資本の整備､健全なマクロ経済運営､民間投資に対する枠組みの提供 (金融制度､

教育､価格歪の除去､海外知識の吸収)､分配の公平性などが考慮 されている｡WB【1993】(白

鳥訳【1996】,pp.1-61.)

:!東アジアの成長の 2/3は人的 ･物的投入の増加に帰すが残 り1/3は生産効率の増加によると

する｡谷内【19971,pp.52-53.

4wBl1993】,(白鳥訳【1996],pp.58159.)



1章

増 加 に よ る もの で あ り効 率 性 の 向 上 に よ る成 長 で は な い と した 5｡

Rodrik【1995]6の観点は若干異なり､韓国と台湾の成長の要因として投資ブーム

を上げる｡Rodrikの韓国 ･台湾に関する成長の説明は以下の通 りである｡韓

国は､1960年には多くのサブ ･サ-ラアフリカより貧 しかったが､1995年現

在メキシコ､アルゼンチンより豊かになった｡1960年代以後の韓国､台湾の

経済成長に関する大部分の学者の説明は輸出主導であるが､これらの国の経済

成長にとって輸出が主要な役割を演 じたかどうかは明確ではない｡輸出主導型

成長仮説は輸出/GDP比率を強調する｡ しか し､なぜこの率が上昇 したかが問

題である｡資本財生産において比較劣位を持っている国において投資ブームが

生 じたとすると､それは資本財の輸入需要 となって現れる｡外資に対するアク

セスが制限 された国では輸入資本財に対する外貨支払いは輸出に依存するた

め､輸出傾斜が結果 として生 じる｡成長の根本原因は､輸出ブームより投資ブ

ームにある｡以上が､Rodrikの韓国および台湾に対する成長の説明である｡

また､絵所【19911は､韓国に関する文献の詳細なサーベイを行い､韓国の成

長を､おおむね輸出指向による工業化 と位置づけた上､その実態に関 して

Westphal&Kim【1982】を引用 し､1962年から1978年までの韓国の急速な成

長の要因は､輸出の拡大に依存 した専一的な輸出指向的工業化でなく､輸入代

替工業化戦略と ｢併存｣した工業化政策にあるとした7｡今岡[1982]は､さらに

この点を強調 して､韓国の発展を労働集約財に関する輸出指向と中間財､資本

集約財に関する同時併存的輸入代替の複線的成長モデル とした｡同様な観点か

ら､柳原【1979】は輸出産業が輸入代替産業に与える後方連関効果を成長の要

因として提起 した｡今岡 ･大野【1985]は､韓国および台湾の急速な工業化と経

済成長の進行に対する経験が､輸出主導型工業化ないしは輸出指向的工業化と

5 これに対 し松本 [1998]は､アメリカ合衆国でさえ投入の増大にもとず く経済成長の時代

を過去に経験 しているとし､東 ･東南アジア諸国において機械工業の本格的な展開それ 自体

が 1960-70年代あるいはそれ以降に起 こった新 しい現象であるとし､市場条件の変化に対す

る柔軟な対応能力を顧みるとき､ ｢投入量増大｣依存型の経済成長から ｢生産効率改善｣型

の経済-の質的な転換を達成する潜在能力を､これ ら地域は保持 しているとする｡松本【1998】,

pp.96-97.

6Rodrik【1995】の分析期間は 1960年から 1990年である (同様の分析は Rodrik[1996】,

Rodrik【19971)0 Rodrik【1995】は論文中で同時に輸出主導を可能に した要因 (政府の政策､

初期条件など)を分析 し､政策的 レン トの提供が輸出傾斜の要因 とするが､本論文では関係

する前半の成長要因の説明のみを取 り上げた｡

7絵所【1991】,p.51.
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して総括され､有力な開発戦略として推奨されつつあることに関して､両国の

発展の要因を二つに大別し､(i)貿易自由化政策による輸出振興政策が､低廉豊

富な労働力に依存する産業の比較優位を顕現 し労働集約的製造工業品の輸出

が拡大 したことと､(ii)この輸出の拡大が国内工業化を促進 し､ひいては経済

成長を促 したことをあげる｡しかし､二韓国および台湾に関する当時のほとんど

の研究が第-の要因の検証 (自由貿易的輸出主導型成長仮説)に集中している

とし､第二の要因に関する研究には意味ある仮説が提示されているとはいえな

い8とする｡輸出主導工業化論の基本的な論点である､輸出促進による需要創出

の効果と比較優位原則に基づく労働集約的産業の選択に関しても､両国におけ

る製造工業発展の過程を捉えるには不十分であるとし､成長要因としての輸出

の意義に関して､中間財を含む総需要の内､輸出の占める比率は 20%以下であ

り､輸出主導工業化論における輸出の評価を過大とする｡

韓国のこの工業化の特質は､すでに渡辺も指摘 していた｡渡辺[1978]9による

と ｢輸出指向工業化に導かれた 1960年代初頭以降の韓国の経済成長率が､他

の開発途上国に例をみない高率のものであったことはよく知られている｡しか

し､そうした加工貿易型構造のために､輸出の拡大は､同時に輸入を大きく誘

発 し､その結果輸出工業部門の成長力が他部門に伝播する度合が低いという体

質をつくりあげ-韓国の輸出工業化パターンは国際的下請型だと評 された｡し

かし､こうした韓国製造業の構造は､1972-76年の第 3次 5カ年計画期間に

おいて､急速に進んだ重化学工業化のもとではっきりと変化 しつつあり､さら

に第4次 5カ年計画で､その傾向はいっそ う加速されることが予測される｡す

なわち､-素原材料､中間製品､機械設備の輸入代替はきわめて急速であり､

すでに一部の重化学工業品は急速な輸出を開始するに至っている｣｡渡辺

【1978】は韓国の工業化については､いくつかの最終消費財の需要においては輸

出が決定的な役割を果たしたとする｡かっての開発途上国が採用 しようとした､

最終財の輸入代替から投入財の輸入代替- とい う工業構造深化のパターンで

はなく最終財の輸出指向工業化から投入財の輸入代替- とい う順序をとった

ところに､現代韓国の重化学工業化の成功の一因があるとする｡また､隅谷

【1976】は従属論的観点より､1980年までの韓国の経済発展に関しても国内市

場的産業と輸出主導的産業の間に二重構造があり､両産業はそれぞれ別々の循

H第-命題による労働集約的製造工業品の輸出拡大が､全般的工業化を導 くメカニズムが不明

であるとする｡

9 渡辺【1978】,pp.4･6.
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環系統をとって断絶しているとする1?｡

韓国の開発政策としての工業化政策 (特に輸出指向的工業化政策)の有効性

は､戦後 (1945年)から1999年の現在までの途上国の開発実績に照らしてみ

れば､ほぼ支持された理論と見てよい｡しかし､韓国のその工業化政策､もし

くは工業化政策一般は､専一的な輸出指向でなく本来的にそれ自身の内に輸入

代替化政策を含んでいたと考えられる｡経済発展をいかに実施するかに関して

の (工業化)理論は､戦後さまざまの立場より提唱された｡戦後初期の離陸の

ための大規模投資論 (Big-push論11)､開発途上国の低所得水準に原因する購

買力不足による投資誘因の欠如を克服するための多数部門-の投資が必要で

あるとする均衡成長論､稀少な投資能力を最も有効な部門に集中投資する不均

衡成長論､さらに稀少財源を連関効果の大きな輸入代替産業に投資すべきとす

る輸入代替化工業政策12､および リンダ-らの主張する外国為替ギャップを埋

めるために工業化を進める理論である｡村上【19711はこれらの工業化理論の貿

易政策的側面を吟味し､これらのいずれの工業化論も､ ｢明示的でなく意識的

でないとしても､輸入代替という内向きの貿易政策を想定している｣ 13とする｡

さらに､ ｢伝統的な貿易論である幼稚産業保護論も､明示的に関税による輸入

代替を指向している｣ 14とする｡

韓国の発展当時の貿易政策 (又は工業化政策)が輸出指向的部分と輸入代替

的部分を含むものであるとするなら､同時期に開発を開始し､又はより進んだ

工業国であったラテンアメリカの国々では発展がなぜ停滞するようになった

のであろうか｡村上【1971】15はこれを､産業保護を全産業的に拡大した ｢幼稚

10隅谷【1976】は､ ｢韓国の輸出産業は国内向け産業への波及効果 をほとん どもたない｣ とす

る｡隅谷【1976】,p.34.

】lRosenstein-Rodan[1961].

12 この点につき､この理論の提唱者ハーシュマンは､それは ｢有効継起｣をめざす投資の ｢優

先順位｣の問題 であるとし､いずれ全般分野-の投資の必要性 をあげる｡Hirschman【1958】,

(小島清監修 ･麻田四郎訳【1971】)､第 3章｡

】3 村上【19711,p.7.

14 村上【1971】,p.7.また､山樺 も輸出指向 と輸入代替の関係 に関 し､ 日本の近代化の経験を例

にとり､それは輸入代替を経て連続的に輸出産業化 し効率化が進んだ として､輸入代替政策

と輸出指向政策は重点のシフ トの問題で輸入代替政策を否定的に解すべきでないとす る｡

山滞 ･平 田編【1987】,p.25.

15村上【1971】,p.7および pp.143-145.
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経済保護論｣ にあったとする｡西向【1981116も同様に輸入代替工業化政策には

全面的輸入代替工業化政策と選別的輸入代替工業化政策があるとし､その得失

について､全面的輸入代替工業化は相互依存による外部経済の利益が得 られる

反面､規模の経済が犠牲にされるとし､輸入代替とい う内向きな工業化はやが

て外国市場を目指す外向きの工業化-転換せ ざるを得ない素因を内包 してい

るとする17｡ 西向はさらに､輸入代替工業化がラテンアメリカの発展戦略とし

て意識的に促進されるようになったのは､第 2次大戦後､特に 1950年に入っ

てからのことであり､それは戦前の輸入代替工業化の実績 18､戦後の工業化理

論の展開19および労働者の地位の相対的高さ20を踏まえて行われたとする｡そし

てそれは､為替 レー トの切下げ､為替管理および数量割当を通 じた無差別的な

輸入代替工業化に発展 したとする21｡ 村上は､内向的輸入代替政策に対 して輸

出の演ずる地位を､従来の外国為替獲得より､商品輸出を通 じた国内経済の生

産関数に与える変動過程を重視 し､輸出商品の選択的育成､ ｢幼稚輸出工業育

成論｣を提唱した｡そこでは､開発途上国の国際的競争力を考慮 し､その実現

の過程において強力な育成政策が必要であるとする220 さらに村上【1989]は､

戦後のアジア諸国の発展の要因に関して､教育の成果とテクノクラー トの政策

運営-の習熟および 1980年代の日本の資本財 ･投入財の輸出と､米国の拡張

政策による市場の提供による対外環境の好転をあげた｡深川【1997123はさらに､

16 西向【1981】,pp.45･53.

17西向【1981】は､さらに､外向き政策 として地域協力の推進をあげた(p.60)が､ここではその

前段のみを引用 した｡西向【1981】,3章､4章｡

18ラテンアメリカ諸国では 19世紀末においてすでに最終需要連関を通 じての輸入代替があ り､

それは第 1次大戦から第 2次大戦期を通 じての工業製品輸入の杜絶により促進 された｡西向

【1981】,p.49.

1｡国連ラテンアメリカカリブ経済委員会 (ECLA)が主導 した｡しか し､この点につきラテン

アメリカの工業化政策に影響のあったプ レピッシュは輸入代替工業化の限界を認め､それを

打開するために地域協力政策を提唱 している (西向【1981】,pp.47･63)｡Prebishl1959】も同様.

20政府の貸金政策は最低賃金の引き上げ､有給休暇､厚生施設の拡充など､社会福祉政策的

な色彩が強く､労働コス トを上昇させた｡-同時に開発銀行を通 じた低利の融資が資本 コス

トを引き下げた (西向【1981】,p.57)｡

21 これに反 し､韓国では輪入代替を含みなが ら輸出指向が強く意識 されていたと考えられる｡

22 これに対 し自由貿易論者は､それは自由貿易において実現されるとする｡反対に近年の世

銀の論胡 (F東アジアの奇跡Jなど)は政府の役割を評価する｡

'Zt深川【1997】,2章｡
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1980年代以降の韓国の発展に関して､新 しい論点を追加 した｡1980年代後半

以降の韓国の発展24は､政府の経済政策が内需主導型-転換 したことと､それ

を可能にした国民の購買力の向上による個人消費 と住宅建設の突出した伸び

が成長の要因であるとする｡

2)研究日的

以上の各論者の韓国の経済成長に関する指摘に関しては輸出指向政策25が成

長要因であったことは共通項として存在するが､その他の要因として､輸出に

関係 して投資ブームが存在 し発展を主導 したこと､1970年代以降の輸出指向

工業化政策は輸入代替的要素を含み双方が成長を牽引したこと､および 1980

年代後半以降は内需が成長を主導 したことなど､韓国の成長に関する輸出以外

の要因については論者により力点の置き方に相違が見られる｡したがって､韓

国の経済発展は､このような様々の発展要因が時間軸の上で推移 しながら複合

して存在 し､韓国の成長を牽引したのではないかと推論 される｡本論文は､

Rodrikの投資に関する主張に着目し､韓国が 1975年よりOECD入 りを果た

す前段階の 1990年までの期間の経済発展の要因について仮説を設け､これを

検証 して､発展途上国の離陸期以降の経済開発政策に関する有意義な視点を得

ようとするものであるO以下では､細論的に韓国の経済成長における投資26の

役割について Rodrikと朴柄日の見解を検討する｡

Rodrik【1997】は､B.Bosworth&S.Collinsの 1960-94年の 80カ国に関す

る経済成長における生産性の研究を引用 し､韓国を含む東アジアの発展要因を

Young[1993】と同様､投入の増大によるものとするが､同時に東アジア諸国

では他国に比較 してその成長に対する生産性の寄与も大きかったとする27｡ さ

らに､韓国を含む東アジア諸国とソ連の成長 との相違は､東アジア諸国では

1960年代以降に生産性が低下していないことである28とし､東アジアにおいて

24深川[1997】,pp.67-71.

25大野【1990】は､韓国の輸出主導工業化は ｢キャッチフレーズとして使われる場合には問題

を生 じないものの､具体的な工業化のシナ リオとして考える際には-･実は厳密な意味での共

通認識があるとは言えない｣ とし､輸出主導工業化のメカニズムがどのような過程を経て全

般的な工業発展を促すのか､については解明されるべき点が多く残 されていると指摘する｡

大野【1990】,pp.117-118.

26資本の集積 と経済成長 との相関関係の観測例 としては､安場【1989】,pp.142･143.

27Rodrikl1997],pp.1･13.

28ソ連では TFPは時代 とともに下落 し1980年代にはマイナスになった｡Rodrikl1997】,
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この生産性が下落することなく成長を遂げたことは､資本の利益率が維持 され

た効率的な投資が行われたこと29を指摘する｡また､Rodrikl1995]30は韓国の輸

出主導型の発展に関して､輸出主導型成長論の誤 りは､輸出とGDPの同時的 ･

急速な増加を成長要因の根拠 とすることであるとして､韓国の成長の要因は消

費を抑制 した結果 としての投資の増加による長期的な生産可能曲線､いわゆる

生産フロンティアの外側-の拡大による31ことを指摘 し､韓国を含む東アジア

諸国の成長要因としての投資の重要性を強調する｡

朴柄日【1964】は､韓国の第 1次経済開発 5カ年計画32とそれに取 り組む政府

の姿勢を分析 し33､経済開発計画は自立経済の基盤を造成する点に主眼がおか

れているとし､計画期間中は民間資本形成を 106%増大させることに目標34がお

かれるが､その施設財投資-の資金の動員は､積極的な遊休資金吸収 と金利体

系の改善および消費の抑制35を通 じた民間貯蓄の奨励 と海外からの援助ならび

に財政投資の負担によるとする｡また市場に関して36､経済開発計画期間中に

は莫大な投資資金を必要とし､この資金の多くの部分を国内貯蓄が負担するこ

とになるが､このような国内貯蓄の強化は､消費を抑制 し国内市場を狭小化 さ

せる｡この国内市場の狭小化による生産の抑制､およびそれによる経済成長の

pp.4-5.同様の指摘は安場【1989】,p.148.

29Rodrikl1997】は､Young【1993】および B.Bosworth&S.CollinSの要素投入型の成長論に対

し､高投資国では全要素生産性 (TFP)は少なく推定されることを指摘する｡Rodrik【1997】,

pp.12-13.

30Rodrikl1995]は､Trela.etal.[1992】の 1962年から82年までの韓国の発展要因に関する

CGEモデルによる分析を引用し､輸出振興策は成長に関して僅かな貢献度 しかないとして成

長に対する輸出の効果を低く見る｡Rodrik【1995】,pp.68･74.

31Rodrikl19951,p.70.

:32第 1次 5カ年計画は 1962-66年の計画期間中に国民総生産を2,323億 won(1961年価格)

から3,269億 won-と増大させることにより実質 40.7%の成長を企画 している｡朴柄 日

【19641,pp.9. 以後､ ｢経済開発 5カ年計画｣は ｢5カ年計画｣と略記する｡

33朴柄 日【1964】,pp.9-34.

34反面､国際収支は資本財および原資材の輸入需要が増大するため､意欲的な輸出増進策に

もかかわらず目標年度にいたっても国際収支の改善はないとするo朴柄 日【19641, pp.20-21.

35国民の消費支出は､計画目標を達成するための投資需要を満たすために制約 されることに

なるのは不可避であるとし消費抑制を成長の必要要件 とする｡朴柄 目【1964】,pp.9. この消費

の抑制を通 じた投資重視の視点はRodrikl1995】と同様である.

36朴柄 日【1964】,p.35.
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鈍化とい う悪循環を回避するためには､市場を海外に求めなければならないと

する｡

以上の二者の説によると､韓国では経済政策 として､成長の基盤をあくまで

国内設備投資に置き､輸出に関しては two-Gapの 1つである外資不足の軽減

と市場の確保を目的としていることである｡

本論文では､韓国の経済成長に関して､Rodrikの主張する投資主導型成長論

と輸出に関する朴柄日の見解を 1)における問題の提起に含めて､次の仮説を立

てる｡

【 仮 説 】

1975年から90年までの韓国経済の発展は､単一的な輸出指向政策37のみに

よるものではなく､需要面における国内投資も重要な役割を果たした｡韓国で

は､1980年代後半に至るまで輸出が指向されると共に国内投資により､輸入

代替が積極的に進められた｡その結果､国内の生産体制が構築されるとともに

産業構造が高度化され生産が増加 した｡韓国の 1975年から 90年までの間の

発展は､単なる輸出政策によるのみならず､投資を含む複数の要因が時間軸上

で複合 して作用 した投資主導型複合的成長である｡

本論文では､この仮説を以下の各章において､韓国のマクロ経済指標 と経済

政策､および 1975年から 1990年までの韓国産業連関表および国際産業連関

表を用いて､韓国の経済発展を多側面より分析 し検証する｡本論文の構成は図

1.1に示すものである｡

37輸出は two-Gapの 1つである外資不足を軽減であるとともに､市場と雇用の確保である｡
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【図1.1】論文の構成

(分 類) (章) (研 究 項 目) (備 考)

(研究日的) (1章) 分析期間 :1975-90年
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(2)研究方法概論

経済発展 とは社会全体の上方-の移行であり､長期にわたる個人所得の増

加プロセスを-指標 とする生産､所得分配､知識､組織､経済政策システム

などの多くの分野にわたる近代化の獲得過程である｡この経済発展過程を理

解するにはさまざまの観点よりの分析が必要となるが､本論文では､産業連

関論を主体として産業構造の変化 と生産増加の要因を分析する｡産業構造の

変化は中間投入 と最終需要の変化に大別 され､中間財投入構造に関してはさ

らに輸入代替とその他 (リンケージの変化など)に分かれる｡最終需要に関

しては諸種の国内需要の変化と輸出の変化に分かれる｡産業連関表による分

析はこの両面よりの観測が可能となると同時に､一国の経済を構成 している

様々な産業の盛衰をセクターごとに観測できる点に特色がある｡韓国の発展

に関しては､産業政策､傾斜金融､為替 レー ト､財閥､教育投資など様々の

観点よりの分析が可能であるが､本論文では次の4点に関して､産業連関表

を主体とし､必要により他文献を参照 しながら分析を行 う｡

(a)産業連関表の分析による成長要因の抽出 (3章)と､産業および市場構

造の分析 (4章)､

(b)産業発展に伴い産業間のリンケージはどのように変化 したか (5章)､

また輸入代替化は海外-の需要の漏出をどの程度防いだか (5章)､

(C)主要産業は輸入代替をどのように実施 したか (6章)､

(d)分析期間の産業の国際的地位 と国際環境はどのようであったか (7章)､

である｡

以上の問題に対し､本論では以下の順序で分析を行 う｡

(1)第 2章では､韓国のマクロ経済指標 と経済政策を分析 し成長仮説を韓国

経済発展のなかで確認する｡

(2)第 3章では､比例成長よりの乗離モデルにより産業連関表を分析 し成長

要因を抽出する｡

(3)第4章では､観測期間の韓国の生産構造と市場構造を分析する｡

(4)第 5章では､生産増加に関係するリンケージの緊密化を各種指標によっ

て計測するとともに､成長に関係 した主要産業の生産特性を単位構造系

を用いて分析 し､成長 との関連を検討する｡また､付加価値基準に基づ

く国産化率を韓国産業連関表および国際産業連関表により分析 し､産業

高度化により生産の国外漏出がどの産業に､どの程度内生化されたかを

分析する｡

(5)第 6章では､成長に寄与 したと思われる主要産業の国産化を政策 レベル

および企業レベルより検討する｡
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(6)第 7章では､分析期間における韓国の輸出産業の比較優位を検証 し成長

要因と関連づけると同時に､韓国の輸出相手国とその貿易政策の変化を

分析する｡

(7)第 8章では､以上の分析を受けて､分析期間の韓国の成長の要因を結請

付けるとともに､分析に関する今後の課題を取 り上げる｡

112節 先行研究

韓国の経済発展の要因に関する研究は､経済史的､新古典派的､構造主義的

およびラディカル的視点より様々な分析がなされてきた｡それら研究の内､韓

国の経済発展に関して主流である ｢貿易 ･経済政策｣的研究と､本論文の分析

手法に関係する ｢産業構造論｣ 的研究を先行研究とする｡

(1)貿易及び経済政策論的先行研究

韓国の経済発展に関する研究はこの立場よりのものが主流である｡これは､

開発途上国-の援助をいかに実施するかについて､世銀などが成長モデルをア

ジアNIEsに求めたことによる｡貿易政策および経済政策的研究は戦後の初期

開発経済学の流れを汲むものであり､近代経済学概念に裏付けられている｡絵

所【1989138は､初期開発モデルを工業化論､供給制約論､輸出ペシミズム論､

市場の失敗論の4つの仮説の上に成立した 1個の開発戦略体系とする｡これ以

降､1970年代に入っての韓国を含むアジア NIEsの成功とラテンアメリカの

輸入代替化の失敗により､輸出指向戦略､市場メカニズム重視型開発戦略 (自

由主義)が強調されるようになる｡A.0.Kruegerを中心とする全米経済研究所

(NBER)とB.Balassaを中心とする世界銀行では､NIEs研究の2大プロジ

ェク トが実施され､その発展を自由貿易政策の賜物として主張して以来､新古

典派経済学は開発経済学で全盛を極めた39｡ しかし､自由主義論者に対 して政

府の介入を評価する論者もある.服部 ･佐藤【1996]40は､韓国 ･台湾に関する

これまでの研究を振 り返ると､多くは2つの正反対の仮説に大別できるとする｡

A説は､(i)両国では政府の介入が制限されたため､(ii)市場が有効に機能 し､(iii)

経済成長が達成されたとするもので､輸入代替工業化政策のために減 じられて

いた輸出のインセンティブが改善され､輸出が増大したとする41｡ B説は政府

38絵所【1989】,p.12.

39平川【1992】,p.14.

40服部 .佐藤【1996】,p.ll.
†

41服部 ･佐藤は Balassaは韓国を含む 11カ国の比較を行い輸出指向政策を実施 したグルー

ll
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【図 1.2】韓国の経済発展に関する研究の系譜

(貿易及び経済政策論)

初期開発経済学

ラテンアメリ 韓国･台湾の

カの失敗 成功

新 古 典派- 自由

主 義 者の台頭

Krue9er
BaLassaetc

(産業構造論)

Hoffma7m
LeontlefCLark

Kuznels

(実証研究)

Keesmg

WestphaEetaL. .≒===

政府 介入 論
i.4msden

c

r

y

Syrqum
l

(尾崎)

∃

IDEetc
l

l

注)Jββ:アジア経済研究所｡

の介入が韓国の発展を主導 したとする政府主導説である｡この理論では､(i)

両国では投資分野を政府が決定 したとし42､(ii)政府が優遇企業に輸出義務を課

し､(iii)技術系の中間管理層が重要な役割を果た したとする｡この立場の論者

は 1980年代の Amsden【1989】である｡Amsden【1989】は基本的には後発利益

命題43に立ちつつ､韓国工業化の要因 として国家の役割､市場力､人的資源及

び学習効果 をあげる｡ また､これ に先行す る実証研究 として 1960年代の

Keesing【1967]および 1980年代の Westphal.etal.[19821がある｡ これ らの研

究により明らかとなった事実は､韓国 ･台湾にも差別的な政府介入が存在 した

とい うことである｡市場主導仮説(A 説)は､そのような介入にもかかわらず韓

国は市場の力により発展 したとし､政府主導仮説(B 説)は政府の介入があった

プ (韓国､台湾､シンガポール)が最 も優れていると指摘 した とす る｡ また､有効保護率の

水準が低いことも重要であるとす るo 服部 ･佐藤[1996】,p.12.

12Amsdenl1988】,p.79.

1;IGershenkronl1962】.
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から韓国は発展したとするOしかし､論争の収束はまだない44｡折衷主義は､A

説のB説側-の修正であり､世界銀行【1996】の 『東アジアの奇跡』における政

府の友好的市場介入政策と呼ばれるものである｡これは､自由主義的立場に立

ちつつ政府の市場-の介入を肯定する｡

深川【19971は分析の時間軸を進めて､Amsden【1989】の分析を､それは政府

と財閥が主要な役割を演じた民主化以前の韓国に対するものであるとし､1990

年代以降の韓国の発展に関しては､銀行の民営化 ･金融自由化による自立的金

融機関と政治的民主化によって生 じた労働組合の台頭を組み込んだ分析が必

要であるとする45｡この Amsdenl1989】の2者モデルから脱却 しつつある韓国

経済を考える際に興味深い理論的示唆を与えるのが､青木 ･金 ･奥野[1997]の

制度論である｡この理論は､資本主義経済の多様性を認めつつその構成面､制

度面より資本主義経済をシステム的に分析する｡この理論は政府 ･財閥以外の

プレーヤーが登場する韓国経済の先進国-の過渡期を分析 し､経済システムの

進化というダイナミックな概念が採用されている46.

以上の諸説以外に､日本では渡辺および今岡 ･大野 ･横山 ･柳原 らのアジア

経済研究所のグループが実証的研究を多く実施 した｡

(2)産業構造論的先行研究

以上の貿易及び経済政策論的先行研究とは異なる観点より､韓国の経済発展

を産業構造論的に研究する立場がある｡産業構造論はミクロとマクロの中間に

分析単位をすえる産業経済学の1分野であり､産業発展 と構造転換の問題をも

つ47｡産業構造論は価格理論の応用分野である産業組織論48､マクロ的国民所得

理論の多部門化である産業連関論および Clark-Kuznets-Hoffmann49に始まる

産業発展を経験法則的に追跡する産業発展形態論50を含んでいる.本論文では

この内､産業連関的分析と産業発展形態論を主要ツールとする｡

14服部 ･佐藤【1996】,p.15.

45 深川【1997】,pp.4･8.

46%川[1997],pp.418.

47宮沢【19931,p.31.(同p.ll.参照)

48一般均衡論および独占価格理論に基礎をおく0

49clarkl1951】,Kuznets【19571,Ruznets【1966】,Kuznets【1971】,Hoffmannl1958】.

50これ以外にJ.Fei,G.RaniS流の 2重構造論の分析と､資本や経営の権力構造下での支配関

係を追求する産業体制論があるが､本論文ではこれらの観点よりの分析を行っていないため
∫

ここでは省いた｡
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経済発展の研究にとっては､広範な選択の余地のある産業技術群の中からどの

産業が､いかなる条件の下で一国経済の中に組み込まれ成長 しうるか､またそれ

がなぜ､他の産業の発生と成長を促 したり､既存産業の衰退の原因となるような

効果を持ちうるのかを解明することが重要である51.-国の産業構造を､組合せ､

構成､連関構造の3側面から正確に記述し産業構造と経済循環わ関係を記述する

ことを可能にしたのは Leontiefである｡Leontieft1941】は､1941年にアメリカ経

済の投入産出関係を産業連関表として記述 し経済発展の態様を分析をした｡その

後､産業連関表による経済構造の分析は様々の形で､多くの国の経済発展と経済

政策の研究に用いられてきた52｡韓国の経済発展に産業連関表を用いて分析した研

究は､形式およびアプローチにおいて異なるものの数多く存在する｡以下は本論

文において用いた手法論に関する先行研究である｡

1)比例成長による帝離度の分析

この分析は Chenery【1960】以来､Chenery.etal.【1962】､Syrquin【1975】など

多くの学者により研究されてきた53.集計変数 としての国内総生産(GDP)は､

各種の生産部門の生産に起因する付加価値より形成されるが､その増加の要因

を分析するにはそれを構成する各産業の直接の生産額の変化を知 り成長に貢

献 した産業を兄いだす と共に､その変化を国内需要変化､輸入代替性､輸出な

ど様々の要因に分解 し､その成長-の貢献度を見る必要がある｡この各産業の

生産額の変化は､標準的成長よりの帝離 としてとらえることができ､その生産

額の変化差を要因別に分解 し､成長-貢献 した要因を分析できる (DPG分析)0

この分析手法は､産業が一定の比率､例えば GDP比で成長すると仮定 した場

合と比較 して､現実の各産業の生産額がどの程度比例成長より乗離するかを分

析するものであり､産業の発展 と衰退の傾向を知ることができる54｡韓国にお

ける DPG分析は､青木 ･稲田【19801が高度成長の開始時 (1960年)よりそれ

が軌道に乗った時点 (1975年)までの工業化の要因を分析 し､製造業における

51鳥居【1992】,pp.228-231.

52Leontiefl1966],Cheneryl1963日19791,Chenery.etal.【19581,Chenery.etal.【1959】,

Chenery.etal.[1968]など｡韓国に関しては2部門複線型モデルとして久保【19851,pp.85-117.

153渡辺 ･駿河【1977】もChenery法とSyrquin法について､日本の 1951-70年の成長要因を分

析 している｡

54陳 ･藤川【1989】は比例成長からの帝離(DPG)分析について､用いる産業連関表の種類 とDPG

分解式の関係､九値の設定および結果のまとめ方に関する研究を行 うとともに日本 ･台湾の

産業構造変化のパターンを分析 した｡

14
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輸出の増加を成長の要因としてあげた㌔ 韓福相【1989】も､その後の韓国の発

展に関して､高度成長期である 1973-83年の分析を行い､輸出の増加による効

果を成長の最大要因とし国内最終需要の増加を第 2要因とした｡陳･藤川【1987】

は台湾経済に関して比例成長からの帝離分析を行い韓国に関する青木 ･稲田

【1980】の結果と対比した｡また､陳 ･藤川 ･二宮【19921は韓国の 1963-85年に

ついて分析 している駆. しかし各研究は成長率の取 り方および対象となる産業

連関表が異なる｡

2)需要インパク トの産業間波及効果の計測

生産技術を体化 した資本設備の投資は､経済全体の高度化､高付加価値化を

生じ生産効率を上昇させるが､一般に､これまでの産業連関の構造分析よりみ

て､先進国の経済の特色は､迂回生産の程度の大きいことが多くの研究例で指

摘されている57｡尾崎【1980】は個々の産業の産業間の投入構造を計測する手法

を考案 した58｡瀬地山【1988】は､日本の 1970175年および韓国の 1978-83年に

ついて､一般機械､電気機械､自動車部門に関する産業連関構造の変化と各産

業の自給度の推移に関する実証研究を行った59｡

3)輸入代替に関する効果の分析

国際産業連関表による輸入代替の効果の分析に関しては､目的と対象は異な

るが､本論文では､付加価値基準に基づき松村 ･藤川【1998】60が地域統合にお

ける原産地規制に関して用いた国産化率の計測手法を､輸入代替度の計測に用

いた｡

4)その他の産業構造の分析

防 同時に青木 ･稲田【19801は 日韓の産業構造の比較を行い､韓国の産業間 リンケージの不足

を指摘 している｡

56方法論的に同様な研究は､ステイン ･リビヤチャー ト【1989】が､タイの輸入代替効果 と輸出

拡大効果の要因分析を 1975-80年の産業連関表により分析 し､輸出の増加が成長に与える効果

を評価 した｡

57新飯田【1997】,pp.189-191.

5Bいわゆる単位構造であ り､それは各産業の 1単位の生産に関する産業各部門よりの投入構

造を示す ものである｡なお尾崎は日本の産業連関表について産業の単位構造を分析 している｡

50松尾【1993】,p.56. ∫

60松村 ･藤川【1998】,pp.109･111.
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韓国に関する Clark-K2iunetS-Hoffmann流の産業発展論的分析は､様々な形

で多くの論文中に存在する｡采丙洛【1983】は､韓国の産業構造の変化を 1965

年から 1980年にわたり観察 し､主要産業の成長を展望した｡野副【1991】は5

カ年計画の産業発展に与える影響を 80年代後半まで分析 したoその他に､韓

国の主要産業についての個別分析は数多くのものが実施されている61が､それ

らの個別輪的先行研究は関係する各カ所で記述する｡

1-3節 分析に用いた産業連関表

(1) 韓国産業連関表

1)韓国産業連関表概説

産業連関表はケネーの3段階 2産業モデル62にさかのぼるといわれるOその

後､ワルラスを経てレオンチェフが 1936年に米国産業連関表(1919年)を表 し

たのが分析の始まりである｡その後様々な様式の連関表が作成されたが､国際

連合および R.Stone63らの功緯により社会会計的考え方64が導入され 1968年に

産業連関表の世界統一基準が作成された｡

韓国における産業連関表の作成65は､1958年に韓国復興部産業開発委員会が､

1957年と 1958年の基礎統計資料を用いて試算表の作成作業を開始 したのが始

まりである｡その後､作業は韓国銀行に引き継がれ､1962年に 1958年表とし

て公表されたOこれは､第 1次経済開発 5カ年計画樹立の資料として用いられ

【図 1.3】韓国産業連関表の作成年と種類

項 目 年 表 (19--午)
58 60 63 68 70 73 75 78 80 83 85 87 88 90 93 95

基 本 表 ◎◎◎○●0 ◎0 ◎○ ◎○ ○ ◎○ ◎
接続表75-85 ●●●
接続表80-90 ●●●
注)◎は基本表､○は延長表O●は本論文の分析に用いたものである070年表は基本表で
ある｡

出所)韓国銀行【1993】,BankofXorear1998]より作成.

61服部編【1991】,第4牽｡

LだTabJeazLEcoJWLZZjque.1785･

Gastone【1966】,Stone.etal.【1957】.

64ただし､能勢【1979)は国民経済計算体系は途上国経済-の適用について若干間傍点を含む

とする.
∫

防 韓国銀行【1993】,第3節およびBankofKoreal19981による｡
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た｡その後､1960年表､1963年表､1970年表66､1975年表､1980年表､1985

年表､1990年表が実測資料に基づき､基本表 として作成 された｡また､これ ら

実測表の投入係数 を機械的に処理 した延長表が､1968年表､1973年表､1978

年表､1983年表､1987年表､1988年表､1993年表 として作成 されている｡

基本表の産業連関表上の

分類 は､1960年表 と 1963

年表が競争 ･非競争輸入折

衷型 として作成 され､1970

年表以降の各表は､競争輸

入型表 と非競争輸入型表が

並列 して作成 されている｡

以上の各表は､各年次の実

勢価格で表示 されているが､

1975年 よ り各表の間の連続

性 を保つため､基準年の統

一価格で表 された接続不変

表が､1975-80-85年表(1985

年価格)､1980-85-90年表

(1990年価格)として 2表

作成 されている｡

【表1-1】部門分類表
No. 産業 部 門名 部門分類表
1 農林水産業 第1次産業
2 鉱 業

3 食品飲料業 軽工業 第2次産業

4 織維工業
5 P
6 口口印刷出版

7 石油化学 重工業8 非金属製品
9 金属1次製品

10 金属製品 一般製造業

ll 一般機械
12 電気機器
13 電子通信機器
14 精密機械
15 輸送機器
16 その他製造
18 建 設 インフラ

19 小 売 り 一 般 第3次産業

20 飲食宿泊
21 運輸保管通信
22 金融保険不動産 サービス
24 その他サービス
25 そ の 他
17 電力ガス水道 公 共

23 行政国防 インフラ

2)研究に用いた産業連関表 出所)韓国銀行【1973日1989日1994】より作成｡

本研究では､韓国の国民所得の成長が軌道 に乗 り出 した 1970年か ら高度成

長期である 197511990年の 20年間について､1970年表67お よび 1975-85-85年

接続不変表 (韓国銀行 [1989])お よび 1980-85-90年接続不変表 (韓 国銀行

[1994])を用いて分析す る｡産業連関表に表 された各部門の分類は､各表間で

それぞれ異なっているため､本研究では産業連関表上の産業分類 を表 卜1の

2568に再統合 し､各年度 にまたがって各部門が経済に与 える影響度 を比較計測

できるよ うに したoまた､25部門を､大きく第 1次産業69､第 2次産業､第 3

G';この表以後が世界統一基準 (国連)による表である｡

-'71970年表 (韓国銀行【1973】)は5章において影響度分析､感応度分析に用いたのみであるO

脚1970年表は､電子通信機器を電気機器に､また飲食宿泊を小売りに含めたため23部門､

1985.1990年表では飲食宿泊を′｣､売りに含めたため24部門となっている｡ I

69clarkl1951】は､鉱業を第1次産業と第2次産業の中間に配置したが､本論文では採取業と
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次産業に分類し､さらに第 2次産業を､軽工業､重工業､一般製造業､インフ

ラ (建設)に､第 3次産業を､一般サービス､公共サービスに細分し適時この

単位で比較を行えるようにした｡再統合した部門分類と原表である各韓国産業

連関表との対比は表 1-2である｡

【表 卜2】 部門対比表

接続不変産業連前表 75-80-85 接続不変産業連関表 80-85-90 70年表 本解析の分類

No. 2088∩ 658Pll N○. 75部門 拝 細 No. 23部rll No. 25部門

1 Jt林水産品 作物､青井.Jt暮サ-ビス林産物､水産物 1-5 JE林水産品 85部門と同 様 1 JL林水産品 1A林水産兼

2 鉱産品 石炭､金JK鉱石.非金茶鉱石 6-9 鉱産品 2 拡 * 2 鉱 業

3 食飲料品 肉類､水産加工品.稚軽､製粉､耕*､末子､その他*品､軟料､たばこ 10-17ー8-22*飲料品 3 食品飲料兼 3 食品飲料兼

4 捷維皮革 縫線糸､搬維托物､繊維製品.衣服､載皮 繊維皮革 4 *杜エ暮 4 経線工業

567 梨材木架晶 製材本戦品 23-24 #&*#晶 家具を追加 5 袈材木艶晶印刷出版 5 搬材木製品

印刷出版 紙パルプ､印刷出版 25-26印尉出版 85部門と同 様 6 印刷出版

石油化学無品 産業用基礎鑑合板､能筆繊維.化学肥料､医薬品､その他､合成樹脂､石油製品､石銀製品､ゴム製品 27-37石油能筆製品 6 石油化学 7 石油勉学

89 非金茶鉱物製品 井金森鉱物晶 38-40非全集鉱物畢富山1 7 葬金魚載晶 8 非金属製品金尻1次製品 製鉄､鉄粥1次､非鉄金属1次 41-43金属1次製品 8 金A1次勲品 9 金茶1次勲品

tO 金茶穀品練械 金焦製品一般棲械t気横幕t子速借機番輪送牡器gEを機械 44 金JE製品 ⊆i 9 金馬製品 10金丸製品

45-47-漁礁抹 10一般書林 一一一般棲抹

48-49t気嶺蕃 一一t気株券 ー2t先様帯

50-51t子通信株券 ` 13t手並借枕器

53-54Nl迭株券 12始送捷愚 14*迭tk券

52 横車tI嫌 13耗牽枚梯 15耗鞍牡練

1ー その他製造 その絶無逢≡ 55 その他製造 65部門と同 様 14その他載連 16その他製造

12 t力ガス水漣lt力､ガス､水道l 56-58t力ガス水道 16t力ガス水道 17tカガス水運

ー3l4 胎 毒建築.土木 59-60 姓投 ｣ 15士投 ー8*小売飯森堅 牢投り東面 ~掛ま小売りに含む十

小売り ;小売り 61-62小売り(含む飲食宿泊) 19-20小売り飲食宿泊 19

lS 飲食宿泊 圭飲食宿泊… 20

~L1盲1~運輸保管通信 運輸深管､ 白 6364 運輸保管汲信金車 重 二二 二 i不軌産 t 18運輸保管通信 21運輸保管通信食掛保健不動産

ー71ー｢1金融保健不動産 金融保健､不動産､事兼サ-t:'ス 65 17金k保健不動産 22

66-6-7

公共行政斡防 公共行政鞍防 68 公共行政国防 ー 2ー22行政国防 23行政霞防

19 その他サービス 教育､社会保雄､社会サ4'ス､lその他サイ ス 69-707ト72教育保険 その他サーt:'ス 24その他サーヒス社会サービス

注)1970年表の分類ではt子通信機器をt気機器に飲*宿泊を小売りに含めた｡

出所)韓国銀行〔1973).[1989】,【1994]より作成｡

い う形態 と全体経済に与える影響の少なさにより第 1次産業に配置 した｡
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3)分析する韓国産業連関表の基本的構造

1970年か ら 1990年の産業連関表は､国民経済自体に占める貿易の比重が大

きいことにより､同種の品目を国産品と輸入品に分け中間需要部門および最終

需要部門に配分 して表示する非競争輸入方式をとっている｡この表の長所は､

現実の輸入品の消費構造が明 らかにされ､一般に経済構造の現状分析に適 して

いることである｡分析に用いた韓国産業連関表は非競争輸入型であるため基本

的に 3つの部分に分かれている (図 1.4)｡第 1は中間投入財および最終需要財

に輸入を含む総合表である｡この表の基本関係は､生産物の分配関係である横

方向の関係 として行列要素を用いて表示すれば

†1
xi-∑ zij+fi+ei- mi i-1･･･n
j=1

ここで､ 3:lは第i部門の国内総産出

zijは第i部門の輸入を含む中間需要

fiは第i部門の輸入を含む国内最終需要

eiは第i部門の輸出

miは第i部門の輸入

を得る｡投入関係を表す縦方向の関係は､xjを第j部門の総投入､ vJ･を第j部門の付加価
値として､行列要素を用いて表示すれば､

n

xj-∑ zi,･+vj 3-1-ni=1
ここで､nは産業部門のセクター数である｡

第2は､国内産出関係を表した国内表である｡この表の横方向の産出関係は､行列要素

を用いて表示すれば､

∩.

3;I-∑ 叫 +fdi+ei i-1･･･n
3'=1
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1章

【図 1.4】韓国産業連関表の構造

韓国産業連関表の構成

中仰 投 入 最終 抽出 細入 総産出=
および需要 蒋事 総投入

(総合表) Zu +¶+症eimizLiit十fixi含む
千‡ vjl xi 付加総投 ;輸

1

(園内表) 国内中間投入 国内最終 輸出 総産出=

および需要 需要 総投入

ヱd- 甘 口 =n

(輸入表) 中間投入輸入 最終蒋要輸入 輸入計

(zii,fdiなどの小文字は各表の車乗を表す｡また､表間の加減#は

要素の列集計嬢または行集計嬢を加減する意味である｡ )

ここで､

であるO

xiは第i部門の国内総産出

zdi3･は第i部門の輸入を含まない中間需要

fdiは第i部門の輸入を含まない国内最終需要

eiは第i部門の輸出
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第3は､輸入表である｡この表の横方向の産出関係は､行列要素を用いて表示すれば､

n

zmi-∑ zmi,+fmi i-1- n
3'-1

である.ここで､zmijは第i部門の中間需要輸入､fdiは第i部門の最終需要輸入である｡
国内表と輸入表を合わせると総合表が得られる｡

分析に用いた韓国産業連関表は非競争輸入型であるので､国内表に関して､Xを総産出

ベクトル､Zdを輸入を含まない中間需要ベクトル､Fdを輸入を含まない国内需要ベクト

ル､Eを輸出ベクトルとすると､次の関係がある｡

X-Zd+Fd+E

ここで､Adを国内投入係数行列､Jを単位行列､Bd-[I-Ad]-1をレオンチェフ逆行列
とすると､Xは以下となる｡

x - lI-Ad]11･lFd+E]

- Bd･lFd+E]

また､逆行列としては総合表のもの([B]-lZ-A｢ 1)も考えられるが､以下の分析では逆
行列は基本的に ｢国内表｣のものを用いる｡総合表の逆行列を用いる場合は各箇所でその

むね記載する｡
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4)産業連関表の整合性の検証

再統合 した韓国産業連関表をBd･(Fd+E)=Ⅹにより検証をする｡結果は表 1-3

である70｡

【表 1-3】再統合 した産業連関表の精度

≡ ≡ 総産出額に対する誤差率 %
75年表 80年表 85年表 85ー年表 90年表

1 農林水産業 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
2 鉱 業 -0.2 0.3 0.0 -6.2 -1.9
3 食品飲料業 0.0 0.0 0.0 0.0 0.■1
4 繊維工業 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
5 製材木製品 0.0 -0.1 0.0 1.8 -0.2
6 印刷出版 0.0 0.3 0.0 -0.8 -0.1
7 石油化学 0.0 0.1 0.0 -0.2 -0.1
8 非金属製品 0.0 0.4 0.0 -3.4 -0.4
9 金属1次製品 -0.3 0.1 -0.l l.1 -0.1
10 金属製品 0.0 0.1 0.0 0.7 0.5
ll 一般機械 0.1 0.1 -0.1 -0.1 0.1
12 電気機器 0.2 0.0 0.0 0.6 -0.1
13 電子通信機器 0.0 0.0 0.0 0.2 0.1
14 輸送機器 0.0 0.0 0.0 -0.2 -0.1
15 精密機械 0.1 0.0 0.0 1.l l.3
16 その他製造 0.0 0.0 0.0 0.0 0.2
17 電力ガス水道 -0.1 0.2 0.0 -1.4 0.5
18 建設 0.0 0.0 0.0 0.0 0.1
19 小売り 0.0 0.0 0.0 0.1 -0.1
20 飲食宿泊 0.3 0.0 0.0
21 運輸保管通信 0.0 0.0 0.0 -0.1 0.1
22 金融保険不動産 0.0 0.0 0.0 0.2 0,0
23 行政国防 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
24 その他サービス 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
25 その他 0.1 0.1 0.0 -0.2 0.0

注)75年表､80年表､85年表は1985年価格表示､85-年表､90年表は1990年価格表示｡

Ⅵ)85■年表で鉱業 と非金属製品に一6.2%と-3.3%の誤差が認められるが､総産出に対する両部門

の産出比率は 0.8%および 1.2%と比較的小 さいため､分析に影響を与えない範囲と考えられる｡

また､日韓産業連関表およびアジア産業連関表についてはパーセン ト表示′ト数第 1位の範囲で

誤差は認められなかった.
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2章

2牽 韓国経済の発展過程

2･1飾 韓国マクロ経済指標の分析

2章では､1章で提示した投資主導的複合型成長坂説1を､韓国のマクロ経済指標

と経済開発5カ年計画に代表される韓国の歴代の経済政策を分析することにより検

証する｡

(i) 国内総生産(GDP)と投資比率および輸出入比率の推移

図2.1は､韓国の 1953年より1995年までのGDP2 (1980年不変値)の変化で

あるOこれより韓国は､世界経済の変動を受けながら経済の長期的成長 (long-term

growth)を実現した｡一般に､開発途上国の経済問題は供給力の不足であるといわ

れるが､経済が成長するためには国内の生産体制を構築することが必要である (1

牽仮説)O韓国の場合､朝鮮戦争終結後の1953年の1人当り国民総生産は225ドル

(1975年債)の最貧農業国に属し､国内生産設備も朝鮮戦争により破壊されて利用

しうる唯一の資源は安価な余剰労働力のみの状態であった｡その後､1960年代初め

より韓国は経済の離陸を開始し､年率 8,5%3という高度成長により､1988年には

IMF8条国入りを､また 1996年にはOECDに加盟して､1人当りの国民総生産も

10,076ドル (1995年債)に達した｡

以下では､1950年

6月25日の6.25朝鮮

動乱後の韓国経済を

大きく3期に区分し5､

その第 2期を5ケ年

計画を単位 としてさ

らに2分して韓国の

マクロ経済状況の変

化を分析する｡

【図2.1】韓国の国内総生産および1人当り国内総生産の変化 4
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l輸出と同時に政府の投資康遇政策による国内生産体制の構築型成長である｡

2以下､引用資料により国内総生産(GDP)と国民総生産(GNP)が現れるが韓国の場合､その差は4%以

内である｡

31963年より1995年までの平均値である｡ (表2･1より算出)

41980年価格表示｡

5区分には､経済指標の趨勢的変化と経済政策の性格を基準とした0
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【表 2-1] 韓国の主要経済指標

年 GDP不文価格 成長率 GDPt988年iB蟻 N[出 * 入 可内地開扉個人沸Jt生米 形成 * 出 * 入 町内投書 瓦民貯書海外好事 総投光 捻沸*GDPtt GDPtt GDPtt 60Ptt GWJt GNP GW 人 口 GOP/capl980年

千人 干恥n

ー953 5,954 48 ー 5 3 38 2.ー 9,8 S_9 8.8 6.6 は4 9一.2 20寸239 294

ー954 6.259 5.ー 66 1 5 6 55 1.ー 7.4 9,2 6N6 5J 11.4 93.4 20.823 30ー

1955 6,539 4.5 1ー5 2 日 一之 ioo I.7 臥9 1O.2 5.2 7J は3 94,8 2一.424 305

1956 6,一50 -1.一 152 2 20 16 ー48 1.4 13.2 絶3 -1.9 柑}9 8.9 10一.9 22.042 293

7957 6.939 7.6 197 3 24 2一 一65 I.5 72.0 ー0.7 5.5 9.8 15.3 94.5 22,677 SOB

ー958 ?,320 5_5 205 4 22 21 170 2.0 一〇.名 tO.ー 4.9 さ.0 ー2.9 95.ー 23ー330 3川

__理数 7.598 3.8 2日 15 22 24 18ー 6.9 ー0.3 一一.ー 4.2 6,9 日.ー 95.83.3 ‡2,7 ー0.8 O一8 8べ6 号0.9 99_2 24OO31960 7.682 一.l 245 8 31 27 207 24.695 3一一

ー961 臥111 5,6 294 16 44 34 245 5.4 14.9 11,7 2.9 8.6 13.2 97.1 25.402 319

ー982 乳292 2.2 356 ー8 59 49 293 5.一 一6.5 ー3▲7 3.2 ー0.7 ー2.8 96.8 26.ー25 3u

ー963 9.045 9,ー 502 24 印 68 399 4.7 15.8 13.5 8.7 相.4 18.1 9tt3 26.868 337

ー964 9十9ー2 9十6 7ー8 42 97 8ー 586 5.9 ー3.5 日,2 8,7 6.9 ー4,ー 9一一3 27.83ー 359

ー965 ー0,487 5.8 805 69 129 日8 669 8,5 16.0 14.6 7.4 6.4 15.0 92.6 28.377 370

ー966 ttr82ー 12.7 一.037 707 208 206 805 ー0.3 20.0 19.9 日.8 8.5 21.6 88.2 29.086 406

ー967 12,606 6,6 一十282 115 279 2朗 973 &9 2一.8 20_6 11.4 8.8 2一.き 朗.6 30.13ー 4柑

7968 14,027 日.3 一.652 209 4ー7 402 一.19ー ー2▲7 25.2 24.3 は.t tL2 25.9 84.9 30,838 455506528

ー_1吸 . ー5960 ー3.8 2ほ5 287 542 547 一,47ー ー3.3 25∴ー 25.4 一番.8 柑ガ6 28.8 81.2 3ー544

1970 17.013 6,6 2,777 377 631 625 1.858 ー36 22.7 22､5 17.3 9_3 28一8 82.7 32,24ー

ー97ー 一%十563 9ー1 3.407 5川 866 729 2◆337 ー5.ー 25.4 21,4 川,5 10.5 25.ー 85.5 32.883 565

1972 19.546 5,3 4.177 813 1.013 780 2.844 19.5 24,3 相.7 15N7 5.0 20.9 84.3 33.505 583

ー973 22,278 は,0 5.355 I.577 1,739 一,ー69 3.338 29,4 32.5 2ー_8 2一.4 3.7 24.7 78.8 34,103 653

柑74 24.ー77 8.5 7,5糾 2,07ー 2,9は 1.755 も703 27.4 3乱6 23.2 ー乱3 日.9 3一.8 80.7 34.692 697

1975 25,8ー5. S.8 10,885 2348 3,St2 2.33ー 6.424 27.3 35.9 23.2 ー6.8 相.3 27,5 83.2 35128ー 732

1976 29.285 13_4 13.8柑 4.358 4.595 3,ー52 8,507 31,5 33,3 22,8 22.2 2.8 25.7 77.8 35,849 8ー7

ー977 32.407 10▲7 ー7.728 5.966 5,947 4.420 70.754 33.7 33,5 24､9 25.4 一.2 27.7 74.8 36.4一之 890

ー978 35十981 日.0 23.936 7,7ー4 8.355 7.023 14,238 32.2 34.9 29.3 27.3 4.3 31.9 72.7 36,969 973

ー979 38.502 7.0 30.74ー 8.808 70)45 9.458 ー8.106 28,7 35.0 30.8 26.5 8.9 36.0 73.5 37.53LI I.026

1980 36,672 -4.8 38,$72 ー2,848 ー5,353 日.094 23.07ー 38,ー24 962

1981 39.088 6.6 45.ー26 ー7.191 ー9,712 12.931 30.497 38.723 し009

ー982 4一,2日 5.4 50.724 ー81802 20ー153 15十486 34.001 3寺,326 ト048

1983 46､109 11.9 58.985 22.748 23.048 18一668 38.728 39.929 一,ー55

ー984 50.003 8.4 66.408 26,ー25 26.038 20,998 43.200 40.5ー3 一.234

ー985 52,7O5 5.4 72,糾9 27.937 26.919 22,836 47.874 38.3 37,0 31,3 28.6 3>ー 3!.ー 7一.4 4L056 一､2糾

ー986 59十187 け 3 83.975 36.034 30,365 25.993 521285 42,9 36.2 3一.O 32.8 -2.7 29.8 67.4 4一.2ーヰ 一.436

ー987 66.糾2 124 96,995 45,05O 36.356 31.131 与7.9名8 46,4 37.5 32.ー 35,8 -6.6 2乱7 62.8 47.622 1.599

1988 79.223 19.1 133,ー52 51.153 40,585 39.438 67.994 38.4 弧 5 29.6 38.ー 7.9 37,ー 6一.2 42,03ー I,885

ほ89 84.281 6++ 149.195 48▲821 44_885 47.64苧 79.443 32.7 30.0 3一.9 36.3 T2.7 33.6 63.5 42▲449 一.985

1990 92.290 9.5 179.539 53.598 54.朋7 66.569 96.388 42.869 2.153

ー99ー 一oo.724 9.ー 2ー5,72番 60.384 68.058 82.920 一一5,023 28.O 30.6 38.4 36,3 2.5 38.9 63一合 43十268 2,328

柑92 ー05.830 5,ー 240,444 69.403 7一.823 87,912 129.714 43.663 2T424

柑93 11卜97ー 5㌧7 267★111 78★141 76十998 96十205 ー43十730 2き.3 2番.8 36.e 34.9 -Oq3 34,3 糾.? 仙十056 ～十540

ー994 121,511 8,6 305,869 92.149 94,337 109,355 164,307 44.453 2.733

出所)日本銀行藻琴希r外頁錬済統計年報j各年､ただし人E3統計は包帯連合 r世界人口年鑑j各年､
1987年までのGP不変価格.抱投資GDP比.叔消費GDP比については李択九【19933､
EZ)民貯暮 (GDP比串)はr韓ES)繰謙 ･よ暮Tl-I-タハンドブック｣および全Egは訴人J合食【1977】､[1985).【1988】より作成｡
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【図2.2】韓国の輸出､輸入､国内投資のGDPに対する比率

注):衆 2-1より作成o

【図2.3】韓国の実質成長率､GOP/capの伸び､個人消費の対GDP比率､国民貯蓄率

注):衆 2-1より作成｡
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図2.2は､韓国の輸出､輸入､国内投資のGDP比の推移を､図2.3は､GDPの

3カ年平均成長率､1人当りGDPの3カ年平均成長率､国民貯蓄率および個人消

費のGDP比の推移を示したものである｡これによると､第 1次5ケ年計画着手ま

での第1期(1953-62年)は､低いGDPと高い個人消費/GDP比､および低い輸出入

/GDP比と低い国内投資/GDP比がこの期の特色6である｡第2期は､5ケ年計画の

始まりの 1962年よりIMF8条国入りを果たした 1988年前後の時期である7｡この

期は､さらに5ケ年計画の区切りである1971年を基準とすると､2-1期および2-2

期の2つに分かれるが､共通する特色は高い国内投資と輸出入の増加である｡実質

成長率は年平均8.8%と高く､GDPも1962年から87年にかけて実質8倍に増加し

た｡この間の個人消費の GDP比を見てみると､一様に低下し (図 2.3参照)､韓

国では国民消費よりも ｢貯蓄 ･投資｣に重点が置かれたことを表している8｡この期

間は､韓国では軍部による維新体制と開発独裁のもとで開発優先産業への傾斜的金

融が行われた時代であり､ ｢先建設 ･後分配｣の標語の下に国家建設が優先された

時期である｡第2期の前半､2-1期(1962-71年)は､本論文の分析対象期間に前置す

る期間であり､第 1次5ケ年計画と第2次5ケ年計画が実施された時期である｡図

2.1より､この期は高度成長への始動期であり､経済の離陸期である｡後半の 2-2

期(1972-88年)は､本論文の分析対象期間であり､第3次 5ケ年計画から第5次5

ケ年計画が実施された時期である｡この期に､韓国経済は飛躍的に成長し､一人当

り国民所得も3.2倍となった｡第3期は､分析対象期間を一部含みながらそれに後

続する期間であり､政治経済面での ｢民主化と自由化｣が行われ､活発な労働運動

と賃金上昇が起こった 1988年より現在までの時期である｡対外面ではIMF8条国

入りをはたし､先進国経済へ突入する過渡期である｡期間を通した投資､貯蓄､消

費の関係9は､5カ年計画以前の第1期においては個人消費の比率が高く､生産物の

ほとんどが消費され投資に回る余剰が存在しなかったことである｡2-1期よりこの

傾向は改善され､個人消費の GDP比が低下するとともに国民貯蓄率が上昇し (図

2.3)､2-2期の後半に至ってようやく個人消費支出/GDP比は下げ止まり､同時に

国民貯蓄/GDP比率の上昇も停止して貯蓄より消費に重点が移行した10｡この間の投

資比率も初期の 15%前後より中期には30%を越える値を示し､国内総生産の1/3が

6 これは近代化前のいわゆる伝統的社会であり､投資より消費中心の社会である｡

7区分けに関して5ケ年計画を基準とすると､第2期の終わりは､第6次 5ケ年計画の始まりの1987

年となる｡

8 1章の仮説との関連で言えばRodrikl1995】の提示する生産可能性曲線の拡大の条件であり､朴柄日

【1964】の主張した消費抑制である｡1章pp.6-8.

91章仮説の投資部分である｡

101章との関連で言えば､深川【19971の指摘する所得分配の改善による国内消費需要の拡大期である｡
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【図2.4】韓国の総消費･総投資･国民貯蓄･海外貯蓄の対GDP比
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注).,総消費=民間消費十政府消費 出所)表211より作成

投資されたことを示している｡また､韓国の輸出入に関しては､2-1期までは輸入

が常に輸出を上回り､経常収支の赤字が続いた時期である｡この輸出入のアンバラ

ンスは､2-2期の後半 (1985年前後)に至って均衡する11｡以上より､韓国では高

度成長期において輸出も好調であったが､同時に高い国内投資が実施されたことで

ある (1草仮説)｡投資は2面性を持ち､経済成長を起動させるとともに生産能力

(潜在的GDP)を増加させる要因でもある｡韓国は､1962年以降の経済発展期に､

好調な輸出により高い成長を維持できたと同時に ｢高貯蓄 ･高投資｣により国内生

産体制を構築することができた12といえる.第3章以降は､この投資 ･輸出の内容と

産業の発展セクターの詳細を分析するが､これらマクロ指標値から言えることは､

韓国経済の発展に関しては､輸出と同時に投資が重要な役割を演じたことである｡

ここで､韓国の投資における財源の国内と海外の構成比率とその変化を観測する｡

図2.4は､韓国の総投資 ･国民貯蓄 ･海外貯蓄のGDP比13を示したものである｡

これによると､韓国の投資財源は 1960年代初期の高度成長の開始時には外国資金

が大部分を占めていたが､1970年以降は国内資本の比率が増加し､第3期 (1980

年代後半)以降はほとんど国内資金で投資財源をファイナンスしている1㌔これは､

111985年以後の数年間は､輸出が輸入を上回っているが､これは ｢3低｣により輸出が好調に推移し

たためである｡輸出入は1990年以降は均衡している｡また､輸入>輸出の関係が1985年まで続いた

ことは輸入代替の可能性の大きさを示している｡

12嘉数も同様の見方をとる. ｢アジア開発途上国における高度成長の1つの特徴は､高貯蓄-高投資に

支えらた供給主導型であることである｣､嘉数他編【1997】,p.10.

1:1対比的に総消費/GDP比も示した｡

14借款の累積は､1982年にGNPの52%(37億ドル)に達したが1991年にはGNPの14%(39億 ド
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財源的には自立型の成長-移行 したことを示 しているW.

(2) 産業構成の変化 と国内総固定資本形成の変化

経済の発展に伴って産業構造 と雇用構造が第 1次産業より第 2次､第 3次産業にシ

フ トし､第 2次産業内部の産業構造が消費財産業より投資財産業に比重を移すことは

先進国経済の発展に関する研究16により実証されているO表 2-2(a)は､韓国の 1960年

から 1995年までの生産額に占める各産業の割合の変化を示 したものである｡また､表

2･2(b)は雇用者に占める各産業の割合を示 したものであるOこれ らによると､韓国の産

業構造は生産額あるいは雇用のどちらの面か らも第 1次産業の比重が減少する一方､

第 2次､第 3次産業の比重は増加 した｡特に第 2次産業内の製造業は 1960年に比較 し

て 1990年は生産額 【表2-2(a)】韓国の生産構造(生産額に占める各産業の割合:鶴)

シェアにお い て約

2.4倍､雇用者シェ

アにおいて 2.9倍に

増加 した｡同様に建

設業は 1960年に比

較 して 1990年は生

産額シェアにおいて

約 3.8倍､雇用者シ

ェアにおいて 2.6倍

に増加 しているO第

3次産業であるサー

ビス業に関しては､

生産額シェアの増加

よりも雇用者シェア

において増加が大き

く､1960年に比較 し

て 1990年は雇用者

部 門 ー960 1970 1980 1990 1995年
農 業 39.9 31.1 14.6 9.0 6.6
工 業 18.6 2814 4一.3 44.7 43.5
鉱 業 2.3 1,3 1.4 0.5 0.3
製 造 業 12_1 19.1 29.6 28.9 26.9
建 設 業 3.5 6.4 8.2 13.2 14.1
電気.水道.ガス 0.7 1.6 2.1 2.1 2.2
サービス業 4一,5 40.5 44.1 483 49.9

注)二サービス業には小売り､運輸保管遺構､金融保険不動産､政府公共サービスを含む.
出典:(韓国)経済統計年報1976年､1985年､1995年およびByungNakSong[19971
(1960年､1995年)より作成｡

【表2-2(b)】韓国の生産構造(雇用者に占める各産業の割合:鶴)

部 門 1960 1970 1980 1990 1995年
農 業 58.6 50.4 34.0 ー8.3 12.5
エ 業 14.0 ー8.9 30.8 36.8 35.1
鉱 業 1.0 1.2 0.9 0.4 0.1
製 造 業 9.4 13.2 21,7 26.9 23.5
建 設 菓 2.9 2_9 6,1 7.4 9.3
電気.水道.ガス 0.7 1.6 2.1 2.1 2.2
サービス業 27.4 307 35.2 44.9 52.4
計 100 100 100 100 100

注)･サービス業には小売り､運輸緩管通信､金融保険不動産､政府公共サービスを含むく
出典:(韓国)経済統計年報1976年､1985年､1995年およびByungNakSongl1997]
(1960年､1995年)より作成｡

シェアが約 1.6倍に増加 したO韓国の生産構造を世界各国の生産構造 (生産額シェア

檎)と比較 したものが表 2-3である｡韓国は 1994年値において第 2次産業の比率では

ル)となった｡DebtServiceRatioも1982年の16.2%から1991年には4.6%に減少しているo司空

愛f1994l,p.245.

1r7仮説にいう国内生産体制の構築である｡

L"Clarkl195ll,ⅩuznetS【1966】,Hoffmannl1958].
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【表2-3】世界各国の生産構造の比較(1970年および1994年)
単位:鶴

(1970年) 国内総生産 1次産業 2次産業 3次産業 合 計
求 名 ー00万ト~ル -ぞ製造業)
牧 園 8.7ー7 26,5 29.2 20.9 44.3 100.0
日 本 205.366 6.1 45.8 36.0 48.1 100.0
インド 53.671 43.3 19.8 13.0 36.9 ■100.0
タ イ 8.544 28.3 25.3 16.0 46.4 100.0
栄 1.009,220 2.8 34.6 25ー2 62.7 100.0
英 123.199 2.4 38.7 29.2 58.9 100.0
フランス 140,861 6.5 38,8 28.7 54.8 100.0
ドイツ 184ー492 3.2 49.4 38.4 47.4 100.0

1994 ) 内稔生 1次産業 2次 3次産業 合 ‡十
妹 名 ー00万ドル rf暫這貰う
韓 国 330.831 7.1 43.4 27.1 49.5 100.0
日 本 4.687,134 2.1 38.2 24,5 59.6 100.0
インド 301,40ー 28.1 25.3 15.7 46,令 100.0
タ イ ー43.ー77 ー0.2 39.3 28,2 50.4 100.0
米 国 6.260.000 1.7 26.1 18.0 72.1 100.0
英 国 434.958 1.7 27.1 18.2 71.1 100.0
フランス I,32Si539 2.4 26.5 19.2 7一.I 100.0
ドイツ 1.721.587 1.0 34.2 28,2 64.7 100.0

注):Q)1帥4年の棟匹､米印､ドイツの産#構成は1993年の任である.
②換算率は外国経済統計年報1969年､1994年による｡

出所)日本銀行外四経済紙Il年報各年より作成｡

【表2-4】韓国の国内総固定資本の産業別投資率(鶴)

年次 区分 瞥 鉱 業製造業誓 - 響 運慧霊管 驚 冒 認 その他 小計

1960産業別 12.7 1.3 19.8 4.0 0.9 5.7 18.9 20.4 11.4 3.8 1.1 1001970 7.4 0.5 18.3 10.5 1.1 5.5 23.8 13.4 7.6 1.9 10.0 100
1980投資率 6.3 0.3 15.3 105 2.5 12,0 22.4 19,6 5.7 5.4 0.0 100
1990 8,9 0,3 28.4 3,8 2.5 3ー7 7,6 30.2 2.0 11,7 5.1 100
汰):EZf内稔固定資本の産業別投薫 に お けるr金 融 保 険 不 動 産 )に は ､ r住 宅 所 有 Jを 含 む q
出所)(縫直)推計紙Il年報､1976年､1985年､1995年より作成｡

最も高い数値を示し､製造業比率においても世界上位グループに入るものの第3次産

業に関してはそのシェアは低く､今後の発展が見込まれる｡

表2-4は国内総固定資本形成における産業別投資率の変化を示したものである｡1990

年の産業別投資率では製造業が最も高<17､ついで住宅投資､公共行政､運輸保管通信

の順である.産業構造の高度化につれて生産に占める比重が低下する農林水産業18では

投資比率が低い ｡

(3)雇用者報酬分配率の変化19

表2-5は 1970年から92年までの国内総生産に占める雇用者報酬と企業利益他の分

配比率の変化を示したものである｡1970･75年では雇用者報酬の分配比率はGNPの

17投米比率が高いことは産業としての発展性が高いことを示している｡また､仮説との関連でいえば

それは,産業間のリンケ-ジを高度化させる要尚でもある｡

鳩clarkl1951】.

19以下(3)(4)は所得分配の改善による国内消貴帝要の増大の検証である｡
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33%でしかないが､企業利潤の分配率は 51%に達していたoLかし､1987年の民

主化を境に雇用者報酬の分配率は1990年時点で46%に上昇し､企業利潤の分配率

は32%に減少した｡分配

比率のグロス値の変化は､

貸金の上昇を通じて国民

生活水準の上昇を予想さ

せるが､これをさらに労

働紛争の件数と鉱工業常

雇従業員の月賃金水準の

推移を観測することによ

り裏付けることができる｡

表2-6は1975-87年の韓

国の労働争銭の件数と原

因を示したものである0

1987年に至って労働争

議件数は急激に増加し､

その主たる要求も貸金の

引き上げである｡1987年

は慮泰愚政権が民主化を

宣言した年であるが､こ

れ以降韓国は成長の成果

を広く国民各層に分配す

ることになる｡

表 2-7は韓国の鉱工業

常雇従業員の 1972･94年

の月貸金を物価デフレー

ターで 1971年値に換算

したものである㌔ この表

によると､韓国では月貸

金の対前年比 (伸率)が

実質経済成長率 (対前年

伸率)を上回った時期が

2つある｡1つは 1976-

79年であり､この時期は

【表2-5】所得分配比率の変化(1970-92年)
単位:鶴(全付加価健に対する比率)

1970 1975 1980 1987 1990 1992

雇用者報酬 33 33 40 41 46 47
企業利潤 51 51 40 37 32 31

減価償却間接税-補助金 6 7 8 9 10 1010 9 ー2 13 12 12
計 100 100 100 100 100 100

出所)UnitedNations.Nationa一AccountsStatistics.1982.1987.1994より作成｡

【表2-6】韓国の労働紛争の原因と件数(1975-87年)

項 目 1975 1980 1985 1986 1987年
賃金引き上げ 42 38 84 73 2.629
勤労条件 改善 4 14 41 48 566
そ の 他 87 355 140 ー55 554

注):1987年 は民主 化の初年である.
出所)李滞基 〔1990].p.345.

【表2-7】鉱工業常長従業員の月賃金水準の推移

年 給 与 轍 won 賃金上昇率 経済成長率 操業日数

名 目 ,漂 年㌫ 名 Ei:%実 質:% 葉 菜:鳥 目/局
1972 21,229 19,002 15.4 3.3 5.3 25.7
1973 23.267 20,190 9.6 6.2 14.0 25.9
1974 31.552 22,024 35.6 9.1 8.5 25.3
ー975 39.888 22,214 26.4 0.9 6.8 25.4
1976 53,328 26,491 33.8 19_3 13.4 25.5
1977 71.022 32.358 33.2 22.1 10.7 25.4
1978 95,157 38.847 34.0 20.1 ll.0 25,3
ー979 122,268 42.011 28,5 8.ー 7.0 24,9
1980 150.328 37.190 22.9 -ー1,5 -4.8 24.8
198ー ー80,735 37.ー41 20.2 -0.1 6.6 24,8
1982 207.171 40.710 14.6 9.6 5.4 24.9
1983 23一,880 45,473 ll.9 日,7 日.9 24.9
ー984 249,731 48,627 7.7 6.9 8.4 25.0
1985 275,082 53,082 10.2 9.2 5.4 24.9
1986 300,411 58.852 9.2 10.9 12.3 25.0
1987 334.372 65.174 ll.3 10.7 12.4 25.0
ー988 398,403 75.593 ー9,1 ー6.0 19ー1 25.1
1989 496,460 92.830 24B 22.8 8.4 24,7
1990 595,850 ー02,612 20.0 ー0.5 6.5 24.8
1991 696.565 109.750 16.9 7.0 9.1 24,6
1992 805,786 119,523 15.7 8,9 51 24.6
ー993 888事788 ー25,485 10.1 5.0 5.7 24.7
1994 一,023,390 ー36,303 ー5.4 8.6 8.6 24.7
注):実賞賞金は物価デフレーターで1971年価に変換した｡
賃金上昇率は対前年伸率で示した｡
出所)(鞍既)経済統計年報各年および表2-1より作成｡

5D表中には､同時に実質経済成長率の対前年比 (伸率)を示した｡
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韓国が低廉で供給

無制限な労働力を

使い果たし艶､制限

労働供給の段階-

移行 した時期であ

る｡第2は 1989-90

年の民主化以後の

時期であり､実質賃

金が実質経済成長

率を大きく上回っ

て上昇している｡

所得分配の改善

度を計測するため､

Gini係数とDDR盟

値の変化を調べるO

【表2-8】韓国のGini係数とDDRの変化(1965193年)

1965 1975 1980 1985 1988 1993
0.34 0.39 0.39 0.36 0.34 0.31
48.1 37.3 35.5 40.5 46.7 52.3

汰)I.1988年以降は所得分配比率に改善が見られる｡
出所)ByungNakSong【1997].p.173.

【表2-9】DDR値の国際比較

韓国(1993) 7.5 13.0 ー7.4 22.9 39.2 52.3
台湾 (1984) 7.5 13.3 17.5 23.1 38.6 53,9
日本(1988) ll.7 15.8 19.0 22.9 30.6 89.9
米国 (1985) 4.7 11.0 ー7.4 25.0 41,9 37.5
ドイツ(1988) 7_0 日_8 17.ー 23.9 40.2 48ー8
インド(1990) 8_8 12.5 16.2 2一.3 4一.2 5一.7

注1):20%値とは所得分配における5段階階Fi(quintjle)の0-20㌔階層の獲得所
の比率をいう｡40%佳以下同8

注2):DDR=(20%健+40%値)/I00%値*100(%)
出所)ByungNakSong【1997】.p.174.

表2-8は1965-93年

における韓国のGini係数とDDR値の推移を示したものであるoGini係数は､一

般に平等化の高い旧社会主義国では低く0.2のオ-ダーであると言われるが､韓国

では期間を通じて 0.3のオーダ-であり､1975･85年に-時的に上昇したものの､

後年 1993年に至って 0.31まで下降し､平等化が進展した｡Di)R値に関しても､

分析対象期間の初期である 1975･80年には一時的に下降したものの､それ以降は

1988年より急激に上昇し､下位所得層-の所得分配が改善されたことを示している｡

表 2掘りま韓国を含む7カ国のDDR値を示したものであるが､韓国は日本 ･台湾に

次ぐ平等化を達成し､不平等化が高いといわれるブラジルの値を大きく上回ってい

るO

(4)民間最終消費支出の変化

所得の向上により国民の消費性向に変化が生じるが､それは需要の変化を通じて

産業構造を変化させる.表2-10(a)は韓国の民間消費支出の構成を消費目的別に示し

たものである｡表 2-10(b)をま各期の消費支出の構成割合を1994年および 1990年と

の対比で示したものであるOこれによると､一般に食飲料 ･タバコ･衣類の消費の

21Lewis2重モデルにおける転換点であるが､熱ま1975年を韓国の転換点とする｡費茂基t1983l,

p.174.

滋DDR値とは､5段階所得区分における最上位所得階層(801100%)の獲得所得に対する下位所得階層

(o･40%)の獲得所得の比率をいいこの値が高いほど平等化が推んで七､るoDDR=(所得fiO･40%の所I

得)/(所得層80･100%の所得)★100%｡
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【表2-10(a)】民間消費支出の構成割合の変化(目的別:%)
単位:鶴

出所)(韓国)経済統計年報各年より作成｡

【表2-10(b)】民間消費支出の構成割合の変化(目的別:1994年､1990年を基準とした比率)

項 目 1994/1963 1990/1975 1990/19801990
食飲料.タバコ
衣 類

賃料光熱水道料
家具･家計費
保険美容費
交通通信費
遊興娯楽費
雑 費

0.5 0.5 0.7 0.7
0.4 0.4 0.6 0.7
1.2 1.3 1.2 1.2
2.9 2.4 1 .7 1.5
2.6 2.7 2 .7 1.4
3.2 2.4 1 .2 1.2

3.3 2.8 2.2 1.3
2.9 2.7 1,1 1.4

出所)表2-10(a)および(練国)経済 統計 年報各年より作成｡

【表2-11】民間消費支 出の構成 割合 の変化(形態別:%)

注):rその他｣はr居住者園外消費｣-r非居住者国内消費Jを示す｡
出所)(韓国)経済統計年報各年より作成｡

割合は低下し､家具 ･家計費､保険 ･美容費､交通通信費､遊興娯楽費､雑費の消

費に占める割合が上昇している｡これは､国民需要が第1次産品より第2次 ･第3

次産品-移行したこと23を示している｡表 2-11は民間消費支出の変化を 1981-94年

について観察したものである｡これによると､耐久消費財とサービス-の需要が増

加 し､食料 ･衣料などの非耐久消費財-の支出は減少している｡これより､韓国で

は分析期間の後半に至って電化製品､車､住宅などに関係する産業-の需要が増加

し､また第3次産業であるサービス産業-の消費需要も増加した｡これは､これら

産業-の需要のインパクトを通じて韓国企業が生産を増加させるための新規投資を

促す要因となったと考えられる㌔ また､食料､衣料などの基礎的消費財-の需要の

減少はこれら産業-の投資誘引が低下したことを示している｡

B一般にこれは所得拡大による噂好の変化として多くの国で観測されている.

別仮説後半部分C
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2-2節 韓国の経済政策25

(1)独立一朴政権以前 :1945161年

韓国が本格的な離陸を開始する 1962年以前の期間､いわゆる ｢前発展期｣の韓

国の経済状況とその政策を検討することは､その後の経済政策を位置づける上で意

味をもつ26.朝鮮は､第 2次世界大戦の日本の敗北により1945年に独立が実現した

が､その後､北緯 380線を境とする米ソ両軍による分割占領が続いた｡農業生産が

主体であった南朝鮮では 1948年 8月に李承晩を大統領とする大韓民国 (韓国)が

成立した｡また工業資源に恵まれた北朝鮮では 1948年 9月に朝鮮民主主義共和国

が成立した｡韓国では 1945-48年の米軍政期においてGARIOA㌘資金による経済と

民政の安定に主眼がおかれ､約4億 ドルの物資の無償援助が実施された｡その構成

は､食料品39.2%､被服 10.2%､石炭 7.7%､石油4.7%､建設資材 11.1%､農業用

品 17.8%という構成であり､生産施設の導入は0.1%にすぎない｡韓国の自立経済の

確立という長期的展望からみれば､米国の援助はその莫大な援助額にもかかわらず

それに相応するほどの成果をあげることができなかった2Boなぜなら､アメリカの援

助は､インフレの悪循環と国民の消費性向の上昇という当時の韓国経済の背景があ

ったとはいえ､援助資金によって消費財を導入するということに重点が置かれ､基

幹産業の建設を等閑視する方向をとったからである｡このことと､当時の無定見な

経済政策や不健全な経済風土によって国内の資本形成が遅々として進まなかったこ

とが相まって､その後の韓国経済の自立化の阻害要因となった㌔ 李承晩は 1949年

に ｢経済安定 15原則｣により総合的な経済政策方針を決定し､工業化政策として､

石炭､電力､セメント､板ガラス､肥料､製鉄､造船などの基幹産業の育成政策を

計画した｡しかし､1950年から53年にかけての朝鮮戦争､いわゆる6.25動乱が

発生し朝鮮全土の生産施設は破壊され国土は荒廃した｡朝鮮戦争の終結とともに米

国の対韓援助が本格化し､また消費財に対する国内の強い需要もあって韓国経済は

1954-56年でほぼ戦災復興を完了し､生産は動乱前の水準にまで回復した｡この期

の貿易状況は､輸出は輸入の 5%前後にすぎず､莫大な貿易赤字は主として米国の

援助資金により補填されていた｡この援助経済は韓国がその生産力以上の国民生活

を可能とし､輸入-の依存と経済力を超える生活水準の固定という結果をもたらし

た3)o同時期に帰属財産の払い下げを軸とした経済の再建が計画されたが､帰属財産

F'以下では韓国の経済政策のアウトラインを述べ､仮説に関連したと思われる経済政策を脚注で示すO

茄ここでは62年以後の計画経済期との対比で分析する｡

27GovernmentandReliefinOccupiedAnea:占領地域統治救済o

甥 沈晩壁【19871,p.43.

29沈晩壁【1987】,p.43.

:I)沈晩壁【1987】,pp.46･47.
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の払い下げは､当時の激しいインフレの下で 15年間の長期分割支払いという好条

件のもとで政府関係者を中心に払い下げられ､特恵財閥の基礎を作るとともに政治

腐敗の一因となった｡また､米国の対韓援助の大部分31は農産物､原料､半製品など

の原資材料が72%であるのに対し､資本財の援助は28%にすぎなかったため､韓国

のこの時期の工業化はこれら援助物資の加工､いわゆる′ト麦 ･原綿 ･精糖の3白産

業を中心とする消費財の国内市場向け輸入代替工業化が中心であり､その後の輸出

主導型の工業化とは大きく異なっていた32.しかし､この米国の贈与を中心とする援

助政策は､米国の国際収支の悪化により援助額が削減される中で借款-と切り替え

られ､韓国国内は設備過剰状態となり､経済成長の鈍化と大量の失業の発生および

インフレが激化した｡李承晩は 1958年に産業開発委員会を設立し､自立経済の基

礎形成を目的とする経済開発3カ年計画(計画期間1960-62年)を作成したが､1960

年の4.19学生革命により失脚する｡その後､張勉の短期政権を経て1961年に5.16

革命により朴正照が軍事政権を確立するoしかし､この 1960年代を迎えるまでの

韓国の経済的発展は見るべき成果はなかった｡その沈滞要因は､国土の南北分断と

朝鮮戦争､国家予算の 1/3を占める膨大な国防費､生産性の低い農業､過剰な人口

密度と高率の人口増加率､政治腐敗と社会混乱､資源の欠如という要因はあったも

のの､消費産業-の過度の傾斜と技術 ･資本の蓄積の不足という経済発展に必要な

基礎的条件の欠如と経済運営の失敗である｡

(2)朴政権時代 :1962-79年

(a)第 1次経済開発5カ年計画 :1962･66年

朴正照の時代は ｢経済開発 5カ年計画の開始｣とその ｢強力な指導力｣に特色付

けられる｡また､その第 1次5カ年計画は､輸出主導と開発独裁体制という引き続

く5カ年計画の基本戦略33を導いた意味で､韓国経済史のなかでも重要な計画であるO

第1次5カ年計画当時の韓国の経済構造は､農業がGDPの40%を占め､国民総生

産に占める製造業の付加価値の割合は 13%にすぎない典型的な農業国家であり後

進国であった｡また､当時の製造業の内部構成比は､付加価値基準で消費財工業が

74.2%を占めていた㌔ 第1次5カ年計画の目標は､社会的､経済的悪循環を是正し､

31援助資金はtJNm (国連韓国再建団)およびICA(米国国債協力局)が大部分を負担した｡沈晩

壁【19871,p.43および河合【1988】.

32官民一体となった愉出主導を軸とする経済政策が出現するのは､第 1次5カ年計画前期の試行錯誤

期を経てからであるo

お第 1次以降の経済開発5カ年の要点は表 2-12に示すものである｡

34これは､発展段階に加え韓国の夢合南北分断により工業資源の豊富な北朝鮮に多くの産業が立地し

ていたことおよび米国の消井財供給に主力を置いた対韓援助政策の影響もある｡沈晩斐【1987】,p･65･
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【表2-12】韓国の経済開発5力年計画の目標と戦略

第1次計画 第2次計画 第3次計画 第4次計画
年 次 1962-66 1967-71 1972-76 1977-81

基本目棟 1.経済的.社会的悪 1.産業構造の近代化 1.均衡ある成長 1.成長.平等.効率性
循環の是正 安定と均衡ある経済 2.持続的経済成長の
2,自立経済の基礎 2.自立経済の加速 2.自立経済の実現 ための産業構造の変革
の構築 3.地域開発 3.社会開発の促進

4.技術革新と効率の
上昇

目標年平均成長 7.1% 7.0% 8.1% - 9.2%

率.()内実練値 (8.5%) (9.7%) (10.1%) (5.5%)

経済開発戦略 1.農業生産力の向上と 1.食料自給化の推進 1.食料自給化の推進 1.自立的投資財源の

農家所得の向上 2.化学､鉄鋼､機械工 2.農水産業の生活水準 確保
2.エネルギー源の確保 業を振興し､工業の高度 の向上 2.国際収支の均衡
3.基幹産業の育成と社 化に努める 3,重化学工業化により 3.産業構造の変革と
会的間接資本の拡充 3.7億ドルの輸出と輪入 産業を振興する それを通じた発展

4.遊休資源の活用 代替により国際収支を改 4,科学技術の振興と人 4.セマウル運動の拡充
5.国際収支の改善 善する 的資源の開発 5.科学技術の振興

6.技術開発 4,雇用の増加と人口増 5.社会資本の拡充 6,経済システムの改善
加の抑制 6.地域開発

5.農家所得の増加と多 7.社会福祉と国民福祉
様化 の向上

6.科学技術の振興と生産
性の向上

主要な工業化 工業化基盤の形成 外向的発展化政策 重化学工業化を通じた 技術集約産業の

【表2-12】韓国の経済開発5力年計画の目標と戦略(続き)

第5次計画 第6次計画 第7次計画(含新経済5力年計画)
年 次 1982-86 1987-91 1992-96(93-97)

基本目標 1.安定化.効率化.均衡 1,21世矧 こ向けた先進 l.21世紀先進経済社会の形成
2.経済安定の基盤の 的福祉社会の実現の基 と民族の統一を目指して､

完成 盤を形成する .産業の競争力を強化し､

3.収入と雇用の確保 2.民族の力の結集と .社会的衡平を高め均衡ある

4.国民福祉の向上 効率的発揮 発展を図り､
･国際化,自律化の推進と統-

基盤を達成する

目標年平均成長 7.6% 7.1% 7,5%
率○()内実績値 (8.5%) (8.5%) (8.5%)

経済開発戦略 1.物価の安定 1.経済社会制度の先進 (産業競争力強化)

2,比較優位産業の育成 化 1.人的資源の育成
3,投資効率の改善 2.産業構造の改善 2.技術開発と社会の情報化
4.市場競争力の確保 3.技術立国 3,社会資本と輸送体系の確立
5.外国への市場の解放 4.地域社会の均衡ある 4,経営の効率化､集中の分散､
6,労使紛争の解決 発展 中小企集の育成

7.社会福祉の拡充 5.国民生活の質的向上 (均衡ある発展)
5.地域間の均衡的発展と農村
の開発

6.住宅間規の解消と環境保護

7.社会保障の充実
(国際化.自由化.民族統一)

8,金融の自由化
9,サ-ビス産業と農業市場の
解放
10.経済協力を通じた民族統一

主要な工業化 先進国経済段階への 先進経済化 先進軽剰 ヒ

政 策 産業基盤の形成

出所)KFll1987】.沈晩畢【1987】.ChoSoon【19941.Byun(NakSonE[19971.李海珠【1996]より作成｡
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自立経済達成のための基盤を構築乱㌻ることである.朴政権は､投資を持続するため､

国内利子率の引き上げ33と外資 (借款)の導入を図った｡また､輸出が予期に反して

好調に推移し朴政権は輸出による経済成長の可能性を確信した｡また､輸出の拡大

のためwonを切り下げた｡同時に輸入も増加したが､朴政権は輸入に対しては割当

制を導入し､特に消費財の輸入に関しては高率の関税を課して輸入を制限した｡こ

の期間は､余剰労働力が存在したため賃金は低く抑えることができ､国際市場にお

いて価格競争力のある労働集約財を生産し輸出できた｡なぜなら､韓国の主要輸出

財は国際的に生産方式が標準化された軽工業品37であり､国際市場での競争条件は価

格のみであったためである｡第1次5カ年計画の樹立にあたり政府は基本目標を設

定し､計画期間中の経済政策を導いた｡基本目標とは､(i)工業化を通じて発展をは

かること｡初期には軽工業を発展させ､国民所得と雇用を増加させる｡そして､重

化学工業は産業構造の深化につれて設立するBo(ii)経済発展は政府の統制と指導の

下に達成する｡それは市場経済メカニズムと政府の投資および傾斜金融方式を活用

する｡また政府は主導産業を育成する3'o(iii)民間企業による開発を基本とするが､

大きな投資については政府はこれを補充し代替する｡(iv)経済開発に対しては外資

を導入する｡雇用の確保と外貨の支払いのため輸出を振興するり(Ⅴ)経済発展のため

に成長を優先する｡成長は所得分配の改善と地域の不均衡を解決する｡また､イン

フレは成長を加速するため容認することである｡

具体的方策としては､電力､石油､石炭等のエネルギー源の確保､農業生産力の

向上と農家所得の向上､鉄道 ･港湾等の社会的間接資本の拡充､セメント･肥料 ･

精油等の基幹産業の育成､遊休資源の活用 (特に労働)と雇用の拡大､輸出増大､

技術開発である｡これは､農業を主としていた産業構造より工業を推進するための

基盤造成に重点を置いたものである｡経済は離陸を達成し (図 2.1参照)､経済に

占める農業の割合は43.8%より37.9%-､鉱工業は 14.9%から19.8%-上昇した｡

この要因は､遊休施設や過剰労働力の利用という､それほど大きな資本を投下しな

いでも生産を増加させることができるという､労働集約的な軽工業の発展があった

ためである｡同時に､日韓国交正常化LX)は､無償 3億 ドル､有償政府借款 2億 ドル､

35朴正照は経済開発にあたり､国家の基礎は経済力にあるとし自足経済の実現を目指したoClifford

【19941,p.101.

ty;国内利子率の引き上げは､国内の非組織の余剰資金 (大部分は私的高利貸資金)を集約する役割を

果たした｡

137カツラ､まつげ､衣服､ベニヤなどである｡

灘この期は分析期間に前置するが､すでに投資主導型の政策運営に移行している｡

3)仮説にいう生産体制の構築である｡ J

4)1965年 r財産及び請求権に関する解決並びに経済協力に関する大韓民国と日本国との協定｣.
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民間信用供与 3億 ドルの資金協力をもたらし､資金面での陸路を解決した｡朴政権

はこの計画の実施のため経済企画院を設立し､銀行法を改正して中央銀行である韓

国銀行の予算 ･人事 ･業務権を財務部 (大蔵省)に移行 した｡また､民間商業銀行

の株式を国営化した㌔この期の朴政権の産業政策における最大の特色は輸出の振興

である｡輸出振興会議が開かれ各企業の輸出実績に応じて資金が傾斜的に配分され

た｡

O))第2次経済開発 5カ年計画 :1967･71年

第2次計画期の特色は急速な経済成長である｡この期間に GNPの 26.1%が投資

された｡また､急速な外資本の流入があった｡外資企業は標準的な生産技術を用い

て低廉で豊富な労働力を活用して利潤をあげたが､大部分の輸出産業は加工組立型

であったため､輸出は増加 したが同時に輸入も増加 した42.第2次計画の基本戦略は

第 1次計画と同様､産業構造の近代化を通じた自立経済の確立である43.この期間に

工業化は当初の予想以上に進み､工業分野における雇用は60%も増加 した｡この期

間は､軽工業より重工業-の移行期でもある｡第 1次計画ではセメント､鉄鋼､肥

料などの基本的工業分野-の投資が行われたが､第2次計画では ｢技術集約型の産

業｣が振興の対象とされた｡機械工業振興法(1967年)､造船工業振興法 (67年)､

電気工業振興法(69年)､鉄鋼工業振興法 (70年)､化学工業振興法(70年)が制定さ

れ､自由貿易地域法 (70年)により､1970年に馬山に FTZ44が建設された｡化学

工業団地が蔚山に､電気工業団地が亀尾に建設された｡このような法を根拠とした

振興策45は政府の産業振興-の取り組みの姿勢を示しているO

第2次計画期においても韓国は高度成長政策期の日本と似た経済開発政策46を用

いた.ソウルー釜山高速道路､ソウルー仁川高速道路の建設は政府の経済政策に取

り組む姿勢と政府投資の可能性-の信頼を増した｡第2次計画初期には少なかった

政府の経済-の介入は､1960年代後半には拡大した｡多くの特別銀行がこの期間に

朋KFI【1987】,pp.3124,27-43,81189.

ゼ1978年までは､輸出額が増加する以上に中間財の輸入額の増加が大きく,国際下請型と呼ばれた｡

LB仮説にいう国内生産体制の構築である｡

44FTZ=FreeTradeZoneo

砺産業政策は欧米諸国には､産業育成策としてのinduStrialpolicyが存在しないことから､韓国はも

っぱら日本の産業政策をtextとした｡しかし日韓ではその目標に差があった｡日本は欧米-のキャッ

チアップであり韓国は輸出産業の振興である｡ByungNakSong【1997】,pp.120･121.

43第2次経済開発5カ年計画には､第 1次計画の不備な点を補完するため､動態的な投入一産出分析

や計量経済計画モデルが採用されたといわれる｡
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設立され47､政府は重化学工業分野-の優先的融資を実施していく｡

(C)第3次5ケ年計画 :1972-76年

第 3次5ケ年計画は朴政権のみならず以後の各政権の経済計画と比較しても特色

あるものである｡朴政権は1972年に維新体制48を確立し､憲法を改正して政権の永

続化を計った｡この維新体制は､冷戦対抗分断国家における ｢自主国防建設｣路線

と後発ナショナリズムを強力な推進力とするキャッチアップ型重化学工業建設路線

とが融合一体化した開発独裁体制でありLE)､米中接近による在韓米軍の削減と北朝鮮

の軍事優位､およびインフレと労働条件改善要求を始めとする国内経済発展の歪み

の是正要求EDなどの中で作成された.

初期の計画の基本目標は､均衡ある成長と均衡ある経済､自立経済の実現､農林

水産業の振興であるが､農林水産業の振興はすぐに捨て去られ､重化学工業化-傾

斜的に資源が配分された51｡重化学工業推進委員会および重化学工業企画団が､国務

総理 (実質的には朴大統領)の直結機関として設置されたee.これは5カ年計画の管

理 ･推進役である経済企画院とは別の機関であり､以後､安定成長路線を主張する

経済企画院のエコノミス トと重化学工業企画団のエンジニアによる路線の対立に発

展し53､重化学工業路線の下で第3次5カ年計画は修正されることになる｡1973年

に産業開発法が可決され､鉄鋼､石油化学､造船､機械､非鉄金属､電気の6産業

の開発が最優先の課題とされた｡また､地方産業開発法により産業団地の建設が開

始され､亀尾工業団地､浦項鉄鋼工業団地､昌原総合機械工業団地､蔚山工業団地､

温山石油 ･非金属工業団地､麗水総合化学工業団地､巨済島造船基地などが建設さ

れ54､韓国の重化学工業化が加速される56.この期に完成した主な重化学工業施設と

47渡辺編【1996】,p.144.

Lel内容的には､(i)統一主体会議による間接大統領選挙制度､(ii)非常大権の大統領付与､(iii)労働 3権

の制限など､国会 ･行政の権能の縮小と大統領-の権力集中である｡

4'金元重【1997】,p.34.

LDこれは､分配政策-の批判として第 7代大統領選挙において金大中が43.6%の得票を獲得したこと

にも表れている｡

51重化学工業は国内に中間財を広く供給する基礎産業であり､産業構造高度化の要因である｡浦項総

合製鉄初代社長の朴泰俊は ｢鉄は産業の米であり-良質の鉄を大量に安価に生産することは-･製鉄報

国｣であるとする｡郭相壕.etal.【1992】,p.69.

52以後､重化学工業委員会は 1980年に解体する.

lq3金元重【1997】,pp.57-70.

54同時に､地域開発として4大江流域 (漢江､洛東江､錦江､塘津江)を開発し工業の地方分散をは

かることと道路網の拡充が実施された｡これは各工業団地を主要都市と結ぶことになる｡
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設立企業は､蔚山石油コンビナー ト (72年)､浦項総合製鉄1期 (73年)､現代

造船 (74年)､三星重工業 (74年)､浦項製鉄2期 (76年)､麗水石油化学基地

(76年)である｡また､この期には､輸出を拡大するため日本式の総合商社が政府

主導の下で財閥により設立された｡総合商社は､制度上および財政上の恩恵弘を受け

て政府の輸出目標の実現に努力するとともに､輸出のノウハウを得るようになる｡

第3次計画期に韓国経済は年平均 11.2%の高成長を達成し､ ｢漢江の奇跡｣と呼ば

れた｡期間を通じて重化学工業が経済全体の成長を牽引したことから､韓国の産業

構造はいっそう先進国に近づくことになった57｡資本の動員に関して政府は､重化学

工業への投資資金をまかなうため国家投資資金法を制定し､国内資金を重化学工業

と輸出産業へ融資した58｡また､政府は外国直接投資の受け入れを強調したが､実際

は政府保証付きの借款が導入された｡この国家資源の人的 ･物的 ･技術的 ･財政的

投入はやがて限界に達し､貸金､物価などが上昇労し始める｡期間後半に至ってイン

フレ圧力が高まり､消費者物価は74年には24.3%､75年には25.3%を記録した｡

(3)全斗換時代 :1976-86年60

(a)第4次5ケ年計画 :1976-81年

第4次計画の初期の目標は､成長 ･平等 ･効率性の追求と持続的経済成長の実現､

および技術革新である｡外債の重圧を軽減するため自主的財源確保も開発戦略に盛

り込まれ､国民貯蓄率の向上が開発目標に組入れられた｡しかし､重化学工業化へ

の投資は依然として続けられ､第3次計画の最終年である 1976年から第4次計画

の初期にあたる 78年までの3年間に､重化学産業への過剰投資が生じ､景気は過

熱ぎみとなり､消費拡大の風潮が生じて､家電製品､自家用乗用車などへの需要が

拡大した｡同時に 1979年の第2次石油危機は､エネルギー消費量が急増していた

茄仮説との関連では､積極的な輸入代替を目指した投資政策である｡

駄これには､Rodrikl19951がレントと呼ぶ外資へのアクセス権も含まれていた｡

57第3次計画終了時 (1976年)には､1次産業23.5%､2次産業34.5%､3次産業42.0%であり､

2次産業のみをとれば英国(36.2%)､フランス(37.2%)と比べて遜色ない構成である｡英国､フランス

の産業構成比は､国連NationalAccountsStatisticsl19851による｡

弘具体的には､銀行預金､郵便預金､年金基金､生命保険年金により国家投資債券を購入すること､

および銀行の手持ち資金を国家投資基金に預けることである｡

ChoSoon【19941,pp.27-59.

531976178年で労働コストは年率20%も上昇し､韓国の輸出競争力は低下した｡

司重宝【1994】,p.58.

a)全斗塊の大統額就任は1980年であるが1976･86年を全斗換で代表させた｡
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韓国経済を直撃し､国内ではインフレが加速した61｡政府は1979年にマクロ経済安

定化を宣言し成､予算の縮小と金融引き締め､重化学工業投資の規模縮小､消費財の

安定的供給､不動産投資の抑制､低所得者への支援を発表した｡1979年に 10.26

政変 (朴大統嶺暗殺)が生じ､経済は混乱し1980年にはマイナス成長を記録する｡

この中で､全斗換が 1980年に大統領に就任63し､政府は経済安定化路線を取ること

になる｡1960年代と1970年代に実施された ｢どんな対価を支払っても成長｣とい

う戦略は ｢どんな対価を支払っても安定｣という戦略に転換していく64｡これ以後､

韓国では安定化と自由化が推進されることになる｡この間の経済実績は年平均成長

率が5.2%に低下したが､産業構造は1981年に第 1次産業が 16.2%､第2次産業が

39.5%､第3次産業が44.3%となり先進化が進んだ｡

仲)第5次5ケ年計画 1982-86年

第5次計画の特色は､ ｢民主化｣と ｢自由化｣である｡全斗換政権は､徐々の民

主化と社会正義の実現をスローガンとし､経済再建のため多くの変革を行ない､80

年代の工業化を民間主導で行うことを明言した｡これは過去 20年にわたって韓国

経済が政府主導で高成長を遂げた結果､民間資本が大きく成長し､政府の介入がか

えって経済状態を悪化させるという反省に基づくものである防｡第5次計画の基本目

標は､経済の安定化66､効率化､国際収支の改善､比較優位を実現する産業構造の転

換､国土の均衡発展であり､加えて ｢国民福祉の向上｣が初めて基本目標に組み入

れられ､成長の成果を広く国民に分配することを国家目標の1つとした67｡また､基

本目標では ｢経済開発｣の用語が落ち､自立的な経済進歩を意味する ｢経済社会発

展｣が用いられた｡自由化に関して政府は､第 1次計画以来国営化されていた民間

商業銀行を民営化し6㌔銀行への統制を排除した｡これは､国内金融市場の解放であ

611979年の消費者物価上昇率は18.3%､1980年のそれは28.7%に達している｡

GZこの年4月に安定化総合施策が発表された｡しかし冷害による米の不作と10.26事件により朴大統

鏡が暗殺され､以後国内は混乱し1980年に経済はマイナス8%の成長を記録した｡

63朴暗殺後は､雀圭夏が暫定的に大統領に就任した｡

64また､金大中は政府の経済運営に閑し､韓国の初期の3つの計画は政府主導型でありそれは規模の

小さな韓国経済に向いていたが.70年代半ば以降は韓国経済がその規模において拡大し政府主導型の

経済運営は不適切となったとする｡ⅨimDaeJung【1996】,p.27.

岱朴-【1988】,pp.971104.

a;物価安定のために､政府は物価と貸金を凍結し消費性向を沈静化させるとともに､財政 ･金融を引

き締めた｡このため､物価上昇率は85年には0.9%､86年には･2.2%にまで下落した｡

67所得分配の改善は80年以降のDDR債の上昇 (表2.8)で確認できる｡

鵡1981年から83年にかけて政府は保有の銀行株を民間に払い下げた｡ChoSoonl1994】,pp.48-50.
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り､米国を始めとする先進諸国よりの貿易自由化の圧力を回避する目的を持つ690金

融部門の制度改革と併せて､政府は産業政策の内容を変更した｡これまでの ｢勝者

選定｣による選別的な産業育成法にかわり､斜陽産業の合理化と技術開発に対する

政府の支援を可能とした法案70が 1986年に可決された.この期間に韓国経済は､米

国の景気沈滞と先進国の保護貿易に直面し､韓国の輸出は 1984二年に不振に陥り､

経済成長も鈍化した｡しかし､1985年のプラザ合意により､急速な円高が進み､ド

ルを主軸とする複数バスケット為替方式をとっていた韓国は､ドル安とともにwon

安が進み､輸出競争力を回復して 1986年には韓国経済は2桁の成長を記録するよ

うになる71｡期間終了時の 1986年の産業構造は､第 1次産業 11.5%､第2次産業

42.9%､第3次産業45.6%であり､工業化は進んだ｡

(4)慮泰愚時代 第6次5カ年計画 :1987-92年

第6次計画期の特色は､ ｢民主化と市場の解放｣である｡1987年に中道穏健を標

傍する産泰愚は､大統領直接選挙制72を発表し民主化が開始された.産業政策に関し

て､第6次計画は基本目標を､21世紀に向けた先進福祉社会の実現の基盤の形成と

民族の統一に置き､成長に関する輸出の依存度を低下させ､技術集約的産業構造を

構築して軽工業部門より付加価値産業-の転換をはかることに重点をおいた730産業

構造調整の方向としては､機械工業に関しては中小企業部品工業の技術向上74をはか

り国産化率を向上させること､自動車工業に関しては輸出産業たるべく生産自動化､

部品汎用化､共同納品化､系列体制強化を行い､先進自動車輸出国との競争基盤を

確立することである｡電子工業に関しては､部品を国産化し高付加価値化をはかる

ことである｡自由化に関して政府は 1977年に導入された輸入監視制度を89年に廃

止し､輸入を制限していた 17の特別法を撤廃 し800の品目が自由化された7㌔韓国

はIMF加盟(87年)により､IMF第8条に規定する､資金移動に関する制限の撤廃､

差別的通貨措置の回避､外国保有通貨の交換義務､情報の提供を実施し､GATT第

ーf'これは､韓国経済がその経済運営において小国仮定より大国仮定に転換しなければならないことを

表す｡

Ⅶ内容は､合理化指定産業について2-3年で過剰設備を解体するための資金の提供と､新規参入の停

止､合併の促進などである｡司空萱【1994】,p.78.

71同時に､原油安､国際金利安も経済成長の好条件となった｡

Tl全斗換時代は､朴時代同様に選挙人団による間接大統領選挙であった｡

71大韓民国政府【1986】,p,32.

71中間財を供給する中小部品メーカーの育成は国産化を助長する｡仮説との関連では国内生産体制の

構築である｡

75司空萱[1994】,p.90.
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18条B項により正当化されていた数量的輸入制限76を 1990年より放棄することを

決定した｡同時に､1988年に資本自由化5カ年計画を発表し､資本市場を外国に解

放するとともに､資本市場が国際競争力に耐えるよう具体的な目標を作成し自由化

がもたらす衝撃を極小化することを目的とした｡

民主化に関して政府は既存の労働法を改正し､これまで抑圧的であった労働運動77

を肯定した｡これにより争議件数は増加し労働者賃金は上昇したが､労働集約部門

の比較優位は後退し､産業界は省力化を目指した設備投資の方向に転換していく78.

(5)金泳三時代 第7次5カ年計画 (新経済5カ年計画)

:1992-96年(1993-97年)

民主化要求の中で社会的混乱は収拾されたが､均衡成長と社会福祉に対する国民

の要求は満たされなかった｡また､先進各国の保護主義的傾向は依然として存在し､

外国よりの経済開放の圧力は高まる環境の中で､持続的成長を維持するためには過

去 30年間の量的拡大による成長路線より経済のソフト化による質的改善が必要と

された｡また､1人当たりGDPが7000ドルに達し先進経済化した韓国では､第7

次計画は民間セクターの経済活動に指針を与えるのみのindicative-planとされ､経

済開発-の国家介入は減少した｡第7次計画は先進経済化と民族統一を目標とした

が､計画実施 1年後の 1992年の大統領選挙で文民政権として登場した金泳三は､

従来の5カ年計画計画を変更し ｢新経済5カ年計画｣を打ち立てた｡新経済5カ年

計画は､韓国国民全体の経済-の参加と韓国国民の革新性を基礎にした民間主導の

経済運営をさらに強調し､先進経済-の移行と民族統-を基本目標にしている｡産

業構造に関しては､1994年に､第 1次産業が7%､第2次産業が43%､第3次産業

が50%となり､第2次産業と第3次産業が発展した｡

2-3節 韓国経済発展の要約

以上より1962年以降の韓国の発展過程を要約すれば､1960年代より70年代中

期までは低賃金を武器として余剰労働力を活用した労働集約財の輸出により､雇用

を確保し､外貨を得て産業構造変革のための投資に回した｡

7iGATT18粂B項は､経済開発に対する政府の援助に関して､途上国が自国の経済開発のために行

う輸入数量制限を例外的に認めるものである｡

77労働者基本権は1970年までは尊重されていたが､それ以降は､71年に団体交渉権とス ト権が禁止

された｡1980年にはこれら基本権は復活したが､それは､紛争調停に関して第3着の介入を否定し､

政府の調停権を容易化する抑圧的性格のものであった｡1987年の6.29民主化宣言以降は､労働者基

本権が認められ争議件数は急増する｡

7B省力化は同時に競争力強化の投資でもある｡
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1975年以降は制限労働力状態となり､賃金が上昇する中で､高付加価値産業-の

転換のための国内投資と､国防目的の重化学工業化が押し進められ､それが供給能

力の不足を解消して､産業間のリンケージを緊密化する基礎となるとともに､新産

莱-の投資が経済成長を促進した｡さらに､輸出に伴って発生していた中間財 ･資

本財の輸入､いわゆる外国-の需要の漏出を内生化することにより､成長の速度が

加速されたと考えられる｡また､1980年代後半以降の民主化は､国民-の所得分配

を改善し国民の購買力が高まったため､国内需要が拡大し､それまでに成長 した産

業を支える需要を生み出したといえる｡

この韓国の発展の概観より抽出される包括的な成長要因は､消費の抑制と高い投

資および国内貯蓄率､輸出 (=成長に関するtwo-Gapの1つである外貨制約の解消)

経済計画による重点産業の育成と産業構造の変革､1980年以降の国民所得の分配の

均衡化､民主化による国内需要の拡大､市場開放圧力による自由化 ･省力化に向け

た投資である｡3章以降は､1975年以降の韓国の経済発展の要因をさらに詳細に､

産業連関表を用いて実証的に分析していく｡
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3章 比例成長分析による成長要因の兄いだ し

3-1節 DPG分析

(1)DPG分析概論

一国における産業構造の変化は､消費 ･投資 ･輸出といった最終需要側の要因だ

けでなく中間財需要の動向によっても影響を受け､供給側である産業の動向によっ

ても影響される｡一般に第2次産業は収穫逓増であり､また第3次産業は国民所得

の上昇に応じて需要は増大するが収穫逓増でなく労働投入型であり､その部門の需

要の増加は第3次産業-の労働力のシフ トを引き起こす1｡集計変数としての国内総

生産(GDP)は､各種の生産部門の産出により発生する付加価値より形成されるが､

その増加の要因を分析するには､各産業の直接の産出額の変化を知って総産出の増

加に貢献した産業を兄いだすとともに､その変化を国内需要変化､輸入代替変化､

輸出などの様々の要因に分解し､総産出の増加-の貢献度を見る必要がある｡ここ

では､この各産業の産出額の変化を標準的成長よりの帝離としてとらえ2､2時点間

の産出額の変化差を要因別に分解し､各期間の産出の増減の要因を調べる｡

(2)DPG分析細論

1)総生産額変化の構成

一国における総生産額 (産出)の増加は､図 3.1に示すように産業および内外需

要などの各要因ごとに､2時点間で成長率に差がある｡また需要要因を取り出して

みると､図 3.2に示すように､(a)中間投入財の投入構成の変化による部分と､(b)

最終需要の変化により引き起こされる部分よりなる｡中間投入の変化はさらに､(al)

｢輸入財の投入｣から ｢国産財の投入｣-のシフ ト分と､(a2)｢それ以外の国内投

入財の構成変化-技術変化｣の部分に分かれる｡最終需要の変化により生じる部分

は､(bl) ｢国内最終需要の増加｣によるものと､(b2) ｢輸出の増加によるもの｣に分

かれる｡国内最終需要の増加は､(b3)輸入財から国内財-のシフト部分をも含んで

いる｡ 以下では､Syrquin【1975]の比例成長よりの帝離モデルを用いて､韓国の

1975-90年の各期間の成長産業を見出すとともに､産出の増加に寄与した各要因の

効果を計測する㌔

lなお､この傾向は大枠的には Clarkl1971】のfindingであるが､Kuznets【1957】は 1800年代よ

り1950年代中までの長期統計でこれが世界的傾向であることを示 した｡

2syrquinl19751.この手法では,計測値がマイナス値 となる部分があるが､これは比例成長的成

長に比較 して産出が伸びないことを示すのみであり､現実の産出は各期で増加 している｡また､

本章における分析は中間投入 (需要)を含む総生産 (産出)についての分析であり付加価値

(GDP)を直接の対象とする場合はその旨明示する｡

IJ用いた資料は韓国銀行【1989】および韓国銀行【1994】O成長率の基準は GDPである｡
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【図3.1】比例成長よりの帝離モデル
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【図3.2】総産出の変化の需要面の構成要因
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2)DPG解析式

一般に国内総産出Xは､国内投入係数行列をAd､国内最終需要ベクトルをFd､輸出ベ
クトルをEとすると､

X- Ad･X+Fd+ E

で表される｡行列要素を含む形で表現すると､
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(1)

(2)

となる｡いま､Fを輸入を含む最終需要ベクトルとし､各産業の最終需要の輸入依存度を

Fおよび Fdの要素により､

mi-(fi(i)-fdi(i))/fi(i) i-1...n

45

(3)



3章

とすると､下式のh(i)は最終需要に関する輸入依存度を表す対角行列になる.

ml(i)
O m

M(i)-
-･
0

ー
hu
.～

o

J
へ
-
･
o P

u
J･レlHulU

‥
.

mm

i=1...n

このh(i)を用いて(1)式のFd(i)をF(i)で表現すると､

Fd(i)-lZ一泊(i)]･F(i)

これを(1)式に代入すると､国内総産出ベクトルXは､

x(i)-Ad(i)･X(i)+【I一兎(i)]･F(i)+E(i)

ここで､レオンチェフ逆行列Bd(i)-lZIAd(i)｢ 1を用いると上式は､

x(i)-Bd(i)･([I一兎(i)]･F(i)+E(i))

行列要素を含む形で表現すると､
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(4)

(5)

となる｡

いま､t期とt+1期の間で最終需要ベクトルF(i)および輸出ベクトルE(i)が当該期間

のGDP成長率 (A)で成長し､投入係数､輸入依存度などが一定とすると全ての産業の生

産は同率で成長するため産出構成は変化しない｡しかし､t期とt+1期では最終需要の構

成と輸出､輸入依存度および国内産業構造が変化するため産出構成は各産業で比例的に増

加しない｡以下これを要因別に分解 し各要因が比例成長よりの産出差 (aⅩ)におよぼす影

響度を計測する｡産出構成の変化の要因を､輸入を含む国内需要Fと輸出Eに分け､aXを
輸入を除く比例成長よりの産出量差とすると､

∂X -X(i+1)一九･X(i)
∂F -F(i+1)一九･F(i)

∂E -E(i+1)一九･E(i)
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ここで､aFは輸入を含む比例成長よりの国内需要差､aEは比例成長よりの輸出量差
である.以下､6Xに関して変形する4｡

∂X - X(舌+1)一九･X(i)

- Bd(i+1)･(【I-A(i+1)】･F(i+1)+E(i+1))

一九 ･Bd(i)･(lZ-A(i)巨F(i)+E(i))

-Bd(i+1)･【ト h(i+1)]･(F(i+1)一入･F(i)) (-△r)

+Bd(i+1)･fE(i+1)一入･E(i)) (-△=)

+Bd(i+1)･[h(i)-A(i+1)]･入･F(i) (-△0)

+lBd(i+1)-Bd(i)]･入･([I-A(i)]･F(i)+E(i)) (-△0)

ここで､各式を上式の右端の記号で置き換えると､次式を得る｡

6X -△r+△=+△0+△0 (10 )

この右辺第 1項は､独立変数である国内最終需要の偏り (6F-F(i+1)一入･F(i))の
額と構成が変化が総産出におよぼす効果であり､国内最終需要の偏りによる乗離を表して

いる｡右辺第2項は､独立変数である輸出の偏り (6E-E(i+1)一入･E(i))の額と構成
が変化が総産出におよぼす効果であり､輸出の偏りによる帝離を表す｡また､右辺第3項

は､国内最終需要の輸入依存度h(i)の変化が総産出におよぼす効果と考えられる.
残余項である最終項△Oをさらに展開する｡

△O-lBd(i+1)-Bd(i)]･入･([I-A(i)]･F(i)+E(i))
- 入･[Bd(f+1)】･fBd(け~1-Bd(i+1)-1)･Bd(i)
･入･([I-A(i)]･F(i)+E(i))

- 入･Bd(i+1)[Ad(i+1)一Ad(i)]･Bd(i)

･([ト h(i)]･F(i)+E(i))

- 入･Bd(i+1)･[Ad(i+1)-Ad(i)]･X(i)

これは､国産品投入係数 (Ad(i))の変化が誘発する産出額の変化を示している｡上式をさ
らに展開する｡

vij(i)を中間投入輸入依存度､aid(i)を国産輸入混合型の投入係数とすると､Ad(i)-

[(1-vij(i)*ai3･(i))]より△n式中の[Ad(i+1)-Ad(i)]は､

lAd(i+1)-Ad(i)]-[(1-viJ･(i+1))*aij(i+1)]-[(1-vij(i))*aiJ･(i)]

-[(vij(i)-Vij(i+1))･aij(i)]+[(llVij(i+i))
･(aiJ･(i+1)- aij(i))]

4青木･稲田【1980】,pp.30-32,韓福相【1989】,pp.26-27,渡辺･駿河【1977],pp.156-157,陳･藤川[19871,pp･55-57
また生産額決定式とDPG分解式の関係は陳 ･藤川【19891参照･
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ここで､i,i-1…n｡ いま､この第 1項を△◎､第2項を△中 とすると

lAd(i+1)-Ad(i)]-△◎+△Q'

上記の関係を△0に代入すると

△0-人Bd(i+1)･【Ad(i+1)-Ad(i)]･X(i)
- 入･Bd(i+1)･(△◎+△せ)･X(i)
- 入･Bd(i+1)･△◎･X(i)+入･Bd(i+1)･△Qr･X(i)

この第 1項は中間財投入の輸入代替による中間財嚢要変化が誘発する産出額を表し､この

第2項は中間財投入係数の変化により生じる中間財需要の変化がおよぼす誘発産出額を表

す｡これを ｢中間財需要輸入代替による効果｣､および､それ以外の残差である ｢技術変化

による効果｣とすると､∂Xは次の5項目で表現できる｡

6Ⅹ==手

(α)国内最終需要の偏りによる効果

-Bd(i+1)･[7-A(i+1)H F(i+1)-入･F(i)】

(a)輸出の偏りによる効果

-Bd(i+1)･[E(i+1)一入･E(i)]

(C)最終需要輸入代替による効果

-Bd(i+1)･[h(i)-A(i+1)]･入･F(i)

(d)中間需要輸入代替による効果

-入･Bd(i+1)･△◎･X(i)

(e)技術変化による効果

-入･Bd(i+1)･△せ･X(i)

上記項目ごとの比例成長よりの帝離の計測結果は､1表で表示することができるが､こ

れらの成長要因はその性格の相違により､産業的要因､需要的要因および技術的要因の3

つに分離できる｡以下では､各期間について､1975-80-85年産業連関表､1980-85-90年産

業連関表により総産出高の比例成長よりの帝離 (6X)を計測し､上記の各要因ごとに分析

をおこなう｡以下の3-2節の ｢分析結果｣は､fact-finding(計測結果の記述)および成長の

各説明要因別の詳細分析であり､払ct-findingとその関連事項を他文献を参照しつつまとめ
た｡比例成長よりの帝離分析の結果は､比例成長部分よりの相対的な隔たりを示し､産業､

需要などの変化要因の産出におよぼす影響を鮮明に示すことができるが､3-3節ではさら

に実際の需要額の変化を計測し3-2節の結果を補強した｡3-4節は､既存研究との比較であ

り､時系列的に成長要因を対比する｡3-5節は､以上を受けて分析対象期間の韓国の成長の

要因を結論づけた｡
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【表3-1】各産業の産出の比例成長よりの索敵度(1975年-1990年)

要因別の産出の比例成長よりの帝離鹿(鶴)
項 目 75ー80 80-85 85ー90

霊宝雲 輸 出 望会誌 警会誌 要琵 計 貰諾 抽 出 誓会誌 警告誌 要語 書十 票諾 輸 出 誓会誌 箸会誌 要語 計

I2 A林水産♯ -112,4 -14.4 -50.0鉱 ♯ -9.9 -2.5 -2.6

1次産業1-2言十 -122.3 -16.7 -53.0

3456 食品飲料兼 -28.2 -13.8 -31.7

繊維工業 18.0 -16.1 -18.5

製材木載品 -4.1 -3.2 0.9

印刷出版 ll.2 6.5 -6.8

軽工業3-6i十 -3.1 -26.6 -56.I

789 石油化学 30.1 3.8 14.1

非金属製品 13.1 0,5 ー3.2

金属1次製品 52.7 20.8 ー0.9

重工兼7-9計 95.9 25.1 38.2

10 金属製品 15.3 ll.2 5.7

ll -般機械 13.6 18.1 25.6

12 電気機器 ll.0 8_8 19.3

13 電子通信機器 17.3 13.8 21.5

14 輪送機番 5.5 26.3 37.8

ー5 精密機械 3.8 0.9 1.2

ー6 その他剣道 1.1 1.9 12.5

-般叔遺業10-16書十 67.6 81.0 124ー0

18 建設 44.3 20.6 33.5

建設18計 44.3 20,6 33.5

ー9 小売り -6.3 一一,9 -4.6-8.2

20 飲食宿泊 -14.2 -2.4

21 運輸保管通信 14.7 2,3

22 金融保険不動産 15.3 22.6 24_1

24 その他サービス 0.4 5.5 -4_3

25 その他 -4.ー 4.4 8.6

-般サ-ビス19-25計 5.8 30.5 ー4_9

17 電力ガス水ii 6.7 8.3 4.6

23 行政国防 5.2 -22.0 -5.6

公共サービス17.23計 日_9 -13.7 -0.9

注)小段の小計は産業申分矧 こ関する帝難度を表わす｡筆者作成

3-2節 分析結果

(1)産業部門別の成長要因

1)期間別の傾向

表 3-1は､分析対象期間の産業各部門別の総生産高に関する比例成長よりの帝離

度5を､また､表 3-2はこの内の国内最終需要に関する帝離度の詳細を､表 3-3は最

終需要輸入代替に関する帝離度の詳細を示 したものであるOまた､表 3-4から表 3-66

は､既存研究と対比するため製造業に関して比例成長よりの帝離度を求めたもので

r'各期間のGDPの伸びは､75180年:1.728､80-85年:1.427､85-90年:1.734である｡

"表 3-4から表 3-6は巻末に示す｡
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【表3-2】国内最終需要における各部門の全比例成長よりの帝離度(%)
単 位 %

項 目 1975-80年 1980-85年 1985-90年
芸望諾 望害 霊芸 慧芸 在 庫 塁害 望害 霊芸 慧芸 歪 民間 政府 民間 政府消費 消女 資本 資本 在 庫支出 支出 形成 形成

12 Jt林水産業地 暮 -2500 0.3 -1.3 00 0.l l.4 03 -346 -028 -37-00 -01 -07 02 02 -04 01 201 080 -29.7 -00.1 01 -00 16 -00 01 -50 -056
1次産*1-2書十 -251 0.4 0.2 09 -350 -37.1 -09 0.6 00 208 -29.6 -02 04 -01 -62

3456 食品放斡♯#8Eエ兼製材木集晶印刷出版 -37-41-17 02 00 00 04 0l l1 33 03 00 05 08 01 -31 45 -23 18895 -37-17010 -16 -02 -00 -ー1 03 01 00 03 04 08 04 0040 -53 10 -23164 -34.8 -00.7 -0-0.1 0-2.1 --02 11 001l l0 0408 00 00 -20 -21 00 08522
蛙エ♯3-6書十 -420 09 56 11 -05 -534 -26 18 03 -15 -36.3 -04 42 01 -49

789 石油化学 .非金Jt製品金Jtl次製品 4-0-1l l2 00 07 41 43 -00 29 12 11 -278 -16 -1104 -81)14 -31 -04 -13 23 10 33 06 04 02 46 00 -6907 0.9 1)0.6 -04.0 -04 61 43 91 08 -03 -00 -21 -23 3130
暮エ集7-9計 29 20 86 55 -295 -70 -45 73 08 -17 5.5 -08 202 -04 -14

101ー1213141516 金属製品一般機械t気枚器電子通信機蕃輸送機器杵密拙械その他製造 0-0-0-6-0-0-14 04 08 03 04 01 08 0012 1041 71-25011 01 01 -03 03 28 14 05 03 0l l5 08 -12 -00 00 00213938 -01233001 -00 -15 -09 -00 -02 -09 -02 1.0 07 1.2 -02 0.5 03 1.4 -28 5.9 -21 0.5 01 0.5 01 -01 -21 -04 06 -10 -00 -01065518 1.2 -01.7 -06.1 -01.4 -017.0 -00.1 -03.1 -01 45 91 31 23 131 01 07 06 00 00 05 02 07 00 -01 00 11 01 00 00 03801701
-般製造業1(ト16計 -9.4 0.6-100 4.6 0.2 ll4 -3.3 109 -4.8 -4.7 30.6 -13 336 02 24
18Fl連投 -1.3 0.2 291 106 0.0 -01 -1.1 98 4.3 00-0.5 -03 34.6 -06 -01

連投18計 -13 0.2 291 106 00 -01 -1,1 9.8 4.3 00 -0.5 -0,3 34.6 -0,6 -01

192021222425 小売り飲食宿泊運輸保管通借金払保険不動産その他サービスその他 -9-92-19-12-11 00 03 08 00 97 05 42 04 27 35 08 03 02 00 04 03 09 08 11 -07 -19 -0713813 -0-10-21201 -16 -07 -13 -22 -62 -22 14 02 0l l9 00 02 -01 08 07 01 05 01 -0001 -02 00 00 -0502001 -8.1 -0-7.一 一0-4.8 -0-ll.4 -0-1.7 -02 52 26 98 04 20 -07 00 -09 01 01 -00 -01 -00 -00 -0225131 -03 1)

-般サービス19-25計 -49.2 1.2 11.0 29 -0.9 90-13.9 4.4 0.2 -08 -33.1 -2.2 19.7 -0.2 -1.3

1723 t力ガス水道行政国防 -1-288 8.4 0.0 0.6 0,0 0.4 -0.00.8.0125 -07-24.9 0.7 0.6 0.0 0.0 -0.0 030 0.9 -00.1 -5l l7 0400 0.0 -0.0 010
公共サ-ビス17.23書十 .6 .3 6 .4 -.8 4.1-256 0.6 00 -.3 0.9 -58 1.4 00 -0.1
計 -128.7 2.6 450 260 -66.5 -73.2-51.9 355 09 11.8 -62.4-10.9114.0 -0.9 -ll.6

【表3-3】国内最終需要輸入代替における各部門の全比例成長よりの帝離度(%)
単 位.鶴

項 目 1975-80年 1980-85年 1985-90年
星雲翌 塁害 霊芸 慧芸 在 庫 塁害 要害 霊芸 慧芸 霊 民間 政府 民間 政府消費 消費 資本 資本 在 庫支出 支出 形成 形成

12 A林水産兼鉱 兼 一一0.-0. 000 0.0 00 0.2 00 -00 -232 4-00 02 00 00 02 01 00 -00 067 -0.6 0-0.1 00 0001 0.00.000 -003
1次産業1-2書十 -1. 00 01 00 -25 38 00 02 00 01 -0.7 00 01 00 -03

3456 食品飲料業維維工業製材木製品印刷出版 6.2.0.-0. 00000 00 00 00 01 01 00 02 00 00 00 00 03200 20-006 0001 01 00 00 0000 02 01 00 02 00 0000 00 01011 -3.3 0-1.400.0 0-0.7 00 0000 00 01 0000 01 00 -00 -00 00 01101
軽エ兼3-6書十 9. 00 05 00 05 27 00 05 00 03 -5.400 02 00 -01

7 石油化学E3 5.0.0. 0,0 25 03 08 02 10-03 0210-2-005 0012 01 09 01 06 -3.4 -00401 0,5 00 01 0000000ー89 非金属製.捕食JE1次製品 00.0 00.04 2 0,0 000.02 0 0.11 0.1 0.1 0.01.ー 0.0 0
重工業7-9書十 5.1 0.07.6 0.5 12 -27 0.04.2 02 0.8 -2.8 -0_l l.8 0,1 0.1

10ll1213141516 金属製品-般機械t気拙者t子通借機器輪送機器精密機械その他製造 0.0.-0.-0.0.0.-0. 00000000 00 20 00 00 180 00 02 07 01 00 02 13 00 0001 00 00 02 ー0 00 00000000 -000-00-001 01 04 01 02 01 00 00 00 70 10 -0030 -00 02 09 03 02 -09 04 00 0002 00 01 09 00 -00 00710410 0.000.001.1 00.2 00.1 0-0.ー 0-0.2 00 0.2 003.ー 001.0 00 0.8 001.3 00 -0.4 00 0.0 00 01 00 0001 0000 00000000
-般製造美10-16計 0. 00 216 14 10 04 00 128 10 12 1.2 0060 02 -01
18ll&& 0.00 01 00 0.0 00 00 0.1 00 00 -0.1 0000 00 00

連投18計 0.00 01 00000000 0.1 0000-0.1 00 00 00 0.0

192021222425 小売り飲食宿泊運輸保甘通借金融保険不動産その他サービスその他 0.--0.-0.0,--0.0. 0000-00010 00 00 11 00 04 01 06 01 01 03 01 00 000ー 0000 0100001 0-1-0-0-0-00 03 02 03 07 -03 00 00 00 00 03 00 08 01 03 08 01 03 01 0000 01 0000 0101101 0.9 0-0.9 0--0.4 -0-2.1 -00.1 00 00 01 06 00 05 0.0 0.02 0.00.04 0.00.01 0.00.02 0.0 0.1
-般サービス19-25計 -0. -01 3.6 0.2 0.2 -28 -0.4 2.3 02 0.4 -2.3 -0.7 1.3 0.0 0.2

1723 t力ガス水道行政Zgl防 0.0. 0-0.0 01 08 00 0.1 0.0 000 -00.2 0.0- 00 00 ′0.4 0,0 00 00 0.1.0-0.20.00.0 0.00.ー 0.0000 00
公共サービス17.23計 0. -01 0.8 01 00-0.2 00 0.4 00 0I 1一.2 00 0.1 0.0 0.0
注)小段の小計は産兼中分類に関する串牡鹿を表わす｡暮者作成
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ある｡図3.3は､表 3-1を ｢産業各部門｣ごとに ｢各期間｣について図示したもの

である｡

以上によると1975-80年の第 1期の主要成長部門は金属 1次 (鉄鋼:部門No.9)7

と石油化学(No.7)の重化学工業部門である｡また､韓国の主要な輸出産業である繊

維(No.4)も堅調な伸びを示した｡内需部門である建設(No.18)と内需的サービス部門

に入る金融保険不動産(No.22)もポジティブな発展を見た｡｢金属(No.10)｣から｢そ

の他製造(No.16)｣までを含む ｢一般製造分野｣にも伸びも認められ､これら産業が

この期の韓国の成長をリー ドしたといえる｡

【図3.3】産業部門別産出の比例成長よりの帝離度の変化 1975-90年

蔀離度% L1985-1990i

建設

悶謁

1234 6
7891011121314 1618

15 (20)

(汰)加門名 1 Jt林水産暮 2 妊暮 3 食品飲料兼 4 枚Nt工業

5 製材木製品 61印Pl出版 7 石油化学 8.非金JE泉品 9 金属 1次赴晶 (鉄角)

10･金JE七品 11:一般tL杖 12 t九tL巷 13:t子i借地昔
14.輯送8拙 15 井出tB比 16 その他叔進 17 tカガス水道
18 連投 19 小売り 20 枚*宿泊 21 荘♯iL借保管
22 金k侵険不血生 23 行政国防 24 その他サ-ビス

25 その他

7 以下において ( )書きは部門 No.を示す｡
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1980-85年の第2期は､かっての輸出を主導した繊維(No.4)はマイナス方向に帝

離し､成長産業としての地位を失った8｡また石油化学(No.7)も説明度を低下させた

㌔金属 1次 (鉄鋼:No.9)はある程度の説明度を持っているものの第 1期に比較し

て成長-の貢献度を低下させた｡この期間は第2次 oil･Shock と国際金利の上昇に

より､途上国では債務危機が発生し､世界的な不況が生じた時期である｡韓国にお

いても重化学工業分野が設備投資の過剰を抱えて効率が低下し､その存続が疑問視

された時期である.この期の成長産業は､金属 1次 (鉄鋼:No.9)､一般製造(No.10

-No.16)､建設(No.18)および金融保険不動産(No.22)である｡一般製造分野では輸

送機器(No.14)の伸びが高いのが特色である｡

1980-85年の第3期は､繊維(No.4)が第2期と同様に比例成長よりマイナス方向

に帝離した｡この期の主要成長産業は､一般製造(No.10-No.16)､建設(No.18)およ

び 金 融 保 険 不 動 産

(No.22)であ り､重化学

工業分野に属す る石油

化学 (No.7)､金属 1次

(鉄鋼: No.9)の各産

業 も韓国経済全体の成

長に貢献したといえる｡

表 3-7および図 3.4は､

上記の表 を産業部門を

集約 して示 したもので

ある｡これによると､比

例成長 よ りプラスの方

向で帝離 したものは､期

間を通 じて重工業部門

(No.7-No.9)､一般製造

(No.10-No.16)お よび

建設(No.18)であり､第 1

次産業についての伸び

は比例成長に比べてき

わめて低い1?0

【表3-7】産業部門別の比例成長よりの帝離度(%)1975-90年

産 業 部 門 帝 離 度 (%)
大分類 細分類 コー ド 75-80 80-85 85-90
1次産業 1次産業 1 -122 -17 -53

2次 産 業 軽工業 2 -3 -27 -56重工業 3 96 25 38

-般製造 4 68 81 124

建 設 5 44 21 33

3次 産 業 一般サービス公共サービス 67 6 31 1512 -14 -1

計 100 100 100

【図3.4】産業部門別の比例成長よりの帝離度 (%)

!i■i!
oTS102■■コ

也当

150

100

500

普 -50
-100

-150

A

了 / ..各_＼

. ,:} '. :､草空 撮 ー △

_cL-丁彰 ′ 'ち
[ ~1■

嘩
公
共
サ
ー

ビ
ス
l
般
サ
ー

ビ
ス

建

設

一
般
製
造

重

工
業

軽

工
業

ー
次
産
業

注)表3-7より作成

指第3期も含めて同様の指摘は韓福相【1989】,p.30,陳 ･藤川 ･二宮【1992],p.61.

''同様の指摘は韓福相【1989】,p.30.

10 第 1次産業では､マイナス/t向に此例成長よりの帝離が大きく､この傾向は 1990年まで続い

ている｡これは､2章で分析 した所得上昇に伴 う国民の需要変化の傾向とも一致する0
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また､成長を牽引した

産業部門は､第 1期の

重化学工業から第 3期

には一般製造部門-と

変化 したことが観察さ

れる｡

(2)需要 ･技術変化な

どによる成長要因

1)各要因別の成長より

の帝離の経年変化

視点を変えて､産業

の成長を需要面より観

察する｡表 3-8および

図 3.5は､比例成長よ

りの帝離の経年変化を､

全産業を集約 して要因

別に､国内最終需要､

輸出､輸入代替 (最終

需要)､輸入代替 (中間

需要)､および技術変化

に分けて図示 したもの

である｡

これによると､技術変

化は総 じて各期で高く

成長の主要要因となっ

ている｡また､輸出は

第 1期(75-80年),第 2

期 (80-85年)では成長

の牽引役 となったが､

第3期 (85-90年)では

低下し成長要因として

の説明度は減少 した｡

かえって､第 3期では

国内最終需要が増加 し

成長をリー ドしたといえる｡

【表3-8】需要部門別の比例成長よりの帝離度(%)1975-90年

需 要 部 門 帝 離 度 (%)
コード 75-80 80-85 85-90

国内最終需要 1 -100 -77 28
輸 出 2 93 59 -ll
輸入代替 (最終需要) 3 50 26 -2
輸入代替 (中間需要) 4 13 11 0

技 術 変 化 5 44 81 85
計 100 100 100

【図3.5】需要部門別の比例成長よりの帝離度(%)
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【表3-9】｢国内最終需要｣の各項目の全比例成長よりの
帝離度(%)1975-90年

各値は各期間全体の帝離額に対する比率である｡整数値表示｡注)

【図3.6】 ｢国内最終需要｣の各項目の全比例成長よりの
帝離度(%)
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2)国内最終需要に関する成長よりの帝離

表 3-9および図 3･6は､1)で示した 1985-90年の国内最終需要の乗離度がプラス

方向に好転したため､その原因を細部的に見る目的で 咽 内最終需要｣の増加の要

因を､さらに民間消費支出､政府消費支出､民間投資､政府投資および在庫に分け

て表したものである0第 1期 (75-80年)および第 2期 (80-85年)に比較して､第

3期(85-90年)では民間投資が大きく伸びており､これが結果として国内最終需要

の帝離を上方に押し上げた原因である｡

3)主要産業の成長要因細論

以上が､分析期間の韓国経済に関する成長要因の概要であるが､ここではさらに､

主要産業に関する比例成長よりの帝離要因とその変化を分析し､韓国経済全体に影

響を与えた主要な成長要因を細論する｡表 3-10は､1975年と90年における韓国

の総生産と総輸出に占める各産業の構成割合を産業連関表により求めたものである｡

第 1次産業の主要部門である農林水産業は､全期間を通じてマイナスに帝離した｡

その主要要因をみると､い 【表3-10】韓国の総生産と総輸出の構成割合
ずれも民間消費における

マイナス方向の帝離11であ

る (-25/1期､-37/2期､

-30/3期)｡これは､第 1

次産業の製品を主要な中

間投入とする食品飲料業

についても同様であり､2

章におけるマクロ集計値

の分析結果とも一致する｡

表 2-10(a)における､食飲

料･タバコの民間消費支出

の全支出に占める構成割

合は､年々低下し (これは

衣類についても同じ)､

1990年は 75年に比較 し

て食飲料･タバコの総消費

に占める割合は､58.8%/75

年から31.5%/90年にまで

低下した｡これは､1980

年代後半の民主化を通 じ

11以下帝離度は整数で表記する｡

1975-90年

部 門 総 生 産 構 成 総輸 出構 成

産業分類 1975年 1990年 備考 1975年 1990年 備考

第1次産業 14.9 5.8 8.0 1.7
1 農林水産業 13.6 5.2 0 7.2 1.6
2 鉱 業 1.3 0.5 0.8 0.1
軽工業 22.3 15.8 37.8 28.4
3 食品飲料菓 ll.9 7.0 0 4.3 2.2
4 繊維工業 8.2 6.8 0 29.0 25.2 0
5 製材木製品 1.1 0.8 4.0 0.4
6 印刷出版 1.l l.2 0.5 0.6
重工業 15,1 15.4 13.7 14.5
7 石油化学 ll.1 8.4 0 8.9 8.2 0
8 非金属製品 1.4 1.8 一.5 0.8
9 金属1次製品 2.6 5.1 0 3.3 5.4 0
一般製造業 6.7 18.4 20.6 36.8
10 金属製品 0.6 1.8 0 1.6 3.3 0
ll -般機械 0.9 3.8 0 1.4 5.8 ○
12 電気機器 0.7 3.2 0 0.7 8,3 0
13 電子通信機器 1.7 2.5 ○ 8.2 9.2 0
14 輸送機器 1.7 5.1 0 2.9 6.0 0
15 精密機械 0.2 0.4 0.9 1.1
16 その他製造 1.0 1.5 4.9 3.2
連投 5.9 10.5 0.0 0.1
18 建投 5.9 10.5 0 0.0 0.1
一般サービス 28.4 29.2 19.8 18.4
19 小売り 9.2 6.6 0 7.3 7.6 0
21 運輸保管通信 5.7 4.8 0 10.7 8.3 0
22 金融保険不動産 5.6 9.4 0 0.4 0.9
24 その他サービス 6.0 6.1 0 0.2 0.ー
25 その他 1.9 2.3 1.3 1.4
公共サービス 6.5 5.0 0.0 0.1
17 電力ガス水道 1.8 1.7 0.0 0.1
23 行政国防 4.7 3.3 0.0 0.1
合 計 100.0 100.0 100.0 100.0

注):0印は88Pll内の主要産業および主要輸出産兼を示す.
出所)韓国銀行【1989コ.:1994】より作成｡

54



3章

た国民購買力の向上によって､国民の噂好が変化 し､基礎的消費物資より交通通信 ･

遊興娯楽 ･美容など-の需要が高まったことに原因するといえる｡

軽工業部門は､食品飲料業､繊維工業､製材 ･木製品､印刷出版の4産業を含む

が､これら4業種は各々性格を異にする｡輸出面についてみれば､繊維は韓国の代

表的輸出産業であり (表 3-10)､1975-90年代を通じて､単一セクターでは最大の

輸出部門である｡食品飲料業は､市場の約 8割を国内消費に依存する国内部門であ

り (表 4-4(a)～(a))､農林水産業と同じく基礎的消費産業であると同時に､その生

産額は1-3期を通じて上位を占める産業である｡製材木製品および印刷出版は生産

額が僅かであるため､ここでは言及 しない｡食品飲料業は､全期間を通じて成長が

マイナス方向に乗離した｡その主要要因は､全期間を通じて国内最終需要における

民間消費支出のマイナス方向-の帝離である (-38/1期,-37/2期,-35/3期)｡この

要因は､農林水産業と同じく､国民購買力の向上による国民の噂好の変化である｡

繊維工業は､市場の大部分を輸出(約 60%)と民間消費支出(約 30%)に依存する (表

4-4(a)～(a))｡その比例成長よりのプラス方向の乗離の要因は､1975-80年の第 1

期には､技術変化と輸入代替(中間)であり､輸出の帝離度はプラス(1)であるものの

小さい｡1980-85年の第2期には､プラス方向の帝離の主要要因は技術変化である0

また､マイナス方向の帝離の主要要因は､国内最終需要における民間消費支出の減

少である｡これは､2章の衣服に関する需要が所得の上昇に伴って減少したことと

相応する｡1985-90年の第3期には､輸出が大きくマイナス方向に帝離 した(-16)0

これは､韓国の労働貸金が 80年代後半に上昇したこと (2章)により､労働集約型

の輸出産業が比較優位を低下させたためであると考えられる (7章)｡主にこの期

のプラス方向の帝離を示したものは技術変化である｡

重工業では､石油化学(No.7)と金属 1次 (鉄鋼:No.9)の産出額が大きく､この部

門の主要産業を成す｡両産業は､第 3次経済開発計画期の重工業化政策により重点

的開発投資が行われた分野である｡石油化学(No.7)の､第 1期(75-80年)における帝

離度が高い需要部門は､技術変化(23)と輸出(15)である｡また､第2期では輸出(18)､

第 3期では技術変化(15)が主要なプラス方向の帝離要因である｡金属 1次 (秩

鍋:No.9)では､第 1期は輸出(37)､第 2期は輸入代替 (中間)(15)､第3期は国内

最終需要(16)がプラス方向の主要な帝離要因である｡また､表 3-2では､国内最終

需要における民間投資､表 3-3では国内最終需要輸入代替における民間投資が全期

間について両部門でプラス方向に帝離した｡両部門では､期間を通じて輸出と民間

投資および技術変化がプラス方向の帝離の主要要因である｡

金属製品(No.10)からその他製造(No.16)までの一般製造業は､産業の大部分が韓

国の主要成長産業であり12､同時に輸出産業である.この部門は総生産構成および

12総生産構成比では､1975年の6.7%から90年には 18.4%に増加 した｡また､輸出構成比は 1975

年の20.6%から90年には36.8%-拡大した (表 3･10)0
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輸出構成が全期間を通じて大きく成長した分野であり､全般的にみて各産業の承離

度は同様の傾向を示しているoこのため､ここでは一括して輪じるO第1期､第2

期における主要な華離要因は輸出である｡また､最終需要輸入代替､中間常襲輸入

代替および技術変化はプラス方向に帝離し､成長の要因13となっている｡最終需要

輸入代替におけるプラス方向の帝離要因は全期間を通じて民間投資需要であり (秦

3-3)､輸入資本財より国内資本財-の需要の転換が行われたことを表している｡国

内最終帝要部門における民間投資は､第 1期の輸送機器14を除いては､全てプラス

に帝離し､活発な民間投資需要が生産の拡大に寄与したことを表しているOまた､

これら-般製造部門では､1990年は75年に比較して全輸出に占めるシェアが大き

く増加し (20.6%j75年-36.8%i90年､表 3-10)､繊維工業に代わって主要輸出産

業化した分野である｡この一般製造業は､先進国産業であり､輸出競争に勝ち抜く

ためには先端技術の導入による製品の品質の向上を必要とするOこのためには､高

度な資本財の投資が必要となるが､この需要面における投資が輸出と相保って韓国

の成長を牽引したと考えられる｡-般製造業-向けられた投資需要が全産業の生産

誘発に及ぼす効果は､4章で分析するようにかなり高い15.-般製造業は､最終組み
立て産業であり､最下流の川下産業16を構成するため､この産業の成長は他の川上

産業-の生産を誘発し､経済全体の生産性を高める｡ひるがえって､最終需要輸入

代替の進展 (表 3･3)により､この産業の国産化が進展したことは､これまで輸出

のインパクトにより海外に漏出していた需要の-部が国内に取り込まれることであ

り､投資を相乗する効果を持つと考えられるO第 3期は､1､2期と比較して国内

最終需要と技術変化が成長を牽引したoその詳細をみると (表 3-2)､民間消費支

出の増加と民間資本形成が主要要因である.この期は､2章でみた国民購買力が著

しく増加した期間であり､車､家電､住宅などの耐久消費財への民間消費支出が増

加17した時期である (表 2-ll)Oこの耐久消費財-の国内需要の増加は､-般製造

莱-の投資需要を増加させた要因と考えられる｡ また､この期においても技術変化

の比例成長よりの帝離度はプラス 28と高く､成長の主要要因となった｡この技術

!3マイナス値も認められるが値として小さい0

14投資は-鮫に政行性を持つと言われるが､第 1期(75180年)における輸送機器の民間投資のマイ

ナス方向-の帝離は､70年代中ばに活発に展開された造船所の建増設による造船業の投資が80

年には沈静化し､これによる投資の減と考えられる｡韓国造船業はこの投資により日本に次いで

世界第 2位の受注実績を持つようになったOこの間の詳細は､水野t1983】参照o

l5 全期間の平均は0.4であり､輸出の0.376を上回っている (表 4-1)0

16 ここで川下とは組立で工稜の最終端に位置することを意味する0

Ⅰ7深川【1997】によれば､安定した物価の下で､労働争議により獲得された実質賃金の上昇は耐久

消費財や住宅需要を中心に内需を大きく盛 り上げ､これ以後､輸出と内幕が韓国C?成長の軸とな

ったQ深川【1997】,p,67.
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変化は､残余項でありリンケージの緊密化による産出の増加要因であると考えられ

る｡

建設業は､全期間を通じて帝離度がプラスであり､経済全体の成長を牽引した産

業である｡また｡建設業は民間資本形成および政府資本形成に市場の90%以上を依

存する国内投資需要依存

型産業である (表 4-4(a) 【図3.7】韓国の建築許可面積の推移 (千 m2)

～(a))｡建設業では､国 140

内最終需要における民間 120

資本形成が全期間を通 じ

て成長を促進 した｡これ

は､韓国の成長が輸出一

辺倒でないこと18を表わ

している｡各産業の工場

設備投資と民間住宅およ

び公共インフラ-の投資

が､建設業を生産額シェ
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アにおいても発展させた要因である (表 2-2(a)､2-2(b))｡韓国では､1975-90年

を通 じて住宅-の需要19が根強く存在 した｡建設業-の投資需要の大きさは､民間

の建築許可件数の推移により観測される｡図 3-7は､1970-90年の韓国における建

築許可面積の推移であるが､1980年以降は住居用および商業用建設の急速な増加が

認められる｡これが､建設業の成長を牽引した一因である｡

一般サービス業は､小売り(No.19)､運輸保管通信(No.21)､金融保険不動産(No.22)､

その他サー ビス(No.24)およびその他(No.25)より成るが､主要部門は､小売 り

(No.19)からその他サービス(No.24)であり､輸出面では､小売り(No.19)と運輸保管

通信(No.21)が主要産業である｡この部門の特色は､総生産構成と輸出構成において

は 1975年と90年で大差はない (表 3-10)｡ しかし､これを雇用面における構成

シェア (表 2･2(b))でみると､1970年の 30.7%から90年は44.9%-増加し､雇用

面において成長を牽引した産業である(GDP生産額では40.5%/70年から46.3%/90

年である｡表 2-2(a))｡比例成長よりの帝離度をみると､金融保険不動産(No.22)

における技術変化が全期間を通じての主要な成長要因である｡また､国内最終需要

における民間投資は､常にプラス方向の帝離要因であり､技術変化と並んで成長を

牽引したといえる｡小売り(No.19)と運輸保管通信(No.21)については､第 1期､第

2期で輸出がプラス方向に帝離したが､第3期では両産業ともマイナス値を示した｡

18複線化工業化仮説もこの点を指摘する｡

19李満基【1990】,p.458.
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総じてこの分野の期間を通じた成長要因は技術変化である｡

以上を要約すると､韓国においては輸出は分析対象期間の主要な成長要因である

が､輸出産業における民間投資需要と､それに関連する最終財 ･中間財の輸入代替､

およびそれら投資の効果と考えられる技術変化も､同じく韓国の経済成長の要因で

あったとしチえる｡投資と輸入代替は､短期的には生産を増加させる要因であるが､

長期的には産業内部の連関度を向上させ､産業構造を高度化させる要因でもある｡

それが､全期間で技術変化をプラスに帝離させた要因であると考えられる｡また､

1975-90年の韓国では､輸出産業とともに建設(No.18)､金融保険不動産(No.22)な

どの国内部門も成長を牽引した｡また､輸出については主要産業が､第1期の繊維

から第3期には一般製造業に変化し､輸出構造が高度化したといえる0

4)各成長要因の背景(産業構造論との関連)

韓国の成長産業の交替の要因に関しては､軽工業分野におけるアセアンの急速な

追い上げがあったことと､それに起因する韓国の繊維産業に比較優位の低下20があ

ったことは事実である｡しかしその他に､産業発展論または産業構造論上の要因も

働いているとみることができる｡一般的に国民経済における諸産業の構成比率を指

標とした場合の産業構造は､経済発展につれて絶えず変化する21｡それは､経済発

展は一面において､Clark-Kuznets流の第 1次産業より第2次 ･第3次産業-の産

業構造のシフト(高度化)の過程22であると同時に､Hoffmann流の工業部門内部の

構造変化をも伴う現象であり､産業構造の変化や工業内部の構造変化が､経済発展

そのものを生み出す｡各産業は決して同一テンポで円滑に発展するのではなく､不

断の盛衰興亡をくり返している｡Hoffmannl1958123は工業化の進展により工業部門

内部で､消費財部門に比べて資本財部門の占める割合が上昇することを指摘した24｡

これは Chenery【19601による所得弾性値の変化の観測によっても裏付けられる｡

chenery【19601によると､投資財部門 (資本財部門)では消費財産業や中間財産業

m韓国の繊維の比較優位度の低下とタイのそれについては7章参照｡

2t新野 ･田中【1991】,p.36.なお､新野【1982】は､経済現象の変化をBoulding【19701を引用 し①ラ

ンダム②機械的変動③ 目的指向変動④発展的変動に分けるが､韓国の発展に関しては､初期の目

的指向現象から後期には発展的変動に移行 したと考えられる｡新野【1982】,p.2.

22 篠原【1976】によれば､経済発展とともに､第2次産業は ｢所得構成比｣において重点化 し､第

3次産業は ｢労働力構成比｣において増大する｡篠原【19761,pp.5-8.

lZIここで､Hoffmannのいう資本財産業とは､金属精錬､輸送機械､機械､化学をさし､消費財

産業とは､食品､繊維､皮革､家具をいう｡本論との対比でいえば､資本財産業は､重工業､一

般製造業であり､消費財産業は軽工業にあたる｡

別宮沢【19931,p.79.なお､宮沢はこの潜在要因にもかかわらず産業構造の速度が相違するのは､当

該国が内外の条件をいかに経済発展に効率的に結びつけうるかによるとする｡
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に比較して所得弾性値が高く､所得の向上とともに投資財部門は平均以上のテンポ

で拡大し､産業全体の構成を変化させる｡韓国の成長産業の発展と交替は､これら

の経済構造に関する経験法則に沿ったものでもある｡

さらに､金融などのサービス産業の進展に関しては､現代社会は工業化社会から

サービス情報化社会-の移行を特色とする｡新野 ･田中【1991】は近年の産業構造変

化の特色として､産業構造のサービス経済化と軽薄短小型産業構造-の転換を指摘

する｡工業化社会における産業構造の中心課題は工業化､とくにその内部構造の高

度化を意味する重化学工業化であるのに対し､情報化社会では情報化産業が経済の

主導権を握 り､リーディング産業として大きな役割を果たす25.これは､村上26の経

済発展論も指摘するところである｡

3-3節 最終需要の分析

ここでは､前節の分析を補強する意味で分析期間の韓国の最終需要(GDP)の変化

を観察する｡一般に､価格メカニズムを通じた市場により経済を運営する国家では､

産業構造の変化は需要の変化と密接な関係を持っている｡比例成長よりの帝離分析

は､成長要因､成長産業および衰退産業などを鮮明に示すことができるが､実際の

産出額の変化および需要額の変化を示すことができない点に弱点を持っている｡こ

こでは､1975-90年の産業連関表に表われた需要額の変化を直接読み取って､その

変化と前節の成長要因との関連を検討する｡表 3-ll(a)は､分析期間(1975-90年)の

接続不変産業連関表に表れた最終需要の構成27を民間消費支出､政府消費支出､民

間資本形成､政府資本形成､在庫および輸出に区分して示したものである｡また､

表3･11(b) (図3.8)はその構成をパーセン トで示したものである｡

以上の図表より最終需要(含輸入)の構成の変化をみると､民間消費の構成割合が

低下し (51%/75年-41%/90年)､民間資本形成の割合が上昇している (15%/75

午-25%/90年)｡また､輸出のGDPに占める割合は85年までは上昇傾向にあっ

たが 90年に至って低下し民間資本形成のシェアがこれを上回った (輸出 22%/90

年､民間資本形成 25%/90年)｡これは前節での分析結果である85-90年に民間投

資需要が輸出に代わって成長の主要要因となったことを表している｡また､民間消

費支出は最終需要の構成の うち最大であるが､その割合は年々低下 している

(51%/75年,48%/80年,44%/85年,41%/90年)｡これは､農林水産業および関連の

食品飲料業の比例成長よりの帝離値が大きくマイナス値を示したことを裏付ける｡

輸出に関しては､85年までは最終需要に占める割合を増加させたが､90年に至

25比嘉【1994】,p.39.

溺 村上【1993b],pp.187･188.

27輸入を含む値であり､この意味でGI)P値とは若干異なる｡この詳細は巻末表3-16(a)～表 3･

18(e)参照｡
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単位:10億won ()書きは%表示
【表3-11(a)】最終常蒙の構成(額表示)

区 分 部 門 最終需要の横成(輸入含む)1975年 1980年 ー985年 1990年

国 内 民間消費支出 23,053 (2) 36,063 (2) 47.626 (2) 79月55 (5)
政府消費支出 4,160 (9) 8.022 (0) 8.074 (0) 14.947 (0)
民間資本形成 6,620(35) 12.287(24) 19.397(17) 48.500(14)
政府資本形成 I,453(10) 3,160 (7) 4,347 (2) 7,52ー (2)
在 庫 一,220 (-) -208 (-) 771wl 二) 243 卜)

海 外 輸 出 : 8.685 (-) 17.101 (-) ~所 ラ一卜) 43.799 (-)

注)最終需要には輸入を含む｡
()書きは｢各最終常軍額｣の内の｢輸入｣の割合(%)を示す｡
1990年値は1985年価格で表示した｡変換値=0.824.

【表3-11(b)】最終需要の構成(%表示)

区 分 部 門 最終需要の構成(輸入含む)1975年 1980年 1985年 1990年

国 内 民間消費支出 51 (1) 47 (1) 44 (1) 41 (2)
政府消費支出 9 (0) 10 (0) 7 (0) 8 (0)
民間資本形成 15 (5) ー6 く4) 18 (3) 25 (3)
政府資本形成 3 (0) 4 (0) 4 (0) 4 (0)

海 外 ー 在 庫 3 (-) 0 (-) 1 (-) 0 (-)輸 出 I-̀~一…lLすてこ)-ー~~~~~~~～--一皇宮て こ) 26 (-) 22 (-)

汰)最終需要には輸入を含む｡
()書きは｢最終需要額｣の内のr輸入｣の割合(鶴)を示す｡

【図3.8】最終需要の構成の変化

1975 1980 1985 1990

年

+ 民間消費

= 政府消費

一一■一･民間資本
形成

-うく一一政府資本

形成

一･x一･･在 庫

-I-輸 出

出所)表3-ll(b)

って減少 した (19%/75年,22%/80年,26%/85年,22%/90年)Oこれは､期間後半に

輸出が成長要因としての説明度を低下させたことを表 している｡表 3-12は､各期

間の最終需要額の伸びに対する最終需要各部門の寄与率であるO これによると､全

最終需要の伸びに対する民間消費支出の寄与率は低下 した｡また､輸出の寄与率は､

75年か ら 85年の 2期間では上昇 し (27%/75-80年,34%/80-85年)､後半 (85-90

午)に低下 した (22%/85-90年)O民間資本形成は､期間後半 (85-90年)にその比

率を高め､寄与率でも第 2位 となった (18%/75-80年,23%/80-85年,34%/85-90年)0
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単位 :%

【表3-12】最終需要の伸びと寄与率(鶴)

最終需要部 門 最終需要の伸び 最終需要の伸びに対する寄与率1975-80 1980-85 1985-90 1975-80 1980-85 1985-90

国内 民間消費支出 29 15 27 42 37 35
政府消費支出 9 0 5 12 0 7
民間資本形成 13 9 25 18 23 34
政府資本形成 4 2 3 5 4 4
在 庫 -3 1 -1 -5 3 -1

海外 輸 出 19 14 16 27 34 22
合 計 69 41 75 100 100 100

出所)韓国銀行[1989】.【1994]より作成｡

【表3-13】産業別の最終需要の構成と最終需要の伸びの寄与率
単位:% 単位:%

区 分 産 業 No. 最終需要の構成割合 最終需要の伸びに対する寄与率1975年 1980年 1985年 1990年 1975-801980-85 1985-90
第1次産業 農林水産鉱 1,2 8 7 5 3 5 0 1

第2次産業 軽 工 業 3-6 26 23 19 16 21 9 13重 工 業 7-9 5 7 8 5 10 9 3
一般製造業 10-16 13 15 19 24 15 29 30
建 設 18 9 11 13 17 15 16 22

第3次産業 一般サービス 19-25 30 28 27 29 27 24 29
公共サービス 17,23 9 9 9 6 7 13 2

出所)韓国銀行【1989].【1994]より作成｡

また､表 3-13は最終需要の構成割合と最終需要の伸びに対する各産業部門の寄与

率を産業中分類別に示 したものである28.

これによると､一般製造業 (No.10-No.16)と建設 (No.18)の全需要に占める構

成割合が大きく上昇 し､また､最終需要の ｢伸び｣に対する寄与率も80年から90

年の2期間について高い｡これは､前節でこの 2産業の成長-の説明度が大きかっ

たことを表 している｡また､巻末表 3-16(C)から表 3-18(C)によると､比例成長より

の帝離の主要因であった民間投資需要 (民間資本形成)に関しては､75-80年の第

1期は建設(No.18)-の投資需要の増加が民間資本形成の増加の 60%を占め額 ･率

ともに顕著な伸びを示 した｡その他､一般機械 (No.ll)､輸送機器(No.16)-の投資

需要が大きいことが特色である｡80-85年の第 2期は､第 1期同様に建設(No.18)

-の投資需要が 50%と大きく､また､一般製造業 (No.10-No.16)-の投資需要

の増加が期間全投資増加の 44%を占め､この両部門で民間資本形成の大半を占めた｡

85-90年の第 3期も第 2期 と同様に､期間の投資需要の増加の内､建設(No.18)-

の増加が 53%､一般製造業 (No.10-No.16)-の増加が 41%であり､この両部門

28最終需要の伸びの産業別詳細表は巻末表3･16(a)～表3-18(e)に示した｡産業別の需要の特徴として

は､一般製造 (No.10･No.16)の需要が75-80年にかけては低いものの､後年 (80-85年､85-90年)

になるに従って増加した｡特に85･90年の期間の輸送機器に対する需要増加は､民間消費支出増加の

11%を占め顕著な伸びを示したこと､および､′ト売り･運輸通信保管･その他サービスのサービス部

門の需要の伸びが高いことである｡
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で民間資本形成の増加の大半を占めた29.輸出需要の伸びについては､75180年の第

1期は､繊維が伸び率においても大きな割合を占めたが､80-85年の第2期には､

繊維の輸出の伸び率は小さく(16%)､かえって一般製造業 (No.10-No.16)におけ

る輸出の増加の伸びが全輸出増加の45%を占め､繊維に代わって主要輸出産業とな

った｡また､85-90年の第3期も､繊維の輸出額の増加は全輸出増加の25%である

のに対し､一般製造業 (No.10-No.16)の輸出の増加は全輸出増加の45%を占め､

韓国の輸出構造の高度化が定着した｡

以上より､前節のSyrquinの比例成長よりの帝離モデルから得られた結果は､需

要面からも裏付けることができる｡

3-4節 既存研究との対比

韓国の発展に関する比例成長よりの帝離モデルによる研究は､かって青木 ･稲田

[1980]､韓福相[1989]および陳 ･藤川 ･二宮【1992】により分析が行われている部｡各

分析は､対象となった産業連関表および分析期間と分析手法が異なるため､係数的

というより傾向的な比較に留まるが､以下では､本論文の分析結果とこれら分析と

を対比し成長要因を検証する｡表 3-14は各研究結果の対比である｡

【表3-14】研究結果対比表

研究者 方 法 年 次 比例成長よりの帝離度(%)
国内最終需要 輸 出 輸 入 代 替 技 術変 化 合 計

計 最終需要 中間投入

青木.稲田 Syrquin法 1960-66 43 19 18 9 9 21 100
[1980] A=GDP比 1966-70 57 14 17 9 9 12 100

1970-75 28 54 9 1 7 10 100

韓福相[1989] Syrquin法 1973-78 27 42 9 -4 13 22 一oo
製造業 Å=総産出比 1978-83 25 37 29 7 22 9 100
陳.藤川.二宮 *syrquin法 1963-75 -90 89 0 -5 5 6 0
[1992] =̂総産出比 1975-85 -130 45 24 14 10 61 0
本論文 Syrquin法 1975-80 -100 93 63 50 13 44 100
[1999] ス=GDP比 1980-85 -77 59 37 26 ll 81 100
全産業 1985-90 28 -ll -2 -2 0 85 100
本論文 Syrquin法 1975-80 -10 38 36 24 12 36 100
[1999] 入=GDP比 1980-85 -38 53 35 21 14 50 100

注)各値は整数で表示した｡また､いずれの分析も1985年までは輸出と技術変化はプラス要因である｡
陳･藤川･二宮[1992]は合計がoとなる分析手法である｡また､ここでは国内最終需要と輸入代替における
最終需要を消費と投資の和とした｡
出所)青木･稲田[1980],韓福相[1989】.陳･藤川･二宮[1992].

法I政府資本形成 (公共投資)については､全期間を通 じて建設 (No.18)への投資の増加が政府資

本形成の増加の大部分を占めている｡

‥れ各論文 との対比で言えば､本論文は全産業に関する分析であ り､期間的には高度成長後半の先

進国入 りを果たす期間についての分析である｡また､マクロ集計値 との関連の考慮､産業間 リン

ケージの変化､輸入代替性および国際面を併せて分析 した点に本論文の特色がある｡
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青木 ･稲田【19801は､本論文の分析対象期間に先立つ 1960-75年の期間について､

韓国の工業化の要因を主に製造業31について分析 した｡分析手法は本論文と同様に

Syrquin法を用いて､んを GDP比にとり､帝離要因を国内最終需要､輸出､輸入

代替､技術変化に分け､分析期間を 1960-66年の1期､1966-70年の2期､1972-

75年の3期に区分して分析した｡青木 ･稲田の結論は､第 1期の成長の要因は輸出

と投資の伸びであるが､投資は海外に漏出し十分な効果を発拝していない㌔ また､

輸入代替も比較的高い値を示した｡第 2期の成長の主要要因は､実質賃金の上昇に

より消費 (国内最終需要)が伸びたことであり､輸出がこれに次いでいる33.また､

投資に関しては､海外-の漏出があり成長の主要要因とはいえないとする｡第 3期

の成長の主要要因は輸出である｡中でも､軽工業品の輸出の貢献度が高い｡また､

第 3期では､軽工業､重化学工業､金属最終､基礎中間の全製造分野にわたって輸

出が成長の主要な要因となった34｡

韓福相【1989】は､1973-83年の 10年間を 1973-78年の1期と1978-83年の 2期

に区分し､韓国の成長要因を分析した｡手法は青木 ･稲田【1980】と同様に Syrquin

の帝離モデルであるが､主に分析対象を製造業とし､えを総生産比および 1にとっ

て分析した｡韓福相【1989】の結論として､分析期間全体の韓国の成長要因は輸出で

あり､中心輸出産業は1期の軽工業から2期には重化学鉱業にシフトした㌔ また､

輸出に次ぐ成長要因は国内最終需要と技術変化である㌔ また､韓福相【1989】は､重

化学工業37は 1973178年の期間に定着を始め､1978-83年の第2期には輸出､国内

最終需要､中間需要輸入代替などの要因による効果を吸収して産業構造を高度化さ

せたこと38､重化学工業による中間需要輸入代替が著しく進行 したことと､それに

よる韓国経済の自立化が成長の要因であるとする390建設を除いた本論文の集計で

:tl製造業はさらに､軽工業 (食料品､繊維糸､繊維製品､皮革､木材木製品､紙印刷､ゴム､そ

の他製造)､金属最終 (金属 2次､一般機械､電気機械､輸送機械)､基礎申開 く化学､石油石

炭､鉄鋼､非鉄)に細分されている｡

･tz青木･稲田【1980】,p.34.

:n青木･稲田【1980】,p.34.

:h青木･稲田【1980】,p.35.

35韓福相【1989】,p.29およびp.37.

芯韓福相【1989】,p.37.

:r7重化学工業とは､石油化学､非金属､金属 1次､金属製品 ･機械をいう｡軽工業とは､食品飲

料､繊維 ･皮革､製材 ･木製品､･印刷出版 ･紙､その他製造をいう｡重化学工業と軽工業を合わ

せて､製造業という｡

:"韓福相【1989】,p.37.これは､本論文の第2期､第3期で重工業､一般製造業が伸びたこととも一

致する｡これは､第 3次経済開発 5カ年計画の成果と考えられる｡一

39韓福相【1989】,p.37.
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いえば､軽工業､重工業､一般製造における中間輸入代替の比例成長よりの帝離度

は､第 1期25%､第2期 13%､第3期 3%と低下するものの､いずれもプラスの値

を示し､傾向的に一致している｡また､本論文でも製造業に関する各期間の特色と

して､第 1期は､輸出と技術変化が最大の成長要因であり､最終需要輸入代替がこ

れに次いでいる｡第2期は､輸出､技術変化､最終需要輸入代替､中間需要輸入代

替の順に説明度が高いO韓福相【1989]の分析期間は､本論文の第 1期､第2期の前

半にあたるが､本論文においてもこの期間はいずれも輸出の比例成長よりの葬離が

大きく､また､中間需要輸入代替も総 じてプラスに解離し､韓福相【19891の分析結

果と一致する｡また､韓福相【1989】は韓国経済がこの期間に自立経済化したと指摘

するが､本論文においても､最終需要輸入代替と技術変化が説明要因として大きい

ことはこれと呼応 している｡

陳 ･藤川 ･二宮【1992】の韓国に関する分析は､日本 ･韓国 ･タイなどに関する多

国間の成長要因を比較研究したものの一部であり､1963-75年の1期と1975-85年

の2期について分析された｡分析手法は､乗離要因を(a)消費､投資､輸出に関する

最終需要の動向､(ら)消費､投資､中間投入に関する輸入依存度の変化､および(a)

投入産出関係の変化の3種に大別し､九を総生産比にとり部門を11に分類した分

析である｡本論文と比較の対象となるのは､後半の 1975-85年の期間であるO陳 ･

藤川 ･二宮【1992】によると､本論文の分析対象期間に先立つ第 1期の成長要因は輸

出であり､それは製造業全般にわたっていること40､また投資の成長-の貢献は､

機械､建設を中心とするものであること41であるOまた､本論文の分析対象期間と

重なる第 2期について､陳 ･藤川 ･二宮【1992】は､輸出に代わって投入係数変化が

最大の成長要因であり輸出はそれに次ぐとする42が､本論文でも技術変化がプラス

方向の帝離要因として大きく､陳･藤川 ･二宮【1992】の指摘と一致する.さらに陳 ･

藤川 ･二宮【1992】は､輸出に関しては金属､機械の両部門の成長-の貢献が大きく､

輸入依存度は第 1期よりも減少し自立化が進んだことを指務するOまた､この期間

に輸出部門は軽工業部門から機械､金属部門に移行し､機械､金属両部門の輸入代

替と投入係数の変化によって中間需要が増加 し､韓国の産業は高度化した43とするO

これは本論文の-般製造業においても認められることである440

以上の3論文を集約 し､本論文の成長要因と比較 して示したものが､表 3･15であ

る｡これによると､青木 ･稲田【1980】､陳 ･藤川 ･二宮【1992】が分析した 1960･75

年の期間は､韓国が経済成長を開始し高度成長に移行する期間であり､低廉で豊富

心陳･藤川 ･二宮【1992】､p.60.

41陳･藤川･二宮【19921,p.60.

42陳 ･藤)(い二宮【1992】,p.61.

43陳 ･藤川･二宮【19921,p.61.

44陳･藤川･二宮【1992】の分析は､本論文と傾向的に一致する｡

64



3章

な労働力を活用した労働集約型の軽工業品の輸出が成長を促進 した期間である｡そ

れが可能であった背景は､これら輸出用の軽工業品は国際的に生産方式は標準化さ

れ､国際市場での競争条件は価格のみであったことである (2章)0 1972年に始ま

る第3次5カ年計画は､維新体制の下で重化学工業化路線が押し進められ､産業構

造が先進国に近いものとなった｡これは､韓福相【19891､陳 ･藤川 ･二宮【1992】の

分析において､輸出部門が軽工業品より機械､金属部門に移行したこと､および重

化学工業が定着し発展したことに表わされている｡さらに､陳 ･藤川 ･二宮【19921

の分析によれば､本論文の指摘と同じく､投入係数変化が経済発展の主要要因とな

【表3-15】研究結果対比表(成長要因比較)

研究者 対 象 成 長 要 因高度成長初期 高度成長中期 高度成長後期

1960-75 1975-85 1985-90

青木.稲田[1980] 全産業 前期:国内最終需要後期:輸出(軽工業) - -

韓福相【1989] 製造業 - 輸 出 (前期:軽工業)輸 出 (後期:重工業) -

(特色として重化学工業の輸入代替が進行した)
陳.藤川.二宮 全産業 輸 出 投入係数変化と -
[1992] (軽工業) 輸出(機械.金属部門)

本論文[19991 全産業 - 技術変化と 技術変化と
輸出(重工業､一般製造業) 投資(重工業､一般製造業)

製造業 - 技術変化と 技術変化と
輸出(重工業､一般製造業) 投資(重工業､一般製造業)

出所)青木･稲田【1980]腰福相[1989],陳･藤川･二宮【1992】および本論文より作成｡

ったことが指摘されている45が､これは成長産業が初期の軽工業から集約度の高い

一般製造業-交替し､産業間のリンケージが緊密化46したことが､技術変化を成長

要因としたものと考えられる｡

3-5節 3章結論

以上を要約して､Syrquinの比例成長よりの乗離モデルを適用した場合の韓国経

済の発展要因は､分析期間前半の第 1期(1975-80年)および第 2期(1980-85年)は､

輸出が成長を主導し､分析期間後半の第3期 (1985-90年)は､技術変化と最終需

要､特に民間投資需要が成長を主導したといえる｡これまでの韓国の発展要因とし

て主流であった世銀などの主張する輸出主導型の発展説との対比で言えば､輸出は

分析対象期間の主要な成長要因であるが､輸出産業を含む重工業部門および一般製

造業部門に対する民間投資需要と､それに関連 して発生したと考えられる最終財お

よび中間財の輸入代替､およびそれらの複合的効果と考えられる技術変化も輸出と

同様に韓国の経済成長の要因であったといえる｡一般的にみて投資と輸入代替は､

4'一陳 ･藤川 ･二宮【1992】,p.61.

4(;この内容は 5章でさらに分析する｡
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同様に韓国の経済成長の要因であったといえる.一般的にみて投資と輸入代替は､

短期的には生産を増加させる要因であるが､長期的には産業間相互の連関度を向上

させ､産業構造を高度化させる要因でもある｡それが､分析期間全体を通じて発展

要因としての技術変化をプラスに帝離させた原因である47と考えられる｡また､1975

年から90年の間の韓国においては､輸出産業とともに建設(No.18)､金融保険不動

産(No.22)などの国内部門も同様に成長を牽引し､今岡 ･大野【1985】らの主張する複

線的発展が行われたことを表している｡また､輸出については､主要産業が 1975-

80年の第1期における繊維から 1985-90年の第3期には一般製造業に変化し､輸

出構造の高度化がはかられた.特に､一般製造業(No.10-No.16)における輸出と投

資の比例成長よりの乗離度が大きく､これら産業の成長が全体として韓国経済の発

展を主導したといえる｡最終需要輸入代替は､全期間を通じて一般製造業､特に民

間投資の分野で進展した｡中間需要輸入代替も重工業および一般製造業で進展した｡

47陳 ･藤川【1987】は日本の経済発展に関し ｢技術変化のプラス効果が出現する背景には各種産業

が勃興､成長して中間取引が多くなり-産業間の網の目が広がり､産業構造が高度複雑化｣する

ことが考えられるとする｡陳 ･藤川【1987】,p.58.
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4車 生産構造と市場構造の分析

4-1節 分析 目的 と方法

(1)分析 目的 と方法

3章では､比例成長よりの分析を通じて成長に寄与した産業を輸出面と国内面より分析

した｡輸出主導型の経済は､当然､海外よりの需要に強く反応する｡また､成長を主導し

た産業群が､輸出主導型､または投資主導型である場合､-国全体の経済の性格もその面

を強く持つはずであり､経済発展をリー ドした産業の交替は､経済全体の構造に変化を及

ぼすはずである｡4章では､これを確認するため､分析対象期間の韓国経済の性格を､産

業連関分析において一般的に用いられる生産誘発係数と最終需要項目別市場依存度を用い

て分析する1｡

(2)分析方法詳論

生産誘発係数とは最終需要の各部門 (例えば民間消費支出)の1単位の需要の増加が各

産業の生産 (産出)を誘発する程度を示す係数である｡いま､ある最終需要により誘発さ

れる総生産ベクトルをX､その内､民間消費支出により誘発される部分をXい 政府消費

支出により誘発される部分をX9､民間投資支出により誘発される部分をXip,政府投資支

出により誘発される部分をXか 輸出により誘発される部分をXeとすると2､

X - Xc+X9+Xip+Xig+Xe

が成り立っ｡行列要素で表示すれば､

xi-Xct+x9i+xipi+xigi+xei i-1-･n

(1)

(2)

となる｡レオンチェフ逆行列Bdを用いれば､総生産ベクトルXは最終需要ベクトルFの

関数として､

X-Bd･F (3)

で表されるが､最終需要ベクトルFが､民間消費支出ベクトル Fc､政府消費支出ベクトル

Fg､民間投資支出ベク トル Fip､政府投資支出ベクトル Ftg､輸出ベクトルEにより構成
されるとすれば､X-Bd･Fは､

X - Bd･(Fc+Fg+Fir+Fw+E)

1産業部門の性格は､誘発される生産量に応じて､(α1)

(4)

輸出主導型､(α2)投資主導型､(α3)消費主導型に

分類され､依存する市場構成により､(bl)海外依存型･(b2)国内投資依存型･(b3)国内消費依存型に分頬され

る｡また､ここで生産丑とは中間投入を含む総生産 (産出)を意味し､それがGDPを意味する場合は各個前
で明示する｡

2金子 【1983],pp.23-26･ただし在庫需要は除いたo
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となるO(1)式と対比することにより､各需要項目により誘発される生産額 (最終需要部門

別生産誘発額)は以下となる｡

a
?

為

瑞

鞠

ガ

●

●

■

●

■

.α

J叫

.α

.α

､d

β

8
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ニ
ニ
ニ
ニ
ニ

i

i
.
㌦

㌦

i<-I

)

-ヽ..一′
メヽ

)

＼ljノ

5

6

7

8

9

t

(

(

l

(

ここで､各最終需要ベクトルの要素の列和､

fc- [1-･1]･Fc, f9-[1･･･l]･Fg (10)

でベク トル Xc～Xeの各項を割れば､各部門の需要1単位の増加により誘発される生産額

が求まるOこれが生産誘発係数であり､民間消費支出を例にとれば､

民間消費支出の生産誘発 Xc Bd･FC

係数ベクトル fc fc

最終需要項目が誘発する生産額

最終需要項目別の最終需要の累計額

である｡

2)市場依存度

市場依存度とは､各産業の生産が究極的にどのような最終需要の市場に依存しているか

を示す係数である｡それは各最終需要項目の生産誘発額を当該部門の生産誘発額の総計で

割って得られるO(2)式より明らかなように､第i産業の総生産xiは冬需要項目により誘

発される生産誘発額 (xci,Xgi-)の和で表される｡

xも- X｡i+xgi+∬ip‡+xigi+xet i-1- n (13)

(13)式あ右辺の各項を左辺で割れば､各産業がどのような市場に依存するかを示す値を得

ることができる0第i産業の最終需要項目別の市場依存度は下式の右辺の各項をいう｡

1 = 空室 + 空室 + 空重 + 聖監 + 聖ま
Xi Xi Xi Xi Xi

民間消費支出を例にとれば､第i産業の民間消費支出に対する市場依存度は､

第i産業の生産の民間消費支出 ∬｡‡

に対する市場依存度

である｡

Xi

各最終需要項目が誘発する生産額

当骸部門の生産誘発額総計
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4-2節 分析結果

(1)1975-1990年の韓国の生産構造

分析対象期間の韓国の部門別の生産誘発係数は表 4-1(上段)3､生産誘発係数

の経年的変化は図 4.1および表 4-3である｡

(a)期間を通 じた生産誘発係数の趨勢4

成長の主要説明要因であった第 2次産業では､軽工業が､民間消費と輸出に

より生産が誘発 される度合いが高く (いずれも 0.494)､内需 と外需に共に敏

感に反応する生産構造である｡重工業ついては､生産誘発度は輸出(0.476)､政

府資本形成(0.429)､民間資本形成部門(0.388)において高 く､輸出と投資に依

存する生産構造である｡

【表JH】 生産誘発係数と最終需要項目別市場依存度(1975-90年の平均値)

生 産 誘 発 係 数 各需要1.0に対する値｡

大分類 細分 部門コード 国 内 海 外民間消費 政府消費 民間資本形成 政府資本形成 輸 出

_ー蓑1遡 一一_ 1-2 0.283 0.030 0.059 0.062 0.091

第2次 軽工業 3-6 0.494 0.060 0.089 0.096 0.494重工業 7-9 0.214 0.127 0.388 0.429 0.476

一般製造 10-16 0.093 0.081 0.400 0.193 0.376

建 設 18 0.014 0.023 0.644 0.923 0.011
第3次 一 般 19-25 0.641 0.465 0.355 0,293 0.413

公 共 17.23 0.045 0.766 0.031 0.032 0.038

最 終 需 要 依 存 度 %表示

大分類 細分 部門コード 国 内 海 外民間消費 政府消費 民間資本形成 政府資本形成 輸 出

第1次 1-2 78.9 1.4 4.4 1.4 12.0

第2次 軽工業 3-6 57.3 1.5 3.9 1.1 33.5重工業 7-9 33.8 4.0 19.4 5.5 37.7

一般製造 10-16 18.5 2.9 29.2 3.8 43.8

建 設 18 4.4 1.3 67.3 25.3 1.8

第3次 一 般 19-25 55.8 7.9 14.4 3.4 18.1

公 共 17.23 18.7 66.8 3.9 1.0 9.6

注):在庫は除いた｡

出所)表4-2(a)～(d)および表4-4(a)～(d)より作成｡

･'l各年表は表 4-2(a)～表 4-2(d)として巻末に示 した.

1以後､説明要因の小さい第 1次産業､第 3次公共などは脚注に記載する｡第 1次産業 (農林

水産､鉱業)は､民間消費による生産誘発が他の最終需要部門に比べて大きいがその値は小さ

い (0.283)｡
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成長の説明要因 として､最 も比重の大きい一般製造部門については､生産誘発

係数は民間資本形成(0.400)と輸出(0.376)で大きく､輸出と投資に依存する生

産構造である｡建設については､政府資本形成 (公共事業)による生産誘発が

圧倒的に大きく(0.923)､ついで民間資本形成(0.644)の順であ り､国内投資依

存型の生産構造である｡

第 3次産業については､一般サー ビス部門が国内および海外の需要により生

産が誘発 され る度合が高く(0.293-0.641)､産業全般 より生産が誘発 される構造

である｡

(b)生産誘発係数の経年的変化5

各部門の生産誘発係数は様々の要因により経年的に変化するが､軽工業につ

いては生産誘発係数 は民間消費で上昇 し(0.441-0.632)､輸出で減少 した

(0.558-0.480)o重工業については､生産誘発度の期間的な傾向の変化はない.

一般製造業は変化が最 も大きかった部門であ り (図 4.1参照)､生産誘発係数

は､民間消費(0.044-0.203)､民間資本形成(0.300-0.509)､海外(0.238-0.506)

の各部門で上昇 したO-般サー ビス部門については､生産誘発係数は民間消費

(0.575-0.732)および政府消費(0.414-0.549)部門で上昇 した｡

r'第 1次産業では民間消費による生産誘発度が低下 した(0.358-0.195)0
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【図 4.1】 産業別の生産誘発係数の推移
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【表 4-3】 生産誘発係数(経年変化)

生産誘発係敬 国 内 海 外

大分頬 細分 部門コイ 年度 民間消兼 政府消費 民間柴本形成 政府資本形成 輸 出

第1次 1-2 75 0.358 0.043 0.098 0.096 0.159
80 0.316 0.025 0.061 0.065 0.084
85 0.263 0.028 0.044 0.046 0.062
90 0.195 0.025 0.032 0.039 0.058
平 均 0.283 0.030 0.059 0.062 0.091

第2次 軽工業 3-6 75 0.44ー 0.049 0.087 0.108 0.558

80 0.470 0.046 0.097 0.097 0.490
85 0.432 0.081 0.093 0,092 0.447
90 0.632 0.062 0.079 0.085 0.480
平 均 0.494 0.060 0.089 0.096 0.494

重工業 7-9 75 0.184 0.130 0.384 0.443 0.394
80 0.231 0.116 0.420 0.463 0.527
85 0.229 0,144 0.410 0.463 0.535
90 0.212 0.119 0.338 0.348 0.448
平 均 0.2ー4 0.127 0.388 0.429 0.476

一般 10-16 75 0.044 0.026 0.300 0.144 0.238
80 0.043 0.032 0.332 0.232 0.325

製造 85 0.083 0,ー01 0.457 0.177 0.434
90 0.203 0.166 0.509 0.217 0.506
平 均 0.093 0.081 0.400 0.193 0.376

建 設 18 75 0.008 0.0ー0 0.652 0.900 0.005
80 0.OH O,0ー2 0.672 0.876 0.008
85 0.0ー6 0.034 0.620 0.960 0.0ー6
90 0.021 0.036 0.633 0,956 0.0ー4
,ー● 0.014 0.023 0.644 0.923 0.011

第3次 一 般 19-25 75 0.575 0.414 0.363 0.306 0.403

80 0.588 0.402 0.352 0.270 0.412
85 0.668 0,495 0.350 0.298 0.397
90 0.732 0.549 0.353 0.297 0.438
平 均 0.64ー 0.465 0.355 0.293 0.413

公 共 17,23 75 0.035 0.808 0.031 0.033 0.034
80 0.037 0.768 0,035 0.035 0.042
85 0.056 0,763 0.036 0.037 0.045
90 0.051 0.726 0.023 0.022 0.032
■ 0.045 0.766 0.031 0.032 0.038

出所)表4-2(a)～(d)より作成｡

(2)1975･1990年の韓国の市場構造

分析対象期間の最終需要項 目別の市場依存度は表 4-1(下段)6､その経年変化

は図 4.2および表 4-5である｡

これによると7､期間を通 じた成長の説明要因として大きな比重をしめる第 2

次産業に関 しては､軽工業部門での市場依存度が大きな値を示すものは､民間

消費と輸出であ り(57.3%および 33.5%)､ ｢国内消費と外需型｣である｡重工

業部門では､輸出(37.7%)､民間投資(33.8%)､民間投資(19.4%)に市場の大部分

を依存する ｢外需 と国内投資型｣である｡ 一般製造業の市場依存度は､海外

(43.8%)､民間資本形成(29.2%)が大 き く､民間消費の占める割合は小 さい

(18.5%)｢外需 と国内投資型｣である｡建設部門の市場依存度は､民間資本形

成が大きな割合を占める(67.3%)｢国内投資依存型｣である｡第 3次産業であ

る一般サー ビスの市場依存度は､民間消費が過半数(55.8%)を占める ｢国内消

6 各年表は表 4-4(a)～表 4-4(a)として巻末に示 した｡

7 成長の説明要因度が小 さい第 1次産業 (農林水産､鉱業)は､大部分を民間消費に依存する

(78.9%)0
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費型｣である8｡

各セクターの市場依存度の変化を経年的に見ると9､軽工業部門では､民間消

費の市場依存度は低下 し(0.623-0.508)､海外部門の市場依存度は上昇 して

(0.304-0.388)､海外市場-の依存度が高まった｡重工業部門では､民間消費

の市場依存度は低下し(0.384-0.306)､民間投資の市場依存度が上昇 し(0.150

-0.265)､投資依存を強めた｡一般製造部門では､市場依存度は民間消費(0.208

-0.244)､民間資本形成(0.268-0.334)で上昇 し､国内部門に依存する割合が

高まった｡建設部門については民間資本形成による市場依存度が上昇 した

(0.659-0.729)｡一般サービス部門では市場依存度は民間消費で低下し(0.639

-0.421)､民間資本形成(0.077-0.300)で上昇 した｡ しか し､その他の国内部

門の比率の変化は少ない｡

8成長の説明要因度が小さい第 3次公共については､政府部分の占める割合が大きい(66･8%)0

9 第 1次産業では市場構成の変化はない｡
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【図 4.2】 産業別の最終需要項目別市場依存度の推移
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注):各図は表4-4(b)より作成｡
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【表上卜5】 最終需要項目別市場依存度(経年変化)

最抵藻草依存度 国 内 海 外

大分類 細分 部門コート' 年産 民揃消費 政府消費 民間資本形成 政府棄本形成 輸 出

第1次 1-2 75 0.757 0.0柑 OD46 0.8ー2 0.130
80 0.887 0,017 0.040 0.015 0.H5
85 0.764 0.016 0.045 0.012 0.107
90 0.748 0.0ー4 0.044 0,015 0.128
平均 0.789 0.014 0.044 0.014 0.120

第2次 l軽工業 3-6 75 0.623 0_Ot3 0ー023 0.009 0.304

80 0.605 0,0ー3 0.033 0.0ー0 0.306
85 0.557 0▲018 0ー041 0.O†一 8.343
90 0.508 0◆017 0.060 0.012 0.388
平均 仇573 0.015 0.039 0.011 0.335

霊工業 7-9 75 0.384 0.050 0.150 0.054 0.318
80 0.352 0.040 0.ー69 0.058 0.389
85 0.309 0ー034 0★191 0.057 0.43ー
90 0,3粥 0.034 0.285 0.049 0.37ー
平均 0338 0.040 0.ー94 0.055 0★377

一般 10-16 75 0.208 0★022 0168 0十039 0,432
80 0.ー32 0.022 0_268 0.059 0.482

搬造 85 0.ー57 0.033 0.296 0.030 0.486
90 0.244 0.039 0.334 0.025 0.350
平均 0.185 0,029 0.292 OD38 0.438

連 投 18 75 0◆041 0★0ー0 0,659 0.279 0.0IT
80 0.04ー 0.0ー0 0.663 0.271 O.Ol5
85 0★047 0.0ー8 0.642 0_265 0.028
90 0.045 0,015 0.729 0.195 0.017
平均 0.044 0.013 0.673 0.253 0.0ー8

第3次 一 般 19-壬5 75 0.639 0.085 0.077 0.020 0.ー73
80 0,587 0.09ー 0.093 0.022 0.199
85 0584 0.075 0.106 0.024 0.207
90 0◆421 0一064 0十300 0★068 0､145
平均 0.558 0.079 _0.144 0◆034 0､181

公 共 ー7.23 75 0十171 0十723 0,0～9 0.009 0.063
88 0十150 0十715 0.037 0ー0ー2 0十083
85 0.242 0.574 0.054 0.Ot5 ONH6
90 0.183 0.658 0.035 0.004 0★120
平均 0.ー87 0.668 0,039 0.010 0.096

出所)表4-4(I)～(d)より作成｡

4-3節 4章結論

以上より､韓国の 1975-90年の生産構造は､生産誘発面での輸出の割合は高

いものの国内需要による生産誘発度 と市場依存度も同様に高い複線的傾向を

示 しているOまた､3章の分析における成長の主要説明要因であった第 2次産

業に関しては､繊維を含む軽工業は､民間消費需要と輸出により生産が誘発さ

れ､最終常要項 目別市場依存度もこの両者に依存する度合いが大きいが､国内

の資本形成需要からはほとんど生産が誘発されず市場依存度も低い｡これに比

較 して､成長-の貢献度の大きかった重工業､-般製造業および建設業では､

輸出とともに資本形成 (民間と政府)により生産が誘発され､最終需要項目別

市場依存度も輸出とともに投資常襲 (資本形成)に大きく依存 している｡一般

的に投資は2面性を持ち､短期の国民所得の増加要因であると同時に長期的に

は生産ポテンシャルを増加させ産業構造を高度化させる要因であるO分析期間

後半 (85･90年)に設備投資常襲の GDPに占めるシェアが輸出のシェアを上

回ったことは､常要の波及を通 じて韓国経済全体の生産を増加 させるとともに

韓国の経済構造を高度化するO以下5章では､これをさらに各種の指標を用い

て検証するO ･
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5章 産業構造変化の分析

5-1節 分析概要

韓国の主要な成長要因であった技術の変化は産業間のリンケージの変化と考え

られるが､ここでは､影響力 ･感応度係数､レオンチェフ準行列､単位構造系お

よび国産化率の変化を計測することにより､分析期間内の韓国の産業間のリンケ

ージの変化を産業全体と個別のセクターに着目し分析する｡産業連関の構造分析

上､先進国の経済の特色は迂回生産性の大きいことが多くの研究例で指摘されて

いる1｡ 3章の分析において､輸出とともに民間設備投資､特に一般製造業

(No.10-No.16)における投資需要が期間後半の成長の主要要因であったことは､

設備投資需要を通 じた生産設備の増加による産業構造の高度化と国産化が経済

成長の要因となりうることを推測させる｡80年代後半の韓国の生産技術水準につ

いて李満基【1990】2は､繊維､石油化学､鉄鋼はすでに消化吸収 した産業として

成熟から衰退期にあり､家電､自動車産業は消化改良した成熟期にある産業､電

子､精密機器は成長期にある導入初期産業と位置付けるが､80年代後半に成熟-

成長期にある裾野の広い一般製造業 (No.10-No.16)に投資需要が活発に向けら

れ投資依存型のこの産業が成長 したことは､経済全体の産業間リンケージを増加

させる要因となりうる｡以下では､韓国の 1975年と90年の接続不変産業連関表

を用いて､産業間全体のリンケージの変化を計測する｡5-2節では各産業の影響

力係数 ･感応度係数3を求め､その変化を観察する｡また､産業連関表をSimpson.

etalJl986】､尾崎･石田【1970】､福井【1987]､青木･稲田【1980】および総務庁【1989】

に準じて三角化 し､レオンチェフ準行列を求めてその変化を観察する｡また､5-

3節では､産業部門中で成長が著 しい一般製造業部門の主要産業 (輸送機器､一

般機械､電気機器)と初期の成長産業であった繊維に着目し､三角化した産業連

関表に関して尾崎の単位構造系4を用いて各部門の投入構造の特色と他部門-の

生産の波及性を計測 し､経済成長との関係を分析する｡5-4節では､韓国の国産

化率の変化を､付加価値を基準として51975年と90年の接続不変産業連関表､日

韓国際産業連関表およびアジア国際産業連関表により計測し､その変化を観測し

て成長要因と関連づける｡

1新飯剛 1997】,p.191および尾崎【1979】,p.105.

2李満基【1990】,p.309.原典は韓国科学技術研究院0
3 ここでは70年表を加えて観測 した｡

4 尾崎【1980】,pp.78-83.
5 ここでは､松村 ･藤川【19981の付加価値基準による国産化率を計測する｡
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分析に先立ち､レオンチェフ逆行列､レオンチェフ準行列､単位構造系および付加価値

基準による国産化率の関係を考察する｡レオンチェフ逆行列Bdは､産業連関分析において

総生産ベクトルX と最終需要ベクトルFdを結びつける行列であるのみでなく､様々な分

析の中で中心的役割を果たす行列である｡ それは単位行列をⅠ､投入係数行列をAdとし
て､Bd-lZ-Ad]~1で与えられるが､その第 i列の経済的意味は､産業iの1単位の需要
により直接間接に誘発される各産業の生産額6である｡2産業1需要モデルを例にとれば､

均衡産出量式はX-lZ-Ad｢1･Fdで表される｡これを行列要素を用いて表示すれば､

[::]-はZ::日霊] (1)
ここでbijはレオンチェフ逆行列Bdの要素であるOいま､fd1-1,fd2-0の場合､上式は､

[::]- ltll ::: 日 : ]- は ] (2)

となる｡よって､(1)式のβdにおける第1列は､第1産業の最終生産物 1単位を生産する

のに必要な各産業の生産量､第1産業の需要 1単位により発生する各産業の誘発生産額で

ある｡

レオンチェフ準行列は､レオンチェフ逆行列Bdに投入係数行列Adを乗じることにより

得られる｡数式的には､Ad･lZ-Ad]~1である.
単位構造系は､特定部門に生じた1単位の需要により各産業に発生する誘発的生産額で

あり､その生産誘発構造を立体的に表したものである｡

いま､最終需要ベクトルをF､投入係数行列をAか レオンチェフ逆行列をBd-【ZIAdrl､
総生産ベクトルをX とすると､産出関係は以下となる.

Ad･X+F -X

Xについて解いて､

x-lz-A訂 ~1･F

(4)式のXを(3)に代入して､

Ad･lZ-Ad｢1･F+F-lZ-Adrl･F
両辺のFを除く共通部分を比較すると下式を得る｡

Ad･lZ-Ad｢1+I-lZ-Ad]Ll

6新飯田【1997】,pp,70-71.
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行列要素を含んだ形で表示すれば以下となる｡

(6)式 (または(7)式)の左辺の第1項はレオンチェフ準行列であり､これは右辺のレオン

チェフ逆行列より単位行列 (単位需要の集合)を引いたものとなる｡レオンチェフ逆行列

の経済意味は､各産業の1単位の需要により直接間接に誘発される各部門の生産額であっ

たため､レオンチェフ準行列は､各部門の需要1により間接的に発生する生産額を表すこ

とになる｡また､(6)式 (または(7)式)の両辺が等しいためには､両辺の行列の各要素が

一致する必要があるが､これを特定 ｢列｣について見たものが単位構造系である02部門

経済の例で示すと､(6)式の関係は以下となる｡

二 ∴ 日 ∴ 二 二 二 一 二二二 : 二

右辺の第1列に対応する関係のみを取り出せば､

[: :llaa:22 日 ba1 bu [ : ] ･ [ 臣 lZ:11 ]

(8)

(9)

となる｡この左辺が第1項が単位構造系と呼ばれるものであり､これは､尾崎【1980]､黒

田[1984ト 瀬地山【1988]と同様7の式となる｡
付加価値基準による国産化率も､同様の展開により得られる｡すでに見たように､レオ

ンチェフ逆行列の第i列の意味は､産業iの1単位の需要により直接間接に誘発される各産

業の生産額である｡各産業は､当然､中間投入財として国内財ともに外国よりの輸入財を

使用し､需要の効果は外国-漏出する｡この1国で発生した最終需要 1単位により発生す

る総付加価値の内､国内に残留する割合が国産化率である｡国産化率は､レオンチェフ逆

行列の第i列の各要素に各産業の付加価値係数を乗じて加え合わせることにより得られる｡

国際産業連関表においても､レオンチェフ逆行列は､特定国において発生した産業iの最

終需要1単位により各国に誘発される生産額を表すため､これに各国の付加価値率を乗じ

て特定国について加え合わせることにより､特定国の国産化率と各国に派生していく付加

価値の波及率が求まる｡

7尾崎 [1980],p.79､黒田【1984】,p.286､瀬地山【1988】,p･23
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5･2節 産業間リンケージの変化の計測

(1)影響力係数と感応度係数の変化の計測

1)計測方法

影響力係数とは､産業に対する1単位の最終需要の増加により全産業に誘発される波及

効果を表す係数であり､産業の後方連関度を表す指標である｡また､その表現には数種のバ

リエーションがあが ｡感応度係数とは､全産業の需要が1単位増加した場合に着目する産

業に誘発される生産の程度を表す係数であり､産業の前方連関度を表す指標である｡その

表現には､影響力係数と同様に数種のバリエーションがある｡本論文は､韓国の1975-90年

の影響力係数と感応度係数をRasmussenl1956]の方式により定義し､その変化を観測して

産業間のリンケージの変化を観察する｡産業区分は､3章で用いた産業分類をChenery.et

al.【195819の産業分類に準じて消費形態面では中間投入的産業と最終需要的産業に､生産形

態面では製造業と基礎産業の8つに集約10し､その経年変化を観察することにより､韓国

経済の産業間の相互作用の強さを計測する｡影響力係数と感応度係数の定義は以下の式で

ある｡

第31産業の影響力係数 -

第i産業の感応度係数 =

孟墓皇 bij3-1i-1

皇 bi,･
j-1

吉皇皇bi,･i=13--1

bi3･の第j産業の列方向和

bi3･の列和の平均値

biJの第i産業の行方向和

bi3･の行和の平均値

(10)

(ll)

2)計測結果

表5-2および図5.1は計測結果であるが､これによると､全産業を通じて75年から90

年には明らかに ｢感応度係数｣の増加がある｡感応度とは､全産業からの影響の受けやす

さを示す係数であるため､各産業群でこの係数が上昇することは産業間の相互依存性が高

まったこと､つまりリンケージが緊密化したことを表している｡これは､3章において成

長要因として技術変化が高い値を示したことを裏付ける｡

8谷山【1991】,pp･123-127･鳥居 【1992】,p.248.
gYotopoulos.etal.[1976】(鳥居訳 【1984】,p.381.)
10集計値 (表5-2)は､部門ごとに各産業の計測値 (表5-1(a)､表5-1(b))を生産高で加重平均した｡
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【表5-1(a)】 韓国産業連関表における影響力係数の経年変化

区分 番号 産 業 記 号 Ⅲ 分 類 区分 番号 産 業 紀 号 Jl * *

1970 1975 1980 1985 1990 備 考 1970 1975 1980 1985 1990 nr 考

最終 34食品飲料業魚椎工業 ⅠⅡaせ工 1.0921.189 1.1711.167 1.0731.123 1.1121.166 1.1261.145 中間 5製材木製品 Ⅱa 工 0847 0815 0811 0883 0879

6印劇出版 1.117 1.123 1.113 1.117 1.030

10金属製品 Ⅲb重工 1.188 1.322 1.192 1.141 1.168増加横向 7石油化学 Ⅱbiヒエi 0_946 0.887 0.858 0.859 0.930

♯ ll一般機械 1.160 1.025 1.241 1,082 1.065 投 8非金Jt製品 1.134 1.147 1.158 1.054 1.004

辛的 1213電気機器電子通信機器 1.016 1.260 1.1900.969 1.0670.919 1.0550.933 人的 9金点1次製品 1.076 1.250 1.332 1.280ii 1.211

製 14輪送機器 1.0521 0.959 0,992 1.075 1.133増加傾向 A

逮莱 15161825f+%稚器その他製造建 設その他 0.9151.0241.1471.470io.989i li-:………日 莞】 1.114l 1.468 0,959日 二三三t 1.543 1.0141.0951.0301.533増加傾向 造菓

Ⅳ 分 類 備 考 Ⅰ 分 類 備 考

最 基# # 1920小売り飲食宿泊 Ⅳ 3次 0.789 0.7650.738 0.818∃ 0.882 0.813岩 0.872■ 0.807 中 基同 種 12農林水産業銘 菓 la!11次 0.853 0.784 0.779…0.818 0.834

# 産 21運輪保管通信 0.949 0.922! oー819 0.841 0.807 投 産 17屯力がス水道 ーbrII3次 0.914 1.076 1.009 0.805 0.817増加額向

注) .産業分類はChenery良Yatanabe〔1958]に奉 じた｡ただしI､D､JE分筆削こおいては産業の種類によりさらに細分 した｡

【表5-1(b)】 韓国産業連関表における感応度係数の経年変化

区分 番号 産 業 記 号 Ⅲ 分 類 区分 番号 産 業 妃 号 Il 分 類
1970 1975 1980 1985 1990 備 考 1970 1975 1980l1985 1990 備 考

最終 3食品飲料業 皿a軽 工 0.830 0.694 1.022⊇ 1.190 1.212増加傾向増加傾向 中間 5製材木製品 Ⅱa 工 0.563 0.492!0.686 0.704 0.690増加傾向

4紙推工手 0.786 0.699 1.070 I.138 0.956 6印刷出版 0.776 0.676 1.051 1.134 1.034

10金属製品 Ⅲb重工 0.529 0.465 0.664 0.733】 0.733 7石油化学 Ⅱb 工 1.189 2.062 3,153 2.603】2.044増加傾向

需 ll一般機械 0.509 0.469 0.738 0.845 0.858増加候向 投 8非金属製品 0.596 0.544 0.859 0.854 0.852増加便向

要 12電気機器 0.547 0.479 0.679i 0.7047 】l O.724l 増加便向力倹向 人的 9金属 1次製品 1.269 1.440室2.135手蔓 ii! l2.099】i ∃1.967r1-l 増加傾向

的製 1314電子通信機器輸送機器 0.566 0.4620.451 0.750ー 0.23 0.8140.630 0.619日 ).863増 ロ p増加傾向 #

造 15精密機器 0.471 0.409 0.596 0.584 0.591増加傾向 近

莱 161825その他製造建 設その他 0.4920.5560.904 0.421i ::言;; 0.6170.6550.890i o.587j :蕊 】 0.690! ∴:1増加候向増加便向増加傾向 業

Ⅳ 分 類 備 考 Ⅰ 分 類 備 考

最 基終 礎 1920/ト売り飲食宿泊 lI l.251い 一1760.619 1.4390.736i l.252r 1.231OL704i ト 中 基間 礎 12農林水産業 Ⅰa 1次 0.964 0.956日.213∈1.225ll.191増加便向

要 業 22金融保険不動産 il 0.691 0.827 1.354 ,増加傾向 入 業 23行政国防 0.451 0.394 0.535!I0.525 0.523

注) 産業分類はChenery良Vatanabel1958]に準じた｡ただしⅠ､Il､Ⅲ分類においては産業の種類によりさらに細分 したe
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【図 5.1】影響力係数 と感応度係数の経年変化 1970-90年

09

r
i

(凡 例)

90年表計測値

85年表計測価

80年表計測値

75年表計測仕

分類および
70年表計測値

0.6 1.0 1.a

影 響 力 係 数

I.:農林水産業､鉱業 IL:電力ガス水道､行政国防

II..:虫材木製品､印刷出版 Ⅱl:石油化学､非金A製品､金Atl次製品
Ⅲ.:*晶飲料業､搬維工業 Ⅲl:金属熱晶､一般根城､電気繊器
Ⅲl:電子逓倍､輸送､精唾槻枕､その他製造､連投､その他

Ⅳ:小売､飲食宿泊､運抽通信保管､金融保険不動産.その他サービス

注)表 5-2よ り作成｡

【表 5-2】集合部門の影響力係数 と感応度係数の経年変化

集 合 部 門 名 称 柑70年表 1975年表 1980年表 1985年表 1990年表

影響度 感応度 影響度 感応度 影響度 感応度 影響度 感応度 影響度 感応度

Ⅰ一Ⅰb中間投入的基礎産業 1次産業 0.852 0.807 0.780 0.724 0.780 0.913 0.823 0.971 0.834 0,955公共サービス 0.706 0.534 0.917 0.499 0.821 0.698 0.854 0.771 0.878 0.682

､Ⅱ●l.中間投入的製造業 軽工業 0.984 0.674 0.968 0.579 0.996 0.932 1.049 1.080 0.977 0.888量工業 1.001 1.109 0.974 1.714 1.001 2.564 0,992 2.227 1.033 1.935

Ⅲ■日.最終需要的製造業 軽工業 1.137 0.919 1.169 0.814 1.096 1.144 1.136 1.325 1.135 1.2321工業 1.114 0.610 1.0糾 0.489 1.092 0.733 1,067 0.755 1.059 0.825

Ⅳ 最林需要的基礎産業 一般サービス 0.853 0.817 0.778 0.8一8 0.801 0.899 0.815 0.920 0.811 1.052∫
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(2)レオンチェフ準行列の変化の計測

1)産業連関表の三角化 とレオンチェフ準行列

レオンチェフ準行列の各要素は､各需要部門の単位需要により間接的に発生する生産額

であるが､特に､産業連関表を集積度を基準にして基礎産業からアッセンブリ一産業の順

に再配列 (三角化)した産業連関表に関する準行列は､要素の微小部分を落とすことによ

り当該国の産業間全体のリンケージの緊密度とその変化を視覚的に観察できる特色がある｡

産業連関表の三角化は､すでにLeontie申963]により試みられ､各国経済の構造比較11に

用いらた｡また､Simpson.etal.【1986】も､連関表の三角化を通じて各国の経済構造を比較

し､連関表を三角化することで産業間の序列的相互依存性 (hierarchy)と特定の産業群の

閉鎖性 (CirculaiLy)を知って､経済構造と各産業の特色を示した｡韓国の連関表の三角化

による産業構造変化の観察は､青木 ･稲田[1980]がSyrquinの比例成長よりの帝離分析に

続いて実施しているが､本論文では､1975年と90年の韓国の接続不変産業連関表の産業

序列を､Simpson.etal.[1986ト 尾崎 ･石田[1970ト 福井[1987ト 青木 ･稲田[1980ト および

総務庁 【1989]12を参照しつつ､図5･2(a)に示す形で三角化し､レオンチェフ準行列を算出

して分析期間の韓国の産業間リンケージ全体の緊密度とその変化を調べる｡

2)計測結果

図5･2(a),図5･2(b)は75年と90年の韓国のレオンチェフ準行列であるが､これによる

と､75年から90年には明らかに同- 1単位の需要の増加に対し産業間の連関関係が緊密

化して産業間の相互依存性が高まったことを表している｡

iILeontiefl19631,pp.44-53. !

l12simpson･etal･[1986】,pp･3791382･尾崎 .石田 【1970],pp.21128.福井 【1987],pp.127-141.青木 ･稲田
【1980】,p･43･総務庁 【1989】,p.1.
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【図5.2(a)】韓国 レオンチェフ準行列(1975年)

建 和 一 t l fI 全 会 非 食 そ 繊 印 製 石 拡 Jt t 運 小 金 スそ 行 そ
送 般 子 気 密 Jt Jt 金 品 の 推 刷 材 油 林 力 輸 禿 k の 政 の

投 機 拙 速 織 機 製 1 焦 軟 他 エ 出 木 化 暮 水 ガ 焦 り 保 他 国 他
器 械 借 器 械 晶 次 製 料 製 菓 版 製 学 産 ス 管 険 サ 防

機 製 晶 暮 連 晶 I 水 il l
器 品 道 借 ビ

部 門 分 類 18 14 13 13 12 15 10 9 8 14 16 4 6 5 7 2 ー 17 21 19 22 24 23 25

1814ll131215ー09 暮 牧輸送機券一般檎械t子逓倍機器t気積券精密機械金Jt製品金JL1次製品 6237 65 2i101 2128 8121 27144164265 55413159590 624 25 8455 85 3295 96114 56047 3622 23 36637

814 非金Jt製品*晶飲料兼 156 21 26

164657 その他製造繊維工業 98443 32

印刷出版｡ 47 31 341 3ー 23 39

製材木製叩石油化学 71 68171108106 75198141197 158 37ー 105 222258168 97275 31 26321

17 43 27 25

21 運輸保管通信 84 34 41 26 53 44 62 52 65 24 41 33 60 25 31 44

2224 金融保険不動産その他サービス 46 39 50 26 57 64 63 42 49 24 61 47 61 40 32 25 41 35 53 31 38 30 9121 36

注)比較のため飲食宿泊は除いた｡1000/(25*2)=20以下を空白とした｡筆者作成｡

【図5.2(b)】韓国 レオンチェフ準行列(1990年)

- 建 輸 - t 電 拝 金 金 非 食 そ 繊 印 製 石 拡 Jt 電 運 小 食 スそ 行 そ
送 浪 子 気 密 Jt Jt 金 品 の 推 刷 材 油 林 力 輸 売 k の 政 の

投 機 機 通 機 棲 製 1 属 飲 他 エ 出 木 化 手 水 ガ 焦 り 保 他 国 他
器 械 信 者 械 品 次 製 料 製 菓 版 製 学 産 ス 管 険 サ 防

機 製 晶 兼 連 晶 # 水 通 l
I.I .;. 道 借 ビ

-J- リ ム 18 14 13 13 12 15 10 9 8 14 16 4 6 5 7 2 1 17 21 19 22 .24 23 25

1814 暮 毅hb送機畢 280 20 27 2243 5787 20 67 4452 56

ll131215109 -般織械t子適任機器t気機#fA密tk械金Jt製品金Jt1次製品 41 68143 23 21 2856 139171 8936 40 29 26100 365149 27 30 20 24 52133217282 83161113591 780 2037 21 6ー 24 27 24 3434 8744 28

814 非金属製品*晶飲料兼 22 21 23 20 167 32 25 24 23 12890 93

16 その他製造 37 40 22 50

4 繊維エ兼 96494 5722 81

6 印錦出版 24 24 34 27 139 26336 105120

57 製材木製品石油化学 30 74105136 98 88123116107 129 128 102 168237149 95320 131 52 41 99 651432330724 31 2462 74 36 27 40 43

21 Lコ▲JLl 26 129 30
JL林水産暮 512 22 29 154 18217 t力ガス水止 21 25 27 24 23 27 42 60 57 27 37 48 27 35 50

21 運輸保f逓倍 43 30 35 29 35 37 37 36 60 32 46 32 43 46 33 30

19 小 売 り 55 77 69 59 81 82 67 54 47 73 71 70 64 63 48 30 37 23 31 39 28 40129

22 金融保険不動産 145 98 87 86 96126101 82 103 73 136108123 76 93 91 42 61 86124143 119 84133

24 その他サービス 20 36 22 22223

注)1000/(25*2)=20以下を空白とした｡聾者作成｡
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5･3節 主要産業の単位構造系の分析

1)単位構造系

単位構造系とは､特定のj部門の最終需要の波及が1国経済のどの部門にどの程度生産

を誘発させるかを表す行列関係式であり､Adにβdのj列を対角要素にとった行列を乗じ､

j部門の最終需要 1単位を要素とする列ベクトルを乗じることにより得られる｡

産業連関表はAdを投入係数行列､Xを総生産ベクトル､Fを最終需要ベクトル､Pを

価格ベクトル､Vを産出1単位当たりの付加価値ベクトルとすると､産出バランスに関し

ては【Z-Ad｢ 1･F-Xの関係が､投入バランスに関しては【ト AdT｢l･V-pの関係が
ある.この関係より明らかなように､最終需要ベクトルFや単位付加価値ベクトルVの水

準が外部より与えられるとすると､生産構造のパラメーターは投入係数行列Adのみであ

り､この投入係数行列の特性を理解すれば､オープンモデルで記述される経済の特性を知

ることができる13｡具体的には､重工業部門jで需要が1単位発生した場合､それは1次

的にはj部門-の直接の需要となって表れるが､それはj部門の投入構造を通じて他の生産

部門-第2次､第3次と需要が波及していく14｡この部門ごとの生産波及が､どのような

連鎖を持っているかを示すものが単位構造系であり､1単位の最終需要を満たすために必

要となる各部門の投入を表している｡図5.3(a)を例にとれば､各産業部門の行列の要素は

(9)式の左辺第 1項の行列

[: :: ::22 日 b Ll b Z l ] [ ; ] (12,

の要素である｡また､各行の集計値である右端は着目産業のレオンチェフ逆行列の列値で

ある誘発生産額より当該産業の最終需要 1単位を減じたもの

は ] - [ 去 ] (13,

である｡(9)式より､(12)式と(13)式は等しい｡

2)計測結果

図5.3(a)は､韓国の初期の成長産業であった繊維の1990年の単位構造系を､図5.3(b)

から図5.3(d)は､1975年から90年の韓国の主要な成長産業である一般製造業の代表的セ
クターである輸送機器､一般機械､電気機器の1990年の単位構造系である.集積度の高い

輸送機器､一般機械､電気機器では､各産業-広範に生産が波及し後方連関性があると同

時にブロック内の生産を誘発する構造である｡これに反して､繊維部門では､一般製造な

どの上位産業-の波及は少なく､産業構造を高度化させる要因とはなり難い｡80年代後半

に一般製造業が成長産業となったことは､この産業が部門内部のブロック内誘発性を高め

ることに加えて､最終組立産業として下位の産業-の生産の波及を高める構造を持ってい

る｡これが韓国経済全般の連関度の向上に貢献した原因といえる｡

13黒田[1984】,pp.2821291.
14また､i部門を軽工業部門とすると､重工業j部門と軽工票i部門の生産技術構造は当然異なっており､し
たがって他の生産部門-の波及の仕方も異なる｡
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【図5.3(a)】韓国 単位構造系(繊維工業 1990年)

織維工業への単位のJL終井草インパクト1000に対する誘発生産額
逆行列 列価 0010.010020.000.000,00 0.010.010.010020.02 1490.030.000.240010.020040.030.07011001000 004 219

建 坪 - t t 拝 金 金 非 食 そ 稚 印 製 石 拡 A t 運 小 金 スそ 行 そ 読
送 浪 子 気 密 JE Jt 金 品 の 絶 用 材 油 柿 力 槍 先 k の 政 の 発

投 機 拙 速 堆 積 製 1 JE 故 地 エ 出 木 化 暮 水 ガ 焦 り 保 他 国 他 生
器 械 信 者 雑 品 次 製 料 製 菓 版 穀 学 産 ス 管 険 サ 防 産

積 載 晶 兼 連 晶 I汰 通 l 級
蕃 晶 遭 借 ビ

1814ll1312ー5109 建 設坤送機器-般tI推t子通信拙器t気拙者f*密拙械金Jt製品金属1次製品 2 6 932 3 6 6 17 9715241714425

814 非金床製品BlIE'FIkA#

ー64657 その他製造繊維工業 ◎印刷出版製材木製品石油化学 革6√論_54 33 17494262237

24 3 6173732
17 t力ガス水道 22 4

2ー 運輸保管通信 16 4
19 小 売 り 52 7 3 70

22 金k保険不動産 66 12 6 11 108
24 その他サービス 3 2 8 15

2325 行政国防そ の 他 l22 4 3 3 037

【図5.3(b)】韓国 単位構造系(輸送機器 1990年)

輸送機器への単位のJt総需要インパクト1000に対する誘発生産額

逆行列:列伍 0011.280.070020.040010.030.220.020.020.010.020,010.010.140.010.010.030030,080.100010.00003 2.17

牲 祐 一 t t 捕 食 金 非 食 そ 鞍 印 袈 石 拡 JL t 運 小 金 スそ 行 そ 読
送 触 手 気 密 A JL 金 品 の 搬 刷 材 油 柿 力 輪 売 払 の 政 の 栄

投 4k 拙 速 横 磯 製 1 A 飲 他 エ 出 木 化 * * ガ 焦 り 保 他 国 他 生
# 棟 債 巻 繊 晶 次 史 料 水 井 版 # 苧 産 ス 書 抜 サ 肪 産

8 8t 晶 ♯ 連 晶 I水 遺 l 顔
器 晶 道 借 ビ

部 門 分 類 8 14 16 4 6 5 7 2 1 17

1814ll131215109 建 設輪送拙策 ◎-AB書経t子逓倍稚器t気機器拝密槻械金属製品金属1次製品 守 ; 633 4420d61 9 _ 3 _ 8 内 5 3 4 6 1532 5 2 102806816405272171618614ll6

8141646 非金尻製品食品飲料菓その他製造繊維エ兼印刷出版 ~8 2l… l

57 虫材木製品石油化学 474 3 - 2 - 10 31 1366ll2530

21 拡 兼JL林水産JE l l 37 l

17 t力ガス水道 8 5 2

21 運輸保管遺借 12 3 2
19 小 売 り 52 3 2 5 4 2 77

22 金触保険不動産 52 3 6 7 7 10 98

24 その他サーt'ス 3 l 2 7 140
2325 行政国肪そ の 他 I15 2 3 3 32
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【図5.3(C)】韓国 単位構造系(一般機械 1990年)

一般横枕への単位のA終需要インパクト1000に対する誘発生産額

逆行列.列値 01010011140060.030.010.030.280.020.020010010.010.010100.010.010030.040.07009002000004 204

建 格 - t t fF 合 金 非 書 そ 搬 印 畢 石 拡 Jt t 運 小 金 スそ 行 そ 読
送 政 子 気 密 JE JE 金 品 の 維 刷 材 油 柿 力 抽 売 k の 政 の 発

投 機 横 道 稚 拙 # 1 JE 飲 他 エ 出 木 化 * 水 ガ 保 り 保 他 国 他 坐
器 械 借 器 械 晶 次 製 料 製 兼 版 製 学 産 ス 菅 挨 サ 肪 産

禎 # 品 暮 連 晶 +水 通 l 板
券 晶 並 借 ビ

部 門 分 類 18 14 13 13 12 15 10 9 8 14 16 4 6 5 7 2 1 17 21 19 22 24 23 25

18 建 投 l l 2 2 11 114 5 10

14ll1312ー5109 輯送拙筆一般機械 ◎t子通信横幕t気捷串柿密機械金属製品金属1次製品 3境 目 223 17品 2 2 _ 三 伯 1 183 112 12143562983028218

8 非金属製品 1 1 3 3

1416 食品飲料業その他製､Lt l2 22
4 ≡絶推工業 1 2 86

65 印刷出版虫材木製 E' 32 3 13

7 FlFl石油化学 3 1 1 1212 4 2 5986132735

21 鉱 業農林水産業 l 1 2 9 2
17 電力ガス水道 9 7 2
21 運格保管通信 17 4 2
ー9 小 売 り 45 2 1 1 6 3 2 3 69
22 金k保険不動産 42 2 1 1 8 5 2 6 9 1 2 87

242 読 その他サービスー̀故国 5 2 8 17

【図5.3(d)】韓国 単位構造系(電気機器 1990年)

t気機器への単位の最終需要インパクト1000に対する誘発生産額

逆行列.列値 0.010010.020.17 1.100.010.020.160.qa0,020.010,010020.000.120.010.010.020040.080100.01000004 202

建 博 一 t t fr 合 金 非 文 そ 撮 印 畢 石 拡 Jt t 運 小 金 スそ 行 そ tJt
送 般 子 気 密 JE JL 金 品 の 絶 倒 材 油 柿 力 輪 売 取 の 政 の 栄

投 機 機 連 破 tk 穀 l JE 軟 他 エ 出 木 化 兼 水 ガ 焦 り 保 他 国 他 隻
器 械 店 草 枕 晶 次 製 料 穀 共 振 製 学 産 ス 曹 険 サ 防 産

■ 書等 品 Gl] 兼 連 晶 I 水道 遺 F信 ピ #

部 門 分 類 18 14 13 13 ー2 15 ー0 9 8 14 16 4 6 5 7 2 1 17

18 建 設 1 4 2 1 113 5 10

ー4ll131215ー09 輸送機器一般横械t子通信様舞t先払器 ◎精密機械金属製品金属1次製品 1 ー3 2 142…唱91 143 5 74 - 6 70 1 16 623ー71一ooll20ー6131
8 非金属製品 ー 10 13 2

14 食品飲料業､∠ヒ 19

164 その他製旭繊維工業 2 3 3 1ー 68

6 印刷出版⊂ユ 1 12 6 1 24

57 製材木製np石油化学 1 3 2 1212 5 2 31237ll2335

21 鉱 兼A林水産兼 l J 3 38
17 t力ガス水道 2 7 4 2
21 連坤保管通信 2 15 2 1 2
19 小 売 り 6 55 4 3 2 3 81
22 金k保険不動産 7 47 5 2 2 6 2 7 10 1 1 96

24 その他サービス 3 l I 2 7 15

2325 汀故国肪そ の 他 3 18 1 2 4 3 035
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5-4節 国産化率の変化の分析

1)付加価値基準による国産化率

すでに見たように､レオンチェフ逆行列の第i列の意味は､産業iの1単位の需要により

直接間接に誘発される各産業の生産額を表す｡各産業は､当然､中間投入財として国内財

ともに外国よりの輸入財を使用するため､需要の効果は外国-漏出する｡こここで､レオン

チェフ逆行列の第i列の各要素に各産業の付加価値係数を乗じて加え合わせると､それは

1国で発生した最終需要1単位により発生する総付加価値の内､国内に残留する率を表す

ことになる｡これを産業iの国産化率 (刀) と定義すると勺は､

n
･8-∑V,*b,IE=H (14)

で表わされる150産業連関表 (係数表示)の構造は一般に､図5.5に示すように､国内投

入係数行列 Ad､輸入係数行ベクトルAm､および付加価値係数行ベクトル Vより構成さ

れ､各列の列方向和は1となる｡(14)式を図を用いて表わすと以下となる｡

【図5.4】産業連関表の縦方向の関係

実数表示 係数表示
例 例 記号は係数表示について

江 口 - [ Ⅱ ] :≡

+
Zv

X

Ad-国内中間投入
係数行列
･輸入係数行
ベクトル

+ ∨-付加価値係数
ベクトル

+
∨ また､実数表示について

x-投入計-産出計

産業iの国産化率は､付加価値係数行ベクトルVにレオンチェフ逆行列Bdの第i列を乗じ

たものであるため､産業全体についての国産化率行列 (ベクトル)は以下となる｡

国産 化率行 列-V･Bd- lvl… Vn ]

all

bnl bb:n ] (15,

また､産業iの輸入比率は､産業iの1単位の最終需要により直接間接に誘発される付加

価値の内､海外に漏出する率であり (1-国産化率)で定義される｡また､産業全体につ

いての輸入比率を表した輸入比率行列 (ベクトル)は､輸入係数行ベクトルAmにレオン

15ここで V,･(0,1)は各産業の付加価値係数 (vl- Zul/ci,i-1･.･n)である｡国産化率は総合付加価値係数
とも呼ばれる｡松村 ･藤川【1998】,p.141.
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チェフ逆行列Bdを乗じて得られ､以下で表される｡

輸入比率行列 -Am･Bd- [aml… amn]

ここに､

ami- Zmi/xt i,i-1… n

また､国産化率と輸入比率を加えたものが1であることは､以下の式で示される｡

いま､図5･5より､i-[1･･11]とすると､

[1･･11]･Ad+Am+V- lll-1]

この関係を転置行列で表示すれば､

iT-li･Ad]T+At+VT

行列要素を含んだ形で表示すれば､以下である｡

ad21 ･･･adnl

ad2n ･H adnn

(adll+ad21+...+adnl)+aml+vl

(adln+ad2n+...+adnn)+ann+vn

ここに､

adij- Zdij/xi i,i-1- n

いま､(17)式を変形し､(15),(16)式を加えたものと比較すると､

(17)) Am+V- [1･･･1]･lIIAd]

(15)+(16) -i V･Bd+Am･Bd-lV+Am]･lI-Ad｢l

(16)

(17)

(18)

(19)

よって､

lv+Am]･lZ-Ad｢1-[1...1Hz-Ad日IIAdrl-[1...1] (22)

これより各産業の国産化率と輸入比率の和は1となる｡国際産業連関表においても､レオ

ンチェフ逆行列の意味は､特定国において発生した産業iの最終需要 1単位により各国に

誘発される生産額を表す｡これに各国の付加価値率を乗じて､特定国について加え合わせ

ることにより､特定国の国産化率と各国に派生する付加価値波及率が求まる｡
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2)計測結果

表5-316は､韓国の各産業17の75年と90年の国産化率を比較したものである｡これに

よると集積度の高い建設､一般製造分野と基礎産業である石油化学で国産化率が上昇して

いる｡

また､表5-4(a)および表5-4(b)はこれを日韓産業連関表18のレベルで計測したもので

ある｡75年と90年の韓国の国産化率の変化をみると (表5-4(a))､主要産業で日本-の付

加価値の誘発率が減少し韓国国内-の誘発率が上昇している｡これより､韓国では日本に

漏出していた需要を国内に取り込むことにより､生産の増加 (付加価値の増加)が計られ

たことがわかる｡これを日本の産業連関表で計測すると (表5-4(b))､韓国国内-の誘発率

はいずれも1%以下であり､韓国-の付加価値の漏出度は少ない｡韓国の貿易構造に関して

は､日本よりの輸入 (大部分は資本財と中間財)が大きいことが特色である｡90年に韓国

の国産化率が上昇したことは､自国投資の効果により日本に漏出していた資本財 ･中間財

を国内生産するようになったことを示すものと考えられる｡

【表5-3】付加価値基準による韓国の産業部門の国産化率の推移

部 門 名 No. 国産化率 %75年 90年 増減 % 備 考

建 設 18 76.3 84.7 8.4 0
輸 送 機 器 ー4 64.2 73.4 9.2 ○
一 般 機 械 ll 67.1 67.7 0.6

電子通信機器 13 48.4 58.3 9.9 0
電 気 機 器 ー2 58.8 65.1 6.3

精 密 機 械 ー5 40.5 67.7 27.2 ◎
金属製 品 ー0 49.5 71.3 21.8 ◎
金属一次製品 9 40.6 59.7 19.11 ◎
非金属製品 8 73.7 81.1F 7,4… ○
食品飲料菓 14 87.5 82.7 -4.8

その他製造業 16 71.2 76.6 5.4

繊 維 工 業 4 64.4 64.2 -0.2

印刷 出 版 6 66.1 63.6 -2.51.1l製材木製品 5 53.6 54.7

石 油 化 学 7 43.0 55.0 12.0; @
鉱 業 2 91.9 91.8 二告 l農林水産業 1 93.2 92.0

電力ガス水道 17 70.8 78.5 ≡:;1 ○運輸保管通信 21 78.1 81.0

小 売 り 19 95.3 92.8 -2.5

金融保険不動産 22 95.3 94.8 -0.5

その他サービス 24 89.2 92.2 3.0

行 政 国 防 23 93.6 83.1 -10.5

注):◎=国産化率が10%以上増加したもの｡○=国産化率が10-7%増加したもの｡

16表5-3から表 5-5までU)詳細は巻末表516(a)から表5-8(b)参照｡
17産業分類は表3-1の25部門であり､これを集積度の高い順に再配置した｡

18 日韓産業連関表の機械 ･電気部門は､韓国産業連関表の一般機械からその他製造までに対応する0
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表5-5はこれをアジア国際産業連関表19 のレベルで計測したものである｡75年と90年

の韓国の国産化率の変化をみると (表5-5)､製造業､電力ガス水道､建設で韓国-の付加

価値の誘発率が増加 し､日本および米国国内-の誘発率が減少している20｡これより､韓

国ではアジア地域の日本 ･米国という先進国に漏出していた製造業および建設などの需要

を国内に取り込むことにより､生産の増加 (付加価値の増加)をはかったといえる21｡以

上より､韓国では日本 ･米国などの先進国に漏出していた需要を国内に取り込むことによ

り､輸出などの需要のインパクトが韓国国内に留まる率が上昇し成長を加速したと考えら

れる｡

5-5節 5章結論

以上より､1975年から90年にかけて韓国の産業構造はその連関度が上昇 (5-2節)する

とともに､国産化率が上昇したといえる (5-4節)｡特に80年代後半に裾野の広い一般製

造業に投資需要が活発に向けられたこと (3章)は､その産業の投入構造が後方連関性を

持っていること (5-3節)により､需要のインパクトが他部門の生産を誘発し経済全体の生

産が上昇する原因となったといえる｡これは､3章において技術変化が成長の大きな説明

要因であったことを裏付ける｡また､成長度の高い一般製造業などの投資財産業の生産増

加は韓国の国産化を促し､海外 (日本 ･米国)に漏出していた需要が国内に取り込まれる

ことにより生産が増加したといえる｡6章では､さらにこの国産化の実態を分析する｡

19ァジア国際産業連関表の製造業部門は､日韓産業連関表の食品 ･タバコから機械 ･電気までに対応する0

20製造業､電力ガス水道 ･建設の3分野を含めていうと､日本-は9.4%の減少､米国へは5.0%減少した｡

211990年表において電力 ･ガス ･水道のインドネシア-の付加価値誘発率が上昇 (0.6%-5.3%)している
が､これは原油-の依存度の上昇と考えられる｡
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【表5-4(a)】韓国の産業部門の付加価値の園内-の誘発率の推移

対日比較 単位:鶴

(tt A)部門名 No. 包内への捷乗車 日東を内への携真率 備 考75年 ー 90年 75年 E 90年

農林水産集 1 92.3 9一.9 1.3 1.7L Cl

鉱 業 2 8臥5 92.2 2.1 1.3

食品.タバコ 3 75.8 82.3 1.6 I,4

衣服.繊維 4 64.8 63.6 8.9! 6,2

化学穀晶 5 JI8.7 58_4 6.2 3.9

ゴム窯集 令 66.1 77.7 9.0 3.0

卑 Jt 7 48.6 64.7 相.5 5.0 ㊨
披拭.電気 8 57.3 66.5 15.6 日.1 0
輸送.その他 9 60.3 72.8 15.0 7.9 ◎
貿易.サービス連投.電力 一〇 85.7 88,0 3.3 一.8

その他 一一 82.2 1,8

◎=自国への排発率が10%以上増加し･かつ日本への灘出串が5%以上漉少した即 1.
0=白頭への排発車が10%以上増加し･かつ日本への漏出率が21以上戒少した部門｡

【表5-4(b)】日本の産業部門の付加価値の園内への誘発率の推移

対 嬢 比 較 単位 ;%

く日 本)部 門 名 No.日本蜜内への涜発車 故 国 を内への扶桑率 備 考75年 90年 75年 90年

農林水産兼 1 92.4 94.6 0.1 0.2

鉱 兼 2 93.7 94.2 0.0 0.2

食品.タバコ 3 80.9 87.9 0.1 0.3

表敬.繊維 4 82.6 86.I 0.6 0.5

化学穀品 5 64.9 88,3 0★1 0.2

ゴム窯業 6 85.7 90.8 0.I 0.3

金 属 7 81.2 85.9 0.I 0.5

捷稚.電気 8 90.1 91,2 0,1 0.3

輪送.その他 9 90.5 91.3 0.1 0.2

貿易.サービス連投.t力 lO 91.6 94_7 0.1 O.I

その他 日 88.4 0.4
注):75年のr窯易,サ-ビス.姓投.電力.事にはrその他jを含む.

【表5-5】韓 国 の 産 業 部 門の 付 加 価 値 の 世 界 へ の誘発 率 の推移
単位:%

地域 国 名 建 匡 産 集 部 門 藻 考
欝 窒 鉱 業 製造業 莞悪 霊 連 投 蓋 孟 サ言ビ

(1975年)

アジア インドネシア 0.2 1.3 1.0 0.6 0.7 0.3 0.5
マレ-シア 0.1 0.8 0.4 0.2 0.3 0.1 0,1
フィリピン 0.0 0,1 0.2 0Ht 0.1 0.0 0.0

域 内 シンガ=-ル 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0タ イ 0.0 0,ー 0.3 0.ー 0,ー 0.0 0.0
韓 国 93,2 90.4 65,3 75.2 79,8_ 9一.4 9一.5日本 15 1▲9 7.4 7.8 5.4 2.0 1.9

その 米 国 134 1.7 7′9 4.6 4.1 2ー2 2.1地 域 その他地域 5 3.7 17.6 11.4 . 9.4 4.0 4.0
合 計 ー00 100 100 100 100 100 100

(1990年)

アジア インドネシア 0.2 0.3 0.6 5.3 0.4 0.2 0.2

マレーシア 00000901 0.1 0.7 0.2 03 01 Ol

フィリピン 0 0.0 0←l O十0 0.0 0.0 〇十0

域 内 ソン ､-ル 0 0.0 0.ー 0.1 0.1 0★1 0十0タ イ 0 0.0 0_2 0.0 0.1 0.0 0.0
台 湾 1 0.1 0.4 0.1 0.2 0.1 0.1

輯 国 8 92.6 69.1 79.0 84.7 87.8 92.0

_..日…_A 16 13 63 20 29 12 12

その 1常碑 153 t.3 5.5 3.5 2.6 1.4 一.7地 域 その他地境 8 4.2 一丁.0 9.8 8.7 9.0 4.6

注):沖年の中夜への湧出 は 0であ る .
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6章

6章 民間設備投資の輸入代替の分析

6-1節 分折目的

6章では､韓国の国産化政策とその実態を分析し､国産化 (輸入代替1)が産業発展

に果たした役割を検討するO分析に先立ち､分析期間の韓国の国産化の概要を検討す

る｡表6･1および図6.1は､1975年から1990年の韓国の接続不変産業連関表に表わ

された最終需要の内の民間資本形成に占める輸入の割合を経年変化的に表した2もの

である｡これによると､対日部 【表6-1】民間資本形成における輸入の割合

門 (民間投資)における輸入比

率は急速に減少し､自国生産に

よる設備投資 (技術輸入代替)

が進んでいる (35%/75年-

14%190年)｡しかし､これを最

終需要顔全体に対する輸入額の

比率で見ると1975年から90年

にかけてさほど減少していない

(5%/75年-3%/90年)｡これは

民間消費支出において輸入比率

の多少の減少3はあるものの､民

間設備投資額自体が大きく増加

したため結果的に民間資本形成

項 目 1975年 1980年 1985年 1990年

民間資本形成における輸入の割合民間資本形成の対最終需要比民間資本形成の輸入の対最終需要比 35 24 17 14

15 16 ー8 25

注)民間資本形成および最終需要には輸入を含む｡
出所)接続不変産業連関表各年より作成O

【図6.1】民間資本形成における輸入の割合

40

35

30

25

の輸入の対最終需要比率が低下 # 20

しなかったものである｡ 15

これをさらに､民間資本形成 相

では大きな部分を占める一般製 5

造業 (No,10-No.16)について 0

詳細に見てゆく｡表 6-2(a)およ

≡
1975 1980 1985 1990

年

+ 民耶資本形
成における
輸入の窮余

+ 民榊*本形
成の対景勝
需要比

→ ｢一民間資本形
成の輸入の
対最終葉菜
比

び図6.2(a)は一般製造業(No.10

-No.16)における輸入比率を各セクター別に見たものである｡また､表 6･2(b)およ

び図6.2仲)は一般製造業 (No.10-No.16)における輸入を額について見たものである｡

これより､民間資本形成で輸入代替が進んだ部門は､輸送機器(No.14)(67%175年-

13%/90年)､電子通信機器(No.13)(65%/75年-11%/90年)および電気機器(No.12)

1主として3章での主要な成長要因であった一般製造業(No.10-No.16)について分析する｡

2,対日部門輸入率および対全需要輸入率を併記するO

3民間消費支出に占める輸入の割合は75年の2%から90年には5%に上昇したQ
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【衰6-2(a)】一般製造各業の民間資本形成における輸入の割合

単位:鶴

項 目 1975年 ー980年 ー985年 1990年

金 属 製 品 33 30 25 7

- 般 境 域 77 76 55 53

電 気 橡 等 58 50 30 18

電子通信機器 65 30 44 11

輸 送 権 幕 67 43 ー6 13

その他製造 ー3 ー9 2 10

-般製造業計 71 59 4ー 36

注)民間資本形成には輸入を含む｡

出所)接続不変産業運搬表各年より作成.

【図6.2(a)】一般製造各業の民間資本形成における
輸入の割合

-8日金属製品

-･※- 電子通信機器

一十一･その他製造

1975 1980 1985 1990

年

出所)表6-2(a)

6章

【表6-2(b)】一般製造各薫の民間資本形成における輸入額

単位:10徳won

項 目 1975年 1980年 1985年 1990年

金 属 製 品 13 47 107 795

一 般 機 械 1.242 2,413 3.442 9.399

電 気 機 番 ー20 448 629 1.442

電子逓倍機番 ー42 633 一.058 一.032

輸 送 榛 務 -1.706 1,17ー 2.30ー 5.796

精 密 機 械 83 280 5ー0 931

その他製造 2 27 91 191

-般単連集計 3.308 5,019 8.ー36 19,586

注)民間資本形成には輸入を含む｡

1990年輸入額は1985年値に換算した4換算値=o_824.

出所)接続不変産業連関表各年より作成.

【図臥2(b)】一般製造各業の民間資本形成における
輸入額

10000
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5 6000
巨∃

塑

e 4000

2000

0

1975 1980 1985 1990

年

出所)表6-2(b)

- 8 -金属 製品

+ -般機械

-一斗一･一一電 気機器

-lX-･電子通信機器

一ー 精 密壮械

一十一･その他製造

(58%/75年-18%/90年)であり､次いで一般機械(No.ll)､金属製品(No.10)であ

る40 精密機械くNo･15)に関しては輸入比率は上昇し､この分野では韓国はまだ技術的

に劣等であるといえるo額的には一般製造業 (No.10-No.16)の各分野でいずれも民

間資本形成に占める輸入額は上昇し､特に一般機械(No･11)および輸送機器(No.16)の

分野の輸入額の増加が顕著である｡上記について言えることは､民間設備投資におい

ては5寒で分析した輸入から国産-の活発な新陳代謝が生じているものの国内および

海外の新規の需要に対応するための新産業､新技術に関する設備投資需要が活発であ

ったことを蓑しているO以下､6･2節ではこれまでの分析での主要な成長要因 (産業)

であった一般製造業 (No.10-No.16)に関して設備投資の輸入代替の実態を分析し､

5章における成長の1要因であった国産化と成長との関係を検討する0

4 ~般機械については 77%/75年-53%/90年､金属製晶については 33%/75年-7%伯0年であるO
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6-2節 民間設備投資の輸入代替の分析

(1)総 説

韓国の民間設備投資の輸入代替 (国産化)は政策面､国際収支面､技術導入能力､

自主技術開発-の移行および自由化圧力などの脈絡の中で理解する必要がある｡韓国

の国産化は政府の政策による上からの国産化の度合いが強いが､時代が下るにつれて

各産業の国際競争力強化､技術の向上および企業体質強化などの企業レベル的なもの

に変質する｡

国策としての輸入代替 (国産化)政策は､1960年代初期より90年代初めまで､継

続して実施されてきたといってもよい｡韓国の国産化政策を時系列的に眺めれば､

1960年代初期から71年までの初期輸入代替期5､72年から70年代末の大型装置産業

の輸入代替 ･輸出指向的重化学工業政策期､80年以降の政策基調としての輸入自由化

期に3区分できる｡初期の国産化政策期には､有効に活用できる資源は低廉で豊富な

労働力のみであり､成立可能な産業は工程の標準化された軽工業加工組立型産業のみ

であった(2章)｡このため､必要となる部品 ･資材は輸入に頼らざるをえず､輸出の堰

加を上回る輸入の増加 (図 2.2(a)参照)により国際収支が常に赤字基調を示した時期

である｡60年代末から70年代初めにかけて政府は重点的育成産業を法的に指定6する

とともに､昌原機械工業団地､麗水石油化学工業団地､亀尾電子工業団地､温山非鉄

金属工業団地､巨済造船工業団地､浦項製鉄所および馬山自由貿易区などの工業団地

と輸出加工区を設けて本格的な重化学工業7の育成と全額輸出を目的とする外資企業

のオフショア生産8に乗りだした｡韓国政府の第3次5カ年計画における ｢重化学工業

化政策｣では､鉄鋼､非鉄金属､造船､機械､電子､化学が戦略産業に指定され､政

府はこうした大型装置産業の輸入代替と育成を進めた｡育成政策としては､参入に対

し許可制をとり､一企業あたりの事業規模を拡大し､規模の経済を実現して競争力を

高めると同時に､国民投資基金による資金融資､税の減免､輸出支援などの支援策の

r'60年代初めに､韓国がいわゆる初期輸入代替政策を取っていたことは様々の文献より明らかである｡67

年まではポジティブリスト方式により90%以上の製品が輸入規制の対象となっていた｡67年に韓国は

GATTに加盟するとともに､貿易取引法を制定しネガティブリスト方式に移行するとともに､輸入抑制
l

の手段も非関税障壁の強化に変化した｡郭賢泰【1995】,p.82.

6石油化学育成法 1966年､造船工業振興法1967年､機械工業振興法 1967年､電子工業振興法1969年､

鉄鋼業育成法 1970年､非鉄金属精錬事業法 1971年である｡ただし鉄鋼業育成法は浦項総合製鉄の建設

を主目的とした｡

7 この表現は一般製造業を含んだものである｡

8韓国のオフショア生産での特色は､全額輸出を条件として ｢国内市場には参入できない｣国内産業保護

を伴ったことである｡電子を例にとれば､松下などが自由貿易区に進出したが､全量輸出の厳しさとそ

の後の貸金の上昇によるメリットの減少もあり撤退した｡
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実施である｡76年に韓国政府は ｢機械類の国産化戦略｣を樹立し､プラントの国産化

と施設の近代化を目的として ｢導入機械施設国産化推進要項｣によりプラント建設時

の標準国産化率を定めて国産化の可能性をチェックした㌔ これは 76年に標準国産化

率として公示された｡この期に韓国の輸入依存度は､業種別に相違はあるものの大勢

として低下し輸出入比率が改善されたといえる (図 2.2(a))｡この時期の韓国政府の

政策基調は､輸出指向を強調する反面で､輸出の増加に伴う輸入の増加を押さえ国際

収支を改善するための輸入代替が平行して実施された時期である｡1980年代に至って､

先進国の保護主義と経済開放の外圧10および全斗換政権の経済安定化政策11の下で輸

入規制緩和12が行われるとともに､部品産業や中小企業の育成が指向された070年代

の産業政策は､大型装置組立産業の育成であったため､部品 ･資材などは日本よりの

輸入に依存していた13｡しかし､85年のプラザ合意に基づく大幅な円高は日本よりの

部品の輸入のコス トを上昇させ､同時に80年代後半の貸金の上昇は韓国の組立工程

【表6-3】 国産化5カ年計画 (単位 :100万 ドル､下段は品目数)

分 類 87年 88年 89年 90年 91年 合 計

機 械 類 450 540 730 860 1,100 3,680
380 400 390 390 370 1,930

電子電気機器 184 289 407 570 700 2,050
150 130 130 120 120 650

機械部品 222 270 362 456 540 1,850
960 910 860 840 830 4,400

自動車部品 140 190 230 270 290 1,120
380 370 360 350 340 1,800

電子電気部品 244 407 584 809 1,029 3,073
550 600 700 900 1,100 3,850

素 材 387 819 1,370 2,223 2,463 7,262
150 150 150 150 180 780

合 計 1,627 2,515 3,683 5,188 6,122 19,035

出所)水野 ･八幡【1992],p.16原 典 :韓国商工部 ｢中小企業に関する年次報告｣1987.

9 阿部【19971,p.ll,

10主に米国より主張された｡また､先進諸国よりの輸入の自由化圧力は､韓国経済が拡大し､いわゆる

大国仮定が国際的に適用されるようになったことを表している｡

ll2章 ｢全斗換時代｣0

12郭賢泰【1995】によると､83年以降は本格的な輸入自由化期であり､83･85年はすでに国際競争力を持

っていた品目と比較劣位品目の市場開放､86-87年は国際競争力のあると思われる品目と国民生活安定上

必要な品目の自由化､88年以降は絶対保護が必要な品目以外が完全自由化された｡郭賢泰【1995】,pp.82-

90.

u水野 ･八幡【1992】は ｢韓国の工業化が技術､生産設備､部品を日本に依存して組立工程を中心に成長

してきた｣と指摘する｡水野 ･八幡【1992】,p.37.
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中心の生産環境を一変させて韓国製晶の国際競争力を弱めた.韓国政府は部品および

生産設備の国産化によるコス トの低下のため中小企業強化策の実施を計る必要が生じ､

大企業系列策とと中小企業育成援助策を実施 した｡さらに､87年に商工部は部品およ

び製品の国産化5カ年計画を設け､急速な国産化の推進を図っている1㌔表 6-3は国産

化の目標額と品目数である｡同時に韓国改称 ま､国際競争力強化と寡占化された国内

産業-の刺激を求めるため83年に輸入自由化5カ年計画を策定している15.

また､国産化の推進にとって重要なのは技術開発である｡韓国は 80年代に ｢技術

立国｣を合い言葉に政府 ･企業は研究開発費を急増させた｡これまでは韓国独自の技

術は少なく技術移転の大部分は技術提携もしくは直接投資16である｡ しかし､半導体

や自動車などの高級な技術産業に重点が移るほど競争力の源泉が価格から品質に移行

する｡技術研究開発投資の増加は､産業の高度化 (3章)を反映して韓国の輸出商品

【表6-4】韓国の技術開発投資(R&D)の構成と推移
単位:支出砧について10億Won

項 目 1965年 1970年 1975年 1980年 1985年 1990年 1994年

R&D支出鞍 2.1 10.5 42.7 282.5 1,237.1 3,349.9 7.894.7

政 府 1.9 9.2 30.3 180.0 306,8 651.0 1.257.1

民 間 0.2 1.3 12.4 102.5 930.3 2,698.9 6,637.6

R&D支出額の民間比率(%) 9.5 12.4 29.0 36.3 75.2 80.6 84.1

R&D/GNP(% ) 0.26 0.38 0.42 0.77 1.58 1.95 2.61

R&D支出額の不変価格基準での1965年比 1.0 2.4 4.0 10.4 30.6 66.0 116.4

工業分野のR&D支出額 16.7 76.0 688.6 2,134.7 4.854.1

研究施設数 2.135 5.628 10,275 18,434 41,473 70,503 117,446

政府および大学 2,023 4,469 7,620 13,293 22,477 31.766 58,165

出所)LinsuKim[1997].pp.54155.を第6欄筆者加筆｡
原典:Min'tstryofScienceandTechnology(Korea),1994ReportontheSur-veyofResearch
andDevelopmentinScienceandTechnology(Seoul:MOST.December.1994)

【表6-5】韓国の1987年における民間の産業別技術開発投資額の比率と研究施設数の構成

項 目 機械金属 電気電子 化 学 食 品 繊 維 その他 計

R&D支出額(億won) 3,431 5,013 351 396 428 1,526 11.145
R&D支出額比率(%) 31 45 3 4 4 14 100

研究施設数 116 138 127 32 15 27 455

出所)谷浦[1994].pp.106-107.を第2.4欄筆者加筆｡
原典:韓国産業技術振興協会､『産業技術白書』､1988年｡

14^幡【1991】,pp.58-62.

15郭賢泰【19951,pp.82-90.

16産業分野により技術移転の形態は異なった｡機伐産業は技術提携が主であり電気 ･電子機器は直接投

資の比重が大きかった｡

96



6章

が日本などの先進国と競合するようになったことを表している17｡表 6-4は韓国の技術

開発投資 (ResearchandDevelopmentExpenditure:R&D)の構成と推移を表した

ものである｡これによると､発展初期の 1965年にはR&D支出額はGNPの0.26%に

すぎなかったが､分析期間末の 1990年には GNPの 1.95%､比率にして 1965年の

7.5倍に増加した.この間の韓国の国内総生産18の伸びが8.8倍 (表 2-1)であること

を考えると額にして実に 66倍の増加である｡また､この比率は産業構造が高度化す

る1980年以降に急速に伸びており (表6-4)､R&Dが韓国の産業の高度化にとって

必要であり､同時にそれは韓国の産業の国産化 ･内製化を促進したことが推測される｡

同じく､表 6-4より韓国の公的および民間の研究施設数とその比率の推移を見ると､

1980年までは公的研究施設が大勢を占めていたが､1985年には民間研究施設が約半

数を占める状況に推移し経済と同様に韓国では民間主導型の研究開発体制に移行して

いる｡表6-5は 1987年における民間企業付属研究施設の業種別比率とR&D投資額を

表したものであるが､数､額とも一般製造業分野の機械 ･金属､電気 ･電子が大勢を

占め､民間研究施設の増加が､R&D支出額の増加とともに一般製造業分野の成長の

原動力の1つとなっていること示している｡

以下では75-90年の分析期間を中心に韓国の一般製造業の主要産業である一般機械､

電気電子機器19および輸送機器について､国産化の実情を関連文献より分析し成長要

因の1つである国産化の具体的方策を調べる｡

(2)機械工業

一般機械は精密機械 と同じく韓国において最も輸入比率の高い産業であり (図

6.2(a))､韓国の最も苦手とする分野である｡韓国では国内で製造できない産業用機

械を日本より輸入し､低廉な労働力を用いて組立工程を中心として産業が発展してき

た｡大企業 (財閥)の製造する製品は少品種大量生産を特色とする規模の経済を追求

した製品であり､生産設備を製造する分野は発展が遅れていたのが実状である｡韓国

の機械産業の発展は､1967年の機械工業育成法に始まるが､1973年の重化学工業化

宣言以降機械産業は優先的育成分野とされ､イ)機種別生産体制の整備､設備投資の

合理化による生産構造の改変､ロ)先進技術の導入を拡大することによる生産技術開

発の促進と晶質の向上､ハ)国産化可能品目の拡大､一定比率以上の国産化機械使用

17この点に関し谷浦【19891は ｢産業が成長していくためには､-雇 業基盤が拡大､改善されなければな

らない｣とした上､ ｢産業は不断の革新競争 一技術的あるいは経営的とを問わず･にさらされている｡し

たがって､産業の国際的地位の向上はおろか､確保した地位を維持していくためだけでもそのような革

新に追随していく力を持たなければならない｣とする｡谷浦【1989】,p.167.

18韓国のGNPとGDPの差は4%以内である｡

u)ここでは､電気機器分野と電子機器分野を一括して記述する｡
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の義務化が育成手段として採用された200生産設備､運転資金-の融資機関として国

民投資基金が活用され､国産化推進のためには輸入規制が実施された210 1973年に 昌

原総合機械工業団地の建設を目的とする ｢長期機械工業育成計画｣が策定され､機械

工業の発展が始まった｡また､1976年には産業設備ごとに国産化率を定める ｢産業設

備の標準国産化率公告制度｣が実施され､100万 ドル以上の外資導入によって設備投

資する場合､導入される機械設備について国産化可能性のあるものは国産化する ｢導

入機械施設の事前申告制度｣が定められた㌔ また､韓国では技術提携を中心に先進

技術の移植と消化をはかった｡韓国機械工業の発展の特色は､輸出用でなく内需を､

しかも輸入代替を目標としていた点である23.特に､70年代の自動車の国産化政策が

打ち出されてからは､自動車産業の機械工業への参入､つまり企業内部での部品生産

が韓国機械工業の国産化率を向上させた24｡1982年の第5次5カ年計画では､ ｢新機

械工業基本計画｣が作成され機械産業を新たに輸出主導産業とし､-般汎用機械､産

業設備､輸送機械､精密機械と同部品工業を優先育成対象品目として 86年までに自

給度 75%､生産額247億 ドル､輸出 105億 ドルを目標値として定めた25.しかし､一

般機械工業にみる限り (図6.2(a))､85年以降の輸入比率の低下は緩慢である｡これ

は､この時期の機械産業の技術革新によっている｡工作機械を例にとれば鮎､70年代

前半までは韓国国内では工作機械をほとんど自給できず輸入に依存していた｡しかし､

70年代半ばから財閥系の工作機械メーカーが進出し､日本を始めとする先進国との技

幻北村【1991】,p.9.

21北村【1991】,p.9.

22北村【1991】,p.10.なお北村は､ ｢この下で技術的に低級な製紙業､発電､精油などで国産化が順調に進

展した｡しかし､技術革新の激しい電子機械､精密機械､造船､ガラス､製薬業などは依然として進ま

なかった｣とする｡北村【1991】,p.10.

21この点に関して､佐藤【1996】は台湾と韓国の工作機械産業を比較して､台湾は輸出主導､韓国は内需

主導の発展であったとする｡佐藤[1996】,pp.186-194.

割水野 ･八幡【1992】によれば､韓国の ｢現在工作機械産業の主な企業といわれる貨泉機械工業(1975年設

立)や起亜機工(1976年設立)､大字重工業(1976年設立)､現代自動車機械業務部(1978年設立)といった従

業員300人以上企業は､この時期に設立されている｣｡水野 ･八幡【19921,p.42.

25北村【1991】,p.12.なお北村はこのための施策として､イ)中小専門機械工場の育成と中小部品工場の専

門系列化､ロ)既存設備の稼働率の向上､ハ)付加価値の向上､ニ)技術導入の促進と自主技術開発向

上のための政府の重点的支援と技術者の養成および訓練の拡大､ホ)機械需要拡大のため国産機械の購

入促進と輸出市場開拓-の政府支援､-)振興政策の基調を従来の政府主導から民間企業主導の自立開

発に転換し､かつ適正な保執 こよって政府支援の効果を高めることをあげるC北村【1991】,pp.12-13.

93工作機械は機械工業の中でも生産設備を作る分野であり機械工業の要であって､その発展度は機械工
I

業全体の発展性を計るバロメーターでもある｡
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術提携により国産技術の向上を計り､83年までには非 NC機 (numericalcontrol)

についてほぼ自給できるようになった27. しかし､この時期に機械工業分野は技術革

新が激しく､日本ではすでにNC機中心の生産体制に移行していた｡晶質を競争条件

とする先進国高付加価値製品と競争するには､韓国ではNC機に移行する必要が生じ

ていた｡韓国においてもNC化は87年には大企業がNC機の生産に乗り出したが､

他産業の急増する需要には対応できず高付加価値工作機械の輸入額を拡大させた｡こ

れが一般機械(No.ll)の輸入比率が低下しなかった原因である (表 6･2(a)､図6.2(b)､

表 6-2(ち)および図 6.2(b))｡生産設備を製造する技術は､オー トメーション化された

今日の製造工程では諸産業の晶質を向上させる重要な要因である｡一般機械工業は､

今後とも韓国が国際競争力を確保するため､その製造技術の向上に取り組んで行かな

ければならない分野である28.

(3)電気電子工業

表 6-2(a)および図 6.2(a)によると､1975年の電気機器(No.12)と電子通信機器

(No.13)の民間設備投資に占める輸入の割合は70%近くの水準であったが､90年には

20%以下に低下した.電気電子分野は韓国でも大きく国産化が進展した分野である29.

韓国電子産業の発展段階は1959-65年の民生用電子機器の組立加工期である第 1期､

66-77年の輸出を目的とした外資による電子部晶の組立一加工一輸出期である第2期､国

内資本による民生用電子機器の組立一加工一輸出期である第3期に分かれる3).韓国にお

ける電気電子産業の国産化政策の始まりは 1969年の電子工業振興法の制定である｡

電子工業振興法は電気電子産業を 70年代の戦略産業として､開発製品の指定､品質

改善やコスト低減方策､部品工業や下請関係企業の育成､積極的な技術導入と自社技

術の開発､近代設備の導入と合理化の推進､工業団地の造成および必要資金の確保な

どの産業助成措置を内容とする31｡70年には外資系企業の全量輸出を目的とした馬山

輸出自由区が発足し､71年には亀尾に電気電子工業および関連の部品工業の集約的工

業団地が形成された320また､韓国国内の財閥系電気電子企業､例えば金星社､三星

社､大韓電線 (後の大字電子)は､外資との技術提携または合弁企業設立により生産

27水野【19911,p.88.

28表6-3の国産化5カ年計画でも機械部晶は4,400点が国産化の目標とされ最大である｡

2)八幡【19911は､しかし日韓比較において､ ｢韓国の電子電気産業は､輸入浸透度を趨勢的に減少させ､

国際競争力を向上させているが､裾野産業の脆弱性を反映して輸入依存度の水準は日本より桁違いに高

く､総合力ではまだかなりの差があるのが現状である｣とする｡八幡【19911,pp.58･62.

a)八幡【1991],p.46.

31花房【1983】,p.47.

32機械工業同様､団地内の企業には資金面と税制面の優遇措置が与えられた｡
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技術力を向上させた｡この結果､韓国内の国産化率は急速に向上した｡テレビを例に

とればその生産は69年の 7万台から74年には 100万台に拡大した330国産化率を向

上させた背景には韓国政府の強力な国産化政策がある｡電子工業振興法では助成措置

と同時に国産化率の告示と外国製品の輸入の抑制が盛 り込まれていた｡この時期まで

の韓国の国産化は大手財閥組立メーカーの自社内生産化と外資系企業の進出による部

分が大きかったが､裾野産業の脆弱性を改善するため韓国政府は 75年に中小企業系

列化促進法を制定し､下請取引の拡大と適正化34を図るとともに､37品目を指定品目

として定め特定企業を系列企業として選定し､生産の集中化により専業部品企業を育

成 して国産化と外注化をはかっている35.この結果 70年後半以降､電気機器の分野で

は下請比率が上昇する (40%/75年-78%/85年33)とともに部品の国産化37が進んだ380

88年現在の主要電気電子機器の国産化率は表 6-6のようである3)o

【表 6-6】主要電気電子機器の国産化率 (%) (国産化率 :88年 輸出依存率 :87年)

項 目 CTV VTR CST 電子レンシヾ PC FDD HDD FAX 電交換機

国産化率 90 86 80 80 80 51 40 81 72

注)CTVはカラーテレビ､VTRはビデオ､CSTはコンポステレオ､PCはパーソナルコンピューター､

FDDはフロッピーデスク､HDDはハー ドデスク､電交換機は電子交換機を表す.

出所)八幡【1991】,p.59原典 :韓国電子工業振興会 (深川【1989】,p.208.)

また韓国政府は80年以降 ｢国産化5カ年計画｣40および ｢電子工業高度化長期計画｣

33花房【1983】,pp.41･44.

朗詳細は省略するが､内容は､母企業の発注分野の明確化､下請け企業の設備近代化 ･技術向上支援､

単価決定 ･製品検査 ･取引条件に関する下請企業の有利化などである｡花房【19831,pp.52.

35水野 ･八幡【1992】,pp.42-54.

:ri北村【1991】,p.18.

;TT韓国中小企業は大手メーカーと協力会組織を形成し､資金面､技術面の支援をうけて部品の国産化を

進めているO八幡【1991】,p.60.

;B大手組立メーカーでは協力会組織を結成し､下請企業-の資金支援､技術供与などを行って系列下を

はかっている｡例として金星社の金星協力会､大字電子の協宇会､三星電子の協星会がある｡86年の部

品開発における輸入代替効果は､各々､1,038億won､382億won､900億 wonと推定されている｡八

幡【1991】,pp.59･60.

39八幡【1991】,p.59.

LK一表6-3の 国産化5カ年計画によると韓国では87年から91年までに電気電子機器で650点､電子電

気部晶で3,850点の国産化を目標としている｡特に ｢組立工程｣では国産化が浸透しているため目標値

は低く､ ｢部品｣で目標値が高いのが特色である｡
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により部品の国産化を進めるとともに､技術開発投資を拡大し産業の高度化と国産化

を進めている｡電気電子分野では国産化は進み､民間設備投資の輸入比率も低下して

いるといえる｡

(4)輸送機器

表 6-2(a)および図 6.2(a)によると､1975年の輸送機器(No.16)の民間設備投資に占め

る輸入の割合は 70%近くの水準であったが､90年には 20%以下に低下した｡輸送機

器(No.16)は電気機器(No.12)および電子通信機器(No.13)と同様に国産化が大きく進

展した分野である4㌔輸送機器(No.16)は自動車､船舶およびその他車両などより構成

される｡船舶は重化学工業化宣言後､活発な投資が行われ 80年代には日本に次ぐ世

界第2位の造船国になった｡造船は大型装置産業で 75年当時の韓国では自主製造技

術が未熟であったため､日本より多くの設備が輸入されたが､以後の投資の比率は輸

送機器中で減少している42080年代になって活発な設備投資が行われ 90年代以降もそ

れが続いているのが自動車産業である｡以下は自動車産業に限定して述べる｡韓国の

自動車生産台数は､1991年に 150万台に達した｡これは英国を上回り世界第8位の

規模である43.1975年の生産台数が4万台であったことと較べると驚異的な発展ぶり

である440韓国自動車産業の発展過程を見ると､1962年以前は海外中古品の再生のみ

であり､自動車の新規製造能力は皆無である｡第 1次5カ年計画の始まった 62年か

ら 73年は､韓国自動車工業の始動機であるとともに保護育成期である｡ ｢自動車産

業保護法｣が 62年に制定され､外国産自動車と部品を輸入禁止として､セナラ自動

車が日産との技術提携によりノックダウン方式の生産を始めた｡第2次5カ年計画期

(67-71年)は鉄鋼､機械､電気などの関連産業も発展し始め､自動車の国産化が本格化

した時期である｡67年に現代自動車が設立され､自動車生産は亜細亜自動車､新進自

動車を併せて3社体制となった45.製造は半製品､部品を輸入 し組み立てる完全ノッ

クダウン方式である｡74年から81年は自動車製造業の成長期であり部品産業の育成

期である｡74年に ｢長期自動車工業振興計画｣が作成され､国産化に向けた努力が本

41ただし額的にみれば民間設備投資における輸入は大きく増加した (図6.2(b))｡

4275･90年の接続不変産業連関表によれば､自動車の投資比率は輸送機器中で30%であったが80年には

54%､90年には79%を占めている｡造船が大部分を占める ｢自動車以外｣の投資に占める輸入比率は75

年に86%､80年に85%､90年に43%と国産化比率は低い｡同年の ｢自動車｣のそれは23%､6%､1%

である｡また､金在脊【1997】によると､造船の建造実績は76年以降､頭打ちである｡金在寮【1997】,p.55.

43LinSuKim【1997】によると70年には韓国の自動車生産台数は英国の75分の 1であったが､10年後の

80年には11分の 1に急拡大している｡un8uKim【1997】,pp.108-109.

44#**[1994],pp.65･73.

45郭賢泰【1994】,pp.65･73.
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格化した｡内容は､75年までに国産化率を 95%とすること､自動車製造業と部品製

造業を水平的系列化することおよび80年代初めまでに50万台の生産と7万5千台の

輸出を達成することである｡75年には現代自動車によって初の国産車 ｢ポニー｣が生

産された｡また､75年の ｢中小企業系列化促進法｣では系列下請企業と親企業の登録

が義務化され､部品製造に関する下請企業-の税制､金融上の支援により安定した需

給関係を確立し､両者の相互利益の増進をはかることが盛り込まれた46.現代自動車

を例にとって韓国の自動車の生産様式の変化を見ると (図6.3)､75年までは外国モ

デルの単純組立であったが､それ以降は､外国ライセンスによる自国技術組立が普及

【図6.3】現代自動車における自動車の生産様式の変化

年 度 1967 69717375 7779 81 8385 87 89 9ー 93 95-
(生産車型式)

軽 量車Pony 76 89
Ex(;el 85 95

S(:oup 90叫 95

Accent 94I■ -

小型車Cortina 67⊂ 二二 ===:コ76
MarkⅣ 77[==コ80
MarkV 80[==:コ83
Stella 83 -
Avente 95『l-

中型車Sonata 88『■ 92
SOnataⅡ 93日ヨ正巳-.
Marcia 95b -

大型車Ford20M 69⊂:==コ73
Granada 78 185

Grandeur 86⊂===]91

(凡 例) [=]:外国モデルの 畷払 .外国ライセンス - :完全自国技術組立
単純組立 による自首技術組立

出所)LinsuKim[1997〕.p.125.
原典･.YoungsukHyun:'TheRoadtoSelf-rerJanCe:NewProductDevelopment
DevelopmentatHyundaiMotorCompany′′.国際自動車産業年間会合への
報告資料.1995.

し､94年には完全自国技術による自動車生産が軽量車および小型車について確立した

47.国産化の推進に関しては､ ｢長期自動車工業振興計画｣に沿って国産化推進のた

め部品メーカーと組立メーカーの分離育成政策が行われ48､組立メーカーはエンジン

と車体の自社生産､その他部品は中小専門部品業者での生産化をはかり採算性の向上

LC郭賢泰【1994】,pp.65-73.

17LinSuKim【19971,pp.124-127.また､郭賢泰【1994】によると､80年の韓国の小型車の国産化率は90%に

達する｡その他の車種では中型車65%､ トラック75%､バス85%である｡郡賢泰【19941,p.71.

48郭賢泰【1994】,p.71.

102



6章

を狙った｡また国産化された部品の輸入は原則禁止された｡82年以降は､自動車生産

の拡大と部品製造業の成長が続いた時期である｡生産に関しては 87年以降の民主化

により国内貸金が上昇し (2章)価格競争力を失 うことにより輸出が落ち込んだが､

代わりに内需が爆発的に伸びた49ことにより90年の生産は 130万台に達した｡これは

韓国の自動車産業が規模の利益を享受できる産業は育ったことを示している㌔ 88年

は高関税率25%でありながら完成車の輸入自由化がおこなわれた｡ただし､日本車は

2国間貿易不均衡を理由に対象より外された｡また､部品の国産化率も飛躍的に高め

られ 85年頃の国産化率は95%､90年の国内販売用車種では 100%を実現した｡また､

部品の輸入自由化も実施された｡

韓国の自動車メーカーでは国産化のための技術開発投資も同時に行なわれた｡現代

自動車を例にとれば51(表 6-7)､80年代後半に販売高が拡大するにつれてR&D支出

【表6-7】現代自動車における研究開発投資の推移

項 目 75年 78年 82年 86年 90年 94年

販 売 高 (億won) 30 216 430 1,906 4,656 9,052

R&D支出額 (億won) 1.1 5.4 7.9 79.5 190.4 400.0

研 究 者 数 197 381 725 2,247 3,418 3,890

出所)Lin8uKim【1997】,p.121を一部省略して作成o 原典 ･.現代自動車資料O

および研究者数も大きく伸び､先進技術の消化と国産化技術開発の体制を整えている｡

輸送機器(No.16)に関して自動車産業を例にとれば､国産化率の向上は電気機器

(No.ll)および電子機器(No.12)と同様に､政府の政策に沿った国産化と企業努力の結

果といえる｡

LE)韓国の自動車の販売先 (内需比率)は､75年までは 100%内需､85年は66%で輸出が好調だったが

90年は73%と内需が拡大した (94年は68%)｡また総生産台数も85年の38万台から90年には 130

万台､94年には230万台に急上昇した｡この3/4は国内で消費された｡LhsuKi皿【1997】,p.106.

ED郭賢泰【1994】,p.73.

51LinSuKiml1997】,pp.120･123.
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6-3節 6章結論

以上のように､韓国の国産化は外資の導入による技術の消化吸収と政府および企

業の官民一体となった国産化52に向けた輸入抑制と産業支援および研究開発､技術導

入を含む企業努力の結果､これまで国外に漏出していた需要のインパクトが国内に

取り込まれることにより成長を促進したといえる｡

52谷浦【1989】は韓国の国産化に関し､ ｢韓国は､輸出産業の育成に力を傾ける一方で､ (開発)当初か

ら輸入機資材の国産化にも努めてきた｡国際加工基地の形成は国際収支の陸路打開のための手段であり､

むしろ重化学工業の建設による基幹的工業製品の自給一経済自立の達成にこそ第一義的目標を置いてき

た｡第1次5カ年計画(1962-66)をはじめ､今日に至るまで韓国の5カ年計画の骨格を成すのは∨輸出振

興でも所得倍増でも社会福祉でもなく､自立的な産業国家の建設であった｣とする｡谷浦【19891,p.164.
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7章 国際面の分析

7-1節 分析概要

7章では､韓国の発展過程における成長要因と考えられていた輸出について､国際

面より分析する｡3章の結論では､1975-90年の韓国経済の成轟は､需要面において

初期(1975-85年)には輸出が主導し､後期(1985-90年)には民間投資が成長を主導した｡

特に､分析期間後半(1985-90年)には一般製造業部門に向けられた投資需要が韓国の

成長の説明要因として大きかった｡この期間後半に韓国の成長の説明要因が輸出から

投資に移転した背景には国際的な関係が介在すると考えられる｡輸出は国内需要を上

回る供給能力の確保が必要であり､その供給能力に見合う需要を維持するためには国

際競争力と海外市場が確保される必要がある｡韓国の輸出が 1980年代後半に低下した

要因として水野[1996b]1は､｢韓国の経済発展が､貿易の自由化を規定した GATT 体

制およびアメリカの市場開放という枠組みのなかで達成されてきたものであることは

疑いない｣とした上で､韓国の輸出の低下の一因を 1989年の米国の韓国に対する特恵

関税の適用の廃止と対韓直接投資の減少および韓国の対米海外迂回生産2におく｡また､

平田･野原[1990]3は､1970年代半ば以来のアジア太平洋地域の貿易関係､特に輸出市

場に関して､韓国を含むアジア諸国の工業化が成熟して大規模な製品輸出が始められ､

日本を含むアジア諸国の貿易関係に競合の要素が生じているとし､さらに､それがよ

り技術水準の高い分野に徐々におよんでいるとして､韓国を含むアジア諸国と日本と

の輸出市場の競合問題を指摘する｡

7章では､3章の韓国の発展の要因として輸出がその説明度を低下させたことに関

連して､韓国の輸出に関係する国際面を検討し､韓国の経済発展との関係を分析する｡

7-2節では､韓国の貿易市場の構造とその変化を調査し､韓国が主にどの国の市場に

依存して発展してきたかを分析する｡7-3節では､韓国の輸出財の国際的比較優位性

を関連国のそれと対比し､韓国の輸出産業の国際的位置付けを行う｡7-4節では､1975

年以降の貿易環境の変化を韓国の主要輸出国である米国を対象として検討し､国際環

境の変化が韓国経済の発展要因の変化に与えた影響を検討する｡7-5節では､以上を

受けて7章を結論付ける｡

7-2節 韓国の貿易市場の構造の変化

(1) 韓国の輸出入市場と輸出品目

1水野【1996b】,pp.111･112.

.-2 この点に関しては米国の保護主義と2章における賃金の上昇がその主要要因であるO

･11平田･野原【19901,p.563.
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単位:金額=1,000米ドル､比率=%

【表7-1(a)】韓国の地域別輸出市場(1962-95年)

56,702100.0 37,493 66.1 14,103 24.9 4,845 8.5

358,592 100.0 154.425 43.1 156.689 43.7 34,138 9.5

1.003.808 100.0 396.289 39.5 491.006 48.9 81.576 8.1

8.114,879 100.0 2.538,443 31.3 2,953,023 36.4 1.417,447 17.5

17,504,457 100.0 5.627,998 32.2 4.950.072 28.3 3,131.280 17.9

20.992.645 100.0 6.506.424 31.0 6.043.1016.559,9658.755,890ll,357,302ll,982,750 28.830.336.1ぎ喜89:≡ 3,410.001 16.2

21.616,138 100.0 6,404,558 29.6 3.760,832 17.4

24,222,519 100.0 6,588,623 27.2 3,842.148 15.9

29.244.862 100.0 8.923,724 30.5 4,100.490 14.0

30,283.122 100.0 8,678,546 28.7l 4,373.914 14.4

34,714,470 100.0 .言.r7詰 ま三日 ;:; 15.127.659h 3.6 5.256.278 15.1

60.696,000 100.0 23,266,000 38.3 9,764.000 16.1

62.377,000 100.0 23,401.000 37.523,973,000 36.9 22,521,000≡36.1 8.898.000 14.3

71,870,000 100.0 12.773.000 17.8

76,632,000 100.0 ll.817,000 15.4

82,236.000 100.0 三㌢;ユ22:冨障 …:;12,331,000 15,096.013.237 100.0 13,877.571 14.5

16

1,030

4,938

65,267

492,155

808,341

740.409

543,326

1,080.079

1,078.271

904,700

1,224.955

1,600,000

1,740.000

2.104,000

2,879.000

4.962,000

4.922,000

6.430,375

7.370,288

出所)申絃種[1997],p.67.原典:通商産業部資料｡

【表711(a)】韓国の地域別輸出市場(1962195年:続き)

区分 中 東 アフリカ 大洋州 その他

金 額 比率 金 額 1比率 金 額一 比率 金 額 比率

1962 76 0.1 42 0.1 127 0.2

1967 2,110 0.6 8,962 2.5 2,238 0.6

1970 8.733 0.9 16,934 1.7 4,338 0.4

1976 900.180 ll.1 123.871 1.5 113,559i l.4 - -

1980 2,546,554 14.5 457,289 2.6 281.705 1.6 - -

1981 3,2ー4,995 15.3 579,708 2.8 359,259 1.7

1982 2.959,483113.7 752,193 3.5 407,800㌻ 1.9 - -

1984 2,818.587 9.6 449,953】 1.5 464,889j 1.6

1986 1,803.595 5.2 421.794 1.2 658,111 1.9 - -

1987 2.091,126 4.4 480,901 1.0 823.022 1.7 - -

1988 2,621.000 4.3 754,000 1.2 1,120,000 1.8

1989 2,030.000 3.3 921,000 1.5 1.293.000 2.1 - -

･1990 2,009.000 3.1 915.000 1.4 1.214.000 1.9 - -

1991 3,310,000 4.6 2,479.000 3.4 2,879.000 4.0

1992 3,500,000 4.6 1,786,000 2.3 1,347,000; 1.8

1993 3.704.000 4.5 1.462ー000 1.8 ;.,::3:冒:日 二三 234,000 0.31994 3.868,870 4.0 2.202,06ー 2.3 265.149 0.3

出所)中位種【1997].p,67.原典:通商産業部資料｡
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単位:金額=1,000米ドル､比率=%

【表7-1(b)】韓国の地域別輸入市場(1962-95年)

: 金 額 J比率 l 金 額 1比率 l 金 額 1比率 l 金 額 i比率 f金 額

1.984,000 100.0 1,127.900 56.8 607,900 30.6 217.700 11.0

8,733,600 100.0 5.401.300 61.8 2.078,700 23.8 790.900 9.1

22.292,000 100.0 7.857.000 35.2 5.269,000 23.6 1.905.000 8,5

26,131.000 100.0 8.790,000 33.6 6,580,000 25.2 2.447,000 9_4

24,251.000 100.0 8.022,000 33.1 6.441,000 26.6 2,151,000 8.9

26.ー92.000 100.0 9,246.000 35,3 6,719,000 25.7 2.788,000 10.6

30.631,000 100.0 ll,552,000 37.7 7.513.000 24.5 3.606.000 11.8

31,136.000 100.0 ll,407,000 36.6 7.120,000 22.9 4,080.000 13.1

31,584.000 100.0 14,015.000144ー4 7,254.000.23.0 3.913.000!12.4

41,020,000 100.0 18,008,000芦43.9 5,481,000ト13.4
51.811.000 100.0 13.068.000 25.2

69,844.000 100.0 18.408.000 26.4 9,929,000;14,2

81,525,000 100.0 33,834,000i41.5 20,810.000 25.512.691.000 15.6

81,755,000 100.0 33,163.000 40.6 19,861,000 24.312.387.000 15.2

83.800,000 100.0 34,415,000 41.1 19.623.000 23.413.193.000 15.7

102.348.000 100.0 42.220.000 41.3 23,584.000 23.0 17,341,000 16.9

3,124

6,600

163.700

369,000

725.000

1.001.000

985,000

1,419.000

1,859.000

1.258.000

0.30.3

1.9

1j

2.8

4.1

3.8

4.6

6.0

4.0

1,442･000]i2･8
1.544,000■2.5

2,298,000!2.8

2.521.000

2,384.000

3,280.000

3,964.000

3.1

2.8

3.2

2.9

出所)申絃種【1997Lpp.81-83｣京典:通商産業部資料O

【表7-1(b)】韓国の地域別輸入市場(1962-95年:続き)

8,721 0.9 ll.082 1.1

5,600 0.3 5.600 0.3

73,200 0.8 245.800 2.8

5,806.000 26.0 211.000 0.9 781.000 3.5

5,910,000 22.6 234.000 0.9 1.029.000 3.9

4,989,000 20.6 488.000 2.0 1,058.000 4.4

4,846.000 18.5 ;;言::::日 ; 1,131,000 4.3

1,936,000 ;6,1 174ー000i O.6 1,291.000 4.1

2,669.000 6.5 90,000i O,2 1,648.000 4.0
2,890.000 5.6 154.000 0.3 2.173,000 4.2

3.933.000 6.4 242.000 0.4 2,784,000 4.5

5.295,000 7.6 363.000 0.5 3.201.000 ■4.6
7.123.000 8.7 113.000 0.1 3.767.000 4.6
8.651,000 10.6 340,000 0.4 3.861,000 4.7

8,787.000 10.5 787,000 0.9 4.360.000 5.2

9,264.000 9.1 1.197,000 1.2 4.989.000 4.9

注)1967-76年の中東は無紀載｡

出所)申良種【1997].pp.81183原典:通商産業部資料｡
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【表7-2】韓国の10大輸出国の推移

順 位 1965年 1970年 1975年 1980年 1985年 1990年 1995年

品 目 比率 品 目 比率 品 目 比率 品 目 比率 品 目 比率 品 目 比率 品 目 比率 %

1 米 国 35.2米 国 47.3米 国 29.4米 国 26.3米 国 35.5米 国 23.6米 国 19.3

2 日 本 25.1 日 本 28.3 日 本 23.8 日 本 17.4 日 本 15.0 日 本 15.1 日 本 13.6

3 ベトナム 8.4香 港 3.3西 独 5.5サウジ 5.4香 港 5.2香 港 7.7香 港 8.5

4 香 港 6.2西 独 3.3香 港 3.9西 独 5.0カナダ 4.1シンガポール 4.2中 国 7.3

5 スウェーデン 2.9カナダ 2.3カナダ 3.8香 港 4.7西 独 3.2ドイツ 3.8シンガポール 5,3

6 タイ 2.5オランダ 1.6英 国 3.6英 国 3.3サウジ 3.2中 国 3.5ドイツ 4.8

7 オランダ 2.0英 国 1.6イラン 2.6オランダ 2.0英 国 3.0 台 湾 3.0 台 湾 3.1

8 英 国 2.0ベトナム 1.6オランダ 2.5カナダ 2.0シンガポール 一,6インドネシア 2.5インドネシア 2.4
9 ベルギー 1.9シンガポール 1.3サウジ 2.0ブラジル 1.7インド 1.5パナマ 2.4オーストラリア 1.3

10 西 独 1.8ス.)エ-テン 0.9シンガポール 1.5シンガポール 1.5オーストラリア 1.2英 国 2.4サウジ 0.9

計 88.0 9一.5 78.6 89.3 73.5 68.2 66.5

米日計 60.3 75.6 53.2 43,7 50.5 38.7 32.9

注)NIEsおよびASEAN.中国計は上妃表のみの値である｡
出所)申絃種[19961pp.68-71に筆者加筆.｡

【表7-3】韓国の10大輸出品の推移

順 位 1967年 1970年 1975年 1980年 1985年 1990年 1995年

品 目 比率 品 目 比率 品 目 比率 %~品 目 比率 品 目 比率 % 品 目 比率 品 目 比率 %

1 衣 類 ー3.3繊維類 40.8繊維類 36.2繊維類 28.6繊維類 23.ー電子製品 27.4半神体 17.7

2 合 板 11.9合 板 日.0電子製品 8.9電子製品 11.4船 舶 16.6繊維類 22.6 自動車 6.7

3 絹織物 5.4カバン 10.8鉄 鋼 4.6鉄 鋼 10.6電子製品 14.2履き物 6.6石油製品 4.6

4 かつら 4.8鉱産物 5.9合 板 4.1履き物 5.2鉄 鋼 8.5鉄 鋼 6.5船 舶 4.4
5 生 糸 4.6電子製品 3.5履き物 3.8船 舶 3.5履き物 5.2船 舶 4.3人造繊維 4.3

6 綿 布 4.0野菜類 2.3遠洋魚類 3.6合成樹脂 3.3水産物 2.9化学製品 3.6衣 類 3.8

7 重 石 3.8履き物 2.ー船 舶 2.7金属製品 2.5一般機械 2.5 自動車 3.3コンビユーづ 3.5

8 海 苔 3.5タバコ類 1.6金属製品 2.4合 板 2.0 自動車 2.5一般機械 2.7鉄 鋼 3.0

9 活鮮魚 ■3.5鋼 板 2.8 口 16石油製品 1.9合成樹脂 一.7遠洋魚類 2.0電気機器 1.9ム ヒ 24 23 2710 E)E)金属製品 1.5 lコ 日電気機器 2.0プラスチック 2.0金属製品 2.0

出所)申鐘種【19961pp.56-60.

表 7-1(a)および表 7-1(b)は､韓国の地域別輸出入市場の変化を､韓国が発展を始め

た第1次5カ年計画期からOECD入 りを呆たす前の 1995年について表したものであ

る｡また､表 7-2は韓国の十大輸出国の変遷を表したものである｡これによると韓国

の輸出市場は北米とアジアがそのシェアの約 7割を占め､韓国の輸出主導型の成長は

主にこれら地域-の輸出に依存してきたといえる｡特に､分析対象期間の 1975-90年

に関しては､第 2次石油危機に影響された80年および81年を除くと主に北米市場が

主要な輸出地域であった｡しかし､この傾向は 1988年を境にして変化し､韓国の輸出

主要地域はアジアにシフトした｡この現象は輸出国に関しても同様である｡表 7-2に

よると85年までは米国および日本が韓国の輸出市場の50%を占めていた｡しかし､米

国は90年以降にその比重を低下させた｡これに代わって輸出市場のシェアを拡大した

のがNIEs4およびASEAN5･中国である｡このように分析対象期間後半は､韓国の ｢輸

出市場｣においても変化が生じた時期である㌔

JNIEsは､シンガポール､香港､台湾を指す.

5ASEANは､インドネシア､マレーシア､フィリピン､タイ､ブルネイ､ベ トナムの6カ国を指すが､こ

こでは表中に表れた国のみのシェアを対象とした｡

6韓国の輸入市場に関しては (表 7-1(b))輸出と同様にアジア､北米が大半を占めるが､アジアの比重

が高いのが特色である｡
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｢輸出品目｣に関しても､韓国では 1980年代後半に変化が生じている｡表 7-3は

韓国の十大輸出品の変遷を表したものであるが､発展初期の 1967年は軽工業品および

農林水産物などの輸出が主であった｡70年に至って電子製品､鉄鋼製品､金属製晶が

十大輸出品となったが､その比率は合計値で6.6%と小さい｡しかし､1990-95年に至

って輸出品目は重化学工業品7が主体となった｡これは3章の分析結果である 80年代

後半における韓国の産業構造の高度化を反映したものであり､産業と同様に韓国の輸

出品目が高度化していることを表している｡

(2)米国および日本市場における韓国の地位と輸出入品目

1)米国および日本市場における韓国の地位

ここでは､韓国の主用貿易国である米国および日本の貿易構造を分析し､日米両国

における韓国の貿易上の地位と貿易品目を検討する｡表7-4(a)から表 7-4(C)および図

7.1(a)から図 7.1(C)は韓国､米国および日本の貿易の推移を表したものである.図

7.1(a)によると､1975年以降に韓国は急速に米国-の輸出を伸ばした8が､89年に至

って輸出は減少傾向にある｡輸入に関しては85年以降､日本および米国よりの輸入が

急増したが 92年以降減少に転じた｡図 7.1(b)は米国の輸出入構造を表したものであ

る｡これによると米国ではカナダおよび日本が主要な貿易相手国である㌔韓国の貿易

規模はこれら2国に比較して小さいものの､85年以降は韓国は米国において輸出のシ

ェアを拡大した10.図 7.1(C)は日本の輸出入構造を表したものである｡これによると

日本では輸出入とも米国に依存する割合が高くm､韓国に対する貿易規模は′J､さいが輸

出入とも85年以降に韓国のシェアは増加 した｡しかし､90年以降は頭打ちである｡3

章の韓国の成長要因との関連でいえば､分析期間前半の成長の説明要因であった輸出

は主に北米､特に米国-の輸出に主導されたものである｡しかし分析期間後半に至っ

て米国-の輸出は比率的に大きく減少した｡

73章との対比で言えば重工業品 (No.7-No.9)および一般製造業品 (No.10-No.16)である｡

8日本に関しては1985年以降89年までの輸出の伸びが高い｡

9米国の輸入に関しては80年前後より､また輸出に関しては85年よりメキシコのシェアが増加してい

るのが特色である｡

K)85年以降の傾向として米国の入超であるo

llその他のアジア各国での輸出における米国市場の順位は､インドネシア､マレーシアでは2位､フィ

リピン､タイ､シンガポールおよびメキシコでは1位であり､アジア太平洋地域の各国は米国を主用な

輸出市場としている｡Inouel1996】,pp.15･23.これより韓国の輸出品もこれら各国と米国において競合関
∫

係にある｡
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単位:100万ドル
【表7-4(a)】国別貿易の推移(韓国)

韓 国 輸 出 備 考先進国 中 東 NIEs ASEAN

年 世界 米国 日本 サウジ 宗三芳 イン㌢ シ マL7-シ フィリピン タ イ
1975 5.081 1,540 1,292 91 58 51 12 9 20
1976 7.715 2.497 1.801 234 78 48 18 29 24
1977 10,0ー6 3,126 2,120 671 98 68 23 40 72
1978 12.694 4.073 2.612 717 1-43 102 47 85 82
1979 15,051 4,389 3.352 704 196 195 85 109 110
1980 17.483 4,620 3.030 946 266 363 182 150 164
1981 21.249 5.682 3.502 1.136 305 370 163 131 125
1982 21.849 6.252 3.385 1,122 381 382 233 175 148
1983 24.436 8.272 3.403 1.436 538 252 226 180 218
1984 29,247 10,528 4.607 991 496 254 252 165 232
1985 30.282 10.793 4,543 968 490 195 449 240 143
1986 34,701 13.919 5.417 854 531 178 218 185 191
1987 47,171 18,362 8ー394 1.030 927 240 299 218 272
1988 60.696 21.477 12.004 1.130 1,355 402 410 338 537
1989 62.283 20,694 13,425 814 1.532 666 542 475 749
1990 64.837 19.419 12.555 739 1.758 l.078 708 498 968
1991 71.672 18.607 12.353 980 2.690 1.349 1.037 673 1.336
1992 76.631 18.153 11.599 940 3.221 1.934 1.135 745 1.532
1993 82,232 18.218 11,564 943 3,109 2.094 1,429 934 1.760
輸 入 先進国 中 東 N肥s ASEAN

年 世界 米国 日本 サウジ 宗三芳 イン㌢ シ マU7-シ フィリピン タ イ
1975 7,271 1,879 2,432 605 13 146 122 28 44
1976 8,764 1.959 3.094 714 18 238 186 41 31
1977 10.803 2.444 3ー923 1,122 51 353 196 31 35
1978 14.965 3,039 5,979 1,280 61 407 227 48 44
1979 20,296 4,594 6.637 1,576 115 591 383 142 70
1980 22,228 4.875 5.834 3,276 159 484 471 271 91
ー981 26,028 6.027 6,341 3,561 152 384 643 265 174
1982 24.236 5月45 5,279 3.2ー3 165 682 609 173 108
1983 26,173 6,262 6,207 2,016 400 387 777 178 95
1984･30.608 6月60 7,613 1,380 389 652 1.005 113 132
1985 31.118 6,479 7.523 639 267 668 1.234 150 152
1986 31,517 6.532 10.844 634 214 428 901 121 276
1987 40,925 8.745 13,641 1.065 430 825 1,086 123 191
1988 51,810 12.759 15.928 837 566 905 1,331 180 264
1989 61β47 15,903 17,441 1.041 637 1,135 1,503 201 416
1990 69,584 16月37 18,566 1.724 894 1,600 1,585 268 463
1991 81,250 18.892 21.110 3.268 1.027 2.051 1.868 322 561
1992 81,758 18,319 19.457 3,797 1.788 2,291 1.758 264 637
1993 83,793 17,951 20,015 3.734 1,539 2,588 1,946 317 538

出所)YearbookofFnternationalTradeStatistics.1976-1996,UnitedNations

【図7.1(a)】国別貿易の推移(韓国:輸出入)

出所)表7-4(a)より作成｡

25.000禦 20,000 A - 米国一一一 日本一-一一一サウジ
,P l

′γ

〈カメノド - フィリピン

01 ___一.;.閤

出所)表7-4(a)より作成｡
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単位:100万ドル
【表7-4(b)】国別貿易の推移(米国)

米 国 輸 出 備 考北 米 先進国 ASlA

年 世 界 カナダ メキシコ 日本 英 国 韓 国 宗三悪 マレ-シ タイア
1975 107.591 21.743 5,141 9.562 4.527 1,761 994 393
1976 114,992 24.106 4,990 10.144 4,801 2,015 964 535 346
1977 120,133 25,734 4,816 ー0,527 5.378 2.369 1,171 560 510
197fi 142,531 28.226 6.615 12,853 6,659 3.159 1.461 728 628
1979 176.787 32.175 9,629 17,539 8,551 4.189 2,329 932 961
1980 216,916 33.809 14.912 20,671 11,448 4.421 2.971 1,290 1.089
1981 230.506 38.449 17.723 21,625 10.430 5.008 2.956 1,464 1.009
1982 210.928 32.966 日.738 20,663 10,028 5,332 3.169 1,710 861
1983 199,143 36.977 9,078 21.560 10,310 5.709 3,685 1.676 906
1984 216,007 45,270 日,975 23.162 11,533 5.836 3,627 1.825 1,044
1985 211,418 45.924 13.393 22,165 11,020 5,712 3.451 1,459 738
1986 211.896 43,747 12.376 23.280 11,184 5,905 3,363 1.721 853
1987 252.495 59.212 14,572 27.796 13.797 7.660 4,017 1.885 1.481
1988 316,819 69.651 20.621 37,345 18.097 10.669 5.680 2,125 1.682
1989 361.207 77.893 24,843 44.484 20,462 13.469 7.282 2,866 2,291
1990 389.860 82,435 28.245 48,559 22,794 14,393 7,922 3.413 2,991
1991 418.218 84.708 33ー143 48.026 21.435 15,496 8,726 3,885 3,752
1992 447.330 90,155 40,508 47.748 22.805 14,629 9,622 4.395 3,982
1993 464,757 100.188 41,602 47.932 26.369 14775 11.675 6,064 3,768
輸 入 北 米 先進国 ASIA

年 世 界 カナダ メキシコ 日本 英 国 韓 国 宗三悪 マレ シ タイア
1975 96.903 22,151 3,066 11,424 3.772 1.441 533 772
1976 121,794 26.826 3,606 15,683 4.288 2,439 696 943
1977 147.862 29.757 4,688 18.900 5,110 2.923 882 1.326
1978 182,194 34.305 6.194 26.437 6,910 4,084 1,116 l.594

1980 250,280 40,775 12,771 32,856 9.940 4.427 1.981 2,683
1981 271,212 45,530 14.006 38.844 13.307 5.469 2.193 2.268 1.007
1982 253,033 45.676 15,684 39.896 13,522 6.002 2.273 1.956 956
1983 267.971 51,573 17,013 43,519 12.885 7.649 2.968 2.202 1.035
1984 338.189 65,335 18,250 60,369 14.742 10.026 4.120 2,822 1.425
1985 358.704 67,869 19,351 72,281 15.438 10,699 4.412 2.373 1.542
1986 381,362 66,216 17.538 85,453 15.647 13,496 4.885 2,532 1,872
1987 422.407 70,644 20,511 88,072 17,827 17.990 6,394 3,052 2,386
1988 459,016 80,745 23.518 93.165 18,698㌔ 21.209 8.224 3ー852 3,423
1989 491,511 88,543 27,442 97,107 18.814 20.589 9.179 4ー926 4ー635
1990 516.442 93,258 30.766 93.875 20,906 19,286 10.094 5.495 5.588
1991 507.019 92.431 31,767 95.711 18.915 17.735 10.193 6,345 6,447
1992 553,496 101,241 35月65 100,217 20,666 17,362 11.560 8.594 7.926

出所)YearbookoflnternationaITradeStatistics,1976-1996,UnitedNations

【図7.1(b)】貿易の推移(米国:輸出入)

出所)表7-4(b)より作成｡

120,000輸100.000 I∫/ヽ♂
;80.000 /′/

jJ/
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出所)表7-4(b)より作成｡
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単位:100万ドル
【表7-4(C)】国別貿易の推移(日本)

日 本 輸 出 備 考先進国 中 東 NIEs ASEAN

年 世 界 米 国 サウジ 韓 国 宗三芳 インドネシ マL7-シ フィリピン タイア
1975 55,754 11.259 1,350 2.248 1.522 1.848 566 1.027 958
1976 67.202 15.887 1,888 2.822 1,530 1.530 703 1.113 1.070
1977 80.470 19,925 2.342 4,078 1.717 1,717 862 1.099 1,359
1978 97,501 25,112 3,254 6,001 2.321 2,321 二1,155 1,544 1,527
1979 102,964 26.597 3,828 6.244 2.664 2.664 1.505 1,620 1,713
1980 129,542 31.648 4,855 5.363 3.868 3.457 2.058 1,679 1.916
1981 151,910 38.896 5.876 5.653 4.432 4,121 2,422 1.924 2,250
1982 138,584 36,605 6,621 4.878 4.344 4.260 2,500 1,800 1.906
1983 146.803 43.283 6,686 5.996 4,407 3.552 2.769 1,741 2.504
1984 170,037 60.519 5,634 7.216 4.566 3,073 2.872 1.075 2.420
1985 175,857 66.037 3,892 7.122 3,844 2,174 2,175 936 2,029
1986 209,081 81,253 2,761 10.461 4,540 2,661 1.706 1,087 2,027
1987 229.054 84,232 3.239 13.213 5,946 2.989 2,l67 1.414 2.949
1988 264,771 90,238 3,142 15.429 8.234 3.053 3.059 1.739 5,157
1989 275.039 93,701 2,763 16,554 9.174 3,301 4.ー23 2,380 6.832
1990 286,767 90,880 3,341 17,449 10,613 5,039 5,510 2,503 9.121
1991 314.395 92.088 3,893 20.059 12.145 5,612 7.633 2,657 9,423
1992 339,650 96.489 4,850 17.793 12.962 5,576 8,115 3.514 10.359
1993 360,911 106,353 4.102 19,066 16,557 5.986 9,603 4,812 12,256
輸 入 先進国 中 東 NIEs ASEAN

年 世 界 米 国 サウジ 韓 国 宗三悪 インドネシ マL7-シ フィリピン タイア
1975 57.864 11.610 6.139 1,309 400 3,429 692 1,116 723
1976 64.504 11.845 7.823 1.916 646 4,090 1.362 793 848
1977 70,560 12.417 8,505 2,113 687 4,996 1.560 897 748
1978 78.731 14.805 8,459 2.591 869 5.246 1.899 1.057 842
1979 110.108 20,465 12.133 3.359 1.469 8.793 3.257 1.582 1,169
1980 139.891 24.447 19.538 2,994 1,492 13.167 3.470 1.951 1,119
1981 140,830 25.343 21,482 3.388 1.930 13,305 2,926 1,731 1.061
1982 130,318 24,224 20.527 3.253 1.814 12.004 3,009 1.534 1.040
1983 125.016 24.737 15.529 3,364 1,453 10.432 3,130 1,306 1.018
ー984 134.257 26,971 14.734 4,203 1,760 11.175 4.411 1,418 1,039
1985 127,512 25.885 10,244 4,091 1,584 10.日8 4,330 1,248 1.026
1986 119.423 26,541 5.204 5.283 1,446 7.310 3,845 1.214 1.390
1987 146.048 31.691 7.311 8,057 2,022 8,427 4.771 1.352 1.795
1988 183,252 42.189 6,348 11.771 2,307 9,496 4,709 1.913 2,751
1989 207.356 48.457 7,048 12,967 2.936 11.010 5.106 2.056 3.582
1990 231.223 52.699 10.461 11.620 3.549 12,717 5.401 2.110 4.147
1991 234,102 53,717 10.080 12.339 3.395 12,765 6.471 2.330 5.251
1992 233,021 52.716 10,811 11,568 3.092 12.228 6.572 2.336 5.945

出所)YearbookoflnternationalTradeStatistics,1976-1996.UnitedNations

【図7.1(C)】国別貿易の推移(日本.輸出入)

出所)表7-4(C)より作成｡出所)表7-4(C)より作成｡
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2)韓国の輸出品目

表 715(a)および表 7-5(b)は韓国の輸出に関して､輸出財を中間財と最終財に区分

し国際産業連関表12に基づいて仕向先とその変化を表したものである｡

【表7-5(a)】韓国の輸出の仕向先(金額)
単位:100万ドル

年 度 輸 出財 米 国 日 本 ASEAN 書 芸 小 計 その他世 界 合 計

1975年 中間財輸出 761.0 903.0 79.2 1,743.2
内 製造 678.4 521.4 67.1 1.266.9
最終財輸出 671.7 614.0 30.9 1.316.6
内 製造 606.3 415.7 24.5 1,046.5
全体計 1,432.7 1.517.0 110.1 3,059.8 2.098.0 5,157.8
製造計 1.284.7 937.1 91.6 2.313.4 1.950.0 4.263.4

1985年 中間財輸出 3,612.8 2.646.3 757.1 106.9 7.123.1
内 製造 3.408.5 2,107.4 694.9 90.0 6,300.8
最終財輸出 6.197.9 1.299.6 298.9 74.7 7.871.1
内 製造 5,745.8 1.127.3 275.8 64.2 7.213.1
全体計 9,810.7 3.945.9 1.056.0 181.6 14.994.2 16,791.7 31,785.9
製造計 9.154.3 3.234.7 970.7 154.2 13.513.9 10,513.4 24.027.3

1990年 中間財輸出 5.900.3 6,470.2 2,691.0 1.535.6 16,597.1
内 製造 5.464.0 5.439.2 2.510.3 1.462.2 14,875.7
最終財輸出 12.267.0 4,815.7 1.293.8 435.1 18,811.6
内 製造 ll.378.8 4,284.6 1.205.6 388.3 17.257.3
全体計 18,167.3 11.285.9 3.984.8 1.970.7 35.408.7 37.645.2 73.053.9
製造計 16.842.8 19,723.8 3.715.9 1.850.5 32.133.0 26,325.5 58,458.5

出所)lDE【1982】.旧E【19921,旧E【1998】より作成｡

【表7-5(b)】韓国の輸出の仕向先(%)

年 度 輸 出財 米 国 日 本 ASEAN 書 芸 小 計 その他世 界 合 計

1975年 中間財輸出 14.8 17.5 1.5 33.8
内 製造 13.2 10.l l.3 24.6
最終財輸出 13.0 11.9 0.6 25.5
内 製造 ll.8 8.1 0.5 20.3
全体計 27.8 29.4 2.1 59.3 40.7 100.0
製造計 24.9 18.2 1.8 44.9 45.7 90.6

1985年 中間財輸出 ll.4 8.3 2.4 0.3 22.4
内 製造 10.7 6.6 2.2 0.3 19.8
最終財輸出 19.5 4.1 0.9 0.2 24.8
内 製造 18.1 3.5 0.9 0.2 22.7
全体計 30,9 12.4 3.3 0.6 47.2 52.8 100,0
製造計 28.8 10.2 3.1 0.5 42.5 43.8 86.3

1990年 中間財輸出 8.1 8.9 3.7 2.1 22.7
内 製造 7.5 7.4 3.4 2.0 20.4
最終財輸出 16.8 6.6 1.8 0.6 25.8
内 製造 15.6 5.9 1.7 0.5' 23.6
全体f十 24.9 15.4 5.5 2.7 48.5 51.5 100.0

注)｢製造Jの比率は全体輸出額に対する比率をさす｡
出所)表7-5(a)より作成｡

12IDE【19821､IDEl19921およびIDEl1998】による｡分析はこれら表を読みとって中間財と最終財に区分

して貿易額を経年的に比較する｡分析は7セクターの表によったため､重工業および一般製造業を含む

第2次産業の製品は､一括してセクター3 (製造)として表されている｡また､一表7-5(a)は輸出額を､

表7-50))はそのシェアを示した｡同時に製造 (工業製品)部門の貿易を併せて記した｡
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これによると､韓国の対米輸出品は90年において最終消費財のシェアが67%と高い

のが特色であり､その大部分は製造業製品である (63%/90年)｡日本､ASEANおよび台

湾 ･中国-は中間財 (特に製造)の輸出が多く､これら各国とは産業内工程分業を構

成していることが窺える｡米国は､輸出に関して日本およびNIEsを含むアジア諸国の

輸出市場であり､韓国の輸出製品が高度化したことは､韓国がこれら諸国と米国市場

で競合関係に入ったことを表している｡輸出市場を維持するためには､その輸出製品

について国際的競争力がなければならない｡以下では韓国の国際競争力を分析する｡

7-3節 韓国の輸出財における国際的比較優位性の分析

(1)分析目的および分析方法

国際競争力の程度を知るためには､その国の生産品の比較優位性を検出する必要が

ある｡比較優位は､生産費の大小および要素貝武存率の大小により決定されるが､それ

を各国経済について具体的な数値として算出することは困難である13.ここでは､韓国

と関連国の過去の貿易実績14を調べて全輸出に占めるセクター別のシェアを計測し､そ

れを世界貿易におけるそれと対比して指数化することで､各国の顕示された比較優位15

を観測する｡また､この比較ができない分野については､国別の商品別輸出シェアを

比較し､韓国の各産業の比較優位性を分析する｡算出式は以下である｡

比較優位指数-対象国の当該品の輸出シェア/世界貿易上の当該品の貿易シェア

ここで､

輸出シェア16-当該品の輸出額/輸出総額､貿易シェア-当該品の貿易額/貿易総額

である｡

(2)分析結果

表 7-7(a)～ (d)Ⅳおよび図7.2(a)～(d)は､韓国､日本､米国およびタイの比較優位

指数の推移を示したものである｡これより､韓国の工業品18に関する比較優位指数の

13小島【1966】.

I4貿易データおよび品目分類(SITC分類)は､InternationalTradeStatisticsYearbook【Ⅴ.Y]に基づいた0

15手法論的には､DrySdalel1988】(山滞他【19911,p.123)およびInoue【1996】,pp.52･55と同様であるo

xi以下この百分率を特化係数と呼ぶ｡

17貿易額を表した表7-6(a)から表7-6(i)は巻末に示す｡

坦sITCNo.0+1の食料 ･飲料 ･タバコに関する韓国の比較優位指数は0.72/70年､0.29/93年である｡タ

イにおける同指数は3.70/70年､2.50/93年である｡日本および米国の93年の値は0.05/70年､1.00/93

年であり､韓国はこの分野でもタイに比較し比較劣位にある｡鉱物と燃料は輸出は少なく省略する｡
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【表7-7(a)】韓国の各産業の比較優位指数の推移(1970-93年)

部門名称 国際コード 1970年 1975年 1980年 1985年 1990年 1993年

化学原料 5 0.19 0.21 0.58 0.39 0.43 0.66

繊 維 糸 65 2.56 4.20 4.54 2.91 2.89 3.29

鉄 鋼 67 0.29 0.87 2.48 1.66 1.82 2.18

工業製品 7 0.50 0.49 0.79 1.24 1.10 1.20

自動 車 78 0.30 0.14 0.62 0.70 1.00 1.30

出所)表7-6(a)～(i)より作成｡

【表7-7(b)】日本の各産業の比較優位指数の推移(1970-93年)

部門名称 国際コード 1970年 1975年 1980年 1985年 1990年 1993年
化学原料 5 0.90 1.00 0.69 0.54 0.61 0.61

繊 維 糸 65 2.27 1.73 1.42 0.97 0.63 0.56

鉄 鋼 ; 67 2.69 3.48 3.13 2.12 1.39 1.44

工業製品 7≡ 2.75 1.75 2.28 2.18 1.98 1.91
自 動 車 78 4.79 4.45 6.75 5.35 4.43 4.14

出所)表7-6(a)～(i)より作成｡

【図7.2(a)】韓国の各産業の比較優位指数の推移(1970-93年)
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出所)表7-7(a)より作成｡

【図7.2(a)】日本の各産業の比較優位指数の推移(1970-93年)
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【表7-7(C)】米国の各産業の比較優位指数の推移(1970-93年)

部門名称 国際コード 1970年 1975年 1980年 1985年 1990年 1993年
化学原料 5 1.27 1.16 1.27 1.28 1.12 1.08
繊 維 糸 65 0.36 0.50 0.60 0.40 0.40 0.39
鉄 鋼 67 0.54 0.44 0.38 0.16 0.30 0.30
工業製品 7 2.84 1.53 1.52 1.48 1.30 1.29
自動 車 78 2.24 2.89 2.00 2.03 1.50 一.66

出所)表7-6(a)-(i)より作成｡

【表7｣7(d)】タイの各産業の比較優位指数の推移(1970-93年)

門 国
化学原料
繊 維 糸
鉄 鋼
工業製品
自 動 車
衣 料

0.05 0.10 0.10
0.31 1.22 1.82
0.00 0.05 0.20
0.04 0.06 0.23
0.07 0.00 0.00
0.06 1.27 2.03

0.17 0.23 0.31
2.02 1.25 1.14
0.27 0.19 0.23
0.29 0.62 0.79

0.04 0.19 0.32
3.29 3.82 3.10

出所)表7-6(a)～(i)より作成｡

【図7.2(C)】米国の各産業の比較優位指数の推移(1970-93年)
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出所)表7-7(C)より作成｡

【図7.2(d)】タイの各産業の比較優位指数の推移(1970-93年)
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経年変化を見ると (図 7.2(a))､衣料の比較優位指数は高いものの､その値は急速に

低下している (12.39/70年､2.07/93年).繊維糸については､1980年に一時上昇した

が､その後低下した｡2章との関連でいえば､これは80年代後半の民主化による貸金

上昇により韓国では軽工業品の比較優位が減少したことを示している｡機械､電気､

輸送機を含む ｢工業品｣については､1985年に至って比較優位指数が 1.0を越え､比

較優位が顕示された｡成長の主要説明要因であった自動車については､1990-93年に

比較優位が顕示した｡これは､1980年代後半の設備投資が稼働し､生産が輸出に転じ

たことを窺わせる｡韓国の産業の比較優位を米国市場で競合関係にある日本､米国お

よびASEANの代表国であるタイと比較する (図7.2(b)～(d))｡日本および米国に関し

ては､自動車および工業製品の比較優位が韓国より数段上回っている｡また化学原料

は米国の比較優位が4カ国中最も高い｡これより韓国の輸出品目が80年代後半に高度

化したが､国際競争力はまだ低い状態にある｡軽工業品に関しては､韓国の衣料の比

較優位指数が低下した反面､70年以降タイにおいて比較優位指数が上昇し90年に韓

国を上回った｡米国のこの分野の比較優位指数はゼロであるため米国は衣料の大部分

を途上国からの輸入に依存していると思われるが､韓国のかっての主要輸出品であり

韓国経済の発展を牽引した衣料は輸出市場をASEANに侵食され､発展を主導できる状

況にないといえる｡

【表ト8】韓国､日本､米国およびタイの全輸出額に占める工業各部門の輸出のシェア(%)
単位:% 単位:%

部 門 年 次 工業部門の輸出のシェア
韓 国 日 本 米 国 タイ

動力機械 1975 2 12 20
1980 1 3 4
1985 1 3 5
1990 1 3 4 0
1993 1 4 4 1

産業機械 1975 1 1 71980 0 4 6
(特 殊) 1985 0 4 5 ー

1990 1 5 4 0
1993 1 5 4 0

産業機械 19751980 l l
(対金属) 1985 2 1

1990 2 1

1993 l l

産業機械 19751980 1 5 5
(一 般) 1985 1 4 4 1

1990 2 6 4 2
1993 2 6 4 3

部 門 年 次 工業部門の輸出のシェア
韓 国 日 本 米 国 タイ

事務機械 1975
1980 1 5 5
1985 1 4 4 1
1990 2 6 4 7
1993 2 6 4 8

電気製品 1975 9 11980 6 9 2 5

(音響等) 1985 6 12 2
1990 10 10 3 5
1993 9 8 3 5

電気製品 19751980 5 7 5

(家電等) 1985 6 8 6 6
1990 12 11 8 7

出所)表7-6(a)～(i)より作成｡

ここでさらに､SITC分類では分析できない工業の細分野についての韓国の輸出特化

度を日本､米国およびタイと比較することにより､韓国の比較優位性と市場の競合状

態を推定する｡表 7-8は韓国､日本､米国およびタイの工業の各部門の輸出特化度の

推移を表したものである｡これによると､動力機械､産業機械 (特殊､一般)および
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事務機械に関しては､日本および米国の特化度が高く､韓国のこの分野での比較優位

はない｡電気製品 (音響等)および電気製品 (家電琴)は､1990年に特化度が日本と

ほぼ同等の水準泊に上昇している｡しかし､電気製品 (家電琴)では米国の特化係数も

93年で9と高く､韓国は米国市場で日本および米国製品と競合状態にある｡また電気

製品 (音響等)は日本と競合状態にある｡

(3)7-3節結論

以上より､韓国では 80年代後半に機械､電気､自動車の比較優位が高まったが､

日米という先進諸国に比較してその優位は限られている｡また､かっての韓国の成長

を主導した軽工業品の代表である衣料の比較優位度が減少し､ASEANなどの新興発展

途上国にその比較優勢を奪われた｡輸出主導を国策とする国では､輸出を伸ばすため

には比較優位性を高める必要があるが､韓国で分析対象期間(1975-90年)において､

軽工業品より一般製造業に比較優位が移転したという事実は､-般製造業が資本集約

的 ･知識集約的産業であることを考えれば､比較優位を実現するための資本投資 (設

備投資)が行われる必要がある｡これは､3章の結論である分析期間後半の 1985-90

年の成長が投資主導であったことおよび輸出が成長-の説明度を低下させたことの表

れであるOまた､韓国では今後さらに先進諸国と米国市場で競争していくためには､

さらに積極的な設備投資と技術開発投資を行ない製品の輸出競争力を高める必要があ

るが､これは今後も設備投資が韓国の成長要因となることを窺わせる9)0

7-4飾 米国の貿易政策の変化と韓国の輸出-の影響

(1)米国の貿易政策の変化

80年代後半に韓国の輸出が成長要因としての説明度を低下させたもう1つの要宵と

して､米国の貿易政策の変化が考えられる07-4節では第2次世界大戦後の米国の貿

易政策の変化を分析し､韓国の成長に与えた影響を検討する｡

世界市場の機能を健全に維持するためには､ある種のパワ- (かってのパックスブ

リタニカのような)が必要であるO現在ではそれは国際機構(GATT/呼TO21)であり､

扮電気製品 (音響等)の特化度は韓国の10に対し日本は10であり､電気製品 (家電琴)では韓国の12

に対し日本は11であり同等の水準に達している｡

部篠原【199句,第1章によれば､第2次世界大戦後は世界的な技術革新の時代であり､日本においても主

導産業の雁行的交代期があった｡日本では､繊維-鉄鋼 ･化学-自動車-電気と業種間に不均等発展を

生じつつ経済が発展し､この主導産業の交代期に投資が生じ､GDPの成長に対する投資循環が発生した

とする01985-90年の韓国も､この交代期と考えられる｡

2lGATT:GeneralAgreementonTariBsandTrade(関税と貿易に関する一般協定)aWTO:WorldTrade

Organi乞ation(世界貿易機関)､1992年よりGATTに代わり世界貿易間層を取り扱う国際機関であるO
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もう1つは-ゲモニーな力を持ち世界経済をリー ドしてきた国家 (米国)である｡

1948年のGATT発足以来､米国は一貫してGAm 体制を支持してきた.また､GAm

は米国の通商政策の柱でもあった｡自由貿易の推進は米国の経済的利益であると同時

に冷戦を勝ち抜くために必要な体制でもあった｡このため米国は過去 7回の包括的関

税引き下げ交渉にイニシアチブを発揮してきた｡しかし､最終のウルグアイラウンド

の開始された 1980年代中頃より米国ではGATTに対する認識が変化した｡当時､米

国ではレーガンが政権を担当し､GATTを通じて米国の輸出機会を拡大し米国の経済

的地位の向上を期待した｡しかしラウンドの長期化を嫌気して米国は 1985年に新通

商政策を発表し､貿易交渉には通商法 301条22を通じた 2国間の通商交渉をも併用す

ることを表明し､外交交渉の場で活用した｡1988年の冷戦の終結により米国では軍事

面の安全保障の意味が大きく後退し､経済面での安全保障が前面にでてきた｡当時の

米国の政権にとっては世界経済に影響を持ち続けるため自国経済の活力を維持するこ

とが最大の関心事であり､そのためには財政赤字と貿易赤字を削減する必要があった｡

1993年のクリントン政権は､レーガン政権と同じく貿易の自由化の促進を支持 した｡

貿易の自由化は､(i)GATTを通じた多国間交渉､(ii)地域協力を通じた地域間交渉､お

よび(iii)個別の 2国間交渉によることを表明した｡しかし､その活用の根拠は米国自

身の経済的利益においた｡冷戦の終結によりGAm 加盟国と米国の経済的利益はイコ

ールではなくなった｡この米国の政治経済姿勢の変化がGATTのみならず､環太平洋

地域の地域協力の枠組みにも影響を与えている｡

NAFTABは､1994年 1月に米加墨の間で調印された北米における自由貿易地域結

成のための協定である｡NAFTAはウルグアイラウンドと同様､地域間でGATT原則

を補正する協定であるが､原産地規制などの保護主義的な条項も含んでいる｡例えば､

自動車は部品の 50%が原産であること､繊維は糸が原産であること､TVはブラウン

管が原産であることなどである｡

現在の米国にとっては､国際貿易主義と地域主義は米国の経済活性化と累積赤字削

減のための1つの政策と見なされている｡米国は自国の経済的利益の拡大のためには

GATTもNAFTAも301条も利用していく方針である｡米国の国際貿易に対する見方

は､かっての自由貿易(国際公共財)の維持イコール米国の責務の観念からは変質しつ

つある｡

(2)米国の対韓貿易政策の変化の影響

zz米国の主要通商法はこの他にも､スーパー301条､関税法337条､通商法201条､ダンピング防止関

税法､相殺関税法があるが､ここでは通商法301条で代表させた｡申鉱種【1997】.pp.280･307.

21NAFTA:NorthAm ericanFreeTradeAgreement(北アメリカ自由貿易地域協定)｡Inouel1996】,

pp.13･14.
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韓米の通商摩擦の始期は､1970年代の韓国の繊維類の自主規制措置にさかのぼるが､

通商摩擦が深化したのは80年代後半であるuo米国は､対韓貿易収支が赤字となり国

内圧力を受けて韓国に市場開放､貿易相互主義原則および知的所有権保護を要求した｡

83年には韓国の主要輸出品目であるテレビが､また84年には銅管が不公正貿易品目

であるとして米国貿易委員会が調査された550また85年には韓国の電子業3社に対し

ダンピング防止関税法を適用している%O表 7-9は 1970年から89年における米国の

韓国製晶に対する不公正貿易調査件数の推移である｡これによると､80年代に入り

【表 7-9】米国の韓国製晶に対する不公正貿易調査件数の推移

年 次 反ダンピング 相 殺 関 税 セーフガード 不公正輸入 合 計
品 目 品 目 品 目 品 目 他

1970-79 6 (2) 9 (4) 10 (6) 4 (2) 16 (14)

1980-89 25 (13) 8 (4) ll (2) 19 (10) 25 (29)
注)(ラ書きは不公正と認められた件数を示す｡

出所)Kruegerl1993b].p.177.

米国は韓国製品を不公正貿易品目と認定する傾向を強めているO表 7･10は､米国の

非関税貿易障壁下での 1984-

89年の韓国の対米輸出額の変

化である｡これによると､韓

国の 89年の米国-の輸出額

は84年に比較して､衣料とセ

ーフガー ド品目を除いていず

れも低下しているOまた､韓

国の米国-の輸出依存度 も

44.5%から 19.7%-と減少し

た｡また､米国市場の閉鎖性

【表7･10】米国の保護主義下での韓国の対米輸出額
単位:100万ドル

保護的規制品の種類 1984年 1989年

輸出自主規制対象品衣 料 2,166 3,135

鉄 鋼 975 652

反ダンピング関税晶 1,106 270

相殺関税対象品 249 0
セイフガード品 0 ll
不公正輸入品 35 4

の問題は､韓国のみならず 出所)Kruegerl1993b〕.p･176原典はCh｡ngHyunNaml1993].

NIEsを含む途上国一般にも

見られるo米国は 1980-89年の間に輸入品に対し381品目を反ダンピング調査の対象

としたが､その内の51は日本製品､24は台湾製品､22はブラジル製品27であったO

このように韓国を含む途上国に対する米国の政策は､70年代末までに韓国が発展して

きた状況とは変化している｡

到申鉱種【1997】,pp.897･905.Xmegerl1993b]はKruegerl1993a]と同様に1986年以降の韓米の貿易関係

はこれまでの友好的なものから貿易不均衡関宿にシフ トしたとする｡Erneger【1993も1,p.170.

E一通貨面では86年にWon価の切り上げが主張されている｡

溢申舷劉 19971.pp･897-905･ 才

21Eruegerl1993b],p.112.
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韓国にとって､米国市場の閉鎖性を表すもうーつの要素は地域主義の台頭であるo

地域主義とは政治 ･経済状況の類似した複数国間で協力的地域取り決めを結び､加盟

国相互の発展をはかる主義であるBo米国では 1994年 1月に米国 ･カナダ･メキシコ

の間で15年以内に自由貿易圏を形成する協定 (NAFTA:北米自由貿易協定2)が結成

された｡NAFTAの内容は､域内自由貿易圏の形成(関税 ･貿易障壁の除去)･輸入制

限の除去a)･資本移動の自由･知的権利の保護 ･環境の保護および原産地規制である.

NAFTAはウルグアイラウンドと同様､地域間でGATT原則を補正する協定であるが､

原産地規制31などの保護主義的条項も含まれている.特に韓国を含む途上国にとって､

米国はこれまで衣料などの労働集約財の輸出市場であったが､NAFTA以後は韓国を

含む途上国製品は免税とされた域内商品と競争する負担を課されることになり輸出額

に影響する｡

80年代後半に韓国の輸出が発展要因としての説明度を低下させた背景にはこれら

の保護主義的な国際関係が介在している｡

7･5節 7章結論

韓国の輸出構造は､最終財輸出を米国に依存し中間財輸出を日本､アジアNIEsお

よびASEANなどに依存する構造である｡また､輸出商晶に関しては､70年代以降に

それまでの労働集約財に代わって重工業および一般製造業の製品が増加 したO特に､

1990年以降の韓国の10大輸出品はほとんどが重工業および一般製造業の製品で占め

られている｡しかし､韓国の輸出商晶が高度化するにつれて日本を含む先進国との競

争が激化する｡韓国の輸出高度化商品の比較優位を見ると､競争力においてにはまだ

日本および米国商品ほど比較優位は顕示されていない｡韓国製晶が先進諸国商品と競

出第2次世界大戦後は総じてGATTに代表されるグローバリズムの傾向が強かったが､1999年現在､世

界各地で様々な地域的取り決めが活発に取り交わされ､現在の世界経済は2つの主義が入り乱れて活動

する場となっている｡

iDNAFTAは域内人口3.8億人､域内GDP7.19兆 ドルのECと並ぶ世界長大規模の経済協力機構であるo

lnoue【1996J,pp.13-14.米国の政策との関連でみれば､NAFTA結成以前は米加間に自由貿易協定があっ

た｡クリントン政権はこれを経済発展段階の異なるメキシコにも拡大したoNAFTA交渉の開始はブッシ

ュ時代に遡るがプッシュは交渉に際し米州全体を葎う新中南米支援構想四AI)を提唱し､米州における米

国の地域統合の促進と支援を強調した｡これはクリントン政権にも受け継がれFTAA(米州自由貿易地域

構想)として推進されている｡

3)主としてメキシコに対するものである｡

31原産地規制はNAFTAの規則の中で最も問題点が多いとされている｡繊維､アパレルなどの途上国が

得意とする分野では､最終財であっても原料に一定率以上の現地調達晶が含まれなければ原産と見なさ

れない｡細野【1995】,p.69｡Snape【1993】同様｡
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争していくためには製品の品質向上に向けてのさらなる投資を必要とする｡これは韓

国では今後も投資が成長を牽引する要素となることを示している｡また､衣料などの

労働集約財に関しては､韓国は 80年以降その比較優位を急速に失い､比較優位にお

ける国際的地位を後発の発展途上国であるタイに奪われている｡これは､3章におい

て 80年以降に繊維セクターが成長の要因としての説明度を低下させたことを裏付け

るものである｡ 3章において輸出全般が成長の説明度を低下させた背景には､韓国の

主要な輸出市場であった米国における保護主義の高まりと地域主義に代表される政策

の変化がある｡70年代は国際的に開かれた市場が存在したが､80年代後半以降の世

界市場は不透明性32を増した｡また､韓国では投資に起因する産業の高度化が経済を成

長させたが､経済が高度化するにつれて市場と国際競争力という新しい問題を生じさ

せた｡

32これは今後は発展途上国といえども米国の輸入規制の対象となることを示しているO
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第 8章 結論と課題

8-1節 結 論

本論文は､韓国および日韓の産業連関表とアジア産業連関表を用いて､韓国の

1975年から90年に至る期間の総産出の変化をSyrquin法を用いて分析 し､発展

要因を抽出するとともに､抽出された要因に関して細論的に生産構造および市場

構造の分析､および産業間のリンケージの変化と国産化率の変化､ならびに輸出

に関係する国際環境などを多面的に分析 し､韓国の発展の多様性を実証 した｡分

析を要約すれば､ 1章では､韓国の経済発展に関するこれまでの諸理論と諸見解

を分析し､論点を抽出して本論文で証明すべき仮説を提示した｡また､2章では､

韓国のマクロ経済指標と経済政策を 1962年以降を中心に分析 し､仮説の正当性

を根拠付けた｡ 3章から7章は本論文の主要部分である｡まず､ 3章において､

1975-90年の韓国の接続不変産業連関表をSyrquinの比例成長よりの乗離モデル

により分析 し､総産出の増加の要因を､産業部門､需要部門およびそれ以外の項

に分解 し､期間別の発展要因を抽出した｡その結果､分析期間の韓国では､輸出

とともに投資とそれに起因すると思われる技術変化が成長に関して重要な役割を

演じていることが判明した｡4章では､この分析を受けて分析期間の韓国の生産

構造と市場構造を､産業連関分析上の乗数分析を用いて分析 し成長要因と当時の

韓国の生産構造および市場構造の関連を探った｡その結果､韓国においては初期

の発展産業であった繊維を主体とする軽工業部門が民間消費需要と輸出により生

産が誘発され､最終需要項目別市場依存度も両者に依存する度合いが大きいが､

国内の資本形成需要からはほとんど生産が誘発されない構造であるのに対 し､分

析期間において成長-の貢献度の大きかった重工業､一般製造業および建設部門

は輸出とともに資本形成需要により生産が誘発され､最終需要項目別市場依存度

も輸出とともに投資需要に大きく依存 していることが判明 した0 5章では､

Syrquinの比例成長よりの乗離モデルにより抽出された主要な成長要因である技

術変化を産業間のリンケージの変化と考え､これを産業連関分析では一般的な影

響力係数と感応度係数の計測､およびレオンチェフの準行列の計測により産業間

の連関度の変化を観測するとともに､個別の産業の投入構造に関して尾崎の単位

構造系を観測し､成長との関連を検討 した｡また､開発政策としての工業化政策

には本来的に輸入代替を含んでいると考えられるが､これを韓国表に加えて国際

産業連関表を用いて韓国の国産化率の変化を計測 し､成長要因との関連を分析 し

た｡結論的には､技術変化と国産化の拡大が経済成長の要因となり､それらを実

現したのが韓国の旺盛な投資活動であったことが明らかとなった｡ 6章では､韓

国の民間投資における輸入代替の推移を､韓国の経済政策と関連付けながら分析

し､成長との関係を検討 した｡7章では､韓国の発展してきた 1975･90年におけ
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る国際環境の変化を､主に米国の経済政策を中心に分析 し韓国の発展との関わり

を分析 した｡

結論的には､分析対象期間の韓国の成長は通説的な単なる輸出一辺倒の成長で

はなく､投資に起因する様々の要因が複合 して作用した結果である｡需要面では

輸出は分析期間の前半 (1975-85年)の成長要因であるが､輸出産業を含む重工

業部門および一般製造業部門における民間投資活動と､それに関連して発生した

と考えられる最終財および中間財の輸入代替､およびそれらの複合的効果と考え

られる技術変化も輸出と同様に韓国の経済成長の要因であったといえる｡一般的

に投資と輸入代替は､短期的には生産を増加させる要因であるが､長期的には産

業間相互の連関度を向上させ､産業構造を高度化させる要因でもあるOそれが､

韓国の発展要因としての技術変化をプラスに乗離させた原因であると考えられる｡

また､1975年から90年の間の韓国においては､輸出産業とともに建設､金融保

険不動産などの国内部門も同様に成長を牽引し､今岡 ･大野【1985]らの主張する

複線的発展が行われたことを表している｡また､輸出に関する産業別シェアの重

点は 1975-80年の第 1期における繊維から1985-90年の第3期には一般製造業に

移 り､輸出構造の高度化がはかられた｡特に､一般製造業部門における成長要因

としての輸出と投資が比例成長より大きくプラスに帝離したことは､この部門が

韓国経済全体の発展を主導したといえる｡また､韓国経済は需要面において輸出

とともに投資に依存する体質であり､特に集積度の高い一般製造業-向けられた

投資は産業構造を高度化させ､産業間の連関度を向上させる｡それは､韓国の産

業の感応度係数が全産業で増加 したこと､また､後期の成長産業である一般製造

業が 70年代の主要輸出産業である繊維よりも広範な投入構造を持つこと､国際

的には韓国の国産化率が一般製造業分野で向上したことなどにより知ることがで

きる｡特に､韓国の 80年代後半の成長は､これら投資に関連した副次的効果と

いえる産業間の連関度の向上および国産化に向けた努力などが相互に影響し合っ

て相乗的な効果を発揮 した結果であるといえる｡また､この韓国の産業構造の変

化は､それまでに実施されてきた歴代の経済政策の効果であると考えられる｡韓

国では 1962年の朴政権以来､96年までに 7次の 5カ年計画が実施されてきた｡

特に､第 3次 5カ年計画では重工業化が推進され､政府の重点産業-の傾斜的金

融が実施されるとともに､国内に工業団地と自由貿易地区が設置され外資系およ

び内資系企業が優遇された｡また､韓国では 80年代後半まで貯蓄増強による国

内投資政策が進められ､投資による産業の生産体制が構築されてきた｡これらの

消費を抑えた産業優先政策の結果が 80年代後半の高度産業を発展させた｡この

意味で韓国の分析期間の発展は投資の効果といえる技術変化､産業構造の高度化､

自給率の向上を伴った ｢投資主導型複合的成長｣であったといえる｡以上が本論

文の結論であり､図 8.1はこれを集約的に示した｡
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【図8.1】1975-90年の韓国の発展の構図

分析手法および分析結果に関する本論文の特色と韓国の経済発展の研究に対す

る本論文の貢献を論ずる0本論文は､1975･90年の韓国が中進国からOECI)加盟

前の期間の韓国経済の発展過程を､入手 し得る最新の産業連関表を射 ､て詳細に

分析し韓国の経済発展において投資の持つ重要性を指摘 した｡この意味で本論文

は､韓国の経済発展に関する研究に-枝を継ぎ得たと考えるO 加えて本論文は､

次の意味で韓国の経済発展の研究に貢献 したと考える｡第 1に､それは本論文で

用いた韓国の経済発展に関する産業連関表を中心とした多面的分析であるO韓国

に関する既存の研究は､マクロ指標面および経済政策 ･産業政策面より実証的に

分析されたことはあるものの､また産業連関分析面より特定のテーマについて専

門的に研究されたことはあるものの､本論文のように韓国の発展過程と既存の研

究を詳細に調査 し､仮説を提示 しそれを実証的に産業連関表を分析 して期間別 の

発展要因を抽出し､さらにそれを個別的に産業連関論および各種統計指標などを

用いて分析的に細論 して､韓国の 1975-90年の発展過程に関する要因を分析 した

ことである｡特に､尾崎の単位構造系を用いた成長産業の投入構造の分析と付加

価値基準による国産化率を用いた韓園の国産化の変化の分析を韓国の経済発展に

関する要因分析的研究に組み入れた研究はかってなされなかったと考えるOまた､

本研究を通 じて韓国では､1962年の第 1次経済開発 5カ年計画以来､急速な成長

を遂げ 1996年にはOECD入 りを果たしたが､韓国のこの成果は､国内生産体制

の構築の結果であるということであるQまた､韓国の場合､経済の発展ならびに

所得の変化により産業の発展と衰退が発生するプロダク トサイクルが発展に付随

していたが､これについては別途､個別専門分野での研究が行われているためそ

の成果を待って今後の研究に生か したいQ
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8-2節 課 題

本論文は､1975-90年の韓国の発展の要因を詳細に分析 したが､低廉で優秀な

人的資源以外はほとんど資源的に恵まれなかった韓国の発展過程をさらに追求し

て途上国の有効な開発モデルを構築するには､次の3つの方向で分析を発展させ

る必要があると考える｡第 1は､韓国と同様に成功を収めた他のアジア NIEs諸

国およびその他の成功国の発展要因を分析 し､韓国のそれと比較 して共通の因子

を選び出し途上国の発展の典型モデルを作成することである｡この過程では供給

面での生産構造の変化を捉える必要があるが､このような投資の生産関数に与え

る効果を実証的に分析 し､投資活動と供給構造変化の関連を知ることも課題であ

ると考える｡第 2は､韓国の経済発展過程に対 して､投資､所得分配および借款

などを組み入れた動的モデルを構築することである｡これには､本論文よりセク

ターを集約 してマクロモデルを作成 し､各期の結果と産業連関表を関連付けて各

セクターの動きを観測できる枠組みを構築 し､入力条件としての発展のシナ リオ

を変化させることにより発展過程にどのような変化が生じるかを探ることである｡

韓国の成功的発展過程は､ある種の本質的要因を含んでいるものの特定の条件の

もとで生じたものであり､要因の順序および内容を変えることにより結果が相違

する可能性がある｡例えば､所得分配の改善に関して韓国は､需要面において消

費を抑えた投資主導により発展 した後に､民主化を通 じて所得分配が改善された

が､時期的により早く所得分配を改善 した場合の成長-の影響である｡社会厚生

の観点からは､所得分配は早期に実施されることが望ましいが､それは投資需要

を減少させ､投資の伸びの減少は投資主導型の国家にとっては経済発展の速度に

影響を与える可能性がある｡第3は､YoungおよびKrugmanなどの主張する経

済効率性 (総生産性(TFP))の改善の程度の問題である｡YoungおよびKrugman

は韓国の経済発展に関してTFPの改善の程度は少ないとするが､本論文では技術

変化が期間を通 じて成長要因として説明度は大きい｡このため､今後はこの両者

の関連性を分析 し､TFPの大きな国と韓国のそれを比較 し効果的な開発政策を模

索 していくことである｡

また､これ らに関連 して韓国モデルを途上国に応用する場合､ミクロレベルで

検討すべき点がある｡韓国では財閥を主体として産業投資が行われたが､投資を

誘因した政策および環境条件の解明である｡また､韓国は独占的 ･寡占的状態の

中で急速に発展 したが､発展過程ではこれを除く政策的および国際的な要因が存

在 した可能性がある｡開発経済学上は､これは輸出に伴 うⅩ効果と通称されるが

世銀のいうコンテス ト型の国内政策の効果 とも考えられ､効果的な途上国の開発

政策の立案にとっては考慮 していく必要があると考えられる｡

以上､発展途上国に対する望ましい開発政策のためには､これらのより包括的 ･

多角的なアプローチが必要であるが､これ らについては今後の課題 としたい｡
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【表3-4】製造業における産出の製造業比例成長よりの帝離度(1975年-90年)

要因男lJの産出の比例成長よりの車搬鹿 (%)

頬 白 75ー80 80-85 85ー90

霊宝空 Nt出 望主監患会誌望莞ff蘇 -.. 享押 三一...gi.=p. t十聖諾特 出 望主語患会誌警琵 !十
3 *品tk料* -13.8 -13.0 -22.8

4 ■■エ暮 8.8 -16.0 -13.3

5 製材木浪品 -2.0 -3.2 0_7

6 印aI出版 5.5 6.5 -4.9

蛙エ♯3-6計 -I.5 -25.8 -40.3

.7石油化学 14.7 3.0 ll.0･8非金Jt勲晶 6_4 0.5 9.59金JLl次艶品 25.7 20.7 7.0

Iエ暮7-9書十 46.9 24.3 27.5

10 *JttA 7.5 ll.1 4.I

日 -ARtL枕 6.6 ー8.0 ー8_4

12 t気8L券 5.4 8.8 13.9

13 t子1倍8L帯 8.5 13.8 15.5

14 *送株券 2.7 26.2 27_2

15 fL密牡械 1_8 0.9 0.9

16 その他製造 0.6 1.9 9.0

-収載辻井10-16計 33_0 80.9 88.8

18日 連 投 21.7 20.6 24.I

連投181十 2一.7 20.6 24.1

注)小段の小計は産*申分短に関する帝牡鹿を表わす｡千着作成

【表3-5】製造業の国内最終需要における各部門の製造業比例成長よりの奉離度(1975年-90年)

事医はlJの産出の比例成長よt)の司引畦度 (鶴)
l = 75ー80 80-一85 85ー90

】tr 雪空諾 警誓雷 雲監慧 慧霊芝 #Jt I+ 空聖莞 慧雷 雲監慧 聖霊慧 榊 計 雪空莞 慧 霊芝慧 聖霊慧 細 f+

3 *晶飲料♯ -19.9 -33.0 -25.0

4 +41+ 0.9 -23.0 -10

5 製材木製品 1_0 3.0 1.0

6 印il出版 0.9 -2,0 -1.0

畦エ兼3-6計 -17,0 -55.0 -26.0

7 石油化学 -7,5 -4.0 4.0

8 非金Jt製品 2.7 3.0 1.0

9 金JL1次穀晶 -0,4 -4.0 12.0

Iエ暮7-9計 -5.1 -5.0 17.0

ー0 金Jt#晶 0.9 一.0 4.0

ll 一般書枕 0.9 -2.0 8,0

12 tR*# 2.1 2_0 7.0

ー3 t子1倍書巻 1.3 3.0 2.0

14 +送書# -12.6 4.0 23.0

15 leI托 0.8 0.0 0.0
16 その他製造 -0.2 0.0 3.0

一触&辻暮10-16書十 -6.9 8.0 48.0

18ll* 投 ー8.8 13.0 25.0

JL投18I十 18.8 13.0 25.0

注)小段の小11は産♯中分類に帥する幸せ産を表わす｡暮春作成

【表3-6】製造業の国内最終需要輸入代替における各部門の製造業比例成長よりの帝離度(1975年-90年)
単 位.鶴

要因別の産出の比例成長よりの禾離度 (鶴)
項 目 75→80 80-→85 85-90

空讐漂 警誓翌 望盟慧 聖霊 慧 榊 ft 雪空翌 慧雷 雲監慧 聖霊慧 細 t十 望聖翌 慧雪 空盟慧 聖霊慧 細 1十
3 *品軟料暮 3.5 2.8 -2.4

4 +*エ暮 1.4 0.2 一十1

5 上村木製品 0.0 0.1 0.0
6 印Pl出版 0.0 0,3 -0.4

推エ暮3-6計 4.9 3.4 -3.8

7 石油化学 4,1 一一0.7 -2.1

8 非金Jt81品 0.1 0.0 0_4

9 金Jll次#晶 2.6 3.2 1.0

Iエ暮7-9f十 6.9 2.5 -0.7

10 金Jt8L晶 0.2 0.2 0.2

tl -般tL枕 1.4 9.0 2.3

12 t先牡牛 -0.1 1.9 1.5

13 t子3億88 -0.2 -0.4 0.7

14 +送書書 10.2 5.3 一.1

15 ♯古書牡 0.2 1).6 -0,4

18 その他#連 -0.1 0.0 A.1 0.0 0:0 0.b o.o -0.ー
-放出辻暮10-18計 ll.7 15.3 5.3

18日暮 投 0.2 0.1 0.0
暮牧18書+ 0.2 0.1 0,0

注)小段の小flはJEJE申分枚に帥する事Al丘を表わす.暮書作成
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【表 3-16(a)】 民間消費支出の詳細

1985年価格 単位 :10()万W(捕

75-8O 民間消費額 増加額 増JJEー額全体に対する部門別の% 伸び率(5カ叶.)..% 備 考年 次 1975年 1980年 75-80 75-8O 増加楯についての順位
部 門 分 類 ( )内は輸入の割合 ( )内は輸入の割合 対日部門 対全部門

1 総計 農林水産業 2,762,717 ( 1) 4,494,726 ( 4 ) 1,732,009 13/:) 63 8 ②LP+G)+③

23 鉱 業 33,770 (0 ) 12,174 ( 0) -21,596 -645() -り15

1-2′ト計 2,796,487 (/ ) J,.7-06,900 (1 )/,710,-/I.7

食品飲料業 7,027,187 (5 ) 10,518,78:i( :i) :i,:191,596 27

4 繊維工業 1,301,092 (5 ) 2,128,858 ( 3) fi27,766 6十イ:; 64 4

5 製材木敷品 25.150 (4 ) 10(),:i()R ( 0) 75,15ti 29～) り

67 印刷出版 102,816 (5 ) 2∩6,12()( .l) 1():.i,:i()-L 1()()12() 05日

:ト6小計 8,-/.9-6',2j5 (.7- )/2,9,7-.1,()a-9 (,I) )J,-/97,82-/

石油化学 1,()16,2㈹ ( 1) 2,2:i7,H:ih ( 2 ) 1,221,567 99〟 川=)

ト 非金属製品 ll,:帖｣ ( 1) 日,リ62 ( LI) .I_日,.59H 296

910 金属 1次製品 -2.172 (1)) -7,()()2 ( ()) -.1,H:与0 22222R -いり

7-9/j､計 1,025,46/ (/ 2,27.5,7.96 (2 )I,2.7-0,.I).I)5

金属製品 27,2:ll (3 ) 89,3tig ( 7 ) 62,日ti

ll 一般機械 15,566 (L15 ) 19,1二日 ( 2 ) こう,.565 2.'与 り

12 電気機器 109,090 (2 ) 15こ1,644 ( 2 ) ･15,55.-I ･12 り

14 輸送機器 39,195 (9 ) 53,()19 ( ()) 1:i,H2-I 35 り

15 精密機械 39,14()(15 ) 61,t392 ( 22 ) 22,752 58 り

161819 その他製造 161,759 (8 ) 2()5,8:与6 ( ll) ･14,O77 2713659 005

10-16小計 66'9,309 (8 ) 7:22,8/9 (8 ) .7-:3,.7-/()

建設 505 (0 ) 1,194 ( 0) 689

18/J､計 a-0.タ ｢0 ) /,/9-/ (〟 ) b■89

小売 り 2,112,769 (()) .'i,二与57,H.'i8 ( ())1,215.()69

20 飲食宿泊 722,54.'与( i) 82t3,262 ( 2) 1()5,719 15 0

21 運輸保管通信 1,190,(i:日 (()) 2,H1(),75:-)( 1) 1.:日1,122 H7 6

22 金融保険不動産 2,:与7.i,.jH()(()) .-i,;～.Fjtう,h2L( ()) 州1,(Hl H 日 l

2ノー その他サーヒ'1ス ;i,()21,;帖H (()) l,7(日,H(う7 ( ())1,ti州),-日日 Z:iJ() .3668 72517 その他 一別17 (- ) -,捕,!川7 ( 5-i) 19,:i～‖ り1

19-25小計 9,731,006' (0 ) 15,103,8j:) ( / ).7-,,'172,8:17

電力ガス水道 275,996 (0 ) 462,621 ( 0 ) 186,625 1Jl1()()

23 行政国防 98,596 (()) .'i6,06()( lti) -61,m6 -6.'与 -り

17上2:レ卜計 ……逆左凄些㌧…_日) L/99J28J i / /2L!If)lHLq1:い)63,t307

注) i:各部門の需要は輸入を含む値( ()内は輸入の割合 (%)を示す

2: ｢増加額全体に対する部門別の%｣はl%以下は空白とした このため各部門の%0)算術計は1()Oとはならない ,

:i:備考欄における順位は顕著なもののみ計上 した

出所)韓国銀行[19891より作成亡′
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【表 3-16(b)】 政府消費支出の詳細

1985年価格 単位 ;100万Won

75-80 政府消着額 増加額 増加額全体に対する部門別の% 伸び率(5カ年);% 備 考年 次 1975年 1980年 75-80 75-8O 増加額についての順位
部 門 分 類 ( )内は輸入の割合 ()内は抽入の割合 対日部門 対全部門

1 総計 農林水産業 0 (- ) 0(-) 0 〟〟〟〟〟 2929 7lTJ 12285 512

2:i 鉱 業卜2小計食品飲料業 ()(-)162 (0 ) 0 ( - )()(-) 0〟-16204 繊維工業 ()(-) 0 ( - )

5 製材木製品 0 (- ) ()( - ) いり-1612 067 印刷出版こL6小計石油化学 ()(-)()(-) ()(-)()(-)

fi 非金属製品 ()( - ) () ( - ) り

910 金属 1次製品7-9小計金属製品 ()(- )()(-) () ( - )0(-) り〟 り

ll 一般機械 o(- ) 0 ( - ) 0

12 電気機器 O (- ) ()(- ) り

i:i 電子通信機器 ()(-) ()( - ) り

トー 輸送機器 0 (- ) ()(-) り

15 精密機械 0 (- ) ()( - ) り

1618ー} その他姓造10-16小計建設 18小計小売り 0 (- )0 (- )()(-) 0 ( - )()( - )0(-) 0〟 り〟 り

2() 飲食宿泊 ()( - ) ()(-) り

21 運輸保管通信 () ( - ) () (-) り

22 金融保険不動産 0(-) ()(-) り

2-l その他1卜ヒヾス 9()6,165 (() ) 2,()日.052 (() ) 1,I()7,7ti7

2517 そu)也19-25小計電力ガス水道 ()(-)()(-) ()(-)()(-) り/,/()7,7870

2:i 行政国防17,23小計 3,254,466 (0 ) 6,O()8,98()(() )2,75LI.5142.75JD7j

注) 1:各部門の需要は輸入を含む値｡ ()内は輸入の割合 (%')を示す､

2:r増加額全体に対する部門別の%Jはl%以下は空白とした このため各部門U)%の算術計は1()Oとはならない
:i:備考欄における順位け顕著なもののみ計上した

出所)韓国銀行[1989]より作成
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【表 3-16(C)】 民間資本形成の詳細

1985年価格 単位 :lOO万Won

75→80 民間資本形成額 増加額 増加額全体に対する部門別の% 伸び率(5カ年).% 備 考年 次 1975年 1980年 75ー80 75-80 増加額についての順位
部 門 分 類 ( )内は輸入の割合 ( )内は輸入の割合 対日部門 対全部門

1 総計 農林水産業 105,555 (2 ) 107,229 (9 ) 1,674 〟 1∫〟 21 2783 いり @

23 鉱 業 0 (- ) 0 ( - ) 0

1⊥2小計 105,555 (2 ) 107,22.9 (9 J十(.'rj

食品飲料業 0 (- ) O ( - ) り

45t17 繊維工業 2,874 (20 ) 25.385 (36 ) 22,511

製材木製品 2,277 (35 ) 別,29ti(1 ) 79,()21 :i.-I7()I.5()26() り1)り

印刷出版 ()(- ) り ( - ) り/0/,.7-t'J2:トG/ト計 5,/,ケノ (26-) /()b-.a-8.'J l9

R 非金属製品 0 (- ) ()( - )

9ーい 金属 1次製品 -10,LIO2 (() ) -57,251 (() )

7-9小計 -10,402 (0) -.7-7,2.jJJ (() -Jli8j9

金属製品 13,257 (33 ) ･=17,7.川 (:i() ) :日,-tH:i

ll 一般機械 1,242,818 (77 ) 2.ll.'i,肖7()(76 ) i,171,().52 LH 5

12 電気機器 12(),ti87 (58 ) 1⊥lH,17～)(5() ) :与27,292 6 271 ) ④

1:i 電子通信機器 142,日ー7 (65 ) 63.'う,117 (.'i() ) ･.川(),.'約 0 9:i:30 .'日:3 2 @

14 輸送機器 I,706,268 (67 ) 1,171,726 (lJI:i ) -5:i(1,別2 -3l -2 *

15 精密機械 8:3,()3() (鮒 ) 2ti(),7()7 (6.1 ) 197,677 2.'与fi 1 (∋①㊨
1618-リ その他製造 2,972 (I.'i) 27,612 (19 ) 21,67() H:3()123LOtJ1.51 り151り

10-16小計 3,312,049 (71 ) ,)A,022,981 (59 /,71(),9.72

建設 2,774,194 (() ) 6,175,623 (O )3,401,▲129 60

18小計 2,774,194 (0 ) 6,]7.5,623 (0 3,101,j2t9 ββ .71^'〟

小売り 285.():与5 (() ) 596,約5 (() ) :ill,66()

2() 飲食宿泊 ()(- ) ()( - ) り

2】 運輸保管通信 12,360 (0 ) :31,Ot32 (() ) lH,722

22 金融保険不動産 136,23()(O ) :i(H,2-16 (() ) IGti.()16 12:i 1

2Ll そU)他サーヒ～ス 0 (- ) ()( - ) り

2.il7 その他 ()(- ) ()( - ) い

1号ト25小計 -/.ブ.3,t3'2.チ (()) 9.'12,02:J t () /98,:i.98

電力ガス水道 ()(- ) ()( - ) り

23 行政国防 0 (- ) 0 ( - ) ()

17.23小計 〃 √ - ) 0 ( - 〟

注) 1:各部門の需要は輸入を含む値O ()内は輸入の割合 (%)を示す

2: ｢増加額全体に対する部門別の%｣は1%以下は空白とした こ0)ため各部門u)%の算術計はlOOとけならない

3:備考欄における順位は顕著なもののみ計上した

出所)韓国銀行[1989]より作成
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【表 3-16(d)】 政府資本形成の詳細

1985年価格 単位 ;100万Yon

75→80 政府資本形成額 増加額 増加領全体に対する部門別の% 伸び率(5カ年);% 備 考年 次 1975年 1980年 75-80 75→80 増加額についての順位
部 門 分 類 ( )内は輸入の割合 ( )内は輸入の割合 対日部門 対全部門

1 総計 農林水産業 5,688 (0 ) 16,647 (() ) 1(),959 〟〟〟ll 193118 00 ビl

23 鉱 業 0(-) ()(-) 0
1-2小計 5,688 (0 ) 16.,6'j7 (0 /0,959

食品飲料業 0(-) ()(-) り
4 繊維工業 147 (0 ) 321 (1 ) 174

5 製材木製品 ･.I,()12 (1 ) .'i,()1()(() ) -1,002 -25こ18()5() -0-いり

67 印刷出版 ()(-) ()(-) り

ニトti/ト計 ･/,I.ラ-9 (∫ ) .'J,:i:}/ (() -828

石油化学 ()(-) ()(-) 0り-1.'う,37:i
パ 非金属製品 0(-) ()(-)

OlO 金属 1次製品 -2.7E35 (() ) -16,1.3R (() )

7㌧9小計 -2,785 (0 ) -1blID-8 (0 -13,373
金属製品 7,768 (23 ) ll,672 (lti ) :I,gO4

ll 一般機械 4.'i,76ti(52 ) 2:i,261 (別 ) -2(),5()7 -47 -()

12 電気機器 :3,2t3:i(.16 ) -1,-I:捕 (5村 ) I,15.'! :35 0
トー 電子通信機器 58,330 (40 ) 252,620 (こ1上1 ) 194,290 3.'L'i 1

ll 輸送機器 113,412 (70 ) 275,7.31 (33 ) 162,:119 1020 143 1 ③♂

15 精密機械 ll,456 (83 ) lil,2R5 (56 ) 2,829 25 り

16181リ その他製造 783 (2 ) 109 (4:_i ) -674 -861151474 -0600

10-16小計 2.78,800 (.)-8 ) ,7-82,JrJ (-/I .'jj3,./71j

建設 1,18O,511(() ) 2,512,2ti8 (O )I,361,777 80

18小計 1,180,5JJ (0 ) 2,5J2,288 (0 I,361,777 ■〟〟

′ト売り 25,221(() ) 28,fi5ご1(() ) :i.63:i

20 飲食宿泊 ()(-) ()(-) り
21 運輸保管通信 2,154 (0 ) 3,741 (0 ) 1,587

22 金融保険不動産 ()(-) ()(-) り
2-1 その他1卜ヒ､､ス ()(-) り ( - ) い

2517 その他 ()(- ) () ( - ) り

1!ト25小計 27,:J7.7- (() ) .32,.7-9,7- (() .7-,22()

電力ガス水道 ()(-) ()( - ) り
23 行政国防 o(-) 0(-) 0

17.23小計 〟 (-) 〟 (- 〟

注) I:各部門の需要は輸入を含む値(, ()内は輸入の割合 (%)を示す

2:｢増加額全体に対する部門別の%Jは1%以下は空白とした このため各部門の%の算術計は100とはならない

:i:備考欄における順位は顕著なものu)み計上した

出所)韓国銀行[1989]より作成
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【表 3-16(e)】 輸出の詳細

1985年価格 単位 ;100万Won

75→80 輸出額 増加額 増加斬全体に対する部門別の% 伸び率(5カ年).%, 備 考年 次 1975年 198O年 75-8O 75-8O 増加轍についての鵬位
部 門 分 類 ( )内は輸入の割合 ( )内は輸入の割合 対日部門 対全部門

1 総計 農林水産業 628,474 609.819 -18,655 〟22I -3 -0 Lil@@しい②

23 鉱 業 69,219 56,473 -12,746 -18-H -り-り

1-2小計 697,693 666,292 -31,401

食品飲料業 376,173 :i′I7,022 -29,151

4 繊維工業 2,501,510 1,.'!:i1,5ti5 1,83O,()75 7li H

67 印刷出版 -,ll,912 1:i2,19() 90,27ti 21592 り.'!

:卜6小計 .7,2fil1,6-86' .3-,188,Jbl1 I,.92:3,L17D- 2.I)

石油化学 773,783 1,489,100 715,317 8

ド 非金属製品 129,119 276,tう1:i 日7,-一汁1 2 1日 1

910 金属 l次製品 285,49̀l I,24⊥1,6O:i 9.59,1()9 ll .'与:捕:i97 ･12

7L9小計 I,188,396l t'J,()I(),:JJb' I,82J,.92() ∴∵

金属製品 142,113 7()5,ti22 56:i,7()9 7

ll 一般機械 125,243 27(),4ti() 115,2:i7 2 116 1

12 電気機器 58,()59 268,693 21(),6.'i∠1 こち :与6.'与 1

13 電子通信機器 713,988 1,478,96O 7611,972 9 i()7 :I

トl 輸送機器 248,886 857,214 6()fi,.'i28 7 2∠1:1 .-i

15 精密機械 74,228 178,161 1()3,933 1 日() り

16181リ その他製造 425,521 695,8.5O 27O,329 3 6455日)5 102
10-16小計 I,788,0.'18 J,j55,180 2,6-67,IJ2 .72〟

建設 18,739 29,050 lO,:ill

1釦J､計 18,739 29,050 10,.'111

小売り 538,954 1,1()6,68n 5(う7,726 7Ill∴了〟

2() 飲食宿泊 9:i,O97 16(),125 67,()2t3 72 り

21 運輸保管通信 925,677 2,2:i6,()7:i 1,:ilo,396 lli2 6

22 金融保険不動産 :捕,f351 92,57.'ミ 5.'弓,722 1:うH り

2.I そu)他サーヒ'､ぺ り:㍉007 l2,)捕 -H日.hut 一一H7-97 ()2517 そ〟〕他 925,(i77 12(),1H1 --H()5,.LO(i -:i+i

捕-25小計 2,6115,.'jL7-:] .'1,728,()18 /,//2,b'.9,7-

電力ガス水道 628,474 lb ,60 1 -hl1,t31こi

23 行政国防 0 8,255 8,255 り

17.23小計 628.174 24.916' -6'03,,7-58

注) 1:各部門の需要は輸入を含む値., ()内は輸入U)割合 (%)を示す

2: ｢増加額全体に対する部門別o)%｣け1%以下け空白とした このため各部門の%0)算術計はlOOとはならない

:i:備考欄における順位は顕著なもU)のみ計上 した

出所)韓国銀行[19榊]より作成
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【表 3-17(a)】 民間消費支出の詳細

1985年価格 単位 ;100万恥n

80→85 民間消費額 増加額 増加額全体に対する部門別の% 伸び率(5カ年)一% 備 考年 次 1980年 1985年 80ー85 80-85 増加額についての峨付.
部 門 分 類 ( )内は輸入の割合 ( )内は輸入の割合 対日部門 対全部門

I 総計 農林水産業 4.494.726 (4 ) 4,492,199 (3 ) -2,527 〟 -0 -0 G)②③

23 鉱 業 12,174 (0 ) 1,159 (1 ) -8,()15 -66ll -り5

I-2小計 4,506,900 (i ) -I,496,.ブ58 (3 10,.9-42

食品飲料業 1(),518,783 (:i ) ll,66(),289 (2 ) 1,141,506 92

4 繊維工業 2.128,858 (3 ) i,798,928 (1 ) -329,930 -15 -1

5 製材木製品 I()(),:i()8 (0 ) ltー5,971 (7 ) 65,66:i 65 り

h7 印刷出版 2O6,12()(-) ) 121,()馴 (5 ) 2日,96./I 1()429 13

:ト6小計 12,9Sj,0619 (/} )ノー/,()Jl)-,272 (2 /,092,2():i 〟 5〟 :i

石油化学 2,237,836 (2 ) 2,889,215 (1 ) 651,379

H 非金属製品 ･1.,1,962 (-1 ) t32,7～日 (2() ) :ミ7,fi:う1 H.,1 り

910 金属 1次製品 -7,()()2 (() ) 一日,lRl (() ) -.-1,179 6():jH -りり

71/J､計 2,27D-,7.96- (2 ) 2,.yf)-(),827 (/ bt8.7J,():i/

金属製品 89,:畑9 (7 ) 12:i,,I:i:.l(1g ) .'i-1,()Jl5

ll 一般機械 19,131(2 ) 126,168 (-1 ) 1()7,037 559 り

12 電気機器 154,641 (2 ) 491,.3()1 (6 ) .'i:_i9,657 220 1

1.ri 電子通信機器 138.908 (E3 ) 68.'L,126 (17 ) 541,518 4 :i92 2

14 輸送機器 53,019 (0 ) 125,()()3 (O ) 371,984 32 702 2

15 精密機械 61,892 (22 ) 】:札 7｣:i(22 ) 77,R51 126 り

161819 その他穀造 2()5,8:ih (ll ) -l()H,til5 (I:i ) 2()2,979 99-10046 1-07

I()-16小計 722,819 (8 )2,100,890 EJJ 1,678,071 14-♂

建設 I,194 (0 ) ()( - ) -1,194

18′ト計 1,194 (0 ) 0 ( - -1,194

小売り 3,357,838 (O ) 4.896,442 (() ) 1,5:i8,6()4 13

2() 飲食宿泊 828,262 ('2 ) 969,515 (1:i ) I.ll,25:i 1 17 1

21 運輸保管通信 2,81(),755 (l ) 1,115,269 (1 ) i,3()1,5日 ll 46 h.11

2-1 その他サーL､L人 I,7()1,tih7 (() ) I,tif叫 ll2 (() ) lUI,.=j7.i 2 1ti45 ㌧卜2517 そu)他 ･川,-L97 (() ) 伽札 515 (1:i ) 92l,()lfj ～ ll7

19-25小計 J5,10.'3,8J.'] (() )20,J.'18,()lJ7 (2 5,.7:JJ,77-/ +/

電力ガス水道 462,621 (() ) ･1,.'う70,H17 (O ):i,9()H,196 :う2

2:I 行政国防 36,66()(Its) 326,7.'!6 (2 ) 290,076 2 791 l

1723小計 ･199281 (I)iLbl971.7-,,-3 (0 i.I.98.272 ,プ4

注) 1:各部門の需要は輸入を含む値′ ()内は輸入U)割合 (%)を示す

2: ｢増加額全体に対する部門別の%｣は1%以下tTt空白とした このため各部門の%の算術計は10()とはならない

:i:備考欄における順位は顕著なもののみ計上 した

出所)韓国銀行[1989]より作成(
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【表 3-17(b)】 政府消費支出の詳細

1985年価格 単位 ;100万Won

80ー85 政府消費額 増加額 増加額全体に対する部門別の% 伸び率(5カ年).% 備 考年 次 1980年 1985年 80→85 80-85 増加栃についての順位
部 門 分 類 ( )内は輸入の割合 ( )内は輸入の割合 対日部門 対全部門

1 総計 農林水産業 0(-) 0 ( - ) 0 〟〟〟〟〟2(う()∠β〟-160-ノ〝 7-1 】-0

2:i 鉱 業卜2小計食品飲料業 0(-)()(-) 0 ( - )()( - ) 0〟 り

4 繊維工業 0 (- ) 0 ( - ) 0

5 製材木穀品 0(-) ()( - ) 0

67 印刷出版:ト6小計石油化学 ()(- )0 (- ) ()( - )()( - ) り〟 り

H 非金属製品 ()(-) ()(-) り

91い 金属 l次製品7-g小計金属製品 ()(- )()(- ) ()(-)0 ( - ) り〟 り

ll 一般機械 ()(- ) ()(-) り

12 電気機器 ()(- ) ()( - ) り

1:～ 電子通信機器 O (- ) ()( - ) り

ll 輸送機器 ()(- ) ()(-) り

15 精密機械 ()(-) ()(-) 0

161819 その他製造10-16小計建設 18′ト計小売り ()(-)0 (- )0 (- ) ()(-)0 ( - )()( - ) い〟 0〟 り

2() 飲食宿泊 ()(- ) ()( - ) り

21 運輸保管通信 0 (- ) 0 ( - ) り

22 金融保険不動産 ()(- ) ()( - ) い

2l そU)他サ-LtLス 2,()I:～,舶2 (() ) 2,117,0リリ (() ) 1:日,()17

2.i17 その他19-25小計電力ガス水道 ()(- )()(- ) ()(-)()(-) り/.I)./,()170

23 行政国防172:i小計 6,008,980 (0 ) 5,926,571 (0 ) -82,409-82jO9

注) 1:各部門の需要は輸入を含む値 ()内は輸入の割合 (恥)を示す

2: ｢増加額全体に対する部門別の%｣は1%以下は空白とした このため各部門の%'の算術計は1()()とはならない

3:備考欄における順位は顕著なもののみ計上した｡
出所)韓国銀行[1989]より作成｡
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【表 3-17(C)】 民間資本形成の詳細

1985年価格 単位 ;100万Won

80ー85 民間資本形成額 増加額 増加額全体に対する部門別の% 伸び率(5カ年).̀34 備 考年 次 1980年 1985年 80-85 8O-85 増加額についての椴付二
部 門 分 類 ( )内は輸入の割合 ( )内は抽入の割合 対日部門 対全部門

1 総計 農林水産業 107,229 (9 ) 151,738 (4 ) 44,509 〟〟〟 ー｣ 4272 P00 a④

2:I 鉱 業 ()(- ) ()( - ) 0

i-2小計 107,229 (9 ) 151,7.78 (i J4,609

食品飲料業 ()(-) ()( - ) り

4 繊維工業 25,385 (36 ) 43,707 (8 ) 18,322

5 製材木製品 81,298 (1 ) 144,320 (() ) 63,022 7HLlOl二二h り十一り

67 印刷出版 ()(- ) ()(-) 0

3-6小計 /06,6'bu (9 ) 188,()27 (2 81,:JLI/

石油化学 ()(- ) 0 ( - ) いり--.'日,()71

ボ 非金属製品 ()(-) ()(-)

910 金属 l次製品 -57,25l(() ) -Ol,:与22 (() )

7-9小計 -.7J7,2D-I (() ) -91,.']22 (() -Jj,()7/

金属製品 47,7-I()(:i()) 1()7.891(25 ) 6(),151

ll 一般機械 2,413.日70 (76 ) .'ト142,733 (55 ) 1,O28,86:i 43 4

12 電気機器 こ1.48,179 (5()) 629,t321 (:i() ) lfH,642 :i lil I

I:i 電子通信機器 633,117 (.'i()) 1,()56,日9 (!1∠l ) 42:i,OO2 h 67 2

14 輸送機器 1,171.726 (二1:i ) 2,:i()1,().'与2 (16 ) 1,129,:i()6 16 96 5 ②

15 精密機械 280,7()7 (6二l) 51(),957 (ti2 ) 2:M,250 :iJj 衿2 1 @①

161819 その他製造 27,612 (19 ) 91,659 (2 ) ･64,()17 23257(日2:i 0151り

10-16小計 5,022,.981 (59) 8,140,212 LJ/ 3,117,231

建設 6,175,623 (0 ) 9,718,242 (0 )3,542,619 50

18小計 6,175,623(0 ) 9,718,242 (0 3,542,619 50

小売 り 596,60.5 (O ) ti4:i,166 (() ) 2!lti,171 :i:1〟

2() 飲食宿泊 O (- ) ()(-) ()

21 運輸保管通信 :ll,()H2 (() ) :札 15fi(() ) 7,()76

22 金融保険不動産 :i(日.2-1(i(() ) i()fi,957 (() ) 1()Jl,711 :H り

21 そU)他サー〔､1人 (I(- ) ()(-) り

2517 その他 ()(- ) ()( - ) り

lfト2.3小計 9.'J2,()2:J (() ) /,29(),2〝/ (() :).ラ-8,2.効■

電力ガス水道 ()(-) ()(-) り

23 行政国防 0(-) o ( - ) 0

1723小計 0 (- H ( - 〟

注) 1:各部門の需要は輸入を含む値｡ ()内は輸入の割合 (%)を示す

2:｢増加額全体に対する部門別の%｣は1%以下は空白とした{ このため各部門の%の算術計は100とはならない

:i:備考欄における順位は顕著なもののみ計上 した

出所)韓国銀行[1989]より作成 ′､

･9-



【表 3-17(d)】 政府資本形成の詳細

1985年価格 単位 ;100万Won

80→85 政府資本形成額 増加額 増加額全体に対する部門別の% 伸び率(5カ年)二% 備 考年 次 1980年 1985年 80-85 80-85 増加朝についての順位
部 門 分 類 ( )内は輸入の割合 ( )内は抽入の割合 対日部門対全部門

I 総計 農林水産業 16,647 (() ) ll,581 (0 ) -5,066 〟 2∵〟 5-18 -30-10 -O-0 ①

23 鉱 業 ()(-) ()(-) 0

卜2小計 16,647 (0 ) /1,,7-81 (0 -5.,066

食品飲料業 0 (- ) 0(-) 0

4 繊維工業 321 (1 ) 290 (0 ) -31

5 製材木製品 3,010 (O ) 22,199 (() ) 19,189 63t36.34:i 0-いり

67 印刷出版 0 (- ) ()(-) り

:卜6小計 :i,:131 (() ) 22,/H.(J (() /.9,/58

石油化学 ()(- ) ()( - ) り

H 非金属製品 ()(- ) 0(-) り

9川 金属 1次製品 -16,1.3ti(0 ) -26,295 (() ) -1(),137

7-9小計 -′6,158 (0 ) -2b',2.9,9- (0 -I(),137

金属製品 ll,672 (18 ) 16,m9 (9 ) 4,967

ll 一般機械 23,261(Hl ) 77,251(:il ) 5:i,99() 232 り

12 電気機器 -1,ll:捕 (5E3) ll,-l()7 (.5;i ) 6.971 157 0

13 電子通信機器 252,62() (4L1) .'i7,511 (67 ) -215,1()9 -85 -1

14 輸送機器 275.731 (:i3) 96,387 (ll ) -179,344 -15 -65 -I

15 精密機械 14,285 (56 ) 29,259 (66 ) 14,974 1-27 1()5 り

1618lり その他製造 109 (43) 518 (0 ) 4()9 375596-6 り6り-()り

10-16′j､計 DJ52,114 (41 ) 268,972 (32 -313,′J2

建設 2,542,288 (0 ) 4,O37,2()I (0 ) 1,494,913 126

18小計 2,542,288 (0 ) J,0.3'7,201 (0 1′194,913 126〟

′ト売り 28,851 (O ) :i(), :19 3 ( () ) 1,6:与9

20 飲食宿泊 ()(- ) ()(-) り

21 運輸保管通信 3,741(0 ) 3,509 (O ) -2:32

22 金融保険不動産 ∩(一一) ()( - ) り

2-I そU)他サーヒ'Lス ()(- ) ()(一一) り

2517 そu)也 ()(- ) ()( - ) り

1～卜25小計 :12,.ち-9.7- (() ) :1-/,()()2 (() I,107

電力ガス水道 ()(-) :約,5:12 (() ) :う0,5.'与2 3.∫

23 行政国防 0 (- ) O ( - ) 0

17.23小計 ♂ (- SOD-.32 (O

注) 1:各部門の需要は輸入を含む値｡ ()内は輸入の割合 (%)を示す ,

2: ｢増加額全体に対する部門別の%｣は1%以下は空白とした｡このため各部門の%の算術計は1()0とはならない､,

:i:備考欄における順位は顕著なもののみ計上した/

出所)韓国銀行[19鮒]より作成L､

-101



【表 3-17(e)】 輸出の詳細

1985年価格 単位 ;lOO万Won

80-85 輸出額 増加額 増加額全体に対する部門別の% 伸び率(5が ー-I.);̀yt, 備 考年 次 1980年 1985年 80-85 80→85 増加板についての順位
部 門 分 類 ( )内は輸入の割合 ( )内は輸入の割合 対自部門 対全部門

1 総計 農林水産業 609,819 563,492 -46,327 〟 -8 -O ②し卜⑤@

23 鉱 業 56,473 :i8,255 -18,2lH -3246 -01

1-2小計 666,292 601,747 -b'4,515

食品飲料業 347.022 506,864 159,842 2

4 繊維工業 4,331,585 6,018,526 1,686,941 16ノ7 39 7

5 教材木製品 377,364 138,286 -2:う9,O7H -63 -1

67 印刷出版 I:i2,19() 1:与1,()2() 1.17() -I1:H -()H

:卜6小計 一7J,188,16J bl,7t91,6'96 /,t3'()〟,.?J:i.7-

石油化学 1,4ti9,loo ;i,-1:ー7,129 1,9-一札()29 汁-3

バ 非金属製品 276,61.'ー 26.5,:与2E3 -ll,2ti.i -:I -()

9川 金属 1次製品 1,244,60:i I,599,7(i:i :155,l60 29100 23

7-9小計 3,010,316 a-,.'102,220 2,291,9()1 22

金属製品 7()5,#22 I,-112,169 7()6,:347 7:i

ll -般機械 27(),48O :i23,4.37 52,957 2() い
12 電気機器 26ti,69:i 62.'う,1t35 .'与.FH,.l02 I:i2 2

I:i 電子通信機器 1,478,96() ;i,116,996 1,6:iR,():捕 15 111 7

14 輸送機器 857,214 2,:i92,4()2 1,535,1H8 145 179 7 ④

15 精密機械 178,161 270,592 92,4.'il 52 0

161819 その他製造 695,850 1,243,185 547,:i35 7949947 2i2

10-16小計 i,455,180 9,381,9t5'b' 1,92bl,786 j5

建設 29,05() 173,947 I-日,H97 I

18/J､計 29,050 )73,947 Hj,897 1 51

小売 り 1,lO6,680 I.626,1:i7 519.こ157

20 飲食宿泊 160,125 297,67:i 1:与7,5-lt3 86 1

21 運輸保管通信 2,236,073 3,065,999 829,926 8ノノ〟 37 ･,:I

22 金融保険不動産 92,57:i 179,ti57 H7,2ti.I 9こ1 り

どll そU)他サーヒ-1ス 12,lltう Jl2,OH() 1()(),.jtil fil()42 り2517 その他 12(),川1 1:捕,267 1～一,()鮒 り0
1～ト2.5小計 .'J,728,()JH 5,/2(),9/:i I,(7'.92,8bl.7-

電力ガス水道 16,661 2こ与,6.m f),97O

23 行政国防 8,255 17,953 9,698 117 0
17.23小計 24.916 41.58j 16-.6'b'8

注) I:各部門の需要は輸入を含む値｡ ()内は輸入の割合 (%)を示す

2: ｢増加額全体に対する部門別の%｣は1%以下は空白とした こ0)ため各部門u)%u)算術計は1()()とけならない

li:備考欄における順位は顕著なもU)のみ計上 した

出所)韓国銀行[1989]より作成(

-ll-



【表 3-18(a)】 民間消費支出の詳細

1990年価格 単位 ;100万Won

85ー90 民間消費額 増加額 増加額全体に対する部門別の% 伸び率(5カ年):% 備 考年 次 1985年 1990年 85-90 85-90 増加額についての嶋付:
部 門 分 類 ( )内は輸入の割合 ( )内は輸入の割合 対日部門 対全部門

1 総計 農林水産業 5,684,553 (2 ) 6,613,654 (4 ) 929,101 3∫ 16 4 ④23 鉱 業 4,820 (1 ) -l1,509 (-d ) -16,:】29 -33925 -O16

1-2小計 5,689,373 (2 ) 6,602,145 (4 912,772

食品飲料業 14,892,840 (1 ) 18,551,199 (4 ) 3,658,359 10

4 繊維工業 2,606,545 (I ) 4,623,327 (6 ) 2,()16,782 6ノβ 77 9 ⑨㊨⑦@⑤

5 製材木製品 199,841 (E3 ) 285,929 (6 ) ti(i,()tm ･1:i り

67 印刷出版 -,169.-日ll(il ) =:i,5.37 (1() ) -.35,fiR7 -1210.'! -り卜†

.'ト6小計 18,168,670 (2 )2:1,87-1,()J2 ( .7- .7J,?()5,.J3-/2

石油化学 2,835,O3()(:3 ) .3,761,271 (1() ) 2,926,2二日 ～〟

ホ 非金属製品 87,3二号2 (lt)) 2:1(),fi72 (:i5 ) 1.5二号,三日() 176 1

910 金属 1次製品 -1:i,52()(() ) -59,()1()(() ) -I5,-捕() :う36279 -り2

7-9′ト計 2,908,842 (j ) .7-,9-I.7,I:).'] (12 ('1,0:JJ,291

金属製品 179,12()(l6 ) 67t3,:は行 (lO ) ･199.268 1

ll 一般機械 122,6()4 (1:i) 71().6tiO (.'与り ) 5tj8,()7(i 2 48() :3

12 電気機器 1,097,103 (14 ) :i,36上1,H:L'う(ti ) 2,267,7.'与() 6llこl 2()7 lり

13 電子通信機器 33.868 (22 ) 127,6614 (lfi ) 9.'!,796 277 り

1.l 輸送機器 441,567 (0 ) 1,535,()15 (I ) 1,()93,448 927 1ト

15 精密機械 155,756 (23 ) 329,1:il (44 ) ー7.I_L'i75 111 1

161819 その他製造 406,027 (17 ) 1,788,795 (19 ) 1.:うt32,76ti 34149 60ほ

10-16小計 2,j36,045 (′3 ))I,.7-3.1,.9-06 (9 9,098,jb'] 25〟

建設 0 (- ) 0 ( - ) い

18小計 〟 (- 0 ( - 〟

小売 り 6,904.047 (.'ー ) 1(),29:i,.'川1(() ) :i,:捕り,291 9

21 運輸保管通信 4,872,t303 (1 ) 6,999,5H9 (:I ) 2,126,7H6 6 二14 9 @

22 金融保険不動産 7,774,329 (() ) 12,967,O2()(() ) 5,192,69l 15 67 2:i ②

2LPl その他叶-ヒナス I(),919,52:1 (2 ) 捕,I.'i7,.572 (6 ) 5,21t3,()-lfi 15I/ ･け:115 23 ①2517 そu)他 27,112 (- ) -21,lHh ( - ) lt3.5OH -OJ

捕-2.FS小計 :/(),/97,〟/一7r (2 )-/h1,.77bl,():i:メ (/メ hJ,〟78,2/8

電力ガス水道 714,f367 (() ) I,.5.'i6,糾-I(1 ) ti21,777 22

23 行政国防 451,19()(2 ) 8()3,376 (1 ) :i52,1E36 78 2

17,23小計 1,166,057 (1 ) 2.340.020 LI 1,173.96'3

注) 1:各部門の需要は輸入を含む値｡ ()内は輸入の割合 (%)を示す

2: ｢増加額全体に対する部門別の%｣は1%以下は空白とした このため各部門の%の算術計は10()とはならない

:i:備考欄における順位は顕著なもののみ計上 した

出所)韓国銀行[19ti9]より作成

ー12-



【表 3-18(b)】 政府消費支出の詳細

1990年価格 単位 :100万Won

85-90 政府消費額 増加額 増加額全体に対する部門別の% 伸び率(5カ年).帆 備 考年 次 1985年 1990年 85-一90 85-90 増加額についての順位
部 門 分 類 ( )内は抽入の割合 ()内は輸入の割合 対日部門 対全部門

1 総計 農林水産業 0 (- ) 0 ( - ) 0 〟〟〟〟〟 :与2:126ti68 6856 92()

23 鉱 業1-2′小計食品飲料業 0 (- )CI(- ) 0 ( - )0 ( - ) 0〟 00

4567 繊維工業 0(-) ()(-)

製材木製品 0 (- ) ()(-) いり〟 いり()〟 0

印刷出版ニト6小計石油化学 0 (- )()(-) ()(-)()(-)

バ 非金属製品 ()(- ) ()(-)

910 金属 1次製品7-9小計金属穀品 ()(- )()(- ) ()(-)()(-)

ll 一般機械 ()(- ) 0 ( - ) 0012 電気機器 ()(-) ()( - )

13 電子通信機器 0 (- ) ()( - ) 0

14 輸送機器 0 (- ) ()( - ) り

15 精密機械 0 (- ) ()(-) り

161819 その他製造1()-16小計建設 18′ト計小売 り ()(- )0 (- )()(- ) ()(-)0 ( - )()( - ) り〟 0〟 い

21 運輸保管通信 ()(-) 0(-) り

22 金融保険不動産 ()(-) ()(-) り

2-1 その他サーヒJス :i.191,2｣fj(() ) 5,:ー7.'与,2.55 (() )2,17～),()06

2.517 その他1～卜2.5小計電力ガス水道 り(-)()(- ) ()(-)()(-) ()2,/7.9,()()I)'り

23 行政国防17.23小計 8,178,668 (O ) 12,765,9()7 (() )iI,5tE7,2:i9･J.587.2.ブ9

注) I:各部門の需要は輸入を含む値O ()内は輸入の割合 (%)を示す

2:｢増加額全体に対する部門別の%｣は1%以下は空白とした こu)ため各部門の%U)算術計は1O()とはならない
3:備考欄における順位は顕著なもののみ計上 した､

出所)韓国銀行[19ti9]より作成

-13-



【表 3-18(C)】 民間資本形成の詳細

1990年価格 単位 :100万Won

85ー90 民間資本形成額 増加額 増加額全体に対する部門別の% 伸び率(5カ年).(非, 備 考年 次 1985年 1990年 85-90 85→90 増加額についての順位部 門 分 類 ( )内は輸入の割合 ( )内は掩人の割合 対日部門 対全部門

1 総計 農林水産業 196,252 (4 ) 65,340 (10 ) -130,912 〟〟〟 -6718 -1い @

2:i 鉱 業 0(-) 0(-) り
1-2小計 1.96,252 (4 ) 60-,340 (10 -/30,9/2

食品飲料業 0(-) ()(-) ()

4 繊維工業 49,566 (ll ) 58,6()1 (ll ) 9,():15

5 製材木穀品 171,915 (() ) 149.朋ti(1 ) 277,1:L'与 16119二l429 1-1:i

67 印刷出版 ()(-) ()( - ) り

:ト6小計 221,j81 (.フ ) .7-07,.少-/9 (2 2Xbl/b'8

石油化学 ()(-) ()(-) 0
ホ 非金属製品 ()(- ) り(-) ()

910 金属 1次製品 108,126 (() ) -.'与lfj,.5()6 (() ) -2l().()RO

7-9小計 ｣()8,./26' (() ) --:)/8,,7Lob' (() -2Jl),08()

金属製品 182,644 (1fi) 965,4日6 (7 ) 782,842 2

ll 一般機械 4,676,104 (61 ) ll,4O7,757 (53 ) 6,731,653 20144 29

12 電気機器 847,453 (37 ) 1,75(),437 (捕 ) 9()2,984 3 1()7 4 6)③(D@

1.'i 電子通信機器 596,250 (22 ) 1,252,295 (lt ) 656,()45 2 l川 :i

ll 輸送機器 2,474,861 (16 ) 7,0:i4./1:i6 (1:i ) ･4,559,575 1:3 lHzI 20

15 精密機械 7()9,19.'!(81 ) 1,1.30,5iI.'与(別 ) 121,:15() 1jJ 59 2

161819 その他製造 102,181 (7 ) L2:i2,857 (I() ) 1'.M),67fi 12R137116 1785

10-16小計 9,588,686 (15 )23,773,81J L./36 Jj,/8.j-,12.タ

建設 13,120,379 (() ) 31,15O,667 (() )18,():i(),288 53

18小計 13,120,37.9(0 ) 31,/510,667 (0 18,030,288 .9-3

小売り 946,875 (() ) '2,()ll(),956 ( () ) 1,()那,OHl :i2()I〟1()0

21 運輸保管通信 LIH,()66 (() ) lti4,tN).'i(() ) I.'!6,5:i7 2ti4 1

22 金融保険不動産 6O4,馴7 (0 ) I,Jl54,655 (() ) 849,tlO8 140 4

2-l そU)他サーヒ--ス ()(-) ()(-) いり

19-25小計 I,.7-9.9,7桝 (() ) :J,b■Hr),2(/ (() 2,()8(),J2()'

電力ガス水道 ()(-) ()(-) り

23 行政国防 O(-) ()(-) り

17.23′ト計 β 一一 〃 ｢ 〟

SST 総計 最終需要計 24,618,160 (18 ) 58.859.475 (ト1 )34,2∠ll,315

注) I:各部門の需要は輸入を含む値｡ ()内は輸入の割合 (%)を示す

2: ｢増加額全体に対する部門別の%｣は1%以下は空白とした このため各部門の%の算術計は10()とはならない

:i:備考欄における順位は顕著なもののみ計上した

出所)韓国銀行[lgH9]より作成.
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【表 3-18(d)】 政府資本形成の詳細

1990年価格 単位 :100万Won

85-90 政府葉木形成額 増加額 増加額全体に対する部門別の% 伸び率(5カ年);% 備 考年 次 1985年 1990年 85-90 85-→90 増加栃についての順位部 門 分 類 ( )内は輸入の割合 ( )内は輸入の割合 対日部門 対全部門

1 総計 農林水産業 21,956 (0 ) 17,896 (0 ) -4,060 〟 22〟 .'!:ig -18624 -00 @①

23 鉱 業 0 (- ) 0 ( - ) 0

卜2小計 21,956 (0 ) 17,8.96 (0 -1,060

食品飲料業 0 (- ) o ( - ) 02,1664 繊維工業 347 (() ) 2,513 (() )

5 製材木製品 26,447 (() ) 83,859 (() ) 57,.112 217lti()1().'i 0-日()

L17 印刷出版 ()(- ) ()( - ) り

:卜 6小計 2617.91 (() ) 86',.'372 (0 L7-9,.7-78

石油化学 0 (- ) ()( - ) 0日-Fr)6,()f18

H 非金属製品 ()(-) ()( - )

9l‖ 金属 l次製品 -:う1, 1日 (() ) 117,'Tn'2 (() )

7-9小計 -._'JJ,JblJ (0 ) -〝7,2.ラ-2 (() -.7-61088

金属穀晶 22,621(9 ) 45,881 (6 ) 2:i,260

ll 一般機械 97,167 (39 ) 21(),311 (38 ) 113,144 lth 0

12 電気機器 24,634 (56 ) 42,938 (21 ) 18,箔oil 7.A.I り

I.'3 電子通信機器 15,784 (60 ) ･12,36t3(.'i5 ) 26,5別 168 り

14 輸送機器 1O8,61t3(ll ) 2ILpI,()69 (1:1 ) 日)5,151 97 り

15 精密機械 45,815 (74 ) 69,t1:16 (77 ) 2-I,()21 52 り

161819 その他製造 750 (26 ) 3,985 (2() ) 3,235 ･4317039 015∩

10-16小計 315,389 (35 ) 629,388 (.'10 .u3,999

建設 4,945,654 (0 ) 8,422,756 (0 )3,477,102 91

1糾､計 J,945,654 (0 ) 8,j22,7.56 (0 3,j77,102 91∴〟

′ト売り 34,24!1(0 ) ･17,-17()(() ) I:i,226

2ー 運輸保管通信 1,.'i2ti(() ) 7,9()()(() ) .'i,.572 *ニ1 り

22 金融保険不動産 ()(- ) :～,616 (() ) :i, 6 16 り

2.l その他サ-ヒナス ()(-) ()( - ) い

2517 そu)他 ()(- ) ()(-) り

19-25小計 38,.772 (() ) .?JH,986' (() 2(),//J

電力ガス水道 ()(- ) ()( - ) り

2:i 行政国防 ()(-) 0(-) り

1723小計 0 (- a ( 〟

注) I:各部門の甫要は輸入を含む債( ()内は輸入の割合 (%)を示す

2:r増加額全体に対する部門別の%｣は1%以下は空白とした このため各部門の%0)算術計はlOOとはならない
:i:備考欄における順位け顕著なもののみ計上した

出所)韓国銀行[1989]より作成(
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【表 3-18(e)】 輸出の詳細

l990年価格 単位 ;lOO万Won

85-90 輸出額 増加額 増加額全体に対する鉦門別の% 伸び率(5カ年).%' 備 考年 次 1985年 1990年 85-90 85-90 増加額についての順位
部 門 分 類 ( )内は輸入の割合 ( )内は倫人の割合 対日部門 対全部門

1 総計 農林水産業 732,371 841.1172 109,1()1 〟 15 0 ①@@

23 鉱 業 41,333 71,229 29,約6 7286 り2

1-2小計 773,704 912,701 138,997

食品飲料業 630,385 1,173,662 513,277 2

4567 繊維工業 9,149,384 13,273,771 4,124,387 19JJ 45 lH

製材木畢皇晶 181,625 226,91() 15,285 '25 0

印刷出版 144,6.52 :il:i,269 1〔札 617 11799 19

:卜 G小計 /(),/()b-,()jf)- //,9〝7,h'/2 /,鮒1,.ラ-i)'b-

石油化学 2.2()3,156 1.:う79.ti.59 2,176,70.'ー =1.11.5-10

H 非金属製品 :う2U,=)ti 日5,7(1こう リ.i,6.5.i :M 0.i1910 金属 1次製品 1,t101,4()2 2,t38E3,ti26 1,()87,:12二1 6()12

7-9小計 i,321,66'6 7,6'8J,jj8 :3,t'JD-9,782

金属製品 1,537,745 1,729,201 191,456

ll 一般機械 811,423 3,077,917 2,266,49iI 279 lり

12 電気機器 1,769,966 !L,-108,5:i:～ 2,6二は,5(う7 12 119 ll ③

1:i 電子通信機器 1,28.'与,ト11 -1,ti耶,5ilt3 ;～,611,:1().pl =ヽ1 281 =ヽ ②@

ll 輸送機器 2,995,797 :i,-2Ol,2O7 2()5,.4】() 7 1

15 精密機械 273,441 561,6():i 288,162 105 1

161819 その他製造 1,090,.30O 1,7()(),987 61O,687 .'う 56-4954 :i-O5㌻)1

10-16小計 9,761,8/6' 19,57.'J,996 9,812,180 j3-a

建設 202,901 lO4,OIL -98,890

18小計 202,90/ 104,OJJ ,.....Z

小売 り 2,2:与5,3()1 :ち,∠132,667 I,197,366 551
21 運輸保管通信 :i,251,こう洲 1,.I20,2H.5 1,177,8fi7 こi6 ⑦

22 金融保険不動産 252,()19 497,16() 245,141 97

2.1 その他サーヒナス 日.r与,けl 752.2～= G()9,Ilo :i -1255t3 :i2517 そU)他 151,7-は 7()2,こう22 5-17,5ti() 2 2い

19-25小計 I)Ll),Ji6-,(7L.'1-/ 9,〟/.lJ,7/〟 .7,777,()8./ ノ7〟

電力ガス水道 ほ,.12ti 29,172 I(),7-州

2.'う 行政国防 21,775 19,11E3 2-1,.'日.'i 98 り

17.23小計 】】.一._∠旦旦担._ 78290

注) 1:各部門の需要は輸入を含む像 ()内は輸入の割合 (朝,)を示す

2･.｢増加額全体に対する部門別の%｣は1%以下は空白とした こu)ため各部門の%u)算術計はl()()とはならない

3:備考欄における順位は顕著なもののみ計上 した

出所)韓国銀行[1989]より作成 )

_16-



【表 4-2(a)】 生産誘発係数部門別集計 (1975年)

No. 】暮 EI 丘rFl5A暮支出 政府5J暮支出 丘rn*未形成 政府*未形成 Iー 出 研究生産中計 併発生産車計 排発車総計

6) (あ (勤 a) (勤 ZZl内書fdb 海外書事db 価

ー 1次 Jt林水産兼 0.347 0.027 0.042 0,022 0.134 0.438 0.134 0.572
2 Llt t 暮0.OH O.016 0.056 0.074 0.025 0.156 0.025 0,182

1-2小 tr 0_159 0.595 0.159 0.754

3 2次 牡エ兼 *&tk料暮 0.065 0.380 0.065 0.445

4 +*エ 0.427 0.106 0.427 0.533
5 虫材木1品 0.047 0.124 0.047 0.170

6.7 印SI出版3-6小 一ー 0.0190.558 0.0760.686 0.0190.558 0.0951,244

Iエ暮 石油化学 0.282 0.588 0.282 0.8708 非虫Jt8t品 0.006 0.007 0.103 0.141 0.021 0.257 0.021 0.277

9ー0 金Jt1次女品 0.0ー0 0.009 0.ー37 0.139 0.O争o 0.296 0.090 0.386
産井 7-9小 ff 0.394 1.140 0.394 1,534

一 般 金JE穀晶 0.021 0.050 0.021 0.072
tt -般tk枚 0.020 0.日2 0.020 0.131
12 t九8L卓 0.011 0.075 0.0日 0,086
13 製造兼 t子通借8L草 0.092 0.063 0.092 0.154
ー4 油送tL昔 0.034 0.186 0.034 0.221
15 耕せ地軸 0,009 0.012 0.009 0.021

ー618 その他製造 0.051 0.0ー7 0_051 0_068
ー0-16小 計 0_238 0.514 0.238 0_752

インフラ 連投 0.005 1.570 0.005 一.57盲~
産 I 18小 t十 0.005 1.570 0.005 1.575

79 3次 サ-ヒ'入 小売り 0_141 0_457 0.141 0.598
20 軟*宿泊 0_024 0.076 0.024 0_10ー
21 運輸焦せ連結 0_142 0.305 0.ー42 0_447
22 卓暮 壷 井 金k保険不h産 0.045 0.294 0.045 0.339
24 その他サーヒ̀ス 0.007 0.384 0.007 0,392

2517 その他ー9-25小 計 0.0440.403 0.川21,659 0.0440,403 0.1862.063イリラ t力ガス水式 0_034 0.12ー 0.034 0.155
23 産 暮 行政Fl防 0.000 0.787 0.000 0_787

17-23小 計 0.034 0.908 0_034 0.941

注)⑩=①･②→③+④､⑪=⑤
出所)韓B)銀行【1989】よt)計暮

【表 4-2(b)】 生産誘発係数部門別集計 (1980年)

No, ▲ ≡ 民間消書重出 政府消書重出 Ji同書大形成 政府せ太形成 輸 出 扶桑生産車計 汝尭生産車計 扶桑車扱 書十

の ② (割 (初 a Bl内書事(知 jk外書壬㈹ の)

1 1次 JE林水生暮 0.067 0.365 0.067 0.432
2 丘暮 暮 + 0.018 0.102 0.018 0.120

1-2小 It 0.08一 0.467 0.084 0.551

3 2次産兼 蝿エ暮 *Atk料暮 0.039 0.382 0.039 0.421

4 +暮エ暮 0.396 0.127 0.396 0.523
5 穀材木穀晶 0.028 0,日1 0.028 0.139

67 印刷出版 0.028 0.089 0.028 0.日7
3-6小 計 0.490 0.710 0.490 1,200

IIt 石油化事 0.307 0.632 0.307 0.9398 非金Jt生島 0.029 0.275 0.029 0.304

9 金Jt1次8t晶 0.1920.527 0.3231_230 0.1920.527 0.515し758

ー0 - AB金Jt製品 0.049 0.062 0,049 0.1日
H 一般機械 0ー027 0_114 0.027 0.140

13 単連暮 t子通信槻巻 0_1日 0_146 0_111 0_258
14 輸送推考 0.058 0_164 0_058 0_223
t5 +缶tLfI 0.0ー2 0.022 0.012 0.034

16 その他製造10-16小 計 0.0450.325 0.0230.639 0.0450.325 0.0680.963

柑 イリラ 連投 0.008 1.571 0.008 1.579
こ 18小 計 0.008 1.571 0.008 1.579

19 3次 サーt.◆1小売り 0.128 0.too 0.128 0.529
20 牡*宿泊 0,016 0.050 0.016 0.066
21 正★保fift 0.ー68 0.258 0.168 0.一26
22 産暮 産 暮 金k保R*不動産 0.143 0.039 0.708 0,076 0,062 0.365 0.062 0.428
24 その他1-t'ス 0.008 0.419 0.008 0.426

25 その他19-25小 Lr 0.027 0.040 0.027 0_0260.588 0.402 0.352 0.270 0.0290.412 0.1201.613 0.0290.412 0.1492.024

17 イン乃 t力ガス水1 0.036 0.019 0.035 0.035 0.041 0.123 0.041 0.ー65
23 垂 井 行政内防 0.000 0.750 0.000 0.75ー

17-23Jh1什 0.042 0,874 0.042 0.916

汰)㊥㈱ ④､①=⑤
出所)牡四銀行【1989】よりff暮.
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【表 4-2(C)】 生産誘発係数部門別集計 (1985年)

No. ■二 … 星rH沸暮支出 己【府5A+支出 JErlJI十大形成 政府書太形成 ∴ = 放発生Jt手書十 扶尭生産車書十 排発車絵t

の (包 C3) 店) a EZ]内t事(沌 ･.-▲‖i柑 63)
1 1次 JL林水産兼 0.047 0.314 0.047 0.360
2 よ暮 牡 兼 0.015 0.067 0.015 0.082

1-2小 書十 0.062 0.380 0.062 0.442

3 2次産暮 億エ暮 *晶tk料暮 0.044 0.383 0.044 0.427

4 ■dEエ暮 0.361 0.107 0.36T 0.468
5 製材本丸品 0.011 0.088 0.011 0.099

67 印判出版3-6小 rr 0.432 0.081 0.093 0.092 0.0320.447 0.1190.697 0.0320.447 0.1511.144

1エ暮 石油化学 0.322 0.58ー 0.322 0.9038 非金Jt穀品 0.024 0.264 0.024 0.288

9 金Jt1次穀晶7-9小 工十 0.1900.535 0.4001.245 0.1900.535 0.5901.781

lO - AR 金A製品 0.065 0.110 0.065 0.175
ll -般IL械 0.035 0.242 0.035 0.278
ー2 t気aB器 0.034 0.ー23 0.034 0,ー57
ー3 製造兼 t子逓倍地券 0.ー40 0.088 0.140 0.228
ー4 NB送拙者 0.100 0.205 0.100 0.304
15 柵密t*械 0.0ー2 0.026 0.012 0.037

76 その他斗造10-16小 計 0.0480.434 0.0250.819 0.0480.434 0_0731.253

18 ルプラ 連投 0.016 0.034 0.620 0.960 0.016 1.629 0.0ー6 1.6451.645

ー∂ 3次 サーt'ス 小売り 000000.397 0.48i

20 飲食宿泊 0.017 0.048 .017 0.064
21 運輸保管通信 0.ー48 0,271 .ー48 0_419
22 産業 重 美 金k保険不動産 0.075 0.498 075 0.573
24 その他サービス 0.0日 0.469 .011 0,480

2517 その他19-25小 書十 0.0330.397 0.1531.812 033 0.ー862.209ル7う t力ガス水道 0.044 0.15ー 0.044 0,195
23 産 兼 行政官l防 0.001 0.741 0.001 0.742

17-23小 t+ 0.045 0.892 0.045 0.937

漢)⑩=①舶 ナ④､⑪=⑥
出所)I暮同銀行[1989】より書十井.

【表 4-2(d)】 生産誘発係数部門別集計 (1990年)

No. ■一 三 反間消暮支出 政府浦t支出 民Wjt未形成 政府米本形成 ■ 出 携尭生産率I十 排尭生産車計 放先率総計

の 虐) (勤 (初 (勤 EZ内書書(沌 海外書事6b 63)

I 1次 JE林水産兼 0.ー89 0.02ー 0.014 0.014 0.047 0.238 0.047 0.285

2 産暮 ■ 暮ト2小 計 0.006 0.004 0.0180.195 0.025 0.032 0.03 025 0.0110.058 0.0520.290 0,0110.058 0.0630.348

3 2次産業 唯エ+ *品位吋+ 0.252 0.035 0.021 0 200083918 0.056 0.328 0.056 0.384

4 ♯Ntエ暮 0,079 0.011 0.010 0.383 0.108 0.383 0.490
5 製材木製品 0.008 0.004 0.031 0.011 0.081 0.011 0.092

6 印刷出版3-6小 書十 0.362 0.062 0.079 0,08 0.0310.480 0.0710.587 0.0310.480 0.102I.068

7 II*般 石油化学 052222 0.241 0.451 0.24ー 0.692

8 非金Jt製品 0.011 0.009 0.087 0.028 0.228 0.028 0.256

9 金Jt1次製品ト9小 計 0.179 0.339 0.ー790.448 0.5ー8｣_.46旦

ll 一般横軸 083 0.297 0.083 0.381
02 0156 0ー02 0258

1213 製造兼 t気 器t子逓倍機器 26 0.082 0.126 0.208
14 *送tk器 089 0.320 0.089 0.409
15 耗缶tL械 .015 0.026 0.015 0.04ー

1618 その他製造 .044 0,075 0.044 0.日9

10-16小 t+ 0.203 0.166 0.509 0,217 1.095 0.506 1.601

インフラ 暮 0.021 0.036 0.633 0.956 0.0140.014 1.6471,647 0.0140.014 1.660I,660

ー9 3次 サ-亡◆ス 小売り 0.758 0,036 0.099 0,061 0.126 0.354 0,126 0.4802ー 壬*保f温情 0.日1 0.035 0.045 0.044 0.122 0.235 0.122 0.357
22 産業 産 兼 金k保扱不h産 0.242 0.094 0.158 0.144 0.109 0.637 0.log 0.746

24 その他サーt'ス 0.ー83 0.3ー8 0,015 0.014 0.032 0.530 0.032 0.562

25 その他19-25小 I十 0,038 0.064 0.036 0.035 0.0500.438 〇十17一1.931 0.0500.438 0.2242.370

17 イリラ t力ガス水辻 0.043 0.022 0.023 0.022 0.031 0.110 0.03ー 0.141
23 産 暮 行政F防 0.001 0.712 0.001 0.7ー3

17-23小 一什 0.051 0.726 0.023 0.022 0.032 0.822 0.032 0.854

注)⑩=①+②◆③十⑥､⑪=⑧
出所)林EE)JR行【1994】よりt十暮.
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【表 4-4(a)】 最終需要部門別市場依存度集計 (1975年)

No. ▲ = 払 出 ･■Liこ. i6i■依存庄一ト ≠依存Lf始計
6) (a (効 用) (勤 1.,. -li" jk外書事db 63)

1 1次 Jt林水生兼 0.804 0.012 0.019 0.003 0.120 0.837 0.120 0.957
2 産暮 血 暮 0.233 0.697 0.233 0.930

1-2JL■ー 0.757 0.017 0.040 0.012 0.130 0.825 0.130 0.955

3 2次** 牡工暮 *品放料* 0.881 0.009 0.008 0.002 0.067 0.900 0.067 0.967

4 +*I* 0.635 0.343 0.635 0,978
5 上村木七品 0.495 0.490 0.4○5 0.985

67 印Jl出版3-6▲一書十 0.2040_304 0.7750.668 0.2040.304 0.9790_972

1エ暮 石油化学 0.3ー0 0.641 0.310 0.9518 非金JtJt晶 0182 0796 0182 0979

910 全Jtl次牡晶7-9JLf+ 0.4220.318 0.5590.641 0.4220.318 0.9810.958

- 投 金JtJI晶 0.238 0.026 0_195 0.078 0.452 0.538 0.452 0.989
ll -放牧枕 0.071 0.020 0.570 0,051 0,275 0.712 0.275 0.986

12 t九枚巷 0.196 0.782 0.ー96 0.978_
13 #iBJtt子通信拙者 0.650 0.342 0.650 0_993
14 一一送甘草 0,248 0.666 0.248 0.915
15 ■書稚拙 0.507 0.474 0.507 0_982

16 その他製造10-16JL計 l o_641【 0.432 0.3470.537 0.6410_432 0.9890.969

18 インフラ 連投 0_0日 0.989 0.0日 1_000
産 暮 18JE計 0,011 0,989 0.011 1.000

19 3次 サーヒース小売り 0_229 0.766 0.229 0_995
20 飲食宿泊 0,172 0.824 0.172 0_995
21 運抽保管iL借 0.303 0.682 0.303 0.985
22 産兼 産 暮 金融保険不動産 0_097 0.896 0.097 0_993
24 その他サーヒ'ス 0.015 0.985 0.015 0_999

2517 その他19-25JEIt 0.425 0.日ー 0.128 0.04ー0.639 0.085 0.077 0.020 0_2820.173 0.7040.820 0.2820.173 0.9870.993インフラ t力ガス水江 0.536 0.082 0,103 0.034 0.225 0.755 0.225 0_980
23 産 暮 行政F防 0.029 0.971 0_000 0.000 0,000 I.000 0.000 1.000

17-23暮 書† 0.063 0.932 0ー063 0.994

注)㊥=①+②+③+④､⑳=⑤
出所)杜国銀行【1989】よりfl井

【表 4-4(b)】 最終需要部門別市場依存度集計 (1980年)

No. l▲ = 丘Tn消書支出 政府ラー書輩出 足 指1*大形成 政府書太形成 曲 出 市i■依存度I十 市≠依存度一十 蝿依存JtAB計
の (a B) 顔) lふ 国内♯t(恥 BB外書f㈹ d3)

I 1次 JE林水生兼 0.949 0.011 0.019 0.005 0.loo 0.984 0.100 1.084
2 &* t Jt 0.261 0.067 0.304 0.119 0.265 0.751 0.265 1,016

I-2JLtt. 0.887 0.0ー6 0.045 0.015 0.115 0.963 0.115 I.078

3 2次産兼 tEエ暮 *A放料暮 0.898 0.011 0.009 0.003 0.O吉O 0.920 0.050 0.○70

I +*エJt 0.316 0.005 0.011 0.003 0.618 0.334 0.618 0.952
5 *材木製品 0.182 0.077 0.379 0.126 0.394 0.704 0.394 1.099

6 印■出版3-6★ 計 0_485 0.079 0.105 0.033 0.2470.306 0.7030.661 0.2470.306 0_9490.967

78 JLエ 石油化学拝金Jt#E' 0.490 0.050 0.097 0.0330124 0016 0468 0183 0,3470210 0.6700792 0.3470210 1.0171002

9 l)I-J-1次盤晶7-9■ 計 0.080 0.024 0.236 0,075 0.5720.389 0.4150.619 0.5720.389 0.987I_008

10 - AB金Jt出品 0.181 0.014 0.158 0.056 0_577 0.409 0.577 0.987
日 一粒社械 0.107 0.047 0_439 0_030 0.265 0_623 0.265 0.888
12 t九枚蕃 0_190 0.014 0.399 0_086 0_206 0.690 0_286 0_975
13 単連兼 t子逓倍稚審 0.071 0.016 0,213 0.067 0.646 0.367 0.646 1.0ー3
14 抽送拙者 0.424 0,517 0.424 0.941
15 特恵tI械 0_450 0.5ー4 0.450 0_963

16 その他出辻10-16A ff 0.132 0.022 0,268 0,059 0.6170.482 0.3390.482 0.6170.482 0.9550_964

18 *牧 0.041 0.010 0.663 0.27ー 0.0150.015 0.9850.985 0.0150.0ー5 1.0001.000

19 3次 トt'ス小売LJ 0.535 0.026 0.148 0,030 0.245 0.739 0.245 0.984
20 tt*宿泊 0.188 0.810 0.188 0.998
21 荘*焦fi借 0.500 0.029 0.071 0.023 0.371 0.622 0.371 0.993
22 産暮 産 * 金t[焦R*不動産 0,657 0.040 0.130 0.029 0.139 0,856 0.139 0.995
24 その他サーと●ス 0,685 0.282 0.OH O.003 0.018 0.982 0.018 1.000

25 その他19-25JLf+ 0.452 0,150 0.121 0.036 0.2350,199 0.7590.794 0.2350,199 0,9940.993

17 インフラ t力ガス水il 0.492 0.058 0.125 0.039 0.276 0.715 0.276 0,991
23 丘 暮 行AB)防 0.005 0,994 0.000 0.000 0.001 0.999 0.001 1.000

17-23JLff 0.150 0.715 0.037 0.012 0.083 0.914 0.083 0.997

汰)㊥=①■②◆③◆④､①=⑥
出所)牡四虫行【1989]よりIf暮
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【表 4-4(C)】 最終需要部門別市場依存度集計 (1985年)

No. l一 三 一一 出 市4依存丘書十 市4依存Jlt+ J■依存Jf絵rr
の ② 店) ♂) A EZZ内♯事db 九外書壬dtI db

1 1次 JE林水産兼 0.810 0.012 0.024 0.004 0.089 0.850 0.089 0.939
2 産暮 牡 暮 0.308 0.664 0.308 0.972

ト2JL肝 0.764 0.014 0.044 0.012 0.107 0.834 0.107 0,941

3 2次女暮 軽エ暮 *晶tk料暮 0.070 0.875 0.070 0.945

4 ++I* 0.24ー 0.006 0.018 0.003 0.7ー9 0.267 0.719 0.987
5 出材木#晶 0.213 0.791 0.213 1.003

67 印●l出版3-6▲ 計 0.2580.343 0.7650,627 0.2580.343 1.0230,971

JLIt 石油化学 0.4ー0 0.590 0.410 1_0008 非金Jt出品 0.196 0.812 0,196 1,008

9 金Jtl次出品7-9JEZ+ 0,5640.431 0,5110.590 0,5640.431 1.075I_021

10 - AB 金Jt叔晶 0.563 0.433 0,563 0.995
ll -AAtk 0_226 0.780 0.226 1.006

ー2 t気tL阜 0.247 0.017 0.348 0.060 0.336 0,672 0.336 1.008
13 製造兼 t子弟借tB畢 0.690 0.311 0.690 1.001
14 輸送牧羊 0.458 0.545 0.458 I_003
15 杵密稚拙 0.442 0.540 0.442 0.982

1618 その他製造10-16JL一ト 0,6700_486 0_3350.516 0_6700.486 1_0051_002

インフラiサ-ヒ●ス 連投 0,047 0.0柑 0.642 0_265 0.028 0.972 0.028 1.000

18 書十 0,028 0.972 0.028 1.000

ー920 3次 小売り飲食宿泊 0.253l O,261 0.7370.738 0.2530.26ー 0.9900_99821 運輸保管通信 0.365 0.631 0.365 0.996
22 産兼 産 兼 金Il保険不動産 0.ー57 0.84ー 0,157 0.998
24 その他サーt'ス 0,028 0.972 0.028 1,000

2517 その他19-25JLIt 0.2610.207 0.7350.789 0.2610.207 0.9960.996インフラ t力ガス水道 0.510 0.052 0.130 0.035 0.275 0.728 0.275 1.002
23 産 暮 行政B)防 0_003 0.997 0.003 1.000

17-23JE計 0.116 0.885 0.日6 1.001

注)⑩=①+②嶋汁④､⑪=⑤
出所)牡瓦銀行【1989〕よりfl井

【表 4-4(d)】 最終需要部門別市場依存度集計 (1990年)

No_ 4 日 丘rni片手支出 政府消書圭出 展Rrl書東形成 政府資未形成 抽 出 布地依存度計 帯地故存丘計 I暮依存度捻計

汀) (あ 6) Gi) a EE内井手(恥 ･二.山一-lJI 63)
I 1次 JL林水産* 0.799 0.018 0.031 0.006 0.日4 0.854 0.114 0.968
2 産暮 Ak 兼 0.270 0.788 0.270 1,058

1-2▲ 計 0.748 0.019 0.067 0.015 0.128 0.848 0.128 0.976

3 2次産暮 転エ暮 *晶tt料暮 0.793 0.022 0.035 0.006 0.102 0.857 0.ー02 0.958

4 +*エ 0.259 0.007 0.018 0,002 0.721 0.286 0.72ー 1.007
5 製材木無品 0.172 0.814 0.172 0.986

6 印#I出版3-6暮 計 0,33ー0.388 0.6910.597 0_3310_388 一.0230.985

7 Jiエ兼 石油化学 0.437 0.039 0,150 0.027 0.365 0.653 0.365 I_0188 非全Jtt1品 0.127 0.022 0.571 0.142 0.191 0.862 0.191 I.054

9 金Jtl次女晶ト9JE計 0.154 0.029 0.345 0.051 0.4450.371 0.5790.653 0.4450.37ー 1.0241,024

10 - 般製造兼 金Jt製品 l ll l lll l - 0_680 0.326 7.006

ll -般機械 o_日2 0,07ー 0.494 0_032室 0.276 0_709 0.276 0ー985

1213 t気機器t子通信株券 0.406. 0.650 0_5790.349 0_4060_650 0.9840.998

ー5 ff密稚拙 1 0,438 0.555 0.438 0.994

16 その他製造T0-16暮 計 0.450 0.059 0,109 0.0ー3 0.3690,350 0,6310.642 0.3690.350 I.0000.992

18 インフラJt 暮 JI牧 18JL■ー 0.0170.0ー7 0.9830.983 0.0170.017 1.0001.000

19 3次 サーヒ'ス 小売L) 0.526 0.024 0.180 0.020 0.242 0.750 0.242 0.99121 運*保f急信 0.511 0.032 0.712 0.019 0.322 0.675 0.322 0.997
22 産JE 産 暮 金k良Bk不tb産 0.571 0.044 0.203 0.033 0.川8 0.851 0.日8 Loo°
24 その他サーt'ス 0.067 0,933 0.067 I.000

25 その他19-25A tt 0.371 0,123 0.192 0.0330.421 0.064 0.300 0二068 0,2800.145 0.7190.853 0,2800.145 0.9990.998

17 イリラ t力ガス水述 0.539 0.054 0.159 0.027 0.226 0.779 0.226 1_005
23 産 暮 行政F防 0.004 0,996 0.004 1.000

17-23I It 0.ー83 0.65$ 0.035 0,004 0.120 0.880 0.120 1.000

注)⑧棚 ④､①=⑤
出所)ttF鎖行【1994】よりttr.
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【表5-8(a)】付加価値基準によるアジア各国の国産化率(1975年)

q1位 :帆
I≒ ≡ Indonesia Malaysia

巨 産毛駄P 1 2 3 4 5 6 7 1 2 3 4 5 (ー 7

Sub,T 9 3 99. 8.2 79 7.2- 9 9 9.5 0 .2 .6 04 .2 0l

2ーal 123Jl567 0000000 00I000 000()000 10Jい000 O O.OO O.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.0 0000000 8 8 15 851 21 02 06 13 33 263 4l183 116 l5 4232 262 191 290 3763.i3 68 l 5 26 (7 23 01 06 16 862I75262
SLlb.T 0 01 0 0 0 0 9 0 944 770 7.0 7.2 8 4 9:ち.

.iPlti 121-I5tl7 On (い ←O (い tO tい t0一I)))O Oい()0()00 00い()00い 0いいいい l0O 0ー10いりOU 00いりいりい り 00 (() (り ーり ー() (り t∩0いりいりり 0()小0い0() いりいいいい0 0いい()いくIO 0 00 (0 (O LO t0 (0 (0))))))
Sl】b.T .0 () .0 い .() .い (★り .0 (ー0 い り ) (い

l 即ヽ 】∵;i1567 () (日 (00000 lII)J)0 ()い∵いい11 1日:!いO()｣ 0い5り 十日;tl 0()Iいい㍗1 いい1いり1i ()り∵()い10 r)い:i()()㍗l ()0I()小2l I(I00094 00HOい5㍗ (I (0 (5 (り (り (? (l t ))】)()】)iSub.T 0 0 .4 :ち8 .9 .7 0 l ∴i (.6 .r ∴ー .b L)tf w~TJ二

ちThil 123I.ー67 O000いい0 7 0.0) 0.0) 0.0) ().0t O.()0 0.(ー0 0.0 (I小山∩いいO lOIHいりり りいい()り()い い00いいいい l (O tい ←0 (小 l() (O り00小tIO0 2()∵0りI0 101001い ∵J2り0I0 い tO l0 (() (い (い しい tI))))りい

Sub.T .() 7 01 ( 2 .() ) い1 (I (6 .2 6 0 (∵

6.JzlLー 12:ーIa67 いい-}0()01 O O.:iu O.OL 2.肖り 0.1() 0,00 0.60 0.8 ∵い:iり0:I4 50lI0O2 l小5いりJ1 Iりr10い)2 l 【0 (5 (い (0 (II 104いりlI 2091り:i5 2り･l0い2Ll h1ド20ホ:I 1 (り ー7 くり t0 0l (2 ()いりi))1I
Sub.T .3 0 4.7 .2 .9 0.8 1 08 .7 ,0 .3 .7 .2 0.5

7 k'or 1234567 0000000 00000∩い 0000000 0010000 00100JO 0000い(I0 0∩00000 00000いり 0000Oいり 000O0いい 0 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 (I.0 ∩ 000 ()00() (い t0000000__.∩.りSub.T O ) I (.2 ? .O ( ) .() ( い () .() .() (り (

8 し■,㌔ 1∴11Dr17 ()tlIいいOI 0日いい00() ∵l～い0.3■! I】70∩2:I lII()りln 00∵いいIA+tl (】0∵0いlrll (I()1日 lい ll (t り()汁いりl1 11リい().'i:i tlH00:12 llH(I03I 0 (O tl t∩ (() (l ll (いり2日り1l～SLILJ.ノ】■ (.} ()1 .㌻) l .2 ( .7 I 7 5 .6 n t

域内rl也OVLlヨ′t二l~lヨ′1二輪人ヰi% リリ 七一 tJi U6O l 6.9 ti,O L リ:i.(l リ7.0.5.日 / fi1 7リH l HU 7lh l 9 H() 79 El l 9 ノ.LiH 7.7 ()h10

注) . ttOY rそU)他地域｣を表す
産業部門 ･l農林水産薫 り鉱某 ･与唄連繋 l電気)/ス水道 .;建設兼 6簡易･運輸 7~サービス業

.Lu所)ll)EllリtutLり(1成
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項 目 Sinaat10re
E1産妄執門 1 2 3 4 5 6 7 1 2 3 4 5 6 7

1ュnd 1234567 0100000 0I00U00 0700000 0 03 00 00 00 0O O0 0030000O 0 01 00 00 00 00 00 00100000 6740020 453 00 00 01 00 09080031 6960020 4 06 03 00 00 01 00 ()37200IO 2620010
Sub.T 0 01 7 03 03 01 29 23 2 23 25 13 O

2一81 1234567 0000000 0000000 0000000 0 00 00 00 00 00 00 00000000 0 00 00 00 00 00 00 00000000 0270032 2 ()1 04 00010 6190021 3160011 4 Ol 06 00 00 02 01 04160011 2040010
Sub.T 00 00 0 .0 00 00 00 34 08 9 .2 .3 3 08

:～Phi 8 61 7.90I55 8 2ホI .'i5O (rl L1 2 19l lJ 二110 14 3 114 32 146 01 112 152 5036～h6 79 1 5 2l O6 25 (l L12 860I8.1∵l8 ((0いい0()00 00()小 しく) (小 t0 000()い00 I010000 0 00 00 00 (O (0 00 00000000 0000いいO
l l;i;, 9.7 9 9 7.9 8.0 824 9.2 963 01 0 l .2 0 01 0

ISgp I∵i1567 0()い0000 000()000 0い00000 0 00 (0 00 00 00 00 0O()00000 0 (り()0000 0()()0000 .i {0 5リ11L6 :～19 :i(2I86 81}1 3164 2 (),3 0() 0.() (暮 Tl.∵7 ().() 08 :!2.7 O7 ～,.7 545 3∴i 149()リl2Ib T 3いI10い9
Sub. .0 .0 0 00 00 00 00 5.7 7 5 Ll 2 56.l 5.2 742 ti 6

5Tha 12i45t'7 000∩りOい 0000いいい I000()りい 0 00 00 00 0いUO U0000い00 0000りいり 00000()り 2020り10 J(I10010 20200lO )0I0小lU 1 (O O1 00 00 (1 00 (JOl0小I0 1日10000
Sub.I 0 O l りl OI .U り 6 0:～ 5 0:i O 0:I .2

6 Jaロ 1234567 0030001 1070012 2001035 2 00 07 11 00 035 2081035 004001I 00:～0001 3071057 2001035 4051060 3031046 7 01 00 12 00 00 06 ()205)024 2030024
Sub.T .4 .2 .3 27 0 .6 5 .4 .2 .7 8 9.7 24 2

7 Kor I234567 0000()00 0000000 0000000 0000000 0000000 0000000 0000000 I010O00 10200l0 1010000 0010000 I0100I0 0000000 0010O00
Sub.T 0 00 0 0 .0 .0 .0 .2 .4 .2 .2 .2 .1 .2

{ U.S )2:i4567 0い｣O01l 1l60022 42:I1065 2120041 2120043 )04001) 002(I011 2231066 IlIり0:i3 2 ().22 O.25 2.(I1 0.10 ().07 0.66 O.5 3:i51】り9 Il:i()04:ー 1120O.'1.1
SuL).l .7 .2 .() 4 .:i .7 .5 .9 0 .4 ,7 ? I 1

他凶LIOV焔 率%吏単産率* L'/I. 9リ 0 9丁 }20 LI H9 756 1 1 88.6 82 5.69 日.4 l 2 96.6 98 1.58 3.4 4:iり6 1 ト2 0l l7 :】 H 75,5 H6 20.:i2 24.5 J LI T.2 ポ7l l 1rt49

注) ROY=rその他地域｣を表す｡
産業部Ptl:1二親林水産業 2-鉱業 3-封造業 4=屯気ガス水道 5-建設業 6-貿易 ･迎輪 7-サービス業
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1賀EI Till)un

同 産業軌門 1 2 3 4 5 6 7 1 2 3 4 5 6 7

1Ind 12:ILl567 0000000000 (0000 00000U0 0 00 00 0O O0 00 00 0000O000 0000000 0 0() 0O O0 00 00 00 00000000 1 0.02 0.20 0,00 0.00 0.00 0.00 0.0 19O0010 1 0.04 0.41 0.00 0.00 0.00 0.00 0.0 0200000 0200000

Sub.T 00 0 00 00 03 0 i 6 0.5 03 0

2↓81 1234567 00000000000000 0000000 0 00 00 00 00 00 00 00000000 0000000 0 00 00 00 00 00 ()0 00000000 0000000 0 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.0 0000000 00000()0 0000000 0000000

Sub.T 00 0 0 0. 0 0 00 0 0.0 0. 00 0 O 0

:ラPhl 12:I4〇67Sub.r 0000000000O00い 0000000 0 00 (0 00 00 00 00 (0O00000 0000000 0 00 00 00 00 00 00 t0いり00OO 0000000 0 00 00 00 00 0い tり (1l10000 00()000い 100000り 0000000 000000()0.) .0 0 ()0 () 0り O 0.:l O U U り

ISSP I2113b7 000UO000いいO00 0000000 0 ()0 00 0() 00 00 00 00000000 UU0小000 0 ()000UOU 00日Ou00 0t)()OU()0 0 (0 0() 00 00 00 00 ()0りUU00LI 0010()0U ()いく)りUUU ()いいuいり0 いりり(JUOい
Sub.T O0 0 0 0.l O .0 0 00 0 00 0 0 U 0

5Th8 l2345ト7 8(92 841lリL 4 29t} 41･417 6 94 06 16ti 4.:i U也 lo2 1595 15.'lH JU 拷24517 79 427:I2I2 7 1396t18ll 00000り() 0 00 00 ()0000 1010000 0O0OOO0 000いU0O り000り()い 00000()0
Sub.ll 9 7 g.5 7 6 875 954 95l U 0 2 .0 () いU U

tSJap I234567 1O500I2 0030012 3 ()04I057 l O.30 0.02 2.50 0.I0 0.03 0.64 0.8 00400I2 l0500I2 6I 4ー 54625 13 1 :)小 一2 58409 1 05l l7 5317 1 491 262 42 13 1 624 1216 68 1 4151LI81 7 9I92259
Sub.T 9 7 .0 21 4.2 08 9 9.6 9,6 8 4 8.7 9.9 924 9.7

7Kor I2:ー1567 00000O0 00000O0 0010000 000OO00 0000000 00日0000 00u00O0 10000(I0 000() (000 001000() 000(IOO0 0000000 0O000O0 0000000

Sub.T .0 .0 1 .l .0 0 1 l .2 1 01 1 0I

也U.S J234567 002u011 0010O00 2040022 10200ll 1040021 0(Il()000 001001I 21:i0032 I120012 438()066 l2:～0043 2140034 11-}0022 I)30022
Sub.T ,13 .2 .0 .5 8 .2 .3 .1 7 28 .4 .5 (.7 8

城内自也Ii(JV 輸入率% 99 () 9t1.5 87 95.5 71 0,g() :～,5 】 1 9rl H5リ 4 88.? 90 日2.H 99 5.J1b H.ti 6 9･1 9I｣ 1lih 99 :tI,H7 t7 86 tI∵J l J 854 8L7リ Ll 171}

円) l(OV rその他地域｣J=f穀す
IJr文fflHNJ E/1牡林水Iy装 ノ鉱業 一1-限仏逝 Hu父LJJス水道 5iLt殻灘 6供泌 ･R(輸 7サ-ビス某
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同 産碁#6円 1 2 3 4 5 6 7 1 2 3 4 5 6 7

1ln 1234567 1000001 6 0.5 0.20 0.1 0.10 0.0 0.00 0.0 0.00 0.0 0.04 0.3 0.12 0.1 0.I 3 01 00 00 00 02 02 01000001 1000013 00000000200000 0100000 0100000 0200000 0200000 0100000 0100000
Sub.T .2 .3 .0 0.6_ 7 03 5 02 1 .2 .2 .2 1

2NJll l234567 0000000 7010000 1020000 】 00 01 00 00 00 00 02 00 01 00 00 00 00 00000000 0000000 000000000000∩0 0000000 0000000 0000000 0000000 0000000 0000000
Sub.T 0l O8 04 .2 03 0l O 00 0 .0 ,O 0 00 0

:iPh1 I2:i4567 0000000 10いり000 I0000い0 0 00 00 O0 0() 00 0() 01 00 00 (IO O() 00 00 000い()000 000り000 00(0000O0()り()00 00い0000 OいO00()0 0()()い000 0いいU(I00 0いい0000 000Uuり0
SLLL). .O 1 .2 0l OⅠ 00 .0 00 0 00 0 .0 .0 .0

LJSgp I2)1567 00いい()いい 000()OO0 00()0000 0 0O Ot) 00 00 (0 00 00 00 0() 00 00 00 00 000い0000 0000000 00000000000000 00い0000 00(ー0ー)00 0 0.00 0.00 ().()0 0.00 0.00 ().00 0.0 00い0000 00()(I000
Sub.T 0 .0 00 ()0 00 00 .0 00 .0 0 0 .0 .0 0

.7Tha 12345h7 0000000 0000000 I000010 】 00 00 00 00 00 00 01 00 00 00 00 00 00 00000000 0000000 00000(000000い0 00000い0 0り000()0 O()000い0 0000000 0い00000 00O0000
Sub. 0 01 .3 01 01 00 .0 00 .0 0 .0 0 .0 0

6 lap 12)4567 10800:13 1 0.5O O.IO 4.1() 0.1O O.O:i l∴)3 1.2 5 00 02 32 00 (5 03 04 00 ()l lt 00 09 09 0I0iいい4二i Iい0003;i O(0((00り0-20いOJ 0い20い0l 1O5()0l】 0小lO000 0 0.0() 0.()LI O.10 0.00 0.()1 0.01 0.0 001000い
Sub.T .5 .9 7Ll 8 54 20 .9 04 ..1 ～ .2 7 ()1 .2

7 仁or 1234567 R 72 681175 l l87 35126 5 7,4 82 1.7 19 13.8 149 33.9 01 0.2 364 13.3 13 4.9 0 27 02 45 07 01 767 5263260 7 .ri:I25074 0000000000000 0000000 0000000 0U0O000 0000000 り000000 OUU0U00
Sub.T 9.2 .4 .3 .2 79.8 9 Ll g.5 00 .0 1 .0 l 0 0

8U.S J2.11567 215いい:12 3 1.61 (I.l6 2.50 0.l(l O.I4 1.73 1,4 7:1 (7l (008 7'} (Ll (】 (097 2l5い094 3I6いく)46 411
Sl山.T .4 .7 .9 .6 1 .2 1 9.6 9.6 9.0 9.0 9.4 9 5 I

自国生地LL7十率%産率産率串% 99 5 92 9ラ5 3 84 69 17 1 4 83 7) I6 1 6 92 74 14 6 98 9ト4 0 94 970 0560 99(3 96,1 96 95.6 97 0.57 3.9 1 90 919 4 9O g4h 5 94 9日5 7 95 933 LlI,+16

注) ･ ROY-rその他地域｣を表すO
座薬鮒 Ill:l=腹林水産業 2-鉱菜 3=製造業 4-怒気ガス水道 5=建設業 6-貿易 ･迎愉 7~サ･-ビス菜
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【表5-8(b)】 付加価値基準によるアジア各国の国産化率(1990年)

単位 ;%
0 J毛 8 1ndonesia NJll8YSia

国 産業】粗Flq 1 2 3 4 5 6 7 1 2 3 4 5 6 7

1Iltd 1234567 8703002 16 897 11 02 03 15 3 227 41367 8 6.5 8.9 2.5 2227059 1000000 0000000 l O.1 0.1 0.0 00 01 0.0 0001.0.00.0 1120010 0)0000 O)り0000
Sllb.T 96. 97. 80 8 3 80 9 9 6 2 0 .5 0.2 .5 0.

2lbl 1234567 000 00 00 00 00 00 00 00 0.00 0.20 0.10 0.00 0.00 0.00 0.0 0 0.01 0.I0 0.10 0.00 0.00 0.00 0.0 0000000 0000000 7 36 846131 626 46152 0689 6I35 590 106 242 l l.79 0.78 6.74 1.99 0.55 66.33 10.7 7 556Ll760

SUb.T 00 0 2 2 0 0 86 928 6.2 8 7 62.9 88 8.3

3 Phi 12:～l567 (0 000) 0い0 (0 000い000 00000い0 0 000 00 (0 (00 00000 (00) 0()いり 十()0 くり 000り∩U0 0()小0∩00 00∩(I小00 0000000 00小()(】00 000り0いO 000)()いい いい()()()り()
Sub.T 00 0 00 り0 U () 0(I O 0 0 り り

】 抑ヽ 】∴:31567 (0 (い00000 (Iい00000 0い10001 0 (O (20 (001 0)020001 り f()20001 り01()り00 小()4いい11 いい2小001 00∵∩024 n0ト1036 0000023 い()6()012 い(】:～0()11
Sul).T 0 00 .2 0 03 0 .7 03 .9 27 .6 9 〇

5Tha 1234567 00∩ (0小00 0000000 0000000 0000000 0000000 0000000 0000000 1りI00I0 O小00000 1020010 00I0000 1020010 00100り0 い01いい00
Sub.T 0 0 0 0.0 0 .0 00 03 0 .5 .2 04 0 0

6chn 1234567 0000000 0 0.20 0.00 0.20 0.00 0.00 -0.00 0.0 1010000 1020000 0010000 1010000 )020000 0010000 21J10000 1020000 2150000 10J0000 I010000
Sub.T 0 0 5 .2 04 01 01 3 01 08 04 08 2 .2

7TYn 1231167 001いい00 0000いい0 003r)(II1 0010い00 00300l1 001【)000 00JOいいU 002いり小1 0020りい0 108り012 0030り01 10～00I2 00200い0 002いりい0
Sub.T 01 .0 .5 .2 5 0l 2 0･1 .3 .2 04 .2 03 03

8 Ko1, 12:i1167Sl山.T 0()()いく)い0 000りいい0 00.'!い01り 002OOO0 10I0りl1 00】い0()() 00lO日日() 小0l()()り() 0いIり()0() 10】nU11 002日りいい Iいト()り1l 0()I(IO()0 O()I()りいり2.O .0 04 (∴ー .6 ()】 ∵ (.2 01 6 .-3 .0 2

江) A.ROY-rその他地域｣を表す｡
産業部門 :l=A林水産業 2-鉱業 3-製造業 4-屯気ガス水道 5-建設業 6-貿易 ･運輪 7-サービス業

出所)lDE【1998]より作成.
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単位:%

1 2 3 4 5 6 7 1 2 3 4 5 6 7

0.10.0 .2 ().1 (l O.l O0 ()1 ()l O1 01 00 00 01 00 00日 い0()0000 (((31 0110010 23:I0021 0200000 1 01 02 00 00 ()1 0O O1 UO Ol O0 00 01 00 0100.20.00.00.00.0 4 ().1 (0 0.0 00 0.0 02 0.0 01 0.0 00 00 00 00 00 0 り0000 :I0020 1O010
0.3 0 04 1 04 01 1 0 03_ .0 04 6 03 04

00000000100000 0 01 00 00 00 00 00 0I510010 0 01 00 00 00 00 00 00 02 01 00 00 00 00 00100O00 0100日00 02570(I42 ド510()21 4861小63 1430031 2 05 09 00 ()0 03 01 01 07 03 07 りJ O2 01 0136日0210.1 .2 08 3 04 02 .2 29 .こi ,8 .2 20 15 16

800002132 cI66190 3 189 18 .lO7{ t9 19 7* ー:l l:I9 3.'I O:! 6い:i:i 7二lト ((((((000 000 Iり100】O 000いり()0 0 00 00 0(1 0日 tO t0 ()) (0 () ()00小2 1'2 O7 L18 22 .10 (H7 9 O1 暮7 61 .'!Il l0 (7 691 81l:i2 7197こl いり()0 りりりい 1 0) () ーO UU小()()92.6 7.8 7O1 8 7 769 882 ti:) 1 .() .3 ()1 01 い) (】

((00000) ()1() ー0 ((1 0:! 00 (() (0 (2(I い りり り1 00 (い (り (2 (い ーrIりl0 いり10 :i.(12O tH∫ い()2 21 り11() 6287 0い111 ▲168 い い2 03 Ol O) tI lや lI (日日170 (0 (0 0 (1 01 00 (り1 (O O0 ()() 0O (U OI (り00 000'2 .192 】55 9 02 542 111 07 12 715860.1 .6 0･1 .'L O3 (72I 6.3 こ).7 3.7 670 5..1 67.'1 75臼

00(00000い ー0 (1 .0 0.() (0 0い Oり (((((･1 () 0I050021 0りlO 0 0() (2 ()い い ((1

0 (0 ( (I rり りt10 () り

い0000 () (0 01 (O 0 (O OO O() 00 ()り ー0 000 り() 1()り00 1 0) (JO0 00 00 0000 O OO O0 0000 い()0 OLt1 .0.0.0 い い1 (() 00 0) 0) 0OI0
0 .1 02 01 01 0l O1 .-i .2(.9.2 .4 0.1 01

000(000010000 (1 00 (2 0() 01II0 0 00 01 00 01 00 02 ()0 000O() ()01O -(4110 217(I0い141212180011 3 01 い8 00 ()0 00 01 02 00 05 00 0) () 00 0201O.() (.0 0.0 ()り00 0 00 -00 00 00 00 0.0.00 (I00 .().0) 0()1010 (I000.1 .3 0:i 1 0ニl O 1 01 .7120∴】 .2 08 07

(00010り00 0 00 000 .0 0.0 0,0 0.0 000 00 ー(0000I0002い000 0 ()0 ()7 0(1 00 00 (003 (0 (70 .t OO O6 00 02() 2い()い0 .iO300OO'22 2 () U､ーり.() (.1 0.1 0011 0 01 01 0O t1 (l O.() 0.() 0.0 0 .()().10.10りl1 .(1 0J (.2 0り (O (O Uり】1
2 .5 .0 .5 .0 ().3 .3 .5.5.5.:i .1 0:3 (5

(((((((0日2日()0!!.:ち 1 0(1 0Iり ー() 0い ーt O() (いい いり2いり()り二t(((((ー((I0001い()いり2100り1000い2 1 (り t0 () (いり

(((((((99 0070 1 (0 020 1 (0 l (0 10 1り0002(2り:IりLl01() LI O1 01 (() '20

6 31 2 3I 61 9162I29 2 13 091 0O O4 O40I (1 (1() ({1

1 0 10 :～10
02 .0 0.0.5 .0.5 03 07 l l O 07

.4 0 5 0 20LI40 1lll0 7 076:ll.971:i.O20.:‡20.:iH.I.ti1( 7 0･1 6･l105 2 tI (2 ･1i7 2 (l (ポ 2J (:ー (1り7 l07 Jl1 2 (2 (7 】 1Iトl1(

1(.OO.Oti O.97 0.HL1 5.)21O,O O.050.3 0.930.3 0.ti O42.0 5.0 109.6 22.6 日0100 100 1O (;I:～9 O15976 5 73 50673:1 30 30 LI β3 7 08.2 9.9 1.0 8 1.0 .0 160 1.1 l l 1

紘) :ROY=Tその他地域｣を表す
産業部門 :1=農林水産業 2ニ鉱業 こi=製造業 l=奄気ガス水道 5=建設業 6=貿易 ･運輸 7=サーービス菓
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単位:%
Thailand China
1 2 3 4 5 6 7

0 00 00 00 00 00 00 00 0.0 0.0 0.1 0,00 0 01 01 00 00 01 00 00 0() 00 00 00 00 00 000 00000000O 0 00 00 00 00 00 (I0 00 (1 0 00 00 00 00 00 00 00 ()1 0いり 0000000

0 0.1 0.00 0.0 0.00 00 00 00 00 10 1 00 ()()0

0 0.10 0.0 00 000 0 00 00 0 0 00 00 0 0 01 00 00 00 00 ()

0 00 0.3 00 .3 01 01 01 0 02 .1 03 0 1 1

0 01 02 00 00 00 00 00100000 1 07 02 00 0O O1 01 001000OO 1 03 05 00 00 ()1 01 00 01 01 00 0O UO OO O011()000 00000000000000 0 00 00 0() 0() 00 00 0001 (0 (0 (小 一0 0 00 00 00 00 00 (0 00 00 01 00 0() 00 0O O0000000 000りO00

04 02 .2 02 .2 03 03 00 0 02 .1 02 0 i .1

0 00 01 00 0000000 0 ()u uO O()000 0 0O O0 0() 00 (0 00 0() 00 00 0(I00 0000(000 0 00 00 り000 (0 0O O0 (0 (O U() 0いい0 い0U000iLい

(() (1 00 0 00 (い0 () ()() 00 0() 0()(J 00 () OO (U (0 (O (0 (O OO Oい い0 (O tO0 00 ()0O OO (0O0 .() 0.0 000 ( U (0 ()いO

.2 00 0l O0 0 0U O0 00 .O O0 0 ()0 00

((0 (0 00い2000I い いt りり( () (0 い tり l7 OO tO O1 0り 0(0 () 0い (0 0O O0り1い UOい()(IOO

.'i O Ja ()2 (:t f 02 I(いい () (() (い ー() (O r0 (0 (り (

り (0 00 01 0 0 (0り O t0 01 01 0 () (000い り t0 0O OO OU (U ((I O0 00 0() 001 02 0001 OO 00 0 (() O tO O0 ()002 01 0 0 0

04 03 8 03 5 11 03 00 ,0 0 l 0 0 1 02 .0

7 6 13 724 こI5 01 067 266 -I9220 7 12 162 22 26 16 05 58 03 05 716 82 33 ()I6 0000000 0 00 00 000 0 00 00 00 0O O0 00 00 00 ()0 ()() 0() 000 0000000

1 60 1 3 7:l 0 0 い

6 601 00 31 481 3 9 11 053 00 0 (O l0い ー O()･1 1 3 56 (Oり い ー0 ( O OO7 8 712 0 ) (() ( () ()り

88l リ 6 6 1 ～)26 7.8 879 ti96 (0 O U l 0 0 1 00 .0

1 00 0200 00 00 00010000 2 (0 06 00 00 ()1 00 2 01 O7 00 ()l OI 7R090025 () 150 .'1 9:ー 65 101 0 02 0020 7 .14 27 -1 .Iニl 521 2O Oa 71 55 18 l1 4.9 32 316 1l lT( ー78 167 ト5 .IニI.rl

0 0 0

00 .0 0,1 0O O0 000 01 01 .0 .別.2 71O T).O6 .O.1.91 00 .1 00 00 8 ニ! ∴1 ;I ll0 6

.3 02 .0 02 .l O3 0.3 952 934 861 9,5 88.6 9:ー8 9.9

00200 (00 00I00 0 00 07 00 (() 0.0 00 0.0 00 00(0 00 00 0i (0 ,0 0.O O0 001いりOU

,0 0 0.0 00 0 0 0 00 00

.I 4 0,2 (2 1 :I 1 (2 ( l

0い 0 ().() (() ().() 00り ((00 O O小 一U (い (0 00 (() (() (りO

00 ll (い() .1l (い (0 0OO 0000 0 0() U0 (1 (() 00 00 (0 (00

.2 ,2 .0 .2 .6 .2 (I.3 01 .2 ()4 .1 03 02 I

I0 00 1 0小 一00 ) (0 (り ーり ー0() 0(0り () 00 (( ()u t0 0() 00 (い ー0り りOり0日りり

.i (0 (() (100 T) (O tO 1いり ･1 ().L (() ().() (O O.() (100 ((((I00 ) 00 (O t 1 (り tO (い tO (い t l r小 t0 (いり(I

I (O 1 (() l (い ーり (り り (小 一小 一り (り

1 U l (.() l (() 0.0 (り .i)___ (l (O L2 (U (0 (～)6 (.1 ボ O) 6 0.2 (.2 Oり 1 ( 1 ( 1 .0

1 0 -.3 0 '2 1 (1 O(0O () 01 () 0 t O0 り

010022 09 06 (I9 09 O O0 02 (1 0.()2 O.5 0 (0 (0 (l l() (0 0010 0:i0

00 20 00 10 0 (IO O00 00(00 0 0O O00 0 00 00 ()0 ()O 01

2 .0.1 2 .9,9 2 (I3 0 l O2 l O2 ()l.2 .2 .2 0∴! .0 1 0.2 .1 0.2 ().1 .1

.7 .3 .2 .3 .1 .5 .8 0:i .7 1.6 .6 .8 0.7 .5

98I (050022 .0 ,2 .0 .1 .() 0I (.() (II (.2 l O.1 ( l .0

03 IR (0.'l 19 0 (1 005 ((い-1 () 0二l O I6 O O2 (0 05 (0I 02

00 1 (0 00 0 (0 0 (O OO (00009600 (】 00 01 01 00U 00 O tO O(J0 UU

.1.1 .6.6 II .3 (.3 22 O.2.2 1 01 0 22 1.1 0.2 0.2 0 11 I1

a3

1 90900 .6 6.1 9.6 7.8 8.9 8.6 9131.2 934 86只 48 90 1.1 9.5 88,6 93.8 9 .9

.l l8 .l l.3 .6 ▲l.3 .3 1 .6 3.7 21 ,1

.3 2.1 .4 19)0 .6 6.2 .5 8 .9 7.7 41 70

牲):ROY=rその他地域｣を表す
産業部門･.1=JB林水産業2=鉱業1.1=製造業 l='iB寛ガス水道 5=建設業 f'=貿易･運輸 7= サ ーービス 業
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単位 :%
TaiYan Korea
1 2 3 4 5 6 7 1 2 3 4 5 6 7

0I00000 0200000 1 04 01 00 00 01 00 00710010 1 02 01 00 00 01 00 00100000 0100000 00000(00100000 0 02 00 00 00 0() 00 0.1..1.1.0.0.1.0 1 ().0 07 0.2 01 0.1 00 0.0 00 0.O O2 0.1 02 0.O O 01 0() 00000 0100000
,2 03 7 09 04 0.1 02 03 .6 5 ー0.4 02 2

I010000 0100000 2 01 02 00 00 01 00 00Ii0000 1 01 01 00 00 00 00 00000000 0000000 00000(00100O0 (0 00000()0 2220010 0 ■00 01 00 00 (0 00 0111000O 0000000 (000000り
.2 .2 6 03 03 01 0 0.1 01 .7 .2 03 0 0

0000000 00 (00い00 0 0() O1 (0 (() O() O0 (00 (り ーり ーいり0 0 0り ーり ーU O() UO t0 000り()0いO いりOい()00 (((((000り ーり tO t0 (() (0 000りり00 0000日00 り t0 ()0 0() 00 00 00 00 (O() (() tU (00 0 (い t() (() (り ーり0 いりUり000
.0 0O O(1 0l Oい 0 0) 0 0 0O O 0 0 0

()010000 0(I10000 い t() 02 00 00 (01 0 (()a (00I2 り (い 一一 (0 0() 00 00 0O0lい000 りいい0000 ((00000() (り t0 (0000 00いり0OO いい100()0 0 (0 (l (() 00 00 (0 ()り ーり ー00 ー000 00 (O lいい()0 いり00OO0
.2 01 3 7 .2 0.2 00 .0 0 0 01 0I 0

0000000 0000000 0 00 01 00 0(1 0小 一0 0000000 0 00 01 O0 00 000 00000日0 0000いい0 00000(00()いいいO 00い0いい0 0010000 0 00 00 00 00 00 0() 00000000 O0O0000 00000り0
01 01 2 .0 01 0 0 () 0 2 0 0I .0 0

0000000 0000000 0000000 0000000 0000000 000り000 ()000000 (00()()()00 0()(I0()り0 00()0000 0 00 00 tO O0 000 0いい(IOO0 りいり()000 00000(IU
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産 業 部 門 :l=Jt林 水 産 業 2=鉱 業 3=製 造 業 4=電 気 ガ ス 水 道 5=建 設業 6=貿 易 ･運輸 7-サ ー ビス 業
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【表 7-6(a)】 貿易額の経年変化 国名:韓国 輸出

SlTCNo. 品 目 名 貿 易 量 単位 :1000USS
大分類 小分類 1970 1975 1980 1985 1990 ー993

全品目 計 食料.飲料.タハ◆コ 835.185 5.081.016 17.488.601 30.282,840 65.015.731 82.232.153

0十一 79.768 669,904 1,240.132 1,240.910 2.014,916 2.042.247
2+4 鉱 物 99.973 150.494 331.230 297,936 990,57T 1.152.152
3 燃 料 8.761 104.477 46.361 953.223 698.703 1.858790
5 化学原料 ll.413 74,797 754.736 935.871 2.468.599 4.850.190

6789 基礎産業晶 220.887 1.484.646 6.251.892 7.078.202 14.522.634 20.901.349

65 繊維糸 84,943 648.922 2.210.097 2.543.707 6.083.773 8,963.241
67 鉄 鋼 13.392 231,473 1.651.308 1.825.278 3.729.331 5.027.393
68 非鉄金属 5.839 8.055 91.446 126.361 374.823 475.944
69 金属製品 12.167 124.058 773,667 1.500.582 1.677.986 2.687.673
上古己以外 104.546 472.138 1.525.374 1.082.274 2.656.721 3.747,098

!十 工業製品 61.469 702.090 3,554.273 11.377.532 25.541.980 36,933.523
71 動力機械 76､792 92.150 240,341 720.938 845,265

7273 産業塊根(特殊)産業機械(対金属) 441.629 67.994 103.820 647.483 1.209,307

74 産業機械(一般) 108,215 225.985 988.945 1.715.183
75 事務機械 88.579 587.961 2.701.598 3.474.332
76 電気製品(音響等) 1.086,667 1,963.927 6,273.344 7.092.909
77 " (寮t等) 923.560 1.943.809 7,659.065 12,339.825
78 自動車 9,207 23.823 362.830 972.344 3.343.189 5.725.085
79 その他輸送捷 7,723 152,076 790.598 5.310,689 3,047.625 4.359.320

計 その他工業品 352.497 1.882.604 5.191.565 8.378,162 18.438.107 14.064,708
84 衣 料 213.566 1.148.223 2.949.404 4,449.966 8.019.607 6.229.120
上古己以外 ー38.931 734.38ー 2.242.161 3.928.196 10.418,500 7.835,588

注)(彰1970年1980年の産業分類は1980年以降と比べて若干異なる｡1970年の71は72-75を含む｡同76は77を含む｡
②1975年の72は73,74を含む｡
③〝-〟は記載なしを表す｡
④韓国における"その他輸送機〟は大部分が造船である｡造船は81年より85年にかけて急増したが86年に至って急速に低下した｡
各年の建造高は617t/80年､2831t/82年､5039t/85年､1815t/86年であるO

出所)YearBookoflnternationalTradeStatistics,UnitedNation.各年による｡

【表 7-6(b)】 貿易額の経年変化 国名:日本 輸出

SZTCNo. 品 目 名 貿 易 量 単位 :1000USS
大分類 小分類 1970 1975 1980 1985 1990 1993

全品目 計 食料.飲料.タ′ヽ●コ 19.319.232 55.754.233 129.807.025 175.901.307 286.947.518 360.911.139

0+1 632.106 721.185 1.447,246 1.202,858 1,447.384 1.643.460
2+4 鉱 物 0 825,367 1.465,768 1.343.571 1.950,126 2,236.936
3 燃 料 326.582 219,730 523,233 576,341 1,372,961 2.149,490
5 化学原料 1.234.561 3.885,259 6.619.255 7,541.656 15,398.841 19.534,305

6789 基礎産業晶 6,475.957 17.522,520 31,207.860 28.882.323 34.659.480 40.141.715

65 繊維糸 1.744.462 2.923,031 5.122,746 4.946,782 5,853.897 6,712,545
67 鉄 鋼 2,843.930 10,164,925 15.454.249 13.565,807 12,575,582 14,543.931
68 非鉄金属 247.992 539.633 1.790.582 1,382.051 2.229.678 2.446.216
69 金属製品 713.718 1.801.656 4.088,839 3.564.157 4.755,983 5.842.773
上音己以外 925.855 2.093.275 4.751.444 5.423.526 9.244,340 10.596.250

計 工業製品 7.833.824 27.405,044 75,869,966 日9,198,955 202.594.508 259.582.56ー
71 動力機械 2,006.199 6.729.723 3.462.665 5,002.969 9.888.530 14.363,830
72 産業機械(特殊) 441.629 5,077.790 7,439.726 13,924.477 17.532.976
73 産業機械(対金属) 1.857,236 2,980.298 5.136.6ー2 5.084.642
74 産業捷械(一般) 6.476,316 7.896.745 16.575,732 22,019.672
75 事務棟械 3.445.983 10.505.636 24.813,903 33.112.966
76 電気製品(音響等) 2,384.811 4.977.407 12.223,136 21.472,506 28.845.739 29.496.216
77 (奪t専) 8,954.383 14.749.566 31,582.033 47,086.353
78 自動車 3,442.815 8.241.280 29,380,618 42.857,844 65.631.202 79,908,322
79 その他輸送杜 6.269.585 4,988.841 6.293.665 6.196.280 10.977.584

計 その他工業品 2.572.718 4.354,604 ー0.804.401 ー5.155.948 24.649,059 29.079.911
84 衣 料 462.391 332.242 487.632 710.637
上書己以外 2.110,327 4.022.362 10,316.769 14.445.311 24,649.059 29.079.9日

その他 154.562 733.104 1.612.855 1.774.542 4.620.305 6.155,476

汰)①1970年1980年の産業分矧 ま1980年以降と比 べ て若干異なる.1970年の71は72 - 7 5 を 含 む .同76は77を含む○
②1975年の72は73.74を含む｡
(勤"-"は妃載なしを表す｡

出所)YearBookofInternationalTradeStatistics,UnitedNatlOn.各年による0
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【表 7-6(C)】 貿易額の経年変化 国名:米国 輸出

SITCNo. 品 目 名 貿 易 量 単位:1000USS
大分類 小分類 1970 1975 1980 1985 1990 1993

全品目 ‡十 食料.飲料.タハ●コ 42,590.096 107.591.549 220,704.911 2ー2.741.357 392.865.924 464.757.280

0+1 5.057.954 17.016.825 30.847.269 22.451.885 37.284.517 40.413.247
2+4 鉱 物 4.604.783 9.872.068 23.844,828 16.904.162 27.260.196 24.613.539
3 # # 1.594,660 4.481.369 8.197.657 10,125,777 12,493.982 10.007.758
5 化学原料 3.825.565 8.745.382 20,840.826 21,508,922 38.570,351 44.688.771

6789 基礎産業晶 5.065.224 11.230.109 23.319,587 14.975,144 34.162.623 39.935,525

65 繊維糸 603.071 1.645.644 3T686,779 2.428.820 5.060.692 6.038.135
67 鉄 鋼 1,268.788 2.481.629 3.154,988 1.275.157 3.708.275 3.908.282
68 非鉄金属 963,950 1.404.376 5.063,638 1,998;007 5.292,099 4.706.063
69 金属製品 744,054 1.910.0日 4.080.441 2,927.266 5,859.774 7T653.070
上書己以外 1.485.361 3.788.449 7.333,741 6,345.894 14,241.783 17.629.975

‡十 工業製品 17.881.916 46.139.930 86.05一,699 97.882,495 182.488.306 224.630.500
71 動力機械 8.380.130 21,088.766 8,681.585 9.666.876 15,885.125 19.675.588
72 産業機械(特殊) 7.771.568 12,659797 10.153.996 15.020.528 17.638.555
73 産業横械(対金属) 1.827.269 1.332.472 2.710,246 3.202.167
74 産業機械(一般) 10,821.963 7,866,061 16.806,162 20.912.622
75 事務機械 8,809.845 15.706,954 27.766,329 31.347.94ー
76 電気製品(音響等) 2,999,191 3.687,067 4.678.780 9.901.206 14.236,843
77 (家電革) 10,637.309 13.292.746 31.528.775 43.045.189
78 自動車 3.549.964 10.088.356 14.824.985 19704,660 30.524.225 41.177.870
79 その他輸送機 2.952.631 7.191.239 14.101.879 15,479.950 32,345767 33.393.726

計 その他工業品 2.596.998 6,001,043 17.034,799 16.287.211 40.677.976 51.836.549
84 衣 料 226.855 429,025 1.240.405 761.123 2.568,667 4.957,477

注)(D1970年1980年の産業分類は1980年以降と比べて若干異なる｡1970年の71は72-75を含む.同76は77を含む｡
②1975年の72は73,74を含む｡
③"-"は把載なしを表す｡

出所)YearBookoflnternationalTradeStatistics.UnitedNat10n,各年による.

【表 7-6(d)】 貿易額の経年変化 国名:タイ 輸出

SITCNo. 品 目 名 貿 易 量 単位 :1000USS
大分愚 小分類 1970 1975 1980 1985 1990 1993

全品目 計 食料.飲料.タハ'コ 710.259 2.195.333 6.505.346 7.121.649 23,068.744 37.166.867

0+1 347.891 1,335.292 2.967.029 3.220.805 6.584.643 8.089.622
2+4 鉱 物 202.528 333.452 932.699 73乳747 1.314,654 1,597,898
3 燃 料 4.980 13,331 41,071 98,933 192.439 397.146
5 化学原料 2.612 14701 48.041 94.156 457,645 1.040.209

6789 基礎産業晶 105.217 312,975 1.413.027 1.240.022 3.161.451 4.563.171

65 搬維糸 8,704 81.067 329,908 416,023 931.395 1.397.266
67 鉄 鋼 5.371 49.825 70.676 139.198 236,794
68 非鉄金属 78,072 114.611 667,251 239,106 116.657 56,335
69 金属製品 ll.017 54.277 43.671 283.850 482.760
上書己以外 18.441 100.909 3日.766 470.546 1.690,351 2.390.016

計 工業製品 4.272 36,326 388,533 637,443 5.066ー320 11.027.768
71 動力機械 110.849 259,385
72 産業機械(特殊) 46.214 50.848 173.758

7374 産業機械(対金属)産業機械(-般) 81.794 416.950 1,181,023
75 事務棟械 54.127 1.562.398 2.822,541
76 電気製品(音響等) 24.060 325.332 1.056.993 1.987T854
77 (家電等) 425,489 1.605.133 3.673.92ー
78 自動車 1.906 14.101 221.818 632,728
79 その他輸送機 8.438 6.820 242.659
上書己以外 2.366 12,266 54.763 15.718 34.511 53.899

i+ その他工業品 4.562 82,566 444.905 982.976 6.009,053 9.867.444
84 衣 料 933 53.554 266.641 572.946 2.825.347 4.213.396
上書己以外 3.629 29.012 178,264 410.030 3.183.706 5.654.048

その他 37.533 64.602 258,971 85.307 275,822 574.602

②1975年の72は73,74を含む｡
③〝-"は妃載なしを表す｡

出所)YearBookofInternationalTradeStatistics.UnitedNation.各年による｡
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【表 7-6(e)】 貿易額の経年変化 国名:世界 輸入=輸出

S一丁CNo. 品 目 名 貿 易 量 単位 :1000USS
大分類 小分類 1970 1975 1980 1985 1990 1993

全品目 計65 食料.飲料.タハ'コ 312.011 872.692 1,994.310 1,933,435 3.396.509 3,689,745

0+1 41,276 103.968 200.981 177.828 294.421 320.886
2+4 鉱 物 33.048 66.284 137.000 117.444 175,342 162.858

3 燃 料 28.886 169,284 478.706 361.646 348.171 323.940
5 化学原料 22.091 60.963 147.796 152.397 298.469 328.053

6789 基礎産業晶繊維糸 12,418 26.522 55,492 55.874 109.928 122.117

67 鉄 鋼 17.081 45.784 75.906 70.318 107.326 103.591
68 非鉄金属 - 12,338 18.305 52.332 35,656 68.922 62.558
69 金属製品 34.458 66.291 71.460

計717273747576777879 工業製品動力機械産業株械(特殊)産業機械(対金属)産業機械(一般)事務機械電気製品(音響等)(家電等)自動車その他輸送機 46.087 244,433 510,926 601,065 1.211.952 1,386.435ll,613 28.359 66.824 88.100 175.500 197.146

計 その他工業品 481.114 470.875 970.849 1.070.299
84 衣 料 6.440 16.756 40.212 47.300 109.002 134.998

注)①1970年1980年の産業分類は柑80年以降と比べて若干異なる｡1970年の71は72-75を含む｡同76は77を含む｡
②1975年の72は73.74を含む｡
③"J'は妃載なしを表す｡

出所)YearBookoflntemationalTradeStatistics.UnitedNation.各年による｡

【表 7-6(f)】 貿易額の経年変化 国名:韓国 輸入

SITCNo. 品 E] 名 貿 易 量 単位 :ー000USS

大分類 小分類 1970 1975 1980 1985 1990 1993

全品目 計 食料.飲料.タハ●コ 1.983.263 7.271.004 22.242.704 31,135.655 69.843.678 83,793,990

0十一 319,36ー 959.406 1.873.329 1.399.795 3.428,084 4.252.883

2+4 鉱 物 404.526 1.118.087 3,261.084 3.855.403 8.550.801 8.771.654

3 燃 料 1.387.098 6.659.559 7.395.444 11.095.977 15,155,224

5 化学原料 790,413 1.800.261 2.788.108 7.297.902 8.044,937

6789 ⊂】 305.914 865.479 2.449.036 3.554,327 10.795.641 12.327.920127.790 254.077 420.853 669.687 2,066.309 2,706.037

FI65 E)ロ繊維糸
67 鉄 鋼 89.591 344.604 987.230 1.174.822 3,300.205 3.167,789
68 非鉄金属 20.358 68.535 344.952 463,842 1.887749 2.226.389

69 金属製品 43,945 71.988 223.426 371.704 858.618 1,023.566
上記以外 24.230 126,275 472,575 874.272 2.682.760 3.204.ー39

計 工業製品 589.523 1,909.266 4.998,960 10,642.814 23.927.902 28.394.952

71 動力機械 305,858 849.508 539,101 754,559 一.612.057 2,492,801
72 産業機械(特殊) 591.468 1.009.950 4.165.692 4.378.227

73 産業機械(対金属) 387.869 359,521 1.271,101 1.155.042

74 産業機械(一般) 760.893 1.238.634 4.215,250 4.265.597

75 事務機械 ー62.432 470.038 1.812.862 2,000.559
76 電気製品(音響等) 132.892 512,358 456,422 677,156 1.361.017 1.872.226

77 (#tS) 1.049,336 2.050.687 6.748.126 8.555.614
78 自動車 68.012 89.467 175.190 236.061 861.454 984,288

79 その他輸送機 82.761 457.933 876.250 3.846.208 1,880.343 2.690.598

計 その他工業品 47,259 187,699 666.988 1,238.273 3.993.993 5.873.244

84 衣 料 503 15一.628 361.215
上書己以外 46.756 187.699 666.988 1.238.273 3.842.365 5.512.029

注)①1970年1980年の産業分類は1980年以降と比べて若干異なる｡197蜂 の7日?72-75を含む｡同76は77を含む｡
②1975年の72は73.74を含む｡
③"-"は妃載なしを表す｡
出所)YearBookofInternationalTradeStatistics.UnitedNation.各年による.
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【表 7-6(g)】 貿易額の経年変化 国名:日本 輸入

SⅠTCNo. ･l. = .- 貿 易 量 単位:1000USS
大分類 小分類 1970 1975 ー980 1985 1990 1993

全品目 ft 食料.飲料.タハ'コ 18,882.678 57.864.536 140.527.652 129.538.747 234.798.639 240.670,207

0+1 2.574.317 8.811.627 14,666.164 15.547.449 31.457,736 39.139.992
2+4 鉱 物 6.598.949 11.476.923 24.510.374 18.209,309 29.360,117 28,255.174
3 燃 料 3.905,781 25.652.062 70,072.497 55.895.165 57.502.081 49,384.157
5 化学原料 1.000.563 2.059.138 5.928.435 7,933.241 15.103,574 17.522.688

6789 基礎産業晶 1,869.197 3.644.625 9.713.047 10,418.635 29.992.658 27.005.179

65 繊維糸 223,745 773.003- 1.721.505 2.018.883 4.379.279 4,182.87ー
67 鉄 鋼 276.142 188,654 893.854 1.479.465 4.611.282 4,094,958
68 非鉄金属 , 944.834 一.284.989 4.360.000 3,945.573 9.764,314 6,624.212
69 金属製品 70.993 190.841 547744 671.913 1.861.370 2.097,828
上書己以外 353.483 1,207.138 2.189,944 2,362.801 9,376.413 10.005.310

計 工業製品 2.132.406 3,825.148 8,389.683 10,574.937 36.017.512 40.858.898
71 動力棟械 1.262.542 2.055.710 641.625 1.073.372 2,ー08,307 2.439.789
72 産業株械(特殊) 934.743 868,419 3.009.654 2,435.045
73 産業株械(対金属) 299,280 917,458 583.564
74 産業機械(一般) 1.034.839 1,160.274 3.362,181 3,525.763
75 事務機械 1.082,114 1.567.850 5,332.576 6.985.023

76 電気製品(音響等) 463,669 1.004.971 417,983 523,597 2,615.946 4.230.617
77 (家電等) 1.724.317 2.485,208 7,515,540 10,417.434
78 自動車 81.150 297.125 635.356 801.847 7.452,486 6.733.073
79 その他輸送機 325.045 467.341 1.619.ー31 1.795.088 3.703,364 3.508.593

計 その他工業品 631,752 1.990.639 5.400.609 6.865.631 28,830,673 32,941,925
84 衣 料 90,760 539.591 1.536,698 2.012,383 8.784,124 12,622.698
上一己以外 540.992 1,451.048 3.863.911 4.853.248 20.046.549 20.319.227

注)(91970年1980年の産業分類は1980年以降と比べて若干異なる｡1970年の71は72-75を含む｡同76は77を含む｡
②1975年の72は73.74を含む｡
③〝-〝は妃載なしを表す｡
出所)YearBookoflnternatjonalTradeStatistics.UnkedNation.各年による｡

【表 7-6(h)】 貿易額の経年変化 国名:米国 輸入

SⅠTCNo. 品 目 名 貿 易 量 単位:ー000USS
大分類 小分類 1970 ー975 ー980 1985 1990 1993

全品目 計 食料.飲料.タハ●コ 39.951.570 96.903.527 252,997.355 361.395.692 517.524.466 603,153,642

0+1 6.229,653 9,908.487 19,935,009 24,389,288 28.931.198 30,809.642
2+4 鉱 物 3.306.320 5.426.114 11.378.307 11.346.645 15.844.092 16.692.327
3 燃 料 3.074.730 26,403,792 82.251.495 55.747.776 68.759,720 59,272.317

5 化学原料 1.450.169 3.706,204 8.956,105 ー5.094,489 23.129,518 29.945.960

6789 基礎産業晶 8,439.252 14.894.010 34,295,394 49.774.399 63.867.306 70.383,101

65 繊維糸 1,135.280 1.234.082 2.542,486 4.982,956 6.750,825 8.885.435
67 鉄 鋼 2.030.223 4.696.229 8.152.845 11,193,389 10.854.869 11.105.562
68 非鉄金属 1.655.595 2.581.837 7,710.315 7.139.890 10,033.570 9.022,530

69 金環製品 824.659 1.777.274 4.050,685 7.026.858 9.348.099 11.044,089
上書己以外 2.793.495 4.604.588 11.839.063 19.431.306 26,879.943 30.325,485

計 工業製品 ll.171.720 24.236.541 63.836.942 141.836.556 213.895.763 265,419.019
71 動力機械 3,017.575 7,025,999 3.975,131 9.078.931 14,842.527 17,489,170
72 産業機械(特殊) 4.995.530 8,604.138 12.736.371 13,370,312
73 産業機械(対金属) 1.912.712 2.890.572 3.716,105 3.7ー7,784
74 産業機械(一般) 4.105.543 8.095.024 15.037,689 17.435,072
75 事務機械 3.007.167 11.891.884 27,498.767 43.958,290
76 電気製品(音響等) 2,271,165 4,971.598 6,953,078 19,089.040 22727.375 27,797,179
77 (*tS) 8,398.291 18.377,407 34.790.638 48,317.438
78 自動車 5.480.564 11.408.269 27.519.051 59,379.488 75,130.698 85.323,935
79 その他輸送機 402.416 830.675 2,970.439 4.430.073 7.415.593 8.009.840

計 その他工業品 4.846.342 9.260.979 24.851,510 51.300,327 84,874.911 108781.458
84 衣 料 1,269,T27 2.550.864 6.943,405 16.201.451 27.171,613 35.833.018

上書己以外 - 3.577.215 6.710,日5 17.908.105 35.098.876 57703.298 72.948.440

その他 1.273.823 2,513,751 6.916,921 11,172.238 17,352.151 20,778,943

②1975年の72は73.74を含む｡
③"-"は妃載なしを表す｡

出所)YearBookoflntemationalTrad8Statistics.UnitedNation.各年による｡
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【表7-6(i)】 貿易額の経年変化 国名:タイ 輸入

SrTCNo. 品 目 名 貿 易 量 単位 :1000USS
大分類 小分類 1970 1975 1980 柑85 1990 1993

全品目 計 食料.飲料.タハ'コ 1.293,416 3.279.415 9.454.574 9,243.279 33,371.376 46.239,317

0十1 67,287 136.336 406.552 458,368 1.629.428 2.089.771
2+4 鉱 物 67.289 194,510 483,786 593.780 2.061,685 2.517,713
3 燃 料 113.172 707,919 2.880.365 2.101.532 3,113,261 3,483.200
5 化学原料 167.288 439,340 1.073.593 1.248,115 3.408.330 4.605.464

6789 基礎産業晶 304.068 496,083 1.348,214 一.514.344 7.023,259 8.944.561

65 繊維糸 82.321 91.095 174.178 228.338 898.256 1.306,295
67 鉄 鋼 89.840 166.560 522.360 624,761 2.687.892 3.343.383
68 非鉄金属 25,292 64,979 204.856 144,884 694,296 911,851
69 金属製品 50.571 79.059 165,800 192.832 646.390 1.167,075
上T己以外 56.044 94,390 281.020 323.529 2,096.425 2,215,957

書十 工業製品 459.904 1,140.678 2,329,405 2.565.356 13.687.038 20.773,295
71 動力横根 220.148 579.160 176.058 169.820 1.460,251 1.612.288
72 産業機械(特殊) 429.056 432,495 2.292.046 2,595.172
73 産業機械(対金属) 50.863 90.084 462.175 890.262
74 産業機械(一般) 316,507 417.676 1.627.838 2.855.977
75 事務機械 41.806 192.860 1.114.401 1750.285
76 電気製品(音響等) 104.677 192.106 117.787 235.714 993,502 1.507.986
77 " (#tS) 513.495 459.846 2.669.315 5.036.985
78 自動車 115,338 258.730 386,695 375,768 2.316.872 3,480.906
79 その他輸送機 19.740 110.682 297,138 191.094 750.638 1.043.434

計 その他工業品 60,449 91.373 251.600 361,031 1.395,406 2.352,039
84 衣 料 5.309
上書己以外 55.140 91,373 251.600 361.031 1,395.406 2.352.039

注)(91970年1980年の産業分類は1980年以降と比べて若干異なる｡1970年の71は72-75を含む｡同76Jj:77を含む｡
②1975年の72は73.74を含む｡
③〝-"は紀載なしを表す｡
出所)YearBookoflnternatlIOnafTradeStatist'lCS.UnitedNation.各年による｡
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